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１ はじめに 

本市では、平成 28 年２月に「糸島市行政評価制度」を改訂し、平成 29 年度より、毎年度

施策評価を実施しています。 

行政評価は、経営のマネジメントサイクル（PDCA サイクル）である Plan（計画）・Do（実

行）・Check（評価）・Action（改善）の Check と Action に該当するもので、施策・事業の

進み具合を点検・評価し、今後の実施方向性の明確化や事業の最適化で、課題の着実な解決

につなげていくものです。 

また、評価結果は、市民への説明責任を果たすため公表し、市民との情報共有、市の施策・

事業への信頼性向上をとおして、「協働」が進む環境構築を図ります。 

 

２ 施策評価の目的 

施策評価は、長期総合計画の進み具合について、各施策

の担当部署が自ら点検し、進捗管理を徹底するとともに、

施策の推進を図るために実施するもので、次年度以降の実

施計画・予算編成の基礎資料としても活用します。 

 平成 29 年度からは、平成 24 年度と平成 26 年度に実

施した施策進捗度評価をより充実（各施策の有効性及び効

率性の評価や、総合評価の追加など）させ、施策評価を実施

しています。 

また、平成30年度からは、施策を構成する事務事業のう

ち実施計画事業などの主要な事務事業の評価も実施し、施

策評価表と事務事業評価表を合わせて公表することで、長

期総合計画の推進をより一層促進し、市民への説明責任の

向上を目指しています。 

 

３ 評価内容と公表方法 

施策評価は、長期総合計画の体系に沿って6３の施策（うち重点課題５、行政経営戦略施

策7を含む）ごとに、事務事業評価は、施策を構成する事務事業の評価表を作成し、評価を

行っています。また、施策評価と施策に紐づく事務事業評価について、本報告書に掲載し、

市ホームページで公表します。 

施策評価及び事務事業評価の評価対象等 

 評価対象 評価責任者 評価種類 

施策評価 長期総合計画前期基本計画に掲げる全 6３施策 施策統括部長 内部評価 

事務事業

評価 

①令和４年度に実施した実施計画事業(継続事業含む) 

② ①以外で、施策を構成する事務事業 

事業担当課長 
内部評価 

 

手段 

基本目標 

 

図表：長期総合計画の体系 

 

政 策 

施 策 

事務事業 

目的 

目的 

手段 
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４ 評価時点 

令和４年度の実績について、令和５年４月～５月に内部評価、7月に外部評価を行いました。そ

のため、施策評価、事務事業評価の内容は、その時点のものです。 

 

評価の経過 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 評価結果の概要 

（1）指標の達成度について 

最終目標年である令和7年度に対する進捗率などを総合して、評価責任者である統括部

長により、令和４年度成果指標の達成度に関する評価（A～E）を実施しました。 

全63施策中、A評価が６施策、B評価が14施策、C評価が12施策、D評価が16施策、E評

価が15施策となりました。AまたはB評価の施策は31.7％でした。 

 

令和4年度指標の達成度（施策達成状況） 

指標の達

成度 

基本 
目標

1 

基本 
目標
2 

基本 
目標
3 

基本 
目標
4 

基本 
目標
5 

基本 
目標
6 

重点
ﾌﾟﾛｼﾞ
ｪｸﾄ 

行政
経営
戦略 

全体 割合
(%) 

①施策数 9 7 6 9 9 11 5 7 63 100 

②A評価 1 
   

1 3 
 

１ ６ 9.5 

③B評価 1 4 3 1 2 1 1 １ 14 22.2 

④C評価 2 
 

1 1 3 1 1 3 12 19.1 

⑤D評価 4 1 2 3 1 3 1 1 16  25.4 

⑥E評価 1 2  4 2 3 2 1 15 23.8 

事務事業評価(事業担当課長) 

施策評価（統括担当部長） 

内部評価 

総合計画審議会 

行政改革推進委員会 

外部評価 

次年度経営方針 

（実施計画への反映） 

4 月 

５月 

7 月 

８月 

活用 
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(2)令和4年度の施策成果指標の達成状況 

63 施策に設定された全 168 指標に対して、施策の年度達成率（R4 実績/R4 計画）を見

ると、達成率は、下表の 44.0％という結果でした。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響が大きいと考えられる 48 指標を除くと、達成率

は、61.6％となり、令和 4 年度計画目標であった 70%に到達していません。 

 

令和4年度の施策成果指標の達成状況 

  基本 
目標1 

基本 
目標2 

基本 
目標3 

基本 
目標4 

基本 
目標5 

基本 
目標6 

重点
ﾌﾟﾛｼﾞ
ｪｸﾄ 

行政
経営
戦略 

全体 

施策指

標数 

27 20 15 25 28 25 10 １８ 168 

達成数 12 12 4 ９ 14 7 ５ １１ 74 

達成率

(%) 

44.4 60.0 26.6 36.0 50.0 28.0 50.0 61.1 44.0 

注：未達指標95のうち、新型コロナウイルス感染症の影響による指標が48あった。 

 

(3)令和4年度の事務事業活動指標の達成状況 

全223活動指標中、A評価が184指標、B評価が17指標、C評価が11指標、D評価が6指

標、E評価が5指標となり、AまたはB評価の指標は90.1％でした。 

 

令和4年度の事務事業活動指標の達成状況 

指標の達

成度 

基本 
目標

1 

基本 
目標 
2 

基本 
目標
3 

基本 
目標
4 

基本 
目標
5 

基本 
目標
6 

重点
ﾌﾟﾛｼﾞ
ｪｸﾄ 

行政
経営
戦略 

全体 割合
(%) 

①指標数 55 16 15 32 37 45 10 13 223 100 

②A評価 51 13 14 22 29 38 7 10 184 82.5 

③B評価 2 2 1 4 4 2 1 1 17 7.6 

④C評価 2 1  4 2 2 
  

11 4.9 

⑤D評価    2 2 1  1 6  2.7 

⑥E評価      2 2 1 5 2.3 

 

 

（４）成果とコストの方向性について 

各施策において、令和６年度以降に改革案を実施した場合の期待効果は下表のとおりです。 

成果上昇が見込まれる施策が６１施策で９６．９％を占めており、一方で、それぞれの施策

の方向性の9区分のうち、最も望ましくない区分「成果縮小・コスト増大」と、次に望ましくな

い区分である「成果縮小・コスト維持」「成果維持・コスト増大」に該当する施策はありません
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でした。 

しかしながら、コストの方向性を見ると、コスト増大が17施策あり、コスト削減の3施策と

比較し、大幅に上回っている状況です。 

以上のことから、今後の成果見込みとコストについて、成果の上昇が見込まれるものが9

割を超えていますが、コスト増大が見込まれるものが約３割近くあり、限られた資源を、市全

体が最も良い状態になるように配分（全体最適化）するため、コスト増大施策とコスト削減施

策の均衡を図るなど、組織としての全体調整機能を向上させる必要があると考えられます。 

 

今後の事業の方向性（期待効果） 

 
 コスト  

削減 維持 増大 

成果 

上昇 ３（４．８%） ４１（６５.1%） １７（27%） 

維持 ０ ２（3.1%） 0 

縮小 0 0 0 

 

 

6 評価の活用について 

行政評価のうち、事務事業評価は事業のPDCAサイクルに活用し、施策評価は長期総合

計画に掲げる施策のPDCAサイクルに活用するものです。 

施策評価の目的は、点検と進捗管理による施策の推進であるため、評価結果を各部署の

取り組みの見直しに活用する必要があります。各部署においては、評価の所見における今後

の方向性をもとに改善を進め、成果の向上を図ることが重要です。 

また、経営資源に制約がある中、市全体の成果を最大化（全体最適化）させるため、行政評

価の結果にもとづく次年度の経営方針（実施計画への反映）を定めます。 

今後も、職員の評価能力の向上を図り、市民や有識者による外部点検の意見も合わせて、

長期総合計画の施策推進に効果のある事務事業が実施されるよう、行政評価を継続してい

きます。
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基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/

年

指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に対する理

由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

1 子育て支援課 1 待機児童数 人 74 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%
成果上
昇、コス
ト増大

12 536,463 2.3 2
児童扶養手当受給者で就業を希望
する人のうち、就職に結びついた
人の割合

％ 52.6 33.3 65.0 70.0 75.0 80.0 51% 0.0% 33.3% D

子ど
も課

子ども教育
部

3
保育所などのサービスが充実して
いると思う市民の割合（市民満足
度調査）

％ 26.5 25.4 30.7 33.8 36.9 40.0 83% 0.0%

安心して生み育てられる環境の充実のため、様々な事業を行った成
果が出ている。待機児童は「０」となり、また、保育所などのサー
ビスが充実していると思う市民の割合については、サービスの当事
者となる小学生以下の児童と同居している人の満足度は、
「37.5％」と全体数値より12％も高い満足度を示している。
今後、令和7年度の目標達成に向け、保育士確保や保育施設の充実を
図る事業を継続して実施するほか、児童クラブの施設不足の対応策
について検討する。

基本目
標1
未来社
会で輝
く子ど
もを育
むまち
づくり

(1)子
育ち・
親育ち
の支援
の充実

施策① 安
心して生み
育てられる
環境の充実

子ど
も課

子ども教育
部

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

1.未来
社会で
輝く子
どもを
育むま
ちづく

り

１　子育ち・
親育ちの支
援の充実

①　安心し
て生み育て
られる環境
の充実

民間保育所
施設整備事
業（実計）

子ども課 令和3年度 令和5年度 一般会計

対象 
施設整備事業を実施する私立保育所
 
手段 
老朽化した施設の建替え等を行う私立保育所等に対して、当該施設整備に要する費用の一部を補助す
る。
  
目的 
保育環境の整備を行うとともに、待機児童の解消を図る。
 
成果 
１園整備

整備実施
施設数

園 0 1 1 1 1 3 100.0 千円 0 133,259 258,369 114,000 0.1 A
待機児童の解消に
寄与した。 1

1.未来
社会で
輝く子
どもを
育むま
ちづく

り

１　子育ち・
親育ちの支
援の充実

①　安心し
て生み育て
られる環境
の充実

地域型給付
事業（小規模
保育事業所
分）（実計）

子ども課 令和３年度 令和5年度 一般会計

対象 
小規模保育事業所　３園 
（受益者：保育を必要とする児童及びその保護者） 
 
手段 　市内の小規模保育事業所へ保育の実施を委託し、委託費を支払う。 
 
小規模保育事業所とは、子ども・子育て支援新制度に位置付けられた０～２歳児までの比較的小規模
な保育事業所（定員６～１９人）のこと。 
小規模保育事業は、市の認可事業である。 
 
目的 
保護者の就労等により保育を必要とする児童に対し、小規模保育事業所において保育を提供する。０
～２歳児の保育の受け皿となっている。 
 
成果 
令和４年度は53人を受け入れた。 

委託費を
支払う市
内小規模
保育事業
所の数

施設 1 4 4 4 4 4 100.0 千円 53,380 147,661 124,635 0 0.0 A

保護者の就労等に
より保育を必要と
する児童に対し、
小規模保育事業所
において保育を提
供するとともに、０
～２歳児の保育の
受け皿確保に寄与
した。

1

1.未来
社会で
輝く子
どもを
育むま
ちづく

り

１　子育ち・
親育ちの支
援の充実

①　安心し
て生み育て
られる環境
の充実

保育補助者
雇上強化事
業（実計）

子ども課 令和2年度 令和4年度 一般会計

対象 
糸島市内に所在する認可保育所、幼保連携型認定こども園及び小規模保育事業を行う者 
 
手段 
保育所等が実施する短時間勤務の保育士資格を持たない保育士の補助を行う者の雇上げに係る経費
に対し、市が予算の範囲内で補助金を交付する。 
 
目的 
保育士の業務負担を軽減し、保育士の離職防止を図り、保育人材の確保を行うことを目的とする。 
 
成果 
5園16人の保育補助者を雇用

補助金申
請受付件

数
件／年度 4 9 5 10 0 15 50.0 千円 8,574 19,263 13,569 0 0.1 C

保育士の業務負担
を軽減し、保育士
の離職防止を図
り、保育人材の確
保に寄与した。

1

1.未来
社会で
輝く子
どもを
育むま
ちづく

り

１　子育ち・
親育ちの支
援の充実

①　安心し
て生み育て
られる環境
の充実

可也３放課後
児童クラブ整
備事業

子ども課 令和4年度 令和4年度 一般会計

対象 
可也小学校に通う児童でその保護者が就労等により昼間家庭にいない者 
 
手段 
可也小学校敷地内に新たに児童クラブを新設する。 
 
目的 
新たな児童クラブを新設することで入所不承諾を解消する。 
 
成果 
共働き世帯が安心して子どもを預けて働くことができる環境をつくる。 
・可也校区の年少人口は令和11年度まで増加すると推計されており、可也小学校の教室には余裕がな
いため、新たに児童クラブを新設することで、入所不承諾を解消する。 
 

可也小学
校児童クラ
ブ入所不
承諾者（翌
年当初）の

人数

人 - 8 0 0 0 0 100.0 千円 - - 66,548 終了 0.5 A

新たな児童クラブ
の整備により、入
所不承諾を解消
し、共働き世帯等
の保護者が安心し
て働くことができ
る環境づくりに寄
与した。

3

1.未来
社会で
輝く子
どもを
育むま
ちづく

り

１　子育ち・
親育ちの支
援の充実

①　安心し
て生み育て
られる環境
の充実

深江２放課後
児童クラブ整
備事業

子ども課 令和4年度 令和4年度 一般会計

対象 
深江小学校に通う児童でその保護者が就労等により昼間家庭にいない者 
 
手段 
深江小学校敷地内に新たに児童クラブを新設する。 
 
目的 
新たな児童クラブを新設することで入所不承諾を解消する。 
 
成果 
共働き世帯が安心して子どもを預けて働くことができる環境をつくる。 
・深江校区の年少人口は令和10年度まで増加すると推計されており、深江小学校の教室には余裕がな
いため、新たに児童クラブを新設することで、入所不承諾を解消する。 
 

深江小学
校児童クラ
ブ入所不
承諾者（翌
年当初）の

人数

人 - 7 0 0 0 0 100.0 千円 - - 30,664 終了 0.5 A

新たな児童クラブ
の整備により、入
所不承諾を解消
し、共働き世帯等
の保護者が安心し
て働くことができ
る環境づくりに寄
与した。

3

1.未来
社会で
輝く子
どもを
育むま
ちづく

り

１　子育ち・
親育ちの支
援の充実

①　安心し
て生み育て
られる環境
の充実

放課後児童
クラブ大規模
改修事業（実
計）（ＡＰ）

子ども課 令和3年度 令和5年度 一般会計

対象 
建築後概ね２０年を経過した子ども課が所管する児童クラブ専用施設 
 
手段 
施設の屋根、外壁、水回り、床、壁クロス、空調等の劣化部分を修繕する。 
 
目的 
施設の長寿命化を図る。 
 
成果 
入所児童が快適で安全な保育環境をつくる。 
・令和４年度は深江、波多江1.2、引津、前原南1の児童クラブについて、屋根、外壁等の大規模改修を
行った。 
 

築２０年を
経過した児
童クラブ

で、大規模
改修を

行った施
設の数

施設 0 4 5 5 3 12 100.0 千円 0 21,446 29,425 33,553 0.6 A

公共施設マネジメ
ントを推進する中
で、計画的に児童
クラブの改修がで
きており、安全で
快適な放課後児童
健全育成事業の運
営ができている。

3

 

 

 

 

基本目標 1 未来社会で輝く子どもを育むまちづくり 

 

7 令和 5 年度施策評価一覧 

 



   

 

6 

1.未来
社会で
輝く子
どもを
育むま
ちづく

り

１　子育ち・
親育ちの支
援の充実

①　安心し
て生み育て
られる環境
の充実

民間保育所
施設整備事
業（実計）

子ども課 令和3年度 令和5年度 一般会計

対象 
施設整備事業を実施する私立保育所
 
手段 
老朽化した施設の建替え等を行う私立保育所等に対して、当該施設整備に要する費用の一部を補助す
る。
  
目的 
保育環境の整備を行うとともに、待機児童の解消を図る。
 
成果 
１園整備

整備実施
施設数

園 0 1 1 1 1 3 100.0 千円 0 133,259 258,369 114,000 0.1 A
待機児童の解消に
寄与した。 1

1.未来
社会で
輝く子
どもを
育むま
ちづく

り

１　子育ち・
親育ちの支
援の充実

①　安心し
て生み育て
られる環境
の充実

地域型給付
事業（小規模
保育事業所
分）（実計）

子ども課 令和３年度 令和5年度 一般会計

対象 
小規模保育事業所　３園 
（受益者：保育を必要とする児童及びその保護者） 
 
手段 　市内の小規模保育事業所へ保育の実施を委託し、委託費を支払う。 
 
小規模保育事業所とは、子ども・子育て支援新制度に位置付けられた０～２歳児までの比較的小規模
な保育事業所（定員６～１９人）のこと。 
小規模保育事業は、市の認可事業である。 
 
目的 
保護者の就労等により保育を必要とする児童に対し、小規模保育事業所において保育を提供する。０
～２歳児の保育の受け皿となっている。 
 
成果 
令和４年度は53人を受け入れた。 

委託費を
支払う市
内小規模
保育事業
所の数

施設 1 4 4 4 4 4 100.0 千円 53,380 147,661 124,635 0 0.0 A

保護者の就労等に
より保育を必要と
する児童に対し、
小規模保育事業所
において保育を提
供するとともに、０
～２歳児の保育の
受け皿確保に寄与
した。

1

1.未来
社会で
輝く子
どもを
育むま
ちづく

り

１　子育ち・
親育ちの支
援の充実

①　安心し
て生み育て
られる環境
の充実

保育補助者
雇上強化事
業（実計）

子ども課 令和2年度 令和4年度 一般会計

対象 
糸島市内に所在する認可保育所、幼保連携型認定こども園及び小規模保育事業を行う者 
 
手段 
保育所等が実施する短時間勤務の保育士資格を持たない保育士の補助を行う者の雇上げに係る経費
に対し、市が予算の範囲内で補助金を交付する。 
 
目的 
保育士の業務負担を軽減し、保育士の離職防止を図り、保育人材の確保を行うことを目的とする。 
 
成果 
5園16人の保育補助者を雇用

補助金申
請受付件

数
件／年度 4 9 5 10 0 15 50.0 千円 8,574 19,263 13,569 0 0.1 C

保育士の業務負担
を軽減し、保育士
の離職防止を図
り、保育人材の確
保に寄与した。

1

1.未来
社会で
輝く子
どもを
育むま
ちづく

り

１　子育ち・
親育ちの支
援の充実

①　安心し
て生み育て
られる環境
の充実

可也３放課後
児童クラブ整
備事業

子ども課 令和4年度 令和4年度 一般会計

対象 
可也小学校に通う児童でその保護者が就労等により昼間家庭にいない者 
 
手段 
可也小学校敷地内に新たに児童クラブを新設する。 
 
目的 
新たな児童クラブを新設することで入所不承諾を解消する。 
 
成果 
共働き世帯が安心して子どもを預けて働くことができる環境をつくる。 
・可也校区の年少人口は令和11年度まで増加すると推計されており、可也小学校の教室には余裕がな
いため、新たに児童クラブを新設することで、入所不承諾を解消する。 
 

可也小学
校児童クラ
ブ入所不
承諾者（翌
年当初）の

人数

人 - 8 0 0 0 0 100.0 千円 - - 66,548 終了 0.5 A

新たな児童クラブ
の整備により、入
所不承諾を解消
し、共働き世帯等
の保護者が安心し
て働くことができ
る環境づくりに寄
与した。

3

1.未来
社会で
輝く子
どもを
育むま
ちづく

り

１　子育ち・
親育ちの支
援の充実

①　安心し
て生み育て
られる環境
の充実

深江２放課後
児童クラブ整
備事業

子ども課 令和4年度 令和4年度 一般会計

対象 
深江小学校に通う児童でその保護者が就労等により昼間家庭にいない者 
 
手段 
深江小学校敷地内に新たに児童クラブを新設する。 
 
目的 
新たな児童クラブを新設することで入所不承諾を解消する。 
 
成果 
共働き世帯が安心して子どもを預けて働くことができる環境をつくる。 
・深江校区の年少人口は令和10年度まで増加すると推計されており、深江小学校の教室には余裕がな
いため、新たに児童クラブを新設することで、入所不承諾を解消する。 
 

深江小学
校児童クラ
ブ入所不
承諾者（翌
年当初）の

人数

人 - 7 0 0 0 0 100.0 千円 - - 30,664 終了 0.5 A

新たな児童クラブ
の整備により、入
所不承諾を解消
し、共働き世帯等
の保護者が安心し
て働くことができ
る環境づくりに寄
与した。

3

1.未来
社会で
輝く子
どもを
育むま
ちづく

り

１　子育ち・
親育ちの支
援の充実

①　安心し
て生み育て
られる環境
の充実

放課後児童
クラブ大規模
改修事業（実
計）（ＡＰ）

子ども課 令和3年度 令和5年度 一般会計

対象 
建築後概ね２０年を経過した子ども課が所管する児童クラブ専用施設 
 
手段 
施設の屋根、外壁、水回り、床、壁クロス、空調等の劣化部分を修繕する。 
 
目的 
施設の長寿命化を図る。 
 
成果 
入所児童が快適で安全な保育環境をつくる。 
・令和４年度は深江、波多江1.2、引津、前原南1の児童クラブについて、屋根、外壁等の大規模改修を
行った。 
 

築２０年を
経過した児
童クラブ

で、大規模
改修を

行った施
設の数

施設 0 4 5 5 3 12 100.0 千円 0 21,446 29,425 33,553 0.6 A

公共施設マネジメ
ントを推進する中
で、計画的に児童
クラブの改修がで
きており、安全で
快適な放課後児童
健全育成事業の運
営ができている。

3

1.未来
社会で
輝く子
どもを
育むま
ちづく

り

１　子育ち・
親育ちの支
援の充実

①　安心し
て生み育て
られる環境
の充実

母子家庭等
高等職業訓
練促進給付
金等支給事
業

子育て支援課平成２２年度 永年 一般会計

対象 
市内に住所を有する母子家庭の母及び父子家庭の父で以下の全てに該当する者 
①所得が児童扶養手当受給対象水準である。 
②養成機関において６か月以上（令和４年度まで）の期間修業予定である。 
③就業または育児と修業の両立が困難と認められる。 
 
手段 
就職に有利な資格を取得するため６か月以上養成機関で修業する場合、修業する期間（48か月を上
限）に毎月訓練促進費を、また修了後に修了支援金を支給する。 
 
目的 
就職に有利な資格を取得する修業期間中の生活費の負担軽減により修業を継続することができ自立
を促進する。 
 
成果 
母子家庭の母及び父子家庭の父の就職及び生活の安定に資する資格の取得を容易にする。 

支給対象
者数

人 5 3 3 3 3 3 100.0 千円 13,464 12,206 8,047 17,952 0.1 A
資格取得によりひ
とり親家庭等の自
立が促進できた。

2

1.未来
社会で
輝く子
どもを
育むま
ちづく

り

１　子育ち・
親育ちの支
援の充実

①　安心し
て生み育て
られる環境
の充実

子育て短期
支援事業（実
計）

子育て支援課平成29年度令和5年度 一般会計

対象   市内に住所を有する児童 

手段   児童虐待対策事業であり、緊急一時的に児童を保護する場合、市が委託する施設で児童を預か
り養育を行う。また、保護者の疾病その他の理由により家庭において児童を養育することが一時的に
困難となった場合も、一定期間（７日以内）養育を行う。 

目的   児童虐待対策事業であり、児童の安全の確保及び養育が一時的に困難となった場合、児童を一
定期間保護又は預かりを行い、当該児童の養育等を確保する。これらの児童及びその家庭の福祉向上
を図ることを目的とする。 

成果   一時的に保護が必要な児童の養育等を確保できる。さらに、子育て支援の充実につながる。 
【令和4年度実績】 
　子育て支援  ・短期入所生活援助（ショートステイ）事業：2人＊６日＝１２日利用 ・夜間養護等（トワイラ
イト）事業：利用なし 
 　児童虐待対策事業  ・児童虐待防止対策支援事業（レスパイトケア）：利用なし   相談件数：２件 
 

受け入れ
施設数

施設 1 2 2 2 2 2 100.0 千円 50 100 358 268 0.1 A
レスパイトケアによ
り、虐待防止につ
ながった

3

1.未来
社会で
輝く子
どもを
育むま
ちづく

り

１　子育ち・
親育ちの支
援の充実

①　安心し
て生み育て
られる環境
の充実

自立支援教
育訓練費支
給事業

子育て支援課平成２２年度 永年 一般会計

対象   市内に住所を有する母子家庭の母及び父子家庭の父で以下の全てに該当する者 
①所得が児童扶養手当受給対象水準である。 
②この教育訓練を受けることが適職に付くために必要であると認められる。 
③原則として過去にこの自立支援教育訓練給付金の支給を受けたことがない。 
受講前に申請書及び必要書類（ハローワーク発行の支給要件照会票）を提出し、対象講座の指定（厚生
労働省が指定する教育訓練講座）を受けることが必要。 
 
手段   ひとり親家庭の母または父が指定の教育訓練講座（一般教育訓練、特定一般教育訓練、専門実
践教育訓練）を受講することで、就職を容易にできる技能を獲得できるよう受講費の補助を行うもの。 
 
目的   ひとり親家庭の母または父が就職につながる能力開発のために指定の教育訓練講座（一般教育
訓練、特定一般教育訓練、専門実践教育訓練）を受講し、修了した場合に受講料を助成し、安定した就
職を支援する。 
 
成果   母子家庭の母及び父子家庭の父の就職及び生活の安定に資する資格の取得から自立を促進す
る。 
 

支給対象
者数

人 4 2 2 2 2 2 100.0 千円 54 103 239 2,334 0.0 A
技能習得によりひ
とり親等の就労促
進につながった

2

1.未来
社会で
輝く子
どもを
育むま
ちづく

り

１　子育ち・
親育ちの支
援の充実

①　安心し
て生み育て
られる環境
の充実

母子家庭等
就業・自立支
援事業

子育て支援課平成２９年度 永年 一般会計

対象 
市内に住所を有するひとり親世帯等の親で無職及び転職を検討している者 
 
手段 
相談を受けるひとり親就業支援員が面談や電話等で受け付けた後、自立に向けたサポートを実施。 
 
目的 
ひとり親家庭等の親の就業をより効果的に促進する。 
 
成果 
ひとり親家庭等の親の相談数及び就職数 
 相談数 
　令和元年度（相談員配置初年度）　　３９５件      令和２年度　　　　　　　　　　１，０２９件 
　令和３年度　　　　　　　　　　１，０２１件               令和４年度　　　　　　　　　　1,027件
就職相談数及び就業数 
　令和元年度　　　　　　１８人相談の内、就業１１人    令和２年度　　　　　 　２２人相談の内、就業１１人 
　令和３年度　　　　　　３２人相談の内、就業１８人   令和４年度　　　　　　 ２１人相談の内、就業７人

就職者数 人 11 18 7 15 15 15 46.7 千円 2,407 2,798 2,421 2,442 0.0 C

支援世帯に係る課
題等があるケース
が多く、達成でき
なかった。

2

1.未来
社会で
輝く子
どもを
育むま
ちづく

り

１　子育ち・
親育ちの支
援の充実

①　安心し
て生み育て
られる環境
の充実

保育所等ＩＣ
Ｔ化推進事業
（実計）

子ども課 平成４年度 平成４年度 一般会計

対象
保育所、幼保連携型認定こども園、小規模保育事業所

手段
ＩＣＴ化を推進するためのシステム導入や、通訳や翻訳のための機器の導入に対する補助

目的
保育所等における業務のＩＣＴ化を推進することにより、保育士の業務負担を図り、保育士が働きやす
い環境を整備することを目的とする。

成果
システム導入１園、翻訳機導入２園

補助金交
付件数

件数 0 0 3 3 0 3 100.0 千円 0 0 897 0 0.1 A

保育所等における
業務のＩＣＴ化を推
進することにより、
保育士の業務負担
を図り、保育士が
働きやすい環境を
整備することに寄
与した。

1

1.未来
社会で
輝く子
どもを
育むま
ちづく

り

１　子育ち・
親育ちの支
援の充実

①　安心し
て生み育て
られる環境
の充実

保育士奨学
金返済支援
事業（実計）

子ども課 令和４年度 令和８年度 一般会計

対象
市内保育所等に勤務する常勤保育士で、自ら奨学金返済をしている保育士で４月１日時点において資
格取得から3年以内の者

手段
奨学金返済に要した費用の一部を補助

目的
就職後の経済的支援を行い、保育士の確保、定着及び離職防止を図る。

成果
17人に補助

補助対象
保育士数

人 0 0 17 27 27 27 63.0 千円 0 0 1,291 3,240 0.2 B

就職後の経済的支
援を行い、保育士
の確保、定着及び
離職防止に寄与し
た。

1
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基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数

R4
決算額
(千円)

人員/

年

指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に対する理由と今後

の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

2
子ども教育
部

子ども課
4
子ども家庭相談のうち、児童虐待
相談の割合（福祉行政報告例）

％ 39 44.2 39 39 39
全国での割

合を下回る
0.0% 0.0%

成果上
昇、コス
ト維持

子ども教育
部

4 102,847 5.6 5 病児・病後児施設の満室断り数 件 4 34 0 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0% E

子育
て支
援課

子ども教育
部

6
安心して子どもを生み育てられる
環境が整っていると思う市民の割
合（市民満足度調査）

％ 41.0 30.5 42.0 43.0 44.0 45.0 73% 0.0%

令和４年度の機構改革により横の連携強化や課題の整理が図られ、量ではな
い質の向上を念頭に事務事業を行ったことから、妊娠から出産・子育ての切
れ目のない支援に効果があった。
施策に関する目標達成指標の達成度（年度）及び進捗率が0％となってお
り、総合評価が「E」となっているが、児童虐待相談の増加は児童虐待に対
する地域や関係先の意識向上が一因と考えられることや満室お断り数につい
ても新型コロナウィルス感染症の感染拡大対応の措置を講じたためであり、
確実に施策を進めている。
本施策は市の未来を創る施策であり、全ての妊婦、子育て世帯、子どもに寄
り添い伴走するため5年度以降も継続して事業を行っていく。

基本目
標1
未来社
会で輝
く子ど
もを育
むまち
づくり

(1)子
育ち・
親育ち
の支援
の充実

施策② 妊
娠から出
産・子育て
の切れ目の
ない支援

子育
て支
援課

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

１　子育ち・親
育ちの支援の
充実

②　妊娠から出
産・子育ての切
れ目のない支
援

子育て世代包括
支援センター（母
子保健型）運営事
業（実計）

子育て支援課 令和2年度 令和4年度 一般会計

対象 
すべての妊産婦（産婦：産後１年以内）、乳幼児（就学前）とその保護者 
 
手段 
母子手帳交付等の機会を通じ専門職である保健師と助産師が妊産婦・乳幼児等の実情を把握し、妊娠・出産・子育てに関する各種の
相談に応じ、支援プランを策定し必要な情報提供・助言・保健指導を行う。 
〇産後ケア事業…産後の家族のサポートがなく悩んでいる産婦に対し、市が委託した医療機関等で心身のケアや育児相談を提供。 
〇母子健康手帳子育て応援アプリ…妊娠・出産・子育てに関する情報発信。子どもの身長体重のグラフ化や予防接種スケジューラー
機能。 
 
目的 
妊娠・出産・産後から子育て期にわたるまでの切れ目のない相談支援及び妊産婦のサポートをおこなう。 
 
成果 
支援を必要とする妊産婦の問題の改善もしくは解消 
【令和４年度実績】 
母子健康手帳交付数：634人 、妊婦転入者数（面談）74人
要支援妊婦プラン作成数：160人 
　　　　　　　　作成率：100％ 

要支援者の支
援プランの作

成率
％ 100 100 100 100 100 100 100.0 千円 8,579 8,448 8,563 9,450 1.0 A

支援が必要な対象者を
早期に把握し、支援プラ
ンに基づき、関係機関と
の連携により早期支援へ
つながっている。

6

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

１　子育ち・親
育ちの支援の
充実

②　妊娠から出
産・子育ての切
れ目のない支
援

新生児聴覚検査
助成事業（実計）

子育て支援課 令和４年度 令和６年度 一般会計

対象 
糸島市内に住民票を有する新生児
 
手段 
・生後１か月未満の新生児を対象に、産科医療機関において概ね１週間以内に受検する聴覚検査費用を助成。
・新生児聴覚検査２種類のうち１種類を受検。
・産科医療機関委託または保護者申請による償還払い。

目的 
・先天性難聴の早期発見・支援を行い、児童の言語発達やコミュニケーションの形成、情緒、社会性の健やかな発達に寄与する。 
・検査に係る経済的負担軽減
 
成果 
・先天性難聴の早期発見及び支援の充実
・新生児聴覚検査受検率の向上 
【令和4年度実績】 
・償還払い件数　193件
・新生児聴覚検査受検率（4か月児健診時把握分）97.5％
 

新生児聴覚検
査受検率

％ 97.1 97.6 97.5 98.5 100.0 100 99.0 千円 ー ー 2,157 4,630 0.1 A

全妊婦へ助成事業を周
知し助成券交付したこと
により、新生児聴覚検査
の啓発、受検勧奨につな
がった。今後、受検率向
上に向けた啓発強化及
び支援の充実を図る必
要がある。

6

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

１　子育ち・親
育ちの支援の
充実

②　妊娠から出
産・子育ての切
れ目のない支
援

子育て世代包括
支援センター事業
（実計）

子育て支援課 令和2年度 - 一般会計

対象 
すべての妊産婦（産婦：産後１年以内）、乳幼児（就学前）とその保護者（特に３歳までの子育て期について重点を置く。） 
 
手段 
母子保健型と基本型が連携して支援内容を検討。困難ケースは、同行訪問やケース会議を実施。妊産婦・乳幼児情報のデータを一元
化した。 
 
目的 
妊娠期から子育て期の切れ目ない支援を行う「包括的な支援」を通じて、妊産婦及び乳幼児並びにその保護者の生活の質の改善・
向上や胎児・乳児・幼児にとって良好な生育環境の実現・維持を図る。 
 
成果 
令和4年度実績 
相談対応 
　来所相談　 23件 
　電話相談　 26件 
　合計　　　   49件 
訪問 
　乳児家庭全戸訪問　653件 
　養育支援訪問　　　  164件 
　転入者家庭訪問　　   95件 
　合計　　　　　　      　912件 

支援プラン作
成対象者の育
児能力が向上

した

％ 85 83 83 100 100 100 83.0 千円 5,650 2,530 3,149 6,079 2.0 A

専門員の雇用や組織機
構改革により、関係職員
間における支援の方向
性検討等の充実につな
がった。また、各関係機
関との連携強化が図ら
れている。

6

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

１　子育ち・親
育ちの支援の
充実

②　妊娠から出
産・子育ての切
れ目のない支
援

母子保健事業 子育て支援課 - 永年 一般会計

対象   市内に住民票を有する妊産婦及び乳幼児とその保護者 
手段 
○乳幼児健康診査（４か月児、10か月児、１歳６か月児、３歳児） 
○離乳食教室 
○育児相談（のびのび相談　月２回） 
○発達支援相談（こころ、からだ　各月１回） 
○心理相談（週１回） 
○発達支援・育児支援教室（わんぱく広場　週１回） 
○妊婦健康診査（補助14回分）、里帰り等妊婦健康診査助成 
 目的   母性並びに乳幼児の健康の保持及び増進を図る。 
 成果 
乳幼児健診や専門職による相談事業を通して、発達に特性がある子どもや支援を必要とする子どもとその家庭の早期発見を行い、
関係機関との連携により早期支援を図った。 
 【令和４年度実績】 
○乳幼児健康診査受診数及び受診率 
４か月児健診　　　685人　99.4％  10か月児健診　　682人　99.1％   １歳６か月児健診　729人　99.0％ 
３歳児健診　　　　830人　97.8％ 
○発達支援相談延べ人数 
子どものこころ発達相談　　36人  子どものからだ発達相談　　27人   心理相談　　71人　　　　　　　　　 
○わんぱく広場参加者数 
実人数　　40人    延人数　　202人 
 

乳幼児健康診
査受診率（平

均）
％ 99.0 99.2 98.8 99.5 99.5 100 99.3 千円 83,249 88,830 88,978 107,434 2.5 A

乳幼児健診は高い受診
率を維持できており、ま
た、早期支援のため各種
事業展開が図れている。
医療機関や関係機関と
の連携を強化し、早期支
援の更なる充実を図る
必要がある。

6

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果
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基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/

年

指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に対する理

由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

基本目
標1
未来社
会で輝
く子ど
もを育
むまち
づくり

（２）
保育・
学校教
育の充
実

3 施策① 家
庭や地域と
連携した教
育の充実

学校
教育
課

子ども教育
部

子ども課
生涯学習課

4 3,338 0.6 7

学校と保護者、地域住民とで、学
校の課題や目標を共有し協働・連
携の取組を行った学校数（コミュ
ニティ・スクール進捗状況評価結
果） 校 15 22 19 22 22 22 116% 100.0% 100.0% A

施策はほぼ良好に進捗している。
その中で、学校と保護者、地域とで学校の課題や目標を共有し、協
働・連携の取組みを行うコミュニティスクールについては、すでに
目標を達成しているが、推進内容が固定化してきている。
今後、活動の幅を広げるために、コミュニティ間の情報交流会の実
施やコミュニティスクール推進委員会などの設置を検討したい。

成果上
昇、コス
ト増大

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

１　子育ち・親
育ちの支援の
充実

②　妊娠から出
産・子育ての切
れ目のない支
援

子育て世代包括
支援センター（母
子保健型）運営事
業（実計）

子育て支援課 令和2年度 令和4年度 一般会計

対象 
すべての妊産婦（産婦：産後１年以内）、乳幼児（就学前）とその保護者 
 
手段 
母子手帳交付等の機会を通じ専門職である保健師と助産師が妊産婦・乳幼児等の実情を把握し、妊娠・出産・子育てに関する各種の
相談に応じ、支援プランを策定し必要な情報提供・助言・保健指導を行う。 
〇産後ケア事業…産後の家族のサポートがなく悩んでいる産婦に対し、市が委託した医療機関等で心身のケアや育児相談を提供。 
〇母子健康手帳子育て応援アプリ…妊娠・出産・子育てに関する情報発信。子どもの身長体重のグラフ化や予防接種スケジューラー
機能。 
 
目的 
妊娠・出産・産後から子育て期にわたるまでの切れ目のない相談支援及び妊産婦のサポートをおこなう。 
 
成果 
支援を必要とする妊産婦の問題の改善もしくは解消 
【令和４年度実績】 
母子健康手帳交付数：634人 、妊婦転入者数（面談）74人
要支援妊婦プラン作成数：160人 
　　　　　　　　作成率：100％ 

要支援者の支
援プランの作

成率
％ 100 100 100 100 100 100 100.0 千円 8,579 8,448 8,563 9,450 1.0 A

支援が必要な対象者を
早期に把握し、支援プラ
ンに基づき、関係機関と
の連携により早期支援へ
つながっている。

6

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

１　子育ち・親
育ちの支援の
充実

②　妊娠から出
産・子育ての切
れ目のない支
援

新生児聴覚検査
助成事業（実計）

子育て支援課 令和４年度 令和６年度 一般会計

対象 
糸島市内に住民票を有する新生児
 
手段 
・生後１か月未満の新生児を対象に、産科医療機関において概ね１週間以内に受検する聴覚検査費用を助成。
・新生児聴覚検査２種類のうち１種類を受検。
・産科医療機関委託または保護者申請による償還払い。

目的 
・先天性難聴の早期発見・支援を行い、児童の言語発達やコミュニケーションの形成、情緒、社会性の健やかな発達に寄与する。 
・検査に係る経済的負担軽減
 
成果 
・先天性難聴の早期発見及び支援の充実
・新生児聴覚検査受検率の向上 
【令和4年度実績】 
・償還払い件数　193件
・新生児聴覚検査受検率（4か月児健診時把握分）97.5％
 

新生児聴覚検
査受検率

％ 97.1 97.6 97.5 98.5 100.0 100 99.0 千円 ー ー 2,157 4,630 0.1 A

全妊婦へ助成事業を周
知し助成券交付したこと
により、新生児聴覚検査
の啓発、受検勧奨につな
がった。今後、受検率向
上に向けた啓発強化及
び支援の充実を図る必
要がある。

6

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

１　子育ち・親
育ちの支援の
充実

②　妊娠から出
産・子育ての切
れ目のない支
援

子育て世代包括
支援センター事業
（実計）

子育て支援課 令和2年度 - 一般会計

対象 
すべての妊産婦（産婦：産後１年以内）、乳幼児（就学前）とその保護者（特に３歳までの子育て期について重点を置く。） 
 
手段 
母子保健型と基本型が連携して支援内容を検討。困難ケースは、同行訪問やケース会議を実施。妊産婦・乳幼児情報のデータを一元
化した。 
 
目的 
妊娠期から子育て期の切れ目ない支援を行う「包括的な支援」を通じて、妊産婦及び乳幼児並びにその保護者の生活の質の改善・
向上や胎児・乳児・幼児にとって良好な生育環境の実現・維持を図る。 
 
成果 
令和4年度実績 
相談対応 
　来所相談　 23件 
　電話相談　 26件 
　合計　　　   49件 
訪問 
　乳児家庭全戸訪問　653件 
　養育支援訪問　　　  164件 
　転入者家庭訪問　　   95件 
　合計　　　　　　      　912件 

支援プラン作
成対象者の育
児能力が向上

した

％ 85 83 83 100 100 100 83.0 千円 5,650 2,530 3,149 6,079 2.0 A

専門員の雇用や組織機
構改革により、関係職員
間における支援の方向
性検討等の充実につな
がった。また、各関係機
関との連携強化が図ら
れている。
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1.未来社
会で輝く
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育むまち
づくり
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育ちの支援の
充実

②　妊娠から出
産・子育ての切
れ目のない支
援

母子保健事業 子育て支援課 - 永年 一般会計

対象   市内に住民票を有する妊産婦及び乳幼児とその保護者 
手段 
○乳幼児健康診査（４か月児、10か月児、１歳６か月児、３歳児） 
○離乳食教室 
○育児相談（のびのび相談　月２回） 
○発達支援相談（こころ、からだ　各月１回） 
○心理相談（週１回） 
○発達支援・育児支援教室（わんぱく広場　週１回） 
○妊婦健康診査（補助14回分）、里帰り等妊婦健康診査助成 
 目的   母性並びに乳幼児の健康の保持及び増進を図る。 
 成果 
乳幼児健診や専門職による相談事業を通して、発達に特性がある子どもや支援を必要とする子どもとその家庭の早期発見を行い、
関係機関との連携により早期支援を図った。 
 【令和４年度実績】 
○乳幼児健康診査受診数及び受診率 
４か月児健診　　　685人　99.4％  10か月児健診　　682人　99.1％   １歳６か月児健診　729人　99.0％ 
３歳児健診　　　　830人　97.8％ 
○発達支援相談延べ人数 
子どものこころ発達相談　　36人  子どものからだ発達相談　　27人   心理相談　　71人　　　　　　　　　 
○わんぱく広場参加者数 
実人数　　40人    延人数　　202人 
 

乳幼児健康診
査受診率（平

均）
％ 99.0 99.2 98.8 99.5 99.5 100 99.3 千円 83,249 88,830 88,978 107,434 2.5 A

乳幼児健診は高い受診
率を維持できており、ま
た、早期支援のため各種
事業展開が図れている。
医療機関や関係機関と
の連携を強化し、早期支
援の更なる充実を図る
必要がある。
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1.未来
社会で
輝く子
どもを
育むま
ちづく

り

２　保育・学
校教育の充
実

①　家庭や
地域と連携
した教育の
充実

九大寺子屋
事業（実計）

学研都市
づくり課

平成30年度令和５年度 一般会計

対象   糸島市内の児童（小学校５年生） 
 手段   糸島市内の小学校に九州大学学生が訪れ、自らの研究内容について45分の授業を実施し、児
童と交流する。 
 目的    九大生が普段行っている勉強や研究を児童に分かりやすく教え、交流することで、学習意欲の
向上や学ぶことの面白さ、楽しさ、九州大学や学生への憧れを醸成する。 
 成果  【令和４年度実績】
・市内小学校15校で実施。
・15校全32クラスに対して授業を展開。
・授業は、44コマ実施（2クラスで2階実施した際「４」とカウント）
・協力九大生は30名。
【令和３年度実績】 
・市内小学校13校で実施。（当初は14校実施予定。減少はコロナによる影響。）
・13校全26クラスに対して41コマの授業を展開。 
・協力九大生は25名。 

九大寺子
屋の実施
校（累計）

校 23 36 51 51 67 66 100.0 千円 169 689 846 2,056 0.2 A

小学生の学習意欲
の向上や九大生へ
の憧れを醸成する
ものであり、九州
大学がある糸島市
の特長を生かした
取組である。児童
アンケート、学校や
保護者の評価から
も一定の効果は得

られている。

7

1.未来
社会で
輝く子
どもを
育むま
ちづく

り

２　保育・学
校教育の充
実

①　家庭や
地域と連携
した教育の
充実

学習習慣定
着事業

学校教育課平成28年度 永年 一般会計

対象   小中学生 
 
手段   家庭学習の充実をはじめとした学習習慣の定着を図るため、家庭での学習ができにくい児童生
徒への支援の具体化を図り、学力格差を改善することを目的として以下の内容で実施する。 
●放課後宿題教室 
　家庭学習等の習慣が未定着の児童生徒への支援として、教員免許を有する外部講師や地域人材を活
用し、学校ごとの放課後宿題教室の開催。 
●学習支援事業 
　家庭学習等の習慣が未定着な児童生徒に、分かる授業をとおして学習意欲を高める取り組む。 
　少人数での習熟度別学習や個別学習の推進。 
 
目的   児童生徒の学力向上 
 
成果  【令和４年度実績】 
小学校１１校（前原、長糸、雷山、怡土、前原南、南風、東風、深江、福吉、一貴山、桜野）、中学校３校（前
原東、前原西、二丈）で実施。 
 

放課後宿
題教室、学
習支援事

業を実施し
た学校数

校 - - 14 14 22 22 100.0 千円 423 551 843 3,300 0.2 A

放課後宿題教室、
科目の個別指導等
を実施することで、
学習習慣の定着と
もに、学力の向上
を図った。

7

1.未来
社会で
輝く子
どもを
育むま
ちづく

り

２　保育・学
校教育の充
実

①　家庭や
地域と連携
した教育の
充実

部活動指導
員配置事業
（実計）

学校教育課 平成31年度令和4年度 一般会計

対象 
　生徒及び中学校 
 
手段 
　専門的な知識・技能を有する部活動指導員を各校１名ずつ（計６名）配置する。 
　休業日に１日３時間以上、年間１３５時間を上限に、３５日間勤務。 
 
目的 
　部活動指導の質的向上 
　部活動指導に係る教員の時間・負担軽減 
　部活動指導員は、顧問となって大会等への引率ができるため、その部活動担当教員の負担軽減につ
ながる。 
 
成果 
【令和４年度実績】 
全６中学校中、４中学校で実施（前原西、二丈、福吉、志摩） 

部活動指
導員の配
置人数

人 4 4 4 6 6 6 66.7 千円 1,883 517 611 909 0.1 B

部活動指導員の配
置により、部活動
指導の質的向上、
部活動指導に係る
教員の時間・負担
軽減を図った。

7

1.未来
社会で
輝く子
どもを
育むま
ちづく

り

２　保育・学
校教育の充
実

①　家庭や
地域と連携
した教育の
充実

コミュニティ
スクール推進
事業

学校教育課 - 永年 一般会計

対象 
小中学校児童生徒及び保護者、学校、地域住民 
 
手段 
全小中学校に学校運営協議会を設置し、学校長が委嘱する委員により、学校運営に対する評価等を行
う。各学校15人以内。委員数及び開催回数は、学校が決定する。会議出席時の費用弁償のみ（2,000
円）を支給。 
 
目的 
学校と家庭・地域との連携を図り、市民協働による学校づくりを行う。 
 
成果 
より良い学校づくりに寄与した。

学校運営
協議会を

開催した学
校数

校 - - 22 22 22 22 100.0 千円 0 446 1,038 2,904 0.1 A
計画どおり実施で

きた
7

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果
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基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/

年

指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に対する理

由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

4

子ども教育
部

教育総務課

8

学力テストで、「概ね到達」以上
の児童生徒の割合（市の学力テス
トの到達度評価で、３段階の２以
上、5段階の３以上）

％ 76.7 70.8 81.0 82.0 84.0 85.0 87% 0.0%
成果上
昇、コス
ト増大

子ども教育
部

9

ほぼ毎日、コンピュータなどの
ICTを授業で活用している児童生
徒の割合（学習状況調査児童生徒
質問紙で「活用した」と回答）

％ 3.7 64.2 100.0 100.0 100.0 100 64% 62.8% 29.2% D

学校
教育
課

子ども教育
部

10
英検３級以上を取得している中学
３年生の割合

％ 23.9 27.3 28.0 30.0 33.0 35.0 98% 30.6%

学校
教育
課

子ども教育
部

11
「自分には良いところがある」と
思っている児童生徒の割合（学校
状況調査で、４段階の３以上）

％ 74.5 77.4 74.0 76.0 78.0 80.0 105% 52.7%

学校
教育
課

子ども教育
部

12

運動部やスポーツクラブ以外で運
動することがある児童生徒の割合
（運動習慣等調査で、「よくあ
る」「ときどきある」と回答）

％ 71.3 70.0 74.0 76.0 78.0 80.0 95% 0.0%

　学力テストが計画値を下回っている主な要因として、学校間差、
学年差があげられる。今後は校内学力向上推進委員会の機能化など
引き続き教員の指導力向上に努めるとともに、ＩＣＴを活用して個
別最適な学習を推進していきたい。
　なお、授業においてＩＣＴが有効に活用されるよう、令和５年度
からＩＣＴ支援員を２名増員し、４名体制とした。
　英検３級以上を取得している中学３年生の割合は令和４年度の実
績が計画値をやや下回ったものの順調に進捗していると判断する。
　「自分には良いところがある」と思っている児童生徒の割合は着
実に最終目標値に近づいている。これは人間関係づくりを核とした
学級の風土づくりを進めていることが関係していると考える。引き
続き、人間関係づくりを核とした学級の風土づくりに努める。
　運動部やスポーツクラブ以外で運動することがある児童生徒の割
合が不調だが、中学生になると減少傾向にあり、女子は男子に比べ
て少ない傾向にある。また、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、児童生徒の活動範囲が狭くなっていたことも関係したと考え
る。今後は児童生徒が運動やスポーツの楽しさ・喜びを実感できる
よう、まずは体育・保健体育の授業を改善していきたい。

基本目
標1
未来社
会で輝
く子ど
もを育
むまち
づくり

（２）
保育・
学校教
育の充
実

施策② 児
童・生徒の
学力や体力
の向上

学校
教育
課

6 17,227 1.0

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学校
教育の充実

②　児童・生徒
の学力や体力
の向上

ＩＣＴ支援員配置
事業（実計）

学校教育課 令和3年度 令和5年度 一般会計

対象 
小中学校児童生徒及び教員 
 
手段 
会計年度任用職員を２人任用し、各学校を巡回した教職員に対する研修や学習支援等を行う。 
【業務内容】 
①授業支援（授業計画の作成支援、操作・活用支援） 
②校内研修（研修実施及び企画支援） 
③環境整備（日常的メンテナンス支援、ネットワークトラブル対応） 
④活用支援による教員の教材準備に係る時間の削減及び効率化 
 
目的 
一人一台端末や高速通信ネットワークの有効活用のため、教員のＩＣＴ指導力育成及びメンテナンス・トラブル対応、児童生徒の
「情報活用能力」向上に向けた取り組みを推進する。 
 
成果 
【令和４年度実績】 
ＩＣＴ関連の知識に詳しい退職教員２人を教育委員会に配置した。 

コンピューター
等を授業で活
用した中学３
年生の割合

% 32 100 100 100 100 100 100.0 千円 0 5,544 5,239 12,831 0.2 A
計画どおりに達成するこ

とができた
9

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学校
教育の充実

②　児童・生徒
の学力や体力
の向上

英語教育充実事
業（実計）

学校教育課 令和3年度 令和5年度 一般会計

対象 
高学年児童 
 
手段 
小学校高学年の外国語科（英語）の授業において、スカイプや一人一台のタブレット端末を活用した外国人講師とのオンライン英
会話学習を定期的に実施し、ネイティブな英語に触れることで、語学力向上への意欲と興味を向上させる。 
児童や学校との連携実績のある事業者への業務委託を行い、より効果的に進める。 
・児童３人１グループでスカイプを利用し、年４回の英会話学習を実施。 
（５・６年生対象。2学年、666グループ程度を想定） 
 
目的 
パソコンの画面を介した外国人講師とのオンライン英会話を定期的に実施することにより、英語力の向上とグローバル社会に対
応する基礎的なコミュニケーション能力の育成を図る。 
 
成果 
【令和4年度実績】 
小学校５、６年において各グループ４回（４５分/回）のオンライン英会話を実施 
 

外国人講師と
定期的に英会
話を実施した

小学校数

校 0 16 16 16 16 16 100.0 千円 0 3,879 3,957 3,968 0.1 A 計画通り実施できた 10

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学校
教育の充実

②　児童・生徒
の学力や体力
の向上

小学校プログラ
ミング教育教材
購入事業（実計）

学校教育課 令和3年度 令和４年度 一般会計

対象 
児童 
 
手段 
小学校で開始されたプログラミング教育に必要な教材備品を購入する。 
（教材） 
・複数の学年で使用でき、多様な活用ができるもの。 
・一人一台タブレット端末（google chrome）に接続できるもの。 
　→プログラミング教材Ｍボットを購入 
　　令和３年度　１校あたり９台（姫島小学校除く）、姫島小学校５台分 
　　令和４年度　１校当たり８台（姫島小学校除く） 
 
目的 
小学校で開始されたプログラミング教育の推進のため。 
 
成果 
【令和4年度実績】 
１2０台のプログラミング教材購入 
 

全小学校での
プログラミン
グ教材の活用

校 0 16 16 16 16 16 100.0 千円 0 1,848 1,881 0 0.1 A 計画通り実施できた 8

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学校
教育の充実

②　児童・生徒
の学力や体力
の向上

学力向上事業 学校教育課 平成28年度 永年 一般会計

対象 
中学生 
 
手段 
九州大学伊都キャンパス及び九州大学生を活用した伊都塾の開催。 
西南大学との連携事業で、西南学院大学キャンパスを利用したイングリッシュキャンプの開催。 
 
目的 
伊都塾は、学力向上と向学心の向上。 
イングリッシュキャンプは、ネイティブな英語体験と、自己表現力の向上、海外、大学へのあこがれによる学力向上、向学心。 
 
成果 
【令和４年度実績】 
伊都塾は８月に２日間実施し、中学生164人（延べ人数）が参加した。イングリッシュキャンプは、11月に２日間実施し、中学生16
人が参加した。 
 

伊都塾、イング
リッシュキャン
プの開催回数

回 - - 2 2 2 2 100.0 千円 0 150 436 785 0.1 A
伊都塾、イングリッシュ
キャンプ各１回、計画通り
に実施できた

8

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学校
教育の充実

②　児童・生徒
の学力や体力
の向上

中学校英語検定
推進事業

学校教育課 - 永年 一般会計

対象 
中学１～３年生及びその保護者 
 
手段 
実用英語検定試験受験申込者（４級以上）に対し、２回を上限に受験料の１部（1,000円）の補助を行う。 
 
目的 
英語検定試験による学習意欲の向上、達成による自己肯定感の向上。 
合格により、生徒の高校受験及び大学受験において有利となる。 
 
成果 
毎年500人程度の生徒が受験している。 
 

本事業の補助
を受けて英語
検定４級以上
に挑戦した中
学３年生生徒

の割合

％ - 29 27 30 30 40 88.3 千円 0 521 596 1,000 0.3 A概ね計画どおりに達成することができた10

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学校
教育の充実

②　児童・生徒
の学力や体力
の向上

小中学校プロ
ジェクター整備事
業

教育総務課 令和４年度 令和１２年度 一般会計

対象 
小中学生 
 手段 
普通教室に壁掛けモデルの超短焦点プロジェクターと関連備品を導入する。
目的 
小中学校のＩＣＴ教育環境の向上
成果
6校

全普通教室に
壁掛けプロ
ジェクターを
設置している

小中学校

校 0 0 6 6 6 22 100.0 千円 0 0 5,118 10,769 0.2 A

中学校の普通教室への
整備を完了した。児童生
徒の理解度を高めるた
めのＩＣＴ機器として小学
校への整備を進める必
要がある。

9

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果
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基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/

年

指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に対する理

由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

5 子ども教育
部

- 13
発達に関する相談や通級による指
導を受けることができる箇所数

箇所 10 12 11.0 11.0 12.0 12 109% 100.0%
成果上
昇、コス
ト増大

子ども教育
部

14
不登校対応指導の結果、登校する
又はできるようになった児童生徒
の割合

％ 30.5 50.1 35.0 40.0 45.0 50.0 143% 100.0% 72.5% B

学校
教育
課 子ども教育

部
15

Ｑ-Ｕ調査による学校生活への満
足度

％ 54.9 55.8 58.0 59.0 60.0 60.0 96% 17.6%

　各事務事業、施策の指標はほぼ順調に推移している。
　特に不登校児童生徒の割合は全国的に急激に増加しているが、本
市の増加率はゆるやかなものとなっている。これは、関連事務事業
を着実に推進し、校内コーディネーターを中心にスクールカウンセ
ラーやスクールソーシャルワーカー、関係機関と連携し、組織的に
対応しているためと考える。
　ただし、不登校の要因は当該児童生徒の学校の状況だけでなく、
健康状態や家庭環境など複数の要因が絡み、一層複雑なものとなっ
ているため、今後も増加傾向は続くと考える。　
　したがって、今後は学校への復帰を目指すだけでなく、学校復帰
を基本としながら、社会的な自立ができるような「支援」を念頭に
置いて、対応の幅を広げていく必要がある。

基本目
標1
未来社
会で輝
く子ど
もを育
むまち
づくり

（２）
保育・
学校教
育の充
実

施策③ 特
別支援教育
の充実と楽
しい学校生
活の創出

学校
教育
課

4 31,631 0.4

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学校
教育の充実

②　児童・生徒
の学力や体力
の向上

ＩＣＴ支援員配置
事業（実計）

学校教育課 令和3年度 令和5年度 一般会計

対象 
小中学校児童生徒及び教員 
 
手段 
会計年度任用職員を２人任用し、各学校を巡回した教職員に対する研修や学習支援等を行う。 
【業務内容】 
①授業支援（授業計画の作成支援、操作・活用支援） 
②校内研修（研修実施及び企画支援） 
③環境整備（日常的メンテナンス支援、ネットワークトラブル対応） 
④活用支援による教員の教材準備に係る時間の削減及び効率化 
 
目的 
一人一台端末や高速通信ネットワークの有効活用のため、教員のＩＣＴ指導力育成及びメンテナンス・トラブル対応、児童生徒の
「情報活用能力」向上に向けた取り組みを推進する。 
 
成果 
【令和４年度実績】 
ＩＣＴ関連の知識に詳しい退職教員２人を教育委員会に配置した。 

コンピューター
等を授業で活
用した中学３
年生の割合

% 32 100 100 100 100 100 100.0 千円 0 5,544 5,239 12,831 0.2 A
計画どおりに達成するこ

とができた
9

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学校
教育の充実

②　児童・生徒
の学力や体力
の向上

英語教育充実事
業（実計）

学校教育課 令和3年度 令和5年度 一般会計

対象 
高学年児童 
 
手段 
小学校高学年の外国語科（英語）の授業において、スカイプや一人一台のタブレット端末を活用した外国人講師とのオンライン英
会話学習を定期的に実施し、ネイティブな英語に触れることで、語学力向上への意欲と興味を向上させる。 
児童や学校との連携実績のある事業者への業務委託を行い、より効果的に進める。 
・児童３人１グループでスカイプを利用し、年４回の英会話学習を実施。 
（５・６年生対象。2学年、666グループ程度を想定） 
 
目的 
パソコンの画面を介した外国人講師とのオンライン英会話を定期的に実施することにより、英語力の向上とグローバル社会に対
応する基礎的なコミュニケーション能力の育成を図る。 
 
成果 
【令和4年度実績】 
小学校５、６年において各グループ４回（４５分/回）のオンライン英会話を実施 
 

外国人講師と
定期的に英会
話を実施した

小学校数

校 0 16 16 16 16 16 100.0 千円 0 3,879 3,957 3,968 0.1 A 計画通り実施できた 10

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学校
教育の充実

②　児童・生徒
の学力や体力
の向上

小学校プログラ
ミング教育教材
購入事業（実計）

学校教育課 令和3年度 令和４年度 一般会計

対象 
児童 
 
手段 
小学校で開始されたプログラミング教育に必要な教材備品を購入する。 
（教材） 
・複数の学年で使用でき、多様な活用ができるもの。 
・一人一台タブレット端末（google chrome）に接続できるもの。 
　→プログラミング教材Ｍボットを購入 
　　令和３年度　１校あたり９台（姫島小学校除く）、姫島小学校５台分 
　　令和４年度　１校当たり８台（姫島小学校除く） 
 
目的 
小学校で開始されたプログラミング教育の推進のため。 
 
成果 
【令和4年度実績】 
１2０台のプログラミング教材購入 
 

全小学校での
プログラミン
グ教材の活用

校 0 16 16 16 16 16 100.0 千円 0 1,848 1,881 0 0.1 A 計画通り実施できた 8

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学校
教育の充実

②　児童・生徒
の学力や体力
の向上

学力向上事業 学校教育課 平成28年度 永年 一般会計

対象 
中学生 
 
手段 
九州大学伊都キャンパス及び九州大学生を活用した伊都塾の開催。 
西南大学との連携事業で、西南学院大学キャンパスを利用したイングリッシュキャンプの開催。 
 
目的 
伊都塾は、学力向上と向学心の向上。 
イングリッシュキャンプは、ネイティブな英語体験と、自己表現力の向上、海外、大学へのあこがれによる学力向上、向学心。 
 
成果 
【令和４年度実績】 
伊都塾は８月に２日間実施し、中学生164人（延べ人数）が参加した。イングリッシュキャンプは、11月に２日間実施し、中学生16
人が参加した。 
 

伊都塾、イング
リッシュキャン
プの開催回数

回 - - 2 2 2 2 100.0 千円 0 150 436 785 0.1 A
伊都塾、イングリッシュ
キャンプ各１回、計画通り
に実施できた

8

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学校
教育の充実

②　児童・生徒
の学力や体力
の向上

中学校英語検定
推進事業

学校教育課 - 永年 一般会計

対象 
中学１～３年生及びその保護者 
 
手段 
実用英語検定試験受験申込者（４級以上）に対し、２回を上限に受験料の１部（1,000円）の補助を行う。 
 
目的 
英語検定試験による学習意欲の向上、達成による自己肯定感の向上。 
合格により、生徒の高校受験及び大学受験において有利となる。 
 
成果 
毎年500人程度の生徒が受験している。 
 

本事業の補助
を受けて英語
検定４級以上
に挑戦した中
学３年生生徒

の割合

％ - 29 27 30 30 40 88.3 千円 0 521 596 1,000 0.3 A概ね計画どおりに達成することができた10

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学校
教育の充実

②　児童・生徒
の学力や体力
の向上

小中学校プロ
ジェクター整備事
業

教育総務課 令和４年度 令和１２年度 一般会計

対象 
小中学生 
 手段 
普通教室に壁掛けモデルの超短焦点プロジェクターと関連備品を導入する。
目的 
小中学校のＩＣＴ教育環境の向上
成果
6校

全普通教室に
壁掛けプロ
ジェクターを
設置している

小中学校

校 0 0 6 6 6 22 100.0 千円 0 0 5,118 10,769 0.2 A

中学校の普通教室への
整備を完了した。児童生
徒の理解度を高めるた
めのＩＣＴ機器として小学
校への整備を進める必
要がある。

9

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学校
教育の充実

③　特別支援教
育の充実と楽
しい学校生活
の創出

学校問題解決支
援事業（実計）

学校教育課 平成27年度 令和5年度 一般会計

対象 
　児童生徒及びその保護者 
 
手段 
　不登校や保護者の養育の在り方に関する諸課題等について、スクールソーシャルワーカー（社会福祉士もしくは精神保健福祉
士）の会計年度任用職員（旧嘱託員）を２人任用、学校へ派遣し、学校の諸問題の解決を図る。 
 
目的 
　児童生徒の不登校や保護者に関する問題等小中学生の様々な諸問題の解決を図る。 
　また、このことにより、教員が児童生徒の教育活動に専念できる。 
 
成果
【令和４年度実績】
   スクールソーシャルワーカーを会計年度任用職員として２人雇用

全小中学校で
の事業の実施
（事業実施校

数）

校 22 22 22 22 22 22 100.0 千円 6,198 7,481 6,506 6,725 0.1 A 計画どおり実施できた 14

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学校
教育の充実

③　特別支援教
育の充実と楽
しい学校生活
の創出

不登校対応指導
員配置事業（実
計）

学校教育課 平成30年度 令和6年度 一般会計

対象 
小中学校児童生徒及びその保護者、関係学校教員 
 
手段 
教員ＯＢ等、専門的な知識をもつ指導員を雇用し、前原、二丈、志摩、全地域の中学校と必要性の高い小学校に合計７人配置し、
不登校（兆候）にある児童生徒数への対応や、学校で取り組む学校復帰に向けた活動を支援する。 
令和4年度から3人増員し、7人体制とする。 
【業務】 
　①不登校児童生徒の家庭訪問による状況確認・登校刺激 
　②校内適応指導教室における不登校児童生徒の学習支援 
　③不登校児童生徒の学校外施設での教育相談・学習支援等 
 
目的 
不登校からの復帰支援を、早期かつ小中連携で行うことで、より効果的な支援を実現する。 
 
成果
【令和４年度実績】
①前原中学校、②前原東中学校、③前原西中学校、④志摩中学校に１人ずつ配置、⑤二丈中・福吉中学校、⑥前原小・加布里小学
校、⑦前原南小・南風小学校、⑧東風小・波多江小学校に兼務で１人ずつ配置（計８人）

指導員配置中
学校区

校区 3 3 6 6 6 6 100.0 千円 9,894 11,812 18,403 21,799 0.1 A 計画どおり実施できた 14

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学校
教育の充実

③　特別支援教
育の充実と楽
しい学校生活
の創出

学校生活支援事
業（実計）

学校教育課 令和2年度 令和4年度 一般会計

対象 
欠席が長期にわたる不登校児童生徒の中で、学校にも市の適応指導教室にも民間のフリースクールにも通うこともできず、家
庭に閉じこもりがちな者 
 
手段 
家庭に閉じこもりがちな児童生徒がまずは外に出られるための「居場所」をつくり、市の適応指導教室や校内適応指導教室へ通
えるよう、臨床心理士の支援を受けながら不登校児童生徒の心理状況を改善する。 
ノウハウを持つ九州大学に運営を委託する形で学校外の「居場所」（糸島市フリースペース）を設置する。 
令和３年の８月からは、保護者面接（相談）も実施。 
 
目的 
引きこもり、不登校者への登校刺激。家庭に閉じこもりがちな者を引きこもりに発展させない。 

成果
【令和4年度実績】
子どもの居場所４７日開催（基本的に水曜日）、利用した児童生徒数のべ３２３人
保護者面接１８５回実施（基本的に木曜日）

居場所のべ利
用者数

人 10 124 323 300 300 300 107.7 千円 1,832 2,833 4,357 4,371 0.1 A 計画どおり実施できた 14

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学校
教育の充実

③　特別支援教
育の充実と楽
しい学校生活
の創出

特別支援教育専
門員配置事業（実
計）

学校教育課 平成31年度 令和5年度 一般会計

対象 
児童生徒及びその保護者、教員 
 
手段 
特別支援教育の教員免許状を所有し、かつ特別支援教育に関する研究機関での勤務経験がある者を特別支援教育専門員とし
て１名雇用する。 
（業務内容） 
①教員や特別支援教育支援員への研修会実施 
②県立特別支援学校、九州大学（研究機関）との連携 
③市長部局、福祉施設との連携 
 
目的 
特別支援教育の様々なニーズに対応できるよう関係機関との連携を図り、教員や特別支援教育支援員への専門研修・指導助言
等を行う。 
 
成果
【令和4年度実績】
教員等に対し、教育センター及び学校で、特別支援教育における専門的指導助言や研修を行った。

指導助言を
行った学校数

校 22 22 22 22 22 22 100.0 千円 2,605 3,439 2,365 3,103 0.1 A 計画どおり実施できた 13

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果
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基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/

年

指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に対する理由と今後

の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

6 16 大規模改造実施（着手を含む）校 校 2 8 8 9 10 11 100% 66.7%
成果上
昇、コス
ト増大

17 トイレ洋式化率 ％ 48.4 66.8 63.4 64.8 67.3 75 105% 69.2% 40.0% C

子ども教育
部

18
1月当たりの超過勤務時間が、80
時間を超えている教職員数

人 269 204 137.0 92.0 47.0 0 49.2% 24.2%

子ども教育
部

19
安心して子どもを生み育てられる
環境が整っていると思う市民の割
合（市民満足度調査）【再掲】

％ 41.0 30.5 42.0 43.0 44.0 45.0 73% 0.0%

　教育環境整備（ハード面）については、実施計画、公共施設等総合管理計
画第1期アクションプランに基づき、着実に実施している。今後も引き続き
環境充実に努める。
　1月当たりの超過勤務時間が、80時間を超えている教職員数は計画値を大
きく下回った。主な要因は中学校の部活動が令和３年度においては、新型コ
ロナウイルス感染症に伴う緊急事態宣言及びまん延防止等重点措の影響によ
り、約半年間、制限されたことに対し、令和４年度は通常の活動が行われた
ことによるものである。このことについては令和５年度で志摩中学校におい
て「中学部活動地域移行」のモデル事業を実施し、課題点を検証したうえ
で、市内全中学校での実施を目指していく。また、教職員の働き方改革の継
続的な推進、校務支援システム導入などで教職員の超過勤務削減に努めた
い。

　

基本目
標1
未来社
会で輝
く子ど
もを育
むまち
づくり

（２）
保育・
学校教
育の充
実

施策④ 安
全・安心に
学習できる
教育環境の
整備

教育
総務
課

子ども教育
部

子ども課
学校教育課

15 1,048,482 7.2

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学校
教育の充実

③　特別支援教
育の充実と楽
しい学校生活
の創出

学校問題解決支
援事業（実計）

学校教育課 平成27年度 令和5年度 一般会計

対象 
　児童生徒及びその保護者 
 
手段 
　不登校や保護者の養育の在り方に関する諸課題等について、スクールソーシャルワーカー（社会福祉士もしくは精神保健福祉士）
の会計年度任用職員（旧嘱託員）を２人任用、学校へ派遣し、学校の諸問題の解決を図る。 
 
目的 
　児童生徒の不登校や保護者に関する問題等小中学生の様々な諸問題の解決を図る。 
　また、このことにより、教員が児童生徒の教育活動に専念できる。 
 
成果
【令和４年度実績】
   スクールソーシャルワーカーを会計年度任用職員として２人雇用

全小中学校で
の事業の実施
（事業実施校

数）

校 22 22 22 22 22 22 100.0 千円 6,198 7,481 6,506 6,725 0.1 A 計画どおり実施できた 14

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学校
教育の充実

③　特別支援教
育の充実と楽
しい学校生活
の創出

不登校対応指導
員配置事業（実
計）

学校教育課 平成30年度 令和6年度 一般会計

対象 
小中学校児童生徒及びその保護者、関係学校教員 
 
手段 
教員ＯＢ等、専門的な知識をもつ指導員を雇用し、前原、二丈、志摩、全地域の中学校と必要性の高い小学校に合計７人配置し、不登
校（兆候）にある児童生徒数への対応や、学校で取り組む学校復帰に向けた活動を支援する。 
令和4年度から3人増員し、7人体制とする。 
【業務】 
　①不登校児童生徒の家庭訪問による状況確認・登校刺激 
　②校内適応指導教室における不登校児童生徒の学習支援 
　③不登校児童生徒の学校外施設での教育相談・学習支援等 
 
目的 
不登校からの復帰支援を、早期かつ小中連携で行うことで、より効果的な支援を実現する。 
 
成果
【令和４年度実績】
①前原中学校、②前原東中学校、③前原西中学校、④志摩中学校に１人ずつ配置、⑤二丈中・福吉中学校、⑥前原小・加布里小学校、
⑦前原南小・南風小学校、⑧東風小・波多江小学校に兼務で１人ずつ配置（計８人）

指導員配置中
学校区

校区 3 3 6 6 6 6 100.0 千円 9,894 11,812 18,403 21,799 0.1 A 計画どおり実施できた 14

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学校
教育の充実

③　特別支援教
育の充実と楽
しい学校生活
の創出

学校生活支援事
業（実計）

学校教育課 令和2年度 令和4年度 一般会計

対象 
欠席が長期にわたる不登校児童生徒の中で、学校にも市の適応指導教室にも民間のフリースクールにも通うこともできず、家庭に
閉じこもりがちな者 
 
手段 
家庭に閉じこもりがちな児童生徒がまずは外に出られるための「居場所」をつくり、市の適応指導教室や校内適応指導教室へ通える
よう、臨床心理士の支援を受けながら不登校児童生徒の心理状況を改善する。 
ノウハウを持つ九州大学に運営を委託する形で学校外の「居場所」（糸島市フリースペース）を設置する。 
令和３年の８月からは、保護者面接（相談）も実施。 
 
目的 
引きこもり、不登校者への登校刺激。家庭に閉じこもりがちな者を引きこもりに発展させない。 

成果
【令和4年度実績】
子どもの居場所４７日開催（基本的に水曜日）、利用した児童生徒数のべ３２３人
保護者面接１８５回実施（基本的に木曜日）

居場所のべ利
用者数

人 10 124 323 300 300 300 107.7 千円 1,832 2,833 4,357 4,371 0.1 A 計画どおり実施できた 14

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学校
教育の充実

③　特別支援教
育の充実と楽
しい学校生活
の創出

特別支援教育専
門員配置事業（実
計）

学校教育課 平成31年度 令和5年度 一般会計

対象 
児童生徒及びその保護者、教員 
 
手段 
特別支援教育の教員免許状を所有し、かつ特別支援教育に関する研究機関での勤務経験がある者を特別支援教育専門員として１名
雇用する。 
（業務内容） 
①教員や特別支援教育支援員への研修会実施 
②県立特別支援学校、九州大学（研究機関）との連携 
③市長部局、福祉施設との連携 
 
目的 
特別支援教育の様々なニーズに対応できるよう関係機関との連携を図り、教員や特別支援教育支援員への専門研修・指導助言等を
行う。 
 
成果
【令和4年度実績】
教員等に対し、教育センター及び学校で、特別支援教育における専門的指導助言や研修を行った。

指導助言を
行った学校数

校 22 22 22 22 22 22 100.0 千円 2,605 3,439 2,365 3,103 0.1 A 計画どおり実施できた 13
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目標値
(終期)
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事業費
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/R4年)
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評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
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関連施策指
標NO

事務事業評価結果

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学
校教育の充
実

④　安全・安
心に学習で
きる教育環
境の整備

小学校施設改
修事業（実計）

教育総務課 - 永年 一般会計

対象   児童・教職員 
 
手段 
糸島市立小学校の小規模営繕工事を行う。 
校舎、体育館、プール等の建築物の改修工事及びグラウンド、校庭、屋外教育施設等の環境整備を行う。 
一定年数以上経過した施設（建物）については、維持整備費用が必要である。 
定期的な維持整備工事を実施することにより、施設そのものの寿命を延ばすことができ、結果的に経費の節減につ
ながる。 
３年に１度、施設の危険個所点検を実施する。 
実施年度…平成27、30、令和３、６、９
 
目的 
市内小学校の小規模営繕工事を実施し、事故防止、施設の長寿命化を図る。３年毎に専門家による施設の調査・点
検を実施し、危険箇所等を把握、事故防止に努める。 
 
成果  【令和4年度実績】 
児童・生徒・教職員の良好な教育環境の確保 
令和４年度　改修工事等　173件 

改修工事等
の設計・発注

件数
件 129 173 173 101 136 0 171.3 千円 69,209 75,018 76,941 80,000 1.2 A

毎年、学校要望は出
されており、すべて改
修工事を実施するこ
とはできていない
が、緊急性等を考慮
し、実施することがで
きた。
教育施設の老朽化に
伴い学校からの改善
要望も多い状況であ
る。教育施設の適正
な管理は設置者の義
務であり、維持管理
を行うには、必要な
事業である。
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会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学
校教育の充
実

④　安全・安
心に学習で
きる教育環
境の整備

中学校施設改
修事業（実計）

教育総務課 - 永年 一般会計

対象 
生徒・教職員 
 
手段 
糸島市立中学校の小規模営繕工事を行う｡ 
校舎､体育館､プール等の建築物の改修工事及びグラウンド､校庭､屋外教育施設等の環境整備を行う｡ 
一定年数以上経過した施設（建物）については､維持整備費用が必要である。 
定期的な維持整備工事を実施することにより､施設そのものの寿命を延ばすことができ､結果的に経費の節減につ
ながる｡ 
３年に１度、施設の危険箇所点検を実施する。 
実施年度・・・平成27、30、令和3、6、9 
 
目的 
市内中学校の小規模営繕工事を実施し、事故防止、施設の長寿命化を図る。３年毎に専門家による施設の調査・点
検を実施し、危険箇所等を把握、事故防止に努める。 
 
成果   【令和４年度実績】 
　児童・生徒・教職員の良好な教育環境の確保 
　令和４年度　改修工事等　58件 

改修工事等
の設計・発注

件数
件 66 72 58 54 51 0 107.4 千円 34,931 27,859 29,570 30,000 0.6 A

毎年、学校要望は出
されており、すべて改
修工事を実施するこ
とはできていない
が、緊急性等を考慮
し、実施することがで
きた。
教育施設の老朽化に
伴い学校からの改善
要望も多い状況であ
る。教育施設の適正
な管理は設置者の義
務であり、維持管理
を行うには、必要な
事業である。
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２　保育・学
校教育の充
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④　安全・安
心に学習で
きる教育環
境の整備

可也小学校屋
内運動場屋根
改修事業（実
計）

教育総務課 令和3年度 令和4年度 一般会計

対象
児童・教職員

手段
屋内運動場屋根及び外壁改修工事

目的
老朽化した屋内運動場の屋根及び雨漏りしている外壁の改修工事を実施すると共に、屋根の断熱性能を向上させ、
熱中症対策、避難所としての機能強化を図ることにより、教育環境を整備する。

成果
【令和４年度実績】令和４年度改修工事

工事（校） 校 0 1 1 1 0 1 100.0 千円 0 2,750 69,575 0 0.3 A

安全・安心に学習で
きる教育環境の整備
として、可也小学校屋
内運動場の屋根外壁
の改修工事を計画ど
おりに実施した。
教育施設の適正な管
理は設置者の義務で
あり、維持管理を行う
には、必要な事業で
ある。
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1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学
校教育の充
実

④　安全・安
心に学習で
きる教育環
境の整備

小学校校舎外
壁改修事業（実
計）

教育総務課 令和3年度 令和5年度 一般会計

対象
児童・教職員

手段
小学校校舎外壁改修工事

目的
老朽化した外壁木板の脱落防止、雨漏り対策工事を実施し、教育環境を整備する。

成果
【令和４年度実績】
令和４年度東風小学校外壁改修工事,令和４年度可也小学校実施設計業務

校舎外壁工
事発注（校）

校 0 1 2 2 1 2 100.0 千円 0 1,650 27,187 7,693 0.3 A

安全・安心に学習で
きる教育環境の整備
として、東風小学校の
外壁改修工事、可也
小学校外壁改修実施
設計業務を計画どお
りに実施した。
教育施設の適正な管
理は設置者の義務で
あり、維持管理を行う
には、必要な事業で
ある。
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1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学
校教育の充
実

④　安全・安
心に学習で
きる教育環
境の整備

波多江小学校
校舎大規模改
造事業（AP）

教育総務課 平成31年度 令和4年度 一般会計

対象  児童・教職員

手段
令和１-令和４　波多江小学校校舎大規模改造工事
令和４-令和５　波多江小学校屋内運動場大規模改造工事

目的
老朽化した校舎及び屋内運動場の大規模改造工事により、事故を防止し、児童教職員の安全を確保し、良好な学び
の環境を提供する。

成果
【令和３年度実績】
令和３年度　大規模改造工事（３棟）継続
【令和４年度実績】
令和４年度　大規模改造工事（３棟）完了, 屋内運動場大規模改造工事実施設計業務

工事（校） 校 - - 1 1 1 1 100.0 千円 212,883 103,131 251,541 98,907 0.8 A

安全・安心に学習で
きる教育環境の整備
として、校舎大規模改
造工事、屋内運動場
大規模改造工事実施
設計業務を実施し
た。
教育施設の適正な管
理は設置者の義務で
あり、維持管理を行う
には、必要な事業で
ある。
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小学校施設改
修事業（実計）

教育総務課 - 永年 一般会計

対象   児童・教職員 
 
手段 
糸島市立小学校の小規模営繕工事を行う。 
校舎、体育館、プール等の建築物の改修工事及びグラウンド、校庭、屋外教育施設等の環境整備を行う。 
一定年数以上経過した施設（建物）については、維持整備費用が必要である。 
定期的な維持整備工事を実施することにより、施設そのものの寿命を延ばすことができ、結果的に経費の節減につ
ながる。 
３年に１度、施設の危険個所点検を実施する。 
実施年度…平成27、30、令和３、６、９
 
目的 
市内小学校の小規模営繕工事を実施し、事故防止、施設の長寿命化を図る。３年毎に専門家による施設の調査・点
検を実施し、危険箇所等を把握、事故防止に努める。 
 
成果  【令和4年度実績】 
児童・生徒・教職員の良好な教育環境の確保 
令和４年度　改修工事等　173件 

改修工事等
の設計・発注

件数
件 129 173 173 101 136 0 171.3 千円 69,209 75,018 76,941 80,000 1.2 A

毎年、学校要望は出
されており、すべて改
修工事を実施するこ
とはできていない
が、緊急性等を考慮
し、実施することがで
きた。
教育施設の老朽化に
伴い学校からの改善
要望も多い状況であ
る。教育施設の適正
な管理は設置者の義
務であり、維持管理
を行うには、必要な
事業である。
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教育総務課 - 永年 一般会計
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手段 
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毎年、学校要望は出
されており、すべて改
修工事を実施するこ
とはできていない
が、緊急性等を考慮
し、実施することがで
きた。
教育施設の老朽化に
伴い学校からの改善
要望も多い状況であ
る。教育施設の適正
な管理は設置者の義
務であり、維持管理
を行うには、必要な
事業である。
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可也小学校屋
内運動場屋根
改修事業（実
計）

教育総務課 令和3年度 令和4年度 一般会計

対象
児童・教職員

手段
屋内運動場屋根及び外壁改修工事

目的
老朽化した屋内運動場の屋根及び雨漏りしている外壁の改修工事を実施すると共に、屋根の断熱性能を向上させ、
熱中症対策、避難所としての機能強化を図ることにより、教育環境を整備する。
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【令和４年度実績】令和４年度改修工事
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２　保育・学
校教育の充
実

④　安全・安
心に学習で
きる教育環
境の整備

小学校校舎外
壁改修事業（実
計）

教育総務課 令和3年度 令和5年度 一般会計

対象
児童・教職員

手段
小学校校舎外壁改修工事

目的
老朽化した外壁木板の脱落防止、雨漏り対策工事を実施し、教育環境を整備する。

成果
【令和４年度実績】
令和４年度東風小学校外壁改修工事,令和４年度可也小学校実施設計業務

校舎外壁工
事発注（校）

校 0 1 2 2 1 2 100.0 千円 0 1,650 27,187 7,693 0.3 A

安全・安心に学習で
きる教育環境の整備
として、東風小学校の
外壁改修工事、可也
小学校外壁改修実施
設計業務を計画どお
りに実施した。
教育施設の適正な管
理は設置者の義務で
あり、維持管理を行う
には、必要な事業で
ある。

19

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学
校教育の充
実

④　安全・安
心に学習で
きる教育環
境の整備

波多江小学校
校舎大規模改
造事業（AP）

教育総務課 平成31年度 令和4年度 一般会計

対象  児童・教職員

手段
令和１-令和４　波多江小学校校舎大規模改造工事
令和４-令和５　波多江小学校屋内運動場大規模改造工事

目的
老朽化した校舎及び屋内運動場の大規模改造工事により、事故を防止し、児童教職員の安全を確保し、良好な学び
の環境を提供する。

成果
【令和３年度実績】
令和３年度　大規模改造工事（３棟）継続
【令和４年度実績】
令和４年度　大規模改造工事（３棟）完了, 屋内運動場大規模改造工事実施設計業務

工事（校） 校 - - 1 1 1 1 100.0 千円 212,883 103,131 251,541 98,907 0.8 A

安全・安心に学習で
きる教育環境の整備
として、校舎大規模改
造工事、屋内運動場
大規模改造工事実施
設計業務を実施し
た。
教育施設の適正な管
理は設置者の義務で
あり、維持管理を行う
には、必要な事業で
ある。

16

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学
校教育の充
実

④　安全・安
心に学習で
きる教育環
境の整備

小学校トイレ改
修事業（AP）

教育総務課 平成31年度 令和8年度 一般会計

対象   児童・教職員 
手段 
　　【小中学校トイレ改修工事】 
　令和２年度　雷山小、前原中  令和３年度　長糸小、桜野小  令和４年度　加布里小
　令和５年度　福吉中学校       令和６年度　姫島小、南風小、一貴山小、二丈中学校
　令和７年度　福吉小、引津小、可也小、志摩中学校 
目的 
家庭のトイレ環境の変化に伴い、和式便所から洋式便所へ改修することで、学校施設の衛生環境を確保することを
目的とする。 
成果 
【令和２年度実績】 令和２年度　雷山小、前原中学校トイレ改修工事 
【令和３年度実績】令和３年度　長糸小、桜野小学校トイレ改修工事
【令和４年度実績】 令和４年度　加布里小学校トイレ改修工事
【小中学校洋式化率】 
令和２年度　57.7％ 
令和３年度　60.1％ 
 令和４年度　66.8％

工事設計・工
事発注（校）

校 - - 1 1 1 14 100.0 千円 62,215 87,680 208,074 317,709 0.8 A

安全・安心に学習で
きる教育環境の整備
として、加布里学校の
トイレ改修工事を計
画どおりに実施した。
家庭のトイレ環境の
変化に伴う、衛生環
境の確保は、設置者
の責務であり、早急
な事業実施が必要で
ある。

17

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学
校教育の充
実

④　安全・安
心に学習で
きる教育環
境の整備

前原南小学校
校舎大規模改
造事業（ＡＰ）

教育総務課 令和2年度 令和5年度 一般会計

対象 
児童・教職員 
 
手段 
令和２年度～令和５年度　前原南小学校校舎大規模改造及び増築工事 
 
目的 
伊都の杜の児童数の増加に伴い校舎の増築を行う。 
老朽化した校舎の大規模改造工事により、事故を防止し、児童教職員の安全を確保し、良好な学びの環境を提供す
る。 
 
成果 
【令和２年度実績】   令和２年度　前原南小学校校舎大規模改造等実施設計監理業務（2棟） 
【令和３年度実績】   令和３年度　前原南小学校校舎大規模改造増築工事（完了） 
令和３年度　前原南小学校校舎大規模改造工事（着手） 
 【令和４年度実績】
令和４年度　前原南小学校校舎大規模改造工事（継続）

工事（校） 校 - - 1 1 1 1 100.0 千円 9,560 537,545 208,074 317,709 0.8 A

安全・安心に学習で
きる教育環境の整備
として、校舎大規模改
造工事を計画どおり
に実施した。
教育施設の適正な管
理は設置者の義務で
あり、維持管理を行う
には、必要な事業で
ある。

16

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学
校教育の充
実

④　安全・安
心に学習で
きる教育環
境の整備

新型コロナウイ
ルス感染症対
策事業（前原西
中学校トイレ改
修事業

教育総務課 令和3年度 令和4年度 一般会計

対象 
児童・教職員 
 
手段 
西中学校トイレ改修工事 
 
目的 
家庭のトイレ環境の変化に伴い、和式便所から洋式便所へ改修することで、学校施設の衛生環境を確保することを
目的とする。 
 
成果 
【令和3年度実績】 
令和3年度　西中学校トイレ改修工事 
 【令和４年度実績】
令和４年度　西中学校トイレ改修工事（完了）

工事設計・発
注（校）

校 - - 1 1 1 14 100.0 千円 0 2,640 45,958 0 0.1 A

安全・安心に学習で
きる教育環境の整備
として、前原西中学校
のトイレ改修事業を
計画どおりに実施し
た。
家庭のトイレ環境の
変化に伴う、衛生環
境の確保は、設置者
の責務であり、早急
な事業実施が必要で
ある。

17

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学
校教育の充

実

④　安全・安
心に学習で
きる教育環
境の整備

雷山小学校屋
内運動場大規
模改造事業（Ａ
Ｐ）

教育総務課 令和４年度 令和５年度 一般会計

対象 
児童・教職員 
 
手段 
屋内運動場大規模改造工事 
 
目的 
老朽化した屋内運動場の大規模改造工事により、事故を防止し、児童・教職員・利用者の安全を確保し、良好な学び
の環境を提供するとともに、災害時における指定避難所としての防災機能強化を図る。 
 
成果 
【令和４年度実績】 
令和４年度実施設計業務
 

工事（校） 校 - - 1 1 1 1 100.0 千円 0 0 4,158 190,923 0.1 A

安全・安心に学習で
きる教育環境の整備
として、屋内運動場の
大規模改造工事実施
設計業務を計画どお
りに実施した。
教育施設の適正な管
理は設置者の義務で
あり、維持管理を行う
には、必要な事業で
ある。

16

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学
校教育の充

実

④　安全・安
心に学習で
きる教育環
境の整備

引津小学校校
舎大規模改造
事業（ＡＰ）

教育総務課 令和４年度 令和５年度 一般会計

対象
児童・教職員

手段
令和４年度～令和５年度　引津小学校校舎大規模改造工事

目的
老朽化した校舎の大規模改造工事により、事故を防止し、児童教職員の安全を確保し、良好な学びの環境を提供す
る。

成果
【令和４年度実績】
令和４年度　引津小学校校舎大規模改造実施設計

工事（校） 校 - - 1 1 1 1 100.0 千円 0 0 1,056 55,692 0.1 A

安全・安心に学習で
きる教育環境の整備
として、校舎大規模改
造工事実施設計業務
を計画どおりに実施
した。
教育施設の適正な管
理は設置者の義務で
あり、維持管理を行う
には、必要な事業で
ある。

16
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1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学
校教育の充
実

④　安全・安
心に学習で
きる教育環
境の整備

小学校トイレ改
修事業（AP）

教育総務課 平成31年度 令和8年度 一般会計

対象   児童・教職員 
手段 
　　【小中学校トイレ改修工事】 
　令和２年度　雷山小、前原中  令和３年度　長糸小、桜野小  令和４年度　加布里小
　令和５年度　福吉中学校       令和６年度　姫島小、南風小、一貴山小、二丈中学校
　令和７年度　福吉小、引津小、可也小、志摩中学校 
目的 
家庭のトイレ環境の変化に伴い、和式便所から洋式便所へ改修することで、学校施設の衛生環境を確保することを
目的とする。 
成果 
【令和２年度実績】 令和２年度　雷山小、前原中学校トイレ改修工事 
【令和３年度実績】令和３年度　長糸小、桜野小学校トイレ改修工事
【令和４年度実績】 令和４年度　加布里小学校トイレ改修工事
【小中学校洋式化率】 
令和２年度　57.7％ 
令和３年度　60.1％ 
 令和４年度　66.8％

工事設計・工
事発注（校）

校 - - 1 1 1 14 100.0 千円 62,215 87,680 208,074 317,709 0.8 A

安全・安心に学習で
きる教育環境の整備
として、加布里学校の
トイレ改修工事を計
画どおりに実施した。
家庭のトイレ環境の
変化に伴う、衛生環
境の確保は、設置者
の責務であり、早急
な事業実施が必要で
ある。

17

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学
校教育の充
実

④　安全・安
心に学習で
きる教育環
境の整備

前原南小学校
校舎大規模改
造事業（ＡＰ）

教育総務課 令和2年度 令和5年度 一般会計

対象 
児童・教職員 
 
手段 
令和２年度～令和５年度　前原南小学校校舎大規模改造及び増築工事 
 
目的 
伊都の杜の児童数の増加に伴い校舎の増築を行う。 
老朽化した校舎の大規模改造工事により、事故を防止し、児童教職員の安全を確保し、良好な学びの環境を提供す
る。 
 
成果 
【令和２年度実績】   令和２年度　前原南小学校校舎大規模改造等実施設計監理業務（2棟） 
【令和３年度実績】   令和３年度　前原南小学校校舎大規模改造増築工事（完了） 
令和３年度　前原南小学校校舎大規模改造工事（着手） 
 【令和４年度実績】
令和４年度　前原南小学校校舎大規模改造工事（継続）

工事（校） 校 - - 1 1 1 1 100.0 千円 9,560 537,545 208,074 317,709 0.8 A

安全・安心に学習で
きる教育環境の整備
として、校舎大規模改
造工事を計画どおり
に実施した。
教育施設の適正な管
理は設置者の義務で
あり、維持管理を行う
には、必要な事業で
ある。

16

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学
校教育の充
実

④　安全・安
心に学習で
きる教育環
境の整備

新型コロナウイ
ルス感染症対
策事業（前原西
中学校トイレ改
修事業

教育総務課 令和3年度 令和4年度 一般会計

対象 
児童・教職員 
 
手段 
西中学校トイレ改修工事 
 
目的 
家庭のトイレ環境の変化に伴い、和式便所から洋式便所へ改修することで、学校施設の衛生環境を確保することを
目的とする。 
 
成果 
【令和3年度実績】 
令和3年度　西中学校トイレ改修工事 
 【令和４年度実績】
令和４年度　西中学校トイレ改修工事（完了）

工事設計・発
注（校）

校 - - 1 1 1 14 100.0 千円 0 2,640 45,958 0 0.1 A

安全・安心に学習で
きる教育環境の整備
として、前原西中学校
のトイレ改修事業を
計画どおりに実施し
た。
家庭のトイレ環境の
変化に伴う、衛生環
境の確保は、設置者
の責務であり、早急
な事業実施が必要で
ある。

17

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学
校教育の充

実

④　安全・安
心に学習で
きる教育環
境の整備

雷山小学校屋
内運動場大規
模改造事業（Ａ
Ｐ）

教育総務課 令和４年度 令和５年度 一般会計

対象 
児童・教職員 
 
手段 
屋内運動場大規模改造工事 
 
目的 
老朽化した屋内運動場の大規模改造工事により、事故を防止し、児童・教職員・利用者の安全を確保し、良好な学び
の環境を提供するとともに、災害時における指定避難所としての防災機能強化を図る。 
 
成果 
【令和４年度実績】 
令和４年度実施設計業務
 

工事（校） 校 - - 1 1 1 1 100.0 千円 0 0 4,158 190,923 0.1 A

安全・安心に学習で
きる教育環境の整備
として、屋内運動場の
大規模改造工事実施
設計業務を計画どお
りに実施した。
教育施設の適正な管
理は設置者の義務で
あり、維持管理を行う
には、必要な事業で
ある。

16

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学
校教育の充

実

④　安全・安
心に学習で
きる教育環
境の整備

引津小学校校
舎大規模改造
事業（ＡＰ）

教育総務課 令和４年度 令和５年度 一般会計

対象
児童・教職員

手段
令和４年度～令和５年度　引津小学校校舎大規模改造工事

目的
老朽化した校舎の大規模改造工事により、事故を防止し、児童教職員の安全を確保し、良好な学びの環境を提供す
る。

成果
【令和４年度実績】
令和４年度　引津小学校校舎大規模改造実施設計

工事（校） 校 - - 1 1 1 1 100.0 千円 0 0 1,056 55,692 0.1 A

安全・安心に学習で
きる教育環境の整備
として、校舎大規模改
造工事実施設計業務
を計画どおりに実施
した。
教育施設の適正な管
理は設置者の義務で
あり、維持管理を行う
には、必要な事業で
ある。

16

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学
校教育の充

実

④　安全・安
心に学習で
きる教育環
境の整備

深江小学校校
舎大規模改造
事業（ＡＰ）

教育総務課 令和４年度 令和７年度 一般会計

対象
児童・教職員

手段
令和４年度～令和７年度　深江小学校校舎大規模改造工事

目的
老朽化した校舎の大規模改造工事により、事故を防止し、児童教職員の安全を確保し、良好な学びの環境を提供す
る。

成果
【令和４年度実績】
令和４年度　深江小学校校舎大規模改造実施設計

工事（校） 校 - - 1 1 1 1 100.0 千円 0 0 8,410 210,945 0.4 A

安全・安心に学習で
きる教育環境の整備
として、校舎大規模改
造工事実施設計業務
を計画どおりに実施
した。
教育施設の適正な管
理は設置者の義務で
あり、維持管理を行う
には、必要な事業で
ある。

16

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学
校教育の充

実

④　安全・安
心に学習で
きる教育環
境の整備

前原東中学校
校舎大規模改
造事業（ＡＰ）

教育総務課 令和４年度 令和８年度 一般会計

対象
児童・教職員

手段
令和４年度～令和８年度　前原東中学校校舎大規模改造工事

目的
老朽化した校舎の大規模改造工事により、事故を防止し、児童教職員の安全を確保し、良好な学びの環境を提供す
る。

成果
【令和４年度実績】
令和４年度　前原東中学校校舎大規模改造実施設計

工事（校） 校 - - 1 1 1 1 100.0 千円 0 0 6,237 74,937 0.4 A

安全・安心に学習で
きる教育環境の整備
として、校舎大規模改
造工事実施設計業務
を計画どおりに実施
した。
教育施設の適正な管
理は設置者の義務で
あり、維持管理を行う
には、必要な事業で
ある。

16

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学
校教育の充

実

④　安全・安
心に学習で
きる教育環
境の整備

小学校プール
循環ろ過設備
改修事業（実
計）

教育総務課 令和４年度 令和４年度 一般会計

対象 
児童・教職員 
 
手段 
波多江小学校プール循環ろ過設備改修工事 
 
目的 
小中学校のプールは、透明度が高く、滅菌により安全・安心な水を作るため循環ろ過装置が必要である。現状では、
耐用年数（15年）を過ぎ20年以上使用しているため、ろ過効率が落ち、藻（あおこ）の発生や透明度が低下してい
る。よってろ過設備を更新することにより機能を向上させ、プール水質基準を保持、良好な学習環境を整える。 
 
成果 
【令和４年度実績】 
児童・教職員の良好な教育環境の確保 
令和４年度　波多江小学校プール循環ろ過設備工事 
 

工事設計・工
事発注（校）

校 - - 1 1 1 1 100.0 千円 0 0 9,098 13,242 0.2 A

安全・安心に学習で
きる教育環境の整備
として、プール循環ろ
過設備改修工事を計
画どおりに実施した。
老朽化したろ過設備
を改修する事業であ
るため、衛生管理上
必要な事業である。

19

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学
校教育の充

実

④　安全・安
心に学習で
きる教育環
境の整備

小学校特別教
室空調設備設
置事業（実計）

教育総務課 令和４年度 令和５年度 一般会計

対象
児童・教職員

手段
小学校特別教室空調設備設置工事

目的
小学校教育環境整備
（小学校特別教室の空調環境の向上）

成果
【令和４年度実績】
令和４年度　小学校空調設備設置工事

設置工事（教
室）

教室 - - 26 26 25 51 100.0 千円 0 0 99,435 193,544 1.0 A

安全・安心に学習で
きる教育環境の整備
として、小学校特別教
室空調設備設置工事
を計画どおりに実施
した。
教育施設の適正管理
は設置者の責務であ
り、教育環境の整備
のため必要な事業で
ある。

19

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

２　保育・学
校教育の充

実

④　安全・安
心に学習で
きる教育環
境の整備

中学校トイレ改
修事業（AP）

教育総務課 平成31年度 令和8年度 一般会計

対象 
児童・教職員 
手段 
　　【小中学校トイレ改修工事】 
　令和２年度　雷山小、前原中
 　令和３年度　長糸小、桜野小
　令和４年度　加布里小
　令和５年度　福吉中学校
　令和６年度　姫島小、南風小、一貴山小、二丈中学校
　令和７年度　福吉小、引津小、可也小、志摩中学校  
目的 
家庭のトイレ環境の変化に伴い、和式便所から洋式便所へ改修することで、学校施設の衛生環境を確保することを
目的とする。 
成果 
【令和２年度実績】 令和２年度　雷山小、前原中学校トイレ改修工事 
【令和３年度実績】令和３年度　長糸小、桜野小学校トイレ改修工事
【令和４年度実績】 令和４年度　加布里小学校トイレ改修工事
【小中学校洋式化率】  令和２年度　57.7％   令和３年度　60.1％   令和４年度　66.8％

工事設計・工
事発注（校）

校 - - 1 1 1 14 100.0 千円 0 0 3,168 54,424 0.1 A

安全・安心に学習で
きる教育環境の整備
として、福吉中学校の
トイレ改修工事実施
設計業務を計画どお
りに実施した。
家庭のトイレ環境の
変化に伴う、衛生環
境の確保は、設置者
の責務であり、早急
な事業実施が必要で
ある。

17
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基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/

年

指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に対する理

由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

7 地域振興部 20
年間貸出利用者年間延べ人数（図
書館）

人 116,694 116,756 108,487 113,157 117,827 122,500 108% 1.1%
成果上
昇、コス
ト維持

地域振興部 4 125,218 4.7 21
読み聞かせボランティアの活動者
年間延べ人数

人 118 129 72 91 110 130 179% 91.7% 30.9% D

生涯
学習
課

地域振興部 22
日ごろから、スポーツに親しんで
いる市民の割合（市民満足度調
査）

％ 27.6 25.5 30.0 31.0 32.0 33 85% 0.0%

基本目
標1
未来社
会で輝
く子ど
もを育
むまち
づくり

（３）
切れ目
のない
学習機
会の充
実

施策① 生
涯学習の推
進とスポー
ツの振興

　生涯学習の推進とスポーツ振興における各事務事業については、
コロナ対策を行いながらも各事業実施できたことは評価できる。
　図書館における利用者数、読み聞かせボランティア活動者数など
指標の進捗状況においては、コロナ前の状況に戻っており、今後も
現状の３館体制で図書館サービスの充実を図る。
　スポーツの振興については、市民満足度調査において、「日ごろ
から、スポーツに親しんでいる市民の割合」がやや低下している。
これはコロナの影響によるものと思われるが、今後、糸島市運動公
園を拠点として、指定管理者と連携を図り、市民のスポーツ振興に
取り組んで行く。

生涯
学習
課

コミュニティ推
進課

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

３　切れ目のな
い学習機会の
充実

①　生涯学習の
推進とスポー
ツの振興

図書館運営事業 生涯学習課 平成30年度 永年 一般会計

対象 
市民及び図書館利用者 
 
手段 
図書館資料の閲覧、貸出し、リクエスト、予約、相互貸借、レファレンス（調査相談）サービスやイベント開催等、すべての市民に対
して、生涯学習の場を提供する。 
また、令和３年４月より、コロナ禍においても利用できる非来館型サービスとして、また、これまで様々な事情により図書館に足
を運ぶことができなかった障がい者等であっても利用できる「電子書籍サービス」を実施している。 
 
目的 
図書館は、すべての人が求める資料と情報を利用できるようにする役割を持つ、生涯学習の重要な拠点の一つである。このた
め、乳幼児から高齢者までの幅広い年代、障がいを持つ方や外国人等、多様な方に読書をする機会の提供を行う必要があり、す
べての市民が読書に触れ合えるよう読書環境の充実を図る。 
 
成果 
●糸島市立図書館　※令和５年３月31日現在 
　利用者数　　　　   116,756人　（前年度比 121.7％） 
　年間貸出冊数　 　564,392冊　（前年度比116.7％） 
　蔵書冊数　　　　　 317,533冊　（前年度比 100.5％） 
　図書館利用者の満足度　90.6％（前年度比100.2％） 
　電子書籍利用者数　 3,825人　（10.5人/日） 

赤ちゃん・ちい
ちゃい子・定例
おはなし会実
施回数

回 58 40 84 86 86 86 97.7 千円 74,810 81,234 83,692 86,058 4.0 A

令和４年度は、コロナに
よる休館もなく、ボラン
ティアを活用したおはな
し会も実施できるように
なり、図書館事業の活性
化が図られた。

20
21

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

３　切れ目のな
い学習機会の
充実

①　生涯学習の
推進とスポー
ツの振興

福岡マラソン実施
事業（応援事業
分）（実計）

生涯学習課 平成26年度 令和７年度 一般会計

対象 
市民、ランナー等 
 
手段 
福岡マラソン糸島協力会に補助金を支給し、福岡マラソン応援事業を実施。 
　・コースにおけるランナーの応援に関する事業 
　・大会運営の安全確保に関する事業 
　・ランナー及び来場者のもてなしに関する事業 
 
目的 
スポーツイベントの実施により、スポーツの振興と地域の活性化を図り、まちづくりへの市民の意識の高揚を図る。 
併せて、糸島市独自の事業展開により大会を盛り上げ、糸島市を積極的にＰＲする事を目的とする。 
 
成果 
市民の沿道応援やもてなし事業への参加を促し、福岡マラソンをきっかけとして、市民のまちづくりへの参加に繋がった。 
【令和４年度実績】 
　 沿道応援事業　８事業
　おもてなし事業　１７事業
 

応援事業数 件／年 1 1 1 1 1 1 100.0 千円 3,109 3,305 8,088 10,000 0.1 A

大会参加ランナーからも
フィニッシュ会場でのい
としまのおもてなしに高
い評価をいただいてお
り、継続して実施してい
く必要がある。

22

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

３　切れ目のな
い学習機会の
充実

①　生涯学習の
推進とスポー
ツの振興

スポーツチャレン
ジ事業（実計）

生涯学習課 平成29年度 令和6年度 一般会計

対象 
市民 
 
手段 
①一流アスリートによる講演会（競技指導）の開催 
②スポーツ推進委員及びスポーツ推進委員OB会によるスポーツ・ニュースポーツ指導等の拡充 
③スポーツを始めるきっかけづくりとなる体験教室の実施 
 
目的 
全国的にスポーツの機運が高まる中、この契機を活かした事業を展開。スポーツを始めるきっかけづくりの場を提供し、スポー
ツ習慣や健康志向の定着を図る。 
 
成果 
スポーツをはじめるきっかけづくりの場を提供し、多くの市民が参加することにより、スポーツ習慣や健康志向の定着を図り、市
民の健康増進を促す。 
【令和４年度実績】
　・スポーツ体験教室等　５回実施（ウォーキング事業２回、ヨガ教室３回）
　・ニュースポーツ指導　17回実施（ボッチャ、モルック等）
　・トップアスリート講演会　１回（市内中学陸上部128人参加）
 

スポーツ事業
実施回数

回 6 7 23 25 25 25 92.0 千円 274 128 2,000 1,783 0.4 A

小学校やコミュニティセ
ンターと連携し、スポー
ツ推進委員によるニュー
スポーツの指導や中学生
を対象としたトップアス
リート講演会等、青少年

の健全育成及びスポーツ
を通じた市民の健康増

進を図った。

22

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

３　切れ目のな
い学習機会の
充実

①　生涯学習の
推進とスポー
ツの振興

体育施設LED化
事業（実計）

生涯学習課 令和４年度 令和５年度 一般会計

対象 
体育施設利用者 
 
手段 
体育施設夜間照明のLED化
令和４年度　歴史の里曲り田野球場夜間照明LED化
令和５年度　芥屋野球場夜間照明LED化 
 
目的 
施設の安全性及び利便性を高め、利用者の増加を促し、スポーツの振興を図る。 
 
成果 
安全で快適な体育施設の確保及び施設の長寿命化 
【令和４年度実績】 
歴史の里曲り田野球場夜間照明LED化を実施

LED化した体
育施設数

施設 1 1 1 2 100.0 31,438 19,860 0.2 A

スポーツの振興におい
て、安全で快適にスポー
ツが出来る場所の提供

は必要不可欠である。昼
間の仕事が終わってから
スポーツを楽しむ場所の
確保も重要であり、併せ
て照明のLED化は環境

負荷の軽減にも繋がって
いる。

22

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果
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基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/

年

指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に対する理

由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

生涯
学習
課 地域振興部 - 1 2,632 0.6 23

子ども会育成会連絡協議会の取組
であるジュニア・リーダーの研修
修了者数（累計）

人 15 42 30 45 60 75 140% 45.0% 22.5% D
成果上
昇、コス
ト維持

生涯
学習
課

地域振興部 24
地域全体で青少年の健全育成に取
り組んでいると思う市民の割合
(市民満足度調査)

％ 32.5 24.8 35.2 35.8 36.4 37 70% 0.0%

基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/

年

指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に対する理

由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

地域振興部 - 25 市主催の文化事業の参加者数 人 2,030 1,178 2,000 2,200 2,250 2,300 58.9% 0.0%

地域振興部 5 86,499 2.4 26 国・県・市指定文化財の総件数 件 83 87 86.0 88.0 89.0 90 101% 57.1% 52.4% C
成果上
昇、コス
ト増大

文化
課

地域振興部 27
博物館等に来館した子どもたちに
おける糸島の歴史に対する認知度
(アンケート)

％ - 75 60.0 65.0 70.0 75 125% 100.0%

　市主催の文化事業の参加者数については、コロナ禍の影響を受け
ているが、Ｒ４年度の実績は急激な回復傾向にあり、Ｒ５年度はコ
ロナ禍前の水準までは回復する見通しである。
　また、国・県・市指定文化財の総件数は、３年ぶりに文化財保護
委員会が開催できたことにより、指定件数は増加している。
　博物館に来館した子どもたちにおける糸島の歴史に対する認知度
については、既に目標値に達しており、この水準を維持してゆくた
めに、現在の方向性を堅持し、さらなる認知度の向上に努めたい。

基本目
標1
未来社
会で輝
く子ど
もを育
むまち
づくり

（３）
切れ目
のない
学習機
会の充
実

9 施策③ 文
化・芸術の
振興

文化
課

基本目
標1
未来社
会で輝
く子ど
もを育
むまち
づくり

（３）
切れ目
のない
学習機
会の充
実

8 施策② 青
少年の健全
育成

　青少年の健全育成事業については、令和４年度はコロナ感染拡大
の影響により、計画していた事業を縮小・未実施など当初計画して
いた取組みが出来なかった。
　目標達成指標であるジュニア・リーダー研修修了者数について
は、概ね順調に取り組みが進んでいるが、市民満足度調査における
「地域全体で青少年の健全育成に取り組んでいると思う」の市民の
割合は24.8％とコロナ感染拡大後から減少している。これは、青少
年健全育成を含め地域活動が減少したことによるものと思われる。
　今後、地域の団体等と連携を図り、青少年の健全育成、次世代の
リーダーの育成に取り組んで行く。

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

３　切れ目のな
い学習機会の
充実

②　青少年の健
全育成

青少年育成事業 生涯学習課 平成２２年度 永年 一般会計

対象 
市内の小学生や中高生、また青少年健全育成に寄与する取組を行う市内の団体及び個人 
 
手段 
　生涯学習課（地域活動指導員）が実施する「ドリームトレイサー」や「糸島チャレンジクラブどんぐり」での共同生活や野外活動を通じて、仲間
づくりや生きる力を育むための指導・支援を行っている。 
　また、子どもたちの集団での活動をリードするジュニアリーダーの輩出を目指し、中学生を対象とした研修を糸島市子ども会育成連絡協議
会が中心となって実施。青少年健全育成に寄与する取組みを行う団体等へは資金の補助等も行っている。 
 
目的 
　将来を担う子どもたちが、様々な体験活動を通して、自然や仲間の素晴らしさ、大切さを学び、たくましく成長し、子どものリーダー、のち
の地域のリーダーに育つことを目的とする。 
 
成果 
　将来を担う子どもたちが健やかに成長し、自ら積極的に学ぶ意欲を持ち、自ら考える力、心豊かでたくましく生きる力などを身に付けるこ
とができるようになる。 
【令和４年度実績】 
　・ジュニアリーダー研修会：４回、研修修了者：９人 
　・地域全体で青少年の健全育成に取り組んでいると思う市民の割合：24.8% 
　・ドリームトレイサー　講座：１回（カヤック体験）　参加者：8人 
　・おうちでドリーム（教材配布）３回　参加者：30人
　・どんぐり　講座１回（カヌー体験）参加者：31人 
　※令和４年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、例年とは変則的な実施または未 実施となった。 
 

子ども会育成
会連絡協議会
の取組である
ジュニア・リー
ダーの研修終
了者数（累計）

人 19 33 42 30 45 75 140.0 千円 0 4,701 2,632 3,072 0.6 A

令和４年度は、新型コロ
ナウイルス感染症拡大の
影響により、例年とは変
則的な実施または未実
施となった。
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事務事業評価結果

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

３　切れ目のな
い学習機会の
充実

③　文化・芸術
の振興

伊都文化会館音
響設備等更新事
業（実計）

文化課 平成31年度 令和6年度 一般会計

対象
市民（伊都文化会館利用者）

手段
ホールの心臓部である音響卓等の更新をリース契約として対応。
（リース終了後は、市に帰属）

目的
文化・芸術活動の拠点である伊都文化会館は、竣工30年以上を経過しており、施設の経年劣化が著しく、音響卓に不具合が生
じているため、音響機器の更新を行い、安定的な音響サービスの向上を図る。

成果
安定的な音響サービスの提供を図る
【令和２年度実績】サービス提供継続（令和２年１月１日～令和６年12月31日）長期継続契約。

音響装置更新
（リース）
進捗率

％ 25 45 65 65 85 100 100.0 千円 4,301 4,301 4,301 4,301 0.4 A

長期継続契約。（令和２
年１月１日～令和６年12
月31日）
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1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

３　切れ目のな
い学習機会の
充実

③　文化・芸術
の振興

国宝、重要文化財
保存事業（発掘調
査事業分）（実計）

文化課 昭和54年度 令和11年度 一般会計

対象 
重要遺跡の確認調査及び自己居住用個人住宅の建築に係る発掘調査等。 
手段 
対象となる遺跡の内容を明らかにするため発掘調査を実施する。 
【調査方法】 
重機で遺跡が存在する深さまで表土を除去し、人力により遺構検出、掘り下げを行う。その後、遺跡の測量、実測、写真撮影を行い、出土品を
取り上げ、埋め戻す。取り上げた出土品は復元室において、洗浄、ナンバーリング、接合復元作業を行い、必要に応じて実測、写真撮影を行う。 
【調査実績】　　 
  R01年度：泊大塚古墳発掘調査、怡土城跡発掘調査 
　R02年度：泊大塚古墳発掘調査、個人住宅に係る発掘調査 
　R03年度：泊大塚古墳発掘調査 
   Ｒ０４年度；新町支石墓群・御道具山２号墳発掘調査、怡土城跡大鳥居口測量調査
目的 
　市内の重要遺跡を保護し、史跡指定や整備活用を行うため、発掘調査を実施し、その成果を基に調査研究を行い遺跡の実態を解明する。ま
た、自己居住用個人住宅の建設に伴う発掘調査を実施する。（原則的に建築主の費用負担は伴わない） 
成果 
重要遺跡の実態が解明され、保護され、国の史跡指定を受け、整備・活用される。 
【令和元年度実績】 　泊大塚古墳の発掘調査を行い、将来的な国史跡指定に向けてのデータを得た。 
　怡土城跡の水門について発掘調査を行い、将来の整備へ向けての資料を得た。 
【令和２年度】 泊大塚古墳の発掘調査を行い、将来的な国史跡指定に向けてのデータを得た。 
【令和３年度】 泊大塚古墳の発掘調査を行い、将来的な国史跡指定に向けてのデータを得た。 
 【令和４年度】新町支石墓群の発掘調査を行い整備に向けた詳細なデータを取得した。御道具山２号墳は将来的な国史跡指定にむけてのデー
タを得た。怡土城跡大鳥居口については測量を行い、今後の保存整備に向けた基礎データを得た。

調査成果を公
表する発掘調
査報告書の刊

行

件 9 9 9 9 10 10 100.0 千円 5,362 4,121 5,234 8,000 0.5 A

令和4年度は発掘調査と
整理を実施しており、報
告書の刊行は令和5年度
に行う。
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③　文化・芸術
の振興

伊都国歴史遺産
活用事業（実計）

文化課 - - 一般会計

対象 
糸島市民及び市外在住者 

 手段 
国庫補助を利用し、遺跡が所在する地元の会場等を用いた歴史シンポジウム等を開催する。講師陣は、各分野の専門家を招聘
する。併せて、史跡への理解を深める映像等を作成する。 
 取り扱う史跡等 
【令和2年度】新町支石墓群 
【令和3年度】銚子塚古墳・釜塚古墳　 
【令和4年度】三雲・井原遺跡 
【令和5年度】雷山神籠石 
 目的 
シンポジウムや展示会等の普及活動を継続的に実施することで、糸島市民はもとより市外の多くの方々に、糸島市内の史跡へ
の理解を促進し、糸島市のへの愛着を深めてもらい、糸島市の魅力を内外にアピールする。 
 成果 
史跡の重要性、文化財愛護思想の醸成。 
 【令和4年度】下記の事業を実施した。 
　・三雲・井原遺跡をテーマとした歴史シンポジウムの開催　 
　・同事業に係る発表要旨集の作成と頒布 
　・三雲・井原遺跡ＰＲビデオの作成と公開  

イベントの実
施数

回 1 1 1 1 1 1 100.0 千円 2,000 2,000 2,002 2,000 0.5 A

フォーラムについては、
大変好評で、Ｒ4年度は
288名の参加。映像の
視聴数も伸びている。Ｒ
5～Ｒ7にかけて、国指定
史跡4か所を対象に行う
予定。
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③　文化・芸術
の振興

史跡公有化事業
（実計）

文化課 - - 一般会計

対象
史跡用地の公有化し、将来の史跡整備のための環境を維持する。

令和３年度　銚子塚古墳（国史跡）の一部
令和４年度　釜塚古墳（国史跡）の一部
令和５年度　曽根遺跡群（国史跡）の一部

手段
国庫補助事業を活用し、順次、史跡地を公有化する。

目的
住宅開発により失われる危機にある史跡用地の環境を保全するため用地を購入する。史跡用地を公有化することにより将来の
史跡整備のための環境を維持する。

成果
史跡用地を公有化することにより保全される史跡地の面積が増加し、将来の史跡整備のための環境を維持できた。

史跡の公有地
化率

％ 22 22 23 23 24 100 100.0 千円 0 5,604 65,802 25,968 0.5 A
令和4年度は当初計画ど
おり釜塚古墳史跡用地
1540㎡を公有化した。
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③　文化・芸術
の振興

文化財保存整備
事業（新町支石墓
群）（実計）

文化課 令和3年度 令和7年度 一般会計

対象 
市民、市外在住者 
 
手段 
国史跡新町支石墓群の整備事業について、国庫補助を利用して令和３～令和７年にかけて実施する。 
令和３年度　整備基本計画策定 
令和４年度　整備工事基本設計 
令和５年度　整備工事実施設計 
令和６・７年度　史跡整備工事 
目的 
国史跡新町支石墓群を保存し活用するために整備を行う。恒久的に遺跡を保存するための対策をとるとともに、学校教育、生
涯学習、観光、市民生活などへの活用を視野に入れた整備を実施する。 
 成果 
史跡の整備を行なうことで、史跡の重要性を再確認し、文化財愛護思想の醸成を図る。また、整備された史跡を地域のシンボル
として活用することで、市民の郷土愛の育成、健康増進を図る。 
【令和３年度】 
令和３年度は有識者、地元代表等から構成される国史跡新町支石墓群整備検討委員会を立ち上げ、２回の委員会（１回はコロナ
ウイルス蔓延のため中止、１回は紙面決議）と地元説明会、パブリックコメントの集約を経て、国史跡新町支石墓群保存整備基本
計画を策定した。 
 【令和４年度】
令和4年度は有識者、地元代表等から構成される国史跡新町支石墓群整備検討委員会を開催し、３回の委員会と地元説明会を
経て、国史跡新町支石墓群整備工事基本設計を策定した。

史跡整備の完
了

箇所 1 1 1 1 1 1 100.0 千円 0 4,344 9,160 25,979 0.5 A

現段階は設計を策定しる
段階で、令和６．７年度に
工事を行い、令和８年度
に開園する予定。
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③　文化・芸術
の振興

伊都文化会館音
響設備等更新事
業（実計）

文化課 平成31年度 令和6年度 一般会計

対象
市民（伊都文化会館利用者）

手段
ホールの心臓部である音響卓等の更新をリース契約として対応。
（リース終了後は、市に帰属）

目的
文化・芸術活動の拠点である伊都文化会館は、竣工30年以上を経過しており、施設の経年劣化が著しく、音響卓に不具合が生じて
いるため、音響機器の更新を行い、安定的な音響サービスの向上を図る。

成果
安定的な音響サービスの提供を図る
【令和２年度実績】サービス提供継続（令和２年１月１日～令和６年12月31日）長期継続契約。

音響装置更新
（リース）
進捗率

％ 25 45 65 65 85 100 100.0 千円 4,301 4,301 4,301 4,301 0.4 A

長期継続契約。（令和２
年１月１日～令和６年12
月31日）
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③　文化・芸術
の振興

国宝、重要文化財
保存事業（発掘調
査事業分）（実計）

文化課 昭和54年度 令和11年度 一般会計

対象   重要遺跡の確認調査及び自己居住用個人住宅の建築に係る発掘調査等。 
手段   対象となる遺跡の内容を明らかにするため発掘調査を実施する。 
【調査方法】 
重機で遺跡が存在する深さまで表土を除去し、人力により遺構検出、掘り下げを行う。その後、遺跡の測量、実測、写真撮影を行い、
出土品を取り上げ、埋め戻す。取り上げた出土品は復元室において、洗浄、ナンバーリング、接合復元作業を行い、必要に応じて実
測、写真撮影を行う。 
【調査実績】　　 
  R01年度：泊大塚古墳発掘調査、怡土城跡発掘調査  R02年度：泊大塚古墳発掘調査、個人住宅に係る発掘調査 
　R03年度：泊大塚古墳発掘調査  Ｒ０４年度；新町支石墓群・御道具山２号墳発掘調査、怡土城跡大鳥居口測量調査
目的 
　市内の重要遺跡を保護し、史跡指定や整備活用を行うため、発掘調査を実施し、その成果を基に調査研究を行い遺跡の実態を解
明する。また、自己居住用個人住宅の建設に伴う発掘調査を実施する。（原則的に建築主の費用負担は伴わない） 
成果 
重要遺跡の実態が解明され、保護され、国の史跡指定を受け、整備・活用される。 
【令和元年度実績】 　泊大塚古墳の発掘調査を行い、将来的な国史跡指定に向けてのデータを得た。 
　怡土城跡の水門について発掘調査を行い、将来の整備へ向けての資料を得た。 
【令和２年度】 泊大塚古墳の発掘調査を行い、将来的な国史跡指定に向けてのデータを得た。 
【令和３年度】 泊大塚古墳の発掘調査を行い、将来的な国史跡指定に向けてのデータを得た。 
 【令和４年度】新町支石墓群の発掘調査を行い整備に向けた詳細なデータを取得した。御道具山２号墳は将来的な国史跡指定にむけ
てのデータを得た。怡土城跡大鳥居口については測量を行い、今後の保存整備に向けた基礎データを得た。

調査成果を公
表する発掘調
査報告書の刊

行

件 9 9 9 9 10 10 100.0 千円 5,362 4,121 5,234 8,000 0.5 A

令和4年度は発掘調査と
整理を実施しており、報
告書の刊行は令和5年度
に行う。
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③　文化・芸術
の振興

伊都国歴史遺産
活用事業（実計）

文化課 - - 一般会計

対象 
糸島市民及び市外在住者 
 手段 
国庫補助を利用し、遺跡が所在する地元の会場等を用いた歴史シンポジウム等を開催する。講師陣は、各分野の専
門家を招聘する。併せて、史跡への理解を深める映像等を作成する。 
 取り扱う史跡等 
【令和2年度】新町支石墓群 
【令和3年度】銚子塚古墳・釜塚古墳　 
【令和4年度】三雲・井原遺跡 
【令和5年度】雷山神籠石 
 目的 
シンポジウムや展示会等の普及活動を継続的に実施することで、糸島市民はもとより市外の多くの方々に、糸島市
内の史跡への理解を促進し、糸島市のへの愛着を深めてもらい、糸島市の魅力を内外にアピールする。 
 成果 
史跡の重要性、文化財愛護思想の醸成。 
 【令和4年度】下記の事業を実施した。 
・三雲・井原遺跡をテーマとした歴史シンポジウムの開催　 ・同事業に係る発表要旨集の作成と頒布 
・三雲・井原遺跡ＰＲビデオの作成と公開  

イベントの実
施数

回 1 1 1 1 1 1 100.0 千円 2,000 2,000 2,002 2,000 0.5 A

フォーラムについては、
大変好評で、Ｒ4年度は
288名の参加。映像の
視聴数も伸びている。Ｒ
5～Ｒ7にかけて、国指定
史跡4か所を対象に行う
予定。

25

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

３　切れ目のな
い学習機会の
充実

③　文化・芸術
の振興

史跡公有化事業
（実計）

文化課 - - 一般会計

対象
史跡用地の公有化し、将来の史跡整備のための環境を維持する。
令和３年度　銚子塚古墳（国史跡）の一部
令和４年度　釜塚古墳（国史跡）の一部
令和５年度　曽根遺跡群（国史跡）の一部
手段
国庫補助事業を活用し、順次、史跡地を公有化する。
目的
住宅開発により失われる危機にある史跡用地の環境を保全するため用地を購入する。史跡用地を公有化すること
により将来の史跡整備のための環境を維持する。
成果
史跡用地を公有化することにより保全される史跡地の面積が増加し、将来の史跡整備のための環境を維持できた。

史跡の公有地
化率

％ 22 22 23 23 24 100 100.0 千円 0 5,604 65,802 25,968 0.5 A
令和4年度は当初計画ど
おり釜塚古墳史跡用地
1540㎡を公有化した。

26

1.未来社
会で輝く
子どもを
育むまち
づくり

３　切れ目のな
い学習機会の
充実

③　文化・芸術
の振興

文化財保存整備
事業（新町支石墓
群）（実計）

文化課 令和3年度 令和7年度 一般会計

対象 
市民、市外在住者 
手段 
国史跡新町支石墓群の整備事業について、国庫補助を利用して令和３～令和７年にかけて実施する。 
令和３年度　整備基本計画策定  令和４年度　整備工事基本設計  令和５年度　整備工事実施設計 
令和６・７年度　史跡整備工事 
目的 
国史跡新町支石墓群を保存し活用するために整備を行う。恒久的に遺跡を保存するための対策をとるとともに、学
校教育、生涯学習、観光、市民生活などへの活用を視野に入れた整備を実施する。 
 成果 
史跡の整備を行なうことで、史跡の重要性を再確認し、文化財愛護思想の醸成を図る。また、整備された史跡を地
域のシンボルとして活用することで、市民の郷土愛の育成、健康増進を図る。 
【令和３年度】 
令和３年度は有識者、地元代表等から構成される国史跡新町支石墓群整備検討委員会を立ち上げ、２回の委員会
（１回はコロナウイルス蔓延のため中止、１回は紙面決議）と地元説明会、パブリックコメントの集約を経て、国史跡新
町支石墓群保存整備基本計画を策定した。 
 【令和４年度】
令和4年度は有識者、地元代表等から構成される国史跡新町支石墓群整備検討委員会を開催し、３回の委員会と地
元説明会を経て、国史跡新町支石墓群整備工事基本設計を策定した。

史跡整備の完
了

箇所 1 1 1 1 1 1 100.0 千円 0 4,344 9,160 25,979 0.5 A

現段階は設計を策定しる
段階で、令和６．７年度に
工事を行い、令和８年度
に開園する予定。

26
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基本目標 政策
通し
番号

施策
施策統括

課
施策統括部 関係課

R4
事業数

R4
決算額
（千円）

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に

対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

地域振興部 生涯学習課 28 自治会への加入率 ％ 89 89.1 89.0 89.5 89.5 90 100.1% 10.0%
成果上
昇、コス
ト増大

地域振興部 6 337,829 1.3 29
地域活動に参加している市民
の割合（市民満足度調査）

％ 60.3 52.6 63.0 64.0 64.5 65 83% 0.0% 3.3% E

地域振興部 30

地域の一員としての意識や周
りの人とのつながりがあると
思う市民の割合（市民満足度
調査）

％ 50.9 48.0 53.0 53.7 54.4 55 91% 0.0%

コミュ
ニティ
推進課

　活動指標がすべてＡにもかかわらず総合評価が良くないの
は、活動の成果が、地域活動や自治会活動に関する市民の意
識の変化までには及んでいないことを示すものと受け止めて
いる。
　特に89%の自治会加入がありながら、他の指標の満足度が
上がりきれないのは、自治会に加入はしているが、そのよう
な実感や満足度がないということを示していると考えられる
ため、自治会活動の支援や活発化、負担軽減などは、今後も
より一層力を入れるべきと考える。
　自治会加入者の満足度が高まり、それが地域全体に伝播す
ることで、未加入者や転入者が自治会加入することにつなが
ると考えている。

基本目標2
人と人がつ
ながり
助け合うま
ちづくり

（１）
コミュ
ニティ
の活性
化

10 施策① 地
域コミュニ
ティの機能
強化

2.人と人
がつなが

り
助け合う

まちづくり

１　コミュニティ
の活性化

①　地域コミュ
ニティの機能強
化

市民まつり事業
（実計）

コミュニティ推
進課

平成22年度 令和６年度 一般会計

対象 
市民まつりに関わる糸島市民 
 
手段 
糸島市の持つ人と地の「力」を最大限に発揮し、市民ボランティアと市職員等が協働でイベントの企画・運営を行い事業を実施。 
 
目的 
「市民が主役」の市民まつりを開催し、その振興を図ることにより、地域活性化、一体感の醸成、市の情報・魅力を広く発信するこ
とを目的とする。 
 
成果 
市民まつりに参加する市民ボランティア数（企画・運営、出店、出演など）並びにまつりへの来場者数は年々向上しており、まつり
に関わる市民等の一体感の醸成に寄与し、本市を市内外にアピールする絶好の機会となっている。 
令和２年度及び令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の終息が見通せないため中止。 
令和４年度は10月と11月の２日程で開催し、合計で36,000人が来場した。
 
【過去の来場者実績】 
平成28年度　60,000人  平成29年度　65,000人  平成30年度　台風のため中止  令和元年度　75,000人 
令和２年度　新型コロナウイルス感染症の終息の見通しが立たない為中止  令和３年度　新型コロナウイルス感染症の終息の見
通しが立たない為中止   令和4年度　10月開催　25,000人  １１月開催　11,000人

市民まつり
に参加した
市民団体等
の出店数・

出演数

団体 0 0 142 95 100 120 149.5 千円 4,000 5,000 9,000 9,000 0.2 A

令和４年度は、コロナに
よる中止を避けるため、
10月と11月の分散日程
で開催したことにより、
参加団体が大幅に増加し
た。また、市内のパン製
造販売店、ＪＡ・ＪＦ・商工
会の女性部の出店や幼
稚園・保育園の出展、地
元金融機関や中学生ボ
ランティア等の新たなス
タッフ側参画も得られ
た。令和５年度は10月の
1日程での開催予定。

30

2.人と人
がつなが

り
助け合う

まちづくり

１　コミュニティ
の活性化

①　地域コミュ
ニティの機能強
化

校区まちづくり推
進事業（実計）

コミュニティ推
進課

平成22年度 令和7年度 一般会計

対象 
市民 
 
手段 
各校区で計画したまちづくり計画（共創プラン）に基づき行う事業で、事業の継続性・発展性があるもの、校区の課題解決につな
がるもの、魅力ある資源や人材を活用するものについて人的・財政的支援を実施。 
 
目的 
地域にある課題の解決や地域資源を活用したまちづくりを行うため、小学校区を単位とする地域コミュニティの振興を図る。 
 
成果 
【令和4年度実績】 
15校区で校区まちづくり推進事業　70事業実施。 
 

地域団体等
が行う実施

事業数
事業 433 506 576 576 621 686 100.0 千円 15,600 16,050 16,000 16,300 0.3 A

小学校区を単位とした地
域コミュニティの確立及
び地域の活性化に寄与し
ている。また、地域特性
を活かしたの魅力向上に
もつながっており、新た
な移住者の関与も多くみ
られ、行政区加入促進や
定住の促進にも事業効
果及び事業の必要性が
高い。

28
29
30

2.人と人
がつなが

り
助け合う

まちづくり

１　コミュニティ
の活性化

①　地域コミュ
ニティの機能強
化

行政区等公民館
及び児童遊園地
施設等補助事業
（実計）

コミュニティ推
進課

平成22年度 令和7年度 一般会計

対象 
当該施設を設置し、管理する行政区等 
 
手段 
当該施設を設置・管理する行政区等に対し、その施設整備費用を補助する。 
 
目的 
地域コミュニティ活動の推進及び生涯学習活動の振興 
 
成果 
行政区等が設置、管理する公民館の建設等及び児童遊園地の施設整備を補助することで、地域コミュニティ活動の推進及び生
涯学習活動の振興に寄与した。 
【令和4年度実績】 
　5団体 3,317,000円を交付 
 

行政区等公
民館建設・
改修件数
【事業期間
の件数】

件 9 4 5 5 9 134 100.0 千円 7,347 6,207 3,317 10,000 0.2 A

地域の拠点である公民
館等の整備促進を図る
ことは、地域自治活動の
活性化を促すことにつな
がる。また、災害時の一
時的な避難施設としても
活用が図られており、地
域コミュニティを維持・強
化していくために必要で
ある。

28
29
30

2.人と人
がつなが

り
助け合う

まちづくり

１　コミュニティ
の活性化

①　地域コミュ
ニティの機能強
化

前原南コミュニ
ティセンター整備
事業（実計）

コミュニティ推
進課

令和2年度 令和4年度 一般会計

対象 
市民 
 
手段 
前原南コミュニティセンターの建替え工事を令和４年度に完了するため 
・建替え工事を実施。 
・外構工事を実施。 
・仮設コミュニティセンターからの引っ越し。 
 
目的 
前原南校区の急激な人口増加に対応し、バリアフリー化や防災拠点としての機能をより向上させることにより、市民にとって利
便性が高く、安全で快適な施設を提供する。 
 
成果 
平成３０年度　大規模改修・建替え調査等事業。 
平成３１年度　前原南コミュニティセンターに関する地元意見の集約 
令和２年度　　実施設計委託を実施。地元意見を聞きながら、詳細設計を行った。  解体設計委託を実施。 近隣家屋調査業務委託
を実施。 
令和３年度　　解体工事を実施。  建設監理委託を実施し、令和４年度へ継続。 建設工事を実施し、令和４年度へ継続。 
　　　　　　　機械設備工事を実施し、令和４年度へ継続。 電気設備工事を実施し、令和４年度へ継続。 
令和4年度　　建設工事が完了し、開館。

前原南コ
ミュニティ
センター建
替え工事実

施

件 0 0 1 1 終了 1 100.0 千円 19,251 165,653 250,062 終了 0.2 A

老朽化が進んでいた旧
センターの建て替えによ
り、土地区画整理事業に
よる校区人口の急激な
増加、災害拠点施設とし
ての機能強化に対応。令
和4年度に工事が完了
し、R4.10に開館済み。
高機能で使いやすいと
校区住民に大変喜んで
いただき、市の竣工式と
は別に、開館記念式典が
前原南校区主催で行わ
れるほどであった。

28
29
30

2.人と人
がつなが

り
助け合う

まちづくり

１　コミュニティ
の活性化

①　地域コミュ
ニティの機能強
化

怡土コミュニティ
センター大規模改
修事業（実計）（Ａ
Ｐ）

コミュニティ推
進課

令和3年度 令和4年度 一般会計

対象 
市民 
 
手段 
怡土コミュニティセンター大規模改修工事を実施する 
 
目的 
施設の長寿命化及び地域の活動拠点として使いやすい施設とする。 
 
成果 
長寿命化を図り、使いやすい施設とすることで地域の活性化や自立した地域づくりが期待できる。 
 

コミュニ
ティセン

ター大規模
改修実施

件 0 0 1 1 終了 1 100.0 千円 0 2,530 56,498 0 0.2 A

コミュニティセンターの
長寿命化を図り、エレ
ベーターの設置、バリア
フリー化等を行い、利用
者に安全で快適な施設
提供を行うための事業
である。
令和3年度に実施設計、
令和4年度に改修工事が
完了。

28
29
30

2.人と人
がつなが

り
助け合う

まちづくり

１　コミュニティ
の活性化

①　地域コミュ
ニティの機能強
化

雷山コミュニティ
センター大規模改
修事業（実計）（Ａ
Ｐ）

コミュニティ推
進課

令和4年度 令和5年度 一般会計

対象 
市民 
 
手段 
雷山コミュニティセンター大規模改修工事を実施する 
 
目的 
施設の長寿命化及び地域の活動拠点として使いやすい施設とする。 
 
成果 
長寿命化を図り、使いやすい施設とすることで地域の活性化や自立した地域づくりが期待できる。 
 

コミュニ
ティセン

ター大規模
改修実施

件 0 0 0 0 1 1 100.0 千円 0 0 2,952 90,709 0.2 A

コミュニティセンターの
長寿命化を図り、エレ
ベーターの設置、バリア
フリー化等を行い、利用
者に安全で快適な施設
提供を行うための事業
である。
令和4年度に実施設計を
完了し、令和5年度に改
修工事を実施予定。

28
29
30

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

 

 

基本目標２ 人と人がつながり助け合うまちづくり 
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基本目標 政策
通し
番号

施策
施策統括

課
施策統括部 関係課

R4
事業数

R4
決算額
（千円）

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に

対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

11 生涯学
習課 地域振興部 - 31

ボランティア活動に参加した
ことがある市民の割合（市民
満足度調査）

％ 41.3 47.6 43.0 44.0 45.0 46 111% 100.0%
成果上
昇、コス
ト維持

地域振興部 2 7,787 0.4 32
糸島市ＮＰＯボランティア登
録団体数

団体 237 225.0 246.0 250.0 255.0 260 91% 0.0% 33.3% D

生涯学
習課

地域振興部 33
課題解決を目的とし、市民団
体等と行政が協働で取り組ん
だ課題解決事業数

件 59 59.0 63.0 65.0 67.0 69 94% 0.0%

基本目標2
人と人がつ
ながり
助け合うま
ちづくり

（１）
コミュ
ニティ
の活性
化

施策② Ｎ
ＰＯ・ボラ
ンティアの
育成

　目標達成指標である市民満足度調査における「ボランティ
ア活動に参加したことがある」市民の割合が目標を上回って
おり、徐々に地域活動が再開されたことによるものと考えら
れる。
　ただ、ボランティア登録団体数は減少しており、これは団
体の高齢化等によるものである。個人ボランティア登録数
は、横ばいであり、ＮＰＯボランティアセンターへの相談で
は、「ボランティア活動をしたい」等の相談もあり、個人の
ボランティア活動に対する関心は増えていると思われる。今
後、ＮＰＯボランティアセンターを中心にボランティア団体
の育成・支援に努める。

2.人と人
がつなが

り
助け合う

まちづくり

１　コミュニティ
の活性化

①　地域コミュ
ニティの機能強
化

市民まつり事業
（実計）

コミュニティ推
進課

平成22年度 令和６年度 一般会計

対象 
市民まつりに関わる糸島市民 
 
手段 
糸島市の持つ人と地の「力」を最大限に発揮し、市民ボランティアと市職員等が協働でイベントの企画・運営を行い事業を実施。 
 
目的 
「市民が主役」の市民まつりを開催し、その振興を図ることにより、地域活性化、一体感の醸成、市の情報・魅力を広く発信するこ
とを目的とする。 
 
成果 
市民まつりに参加する市民ボランティア数（企画・運営、出店、出演など）並びにまつりへの来場者数は年々向上しており、まつり
に関わる市民等の一体感の醸成に寄与し、本市を市内外にアピールする絶好の機会となっている。 
令和２年度及び令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の終息が見通せないため中止。 
令和４年度は10月と11月の２日程で開催し、合計で36,000人が来場した。
 
【過去の来場者実績】 
平成28年度　60,000人  平成29年度　65,000人  平成30年度　台風のため中止  令和元年度　75,000人 
令和２年度　新型コロナウイルス感染症の終息の見通しが立たない為中止  令和３年度　新型コロナウイルス感染症の終息の見
通しが立たない為中止   令和4年度　10月開催　25,000人  １１月開催　11,000人

市民まつり
に参加した
市民団体等
の出店数・

出演数

団体 0 0 142 95 100 120 149.5 千円 4,000 5,000 9,000 9,000 0.2 A

令和４年度は、コロナに
よる中止を避けるため、
10月と11月の分散日程
で開催したことにより、
参加団体が大幅に増加し
た。また、市内のパン製
造販売店、ＪＡ・ＪＦ・商工
会の女性部の出店や幼
稚園・保育園の出展、地
元金融機関や中学生ボ
ランティア等の新たなス
タッフ側参画も得られ
た。令和５年度は10月の
1日程での開催予定。
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2.人と人
がつなが

り
助け合う

まちづくり

１　コミュニティ
の活性化

①　地域コミュ
ニティの機能強
化

校区まちづくり推
進事業（実計）

コミュニティ推
進課

平成22年度 令和7年度 一般会計

対象 
市民 
 
手段 
各校区で計画したまちづくり計画（共創プラン）に基づき行う事業で、事業の継続性・発展性があるもの、校区の課題解決につな
がるもの、魅力ある資源や人材を活用するものについて人的・財政的支援を実施。 
 
目的 
地域にある課題の解決や地域資源を活用したまちづくりを行うため、小学校区を単位とする地域コミュニティの振興を図る。 
 
成果 
【令和4年度実績】 
15校区で校区まちづくり推進事業　70事業実施。 
 

地域団体等
が行う実施

事業数
事業 433 506 576 576 621 686 100.0 千円 15,600 16,050 16,000 16,300 0.3 A

小学校区を単位とした地
域コミュニティの確立及
び地域の活性化に寄与し
ている。また、地域特性
を活かしたの魅力向上に
もつながっており、新た
な移住者の関与も多くみ
られ、行政区加入促進や
定住の促進にも事業効
果及び事業の必要性が
高い。

28
29
30

2.人と人
がつなが

り
助け合う

まちづくり

１　コミュニティ
の活性化

①　地域コミュ
ニティの機能強
化

行政区等公民館
及び児童遊園地
施設等補助事業
（実計）

コミュニティ推
進課

平成22年度 令和7年度 一般会計

対象 
当該施設を設置し、管理する行政区等 
 
手段 
当該施設を設置・管理する行政区等に対し、その施設整備費用を補助する。 
 
目的 
地域コミュニティ活動の推進及び生涯学習活動の振興 
 
成果 
行政区等が設置、管理する公民館の建設等及び児童遊園地の施設整備を補助することで、地域コミュニティ活動の推進及び生
涯学習活動の振興に寄与した。 
【令和4年度実績】 
　5団体 3,317,000円を交付 
 

行政区等公
民館建設・
改修件数
【事業期間
の件数】

件 9 4 5 5 9 134 100.0 千円 7,347 6,207 3,317 10,000 0.2 A

地域の拠点である公民
館等の整備促進を図る
ことは、地域自治活動の
活性化を促すことにつな
がる。また、災害時の一
時的な避難施設としても
活用が図られており、地
域コミュニティを維持・強
化していくために必要で
ある。

28
29
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2.人と人
がつなが

り
助け合う

まちづくり

１　コミュニティ
の活性化

①　地域コミュ
ニティの機能強
化

前原南コミュニ
ティセンター整備
事業（実計）

コミュニティ推
進課

令和2年度 令和4年度 一般会計

対象 
市民 
 
手段 
前原南コミュニティセンターの建替え工事を令和４年度に完了するため 
・建替え工事を実施。 
・外構工事を実施。 
・仮設コミュニティセンターからの引っ越し。 
 
目的 
前原南校区の急激な人口増加に対応し、バリアフリー化や防災拠点としての機能をより向上させることにより、市民にとって利
便性が高く、安全で快適な施設を提供する。 
 
成果 
平成３０年度　大規模改修・建替え調査等事業。 
平成３１年度　前原南コミュニティセンターに関する地元意見の集約 
令和２年度　　実施設計委託を実施。地元意見を聞きながら、詳細設計を行った。  解体設計委託を実施。 近隣家屋調査業務委託
を実施。 
令和３年度　　解体工事を実施。  建設監理委託を実施し、令和４年度へ継続。 建設工事を実施し、令和４年度へ継続。 
　　　　　　　機械設備工事を実施し、令和４年度へ継続。 電気設備工事を実施し、令和４年度へ継続。 
令和4年度　　建設工事が完了し、開館。

前原南コ
ミュニティ
センター建
替え工事実

施

件 0 0 1 1 終了 1 100.0 千円 19,251 165,653 250,062 終了 0.2 A

老朽化が進んでいた旧
センターの建て替えによ
り、土地区画整理事業に
よる校区人口の急激な
増加、災害拠点施設とし
ての機能強化に対応。令
和4年度に工事が完了
し、R4.10に開館済み。
高機能で使いやすいと
校区住民に大変喜んで
いただき、市の竣工式と
は別に、開館記念式典が
前原南校区主催で行わ
れるほどであった。
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2.人と人
がつなが

り
助け合う

まちづくり

１　コミュニティ
の活性化

①　地域コミュ
ニティの機能強
化

怡土コミュニティ
センター大規模改
修事業（実計）（Ａ
Ｐ）

コミュニティ推
進課

令和3年度 令和4年度 一般会計

対象 
市民 
 
手段 
怡土コミュニティセンター大規模改修工事を実施する 
 
目的 
施設の長寿命化及び地域の活動拠点として使いやすい施設とする。 
 
成果 
長寿命化を図り、使いやすい施設とすることで地域の活性化や自立した地域づくりが期待できる。 
 

コミュニ
ティセン

ター大規模
改修実施

件 0 0 1 1 終了 1 100.0 千円 0 2,530 56,498 0 0.2 A

コミュニティセンターの
長寿命化を図り、エレ
ベーターの設置、バリア
フリー化等を行い、利用
者に安全で快適な施設
提供を行うための事業
である。
令和3年度に実施設計、
令和4年度に改修工事が
完了。
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2.人と人
がつなが

り
助け合う

まちづくり

１　コミュニティ
の活性化

①　地域コミュ
ニティの機能強
化

雷山コミュニティ
センター大規模改
修事業（実計）（Ａ
Ｐ）

コミュニティ推
進課

令和4年度 令和5年度 一般会計

対象 
市民 
 
手段 
雷山コミュニティセンター大規模改修工事を実施する 
 
目的 
施設の長寿命化及び地域の活動拠点として使いやすい施設とする。 
 
成果 
長寿命化を図り、使いやすい施設とすることで地域の活性化や自立した地域づくりが期待できる。 
 

コミュニ
ティセン

ター大規模
改修実施

件 0 0 0 0 1 1 100.0 千円 0 0 2,952 90,709 0.2 A

コミュニティセンターの
長寿命化を図り、エレ
ベーターの設置、バリア
フリー化等を行い、利用
者に安全で快適な施設
提供を行うための事業
である。
令和4年度に実施設計を
完了し、令和5年度に改
修工事を実施予定。
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2.人と人
がつなが

り
助け合う

まちづくり

１　コミュニティ
の活性化

②　ＮＰＯ・ボラ
ンティアの育成

ＮＰＯ・ボランティ
アセンター運営事
業

生涯学習課 平成22年度 永年 一般会計

対象 
市内のＮＰＯ、ボランティア団体等 
 
手段 
ＮＰＯ・ボランティアセンターを開設し、市民活動（ＮＰＯ・ボランティア活動）に対する情報の発信、提供及び相談業務等を実施。 
 
目的 
市民活動（市民が自主的かつ自発的に取り組まれる公益的な活動）に関する情報及び活動並びに交流の場を提供することによ
り、市民活動を支援し、市民協働のまちづくりを推進する。 
 
成果 
ボランティア活動を始めたい市民への指南、ボランティア団体等の情報発信、共有化並びに団体間の交流が図られ、ボランティ
ア活動の活性化につながっている。 
【令和４年度実績】 
　・ボランティア活動に参加したことがある市民の割合：47.6% 
　・糸島市ＮＰＯボランティア登録団体数：225団体 
　・ＮＰＯ・ボランティア団体と行政との協働事業数：59件 
 

糸島市
NPOボラ
ンテァ登録

団体数

団体 240 230 225 246 250 260 91.5 千円 6,001 6,144 6,228 6,991 0.2 A

登録団体数は、年々減少
傾向であるが、ボラン
ティア活動に参加したこ
とがある市民の割合は
増加傾向である。
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2.人と人
がつなが

り
助け合う

まちづくり

１　コミュニティ
の活性化

②　ＮＰＯ・ボラ
ンティアの育成

市民提案型まち
づくり事業（実
計）

生涯学習課 平成22年度 令和6年度 一般会計

対象 
営利活動、政治活動または宗教活動を目的としない、次の要件をすべて満たす市民活動団体。 
・市内に主たる事務所又は活動拠点を有するもの 
・原則として１年以上の活動実績があるもの 
・３人以上で構成されているもの 
・構成員の過半数が市内に住所を有する者又は市内に勤務し、若しくは在学する者 
 
手段 
市内で活動する団体が独自の視点・発想で提案する事業で、協働のまちづくりと団体の育成、充実につながるものについて補助
する。 
 
目的 
ＮＰＯやボランティアの持つ専門性、迅速性を生かして地域の課題解決を図ることを目的とする。 
 
成果 
ＮＰＯやボランティアの持つ専門性、迅速性を生かして地域の課題解決が図られる。 
【令和４年度実績】 
提案団体４団体中、4団体が本事業に採択され実施した。 
 

市民提案を
実施した団

体数
団体 131 135 139 137 140 155 101.5 千円 373 1,341 1,559 2,407 0.2 A

まちづくりに対する市民
の関心度が高まってお
り、市民提案を実施した
団体数は計画どおりに増
えている。
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基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果
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基本目標 政策
通し
番号

施策
施策統括

課
施策統括部 関係課

R4
事業数

R4
決算額
（千円）

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に

対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

（２）
人口減
少地域
対策

12 施策① 移
住・定住の
促進

コミ
ュニ
ティ
推進課

地域振興部
商工振興課、危
機管理課、都市
計画課

34 転入者数（累計） 人 21,355 9,422 8,520 12,780 17,040 21300 111% 44.2%
成果上
昇、コス
ト維持

コミュ
ニティ
推進課

地域振興部 4 31,982 0.9 35
人口減少10校区の人口（３月
31日現在）　※令和７年推計
値46,736人

人 49,357 48,900 48,430 48,121 47,812 47,500 101% 100.0% 74.9% B

コミュ
ニティ
推進課

地域振興部 36
空き家バンク新規登録数（累
計）

件 9 38 18 27 36 45 211% 80.6%

基本目標2
人と人がつ
ながり
助け合うま
ちづくり

　施策目標を達成するための事業の活動指標はおおむね良好
である。今後の人口減少を抑えるという右肩下がりの抑制と
いう特殊な目標も含まれることも総合評価が上がり切れない
ことの一因と考えられる。
　今後も、まちの魅力の向上、移住者の満足度向上、人口の
受け皿の確保を軸に各種事業に取り組んでいく。

2.人と人
がつなが

り
助け合う

まちづくり

２　人口減少地
域対策

①　移住・定住
の促進

いとしま出会い
サポートセンター
事業（実計）

コミュニティ推
進課

令和3年度 令和5年度 一般会計

対象 
出会いや結婚をしたいと思う20歳以上の独身の人 
 
手段 
出会いと結婚を支援する窓口「いとしま出会いサポートセンター」を運営委託する。 
 
目的 
出会いと結婚を支援する窓口を設け、結婚に対する機運を醸成し、少子化対策と定住を進める。 
 
成果 
令和５年度３月末　会員数1８８人　引き合わせ３２２人　交際開始者１４２人　成婚３組（３人） 
 

出会いの場
の提供数

回 0 52 322 70 80 0 460.0 千円 0 3,941 4,967 0 0.25 A

「結婚したいが出会いが
ない」「望む相手と出会
わない」という課題を解
決する目的の事業であ
る。無償であること、市
の事業であることなどか
ら敷居が低く、優れた
マッチングアプリなどを
活用し、多くの引き合わ
せを行い、大幅に出会い
の機会が増えている。

34

2.人と人
がつなが

り
助け合う

まちづくり

２　人口減少地
域対策

①　移住・定住
の促進

移住定住促進事
業（実計）

コミュニティ推
進課

令和4年度 令和6年度 一般会計

対象 
本市への転入検討者、転入希望者 
 
手段 
・定住支援員や地域コーディネーターによる生活密着情報の提供 
・ハウスメーカー、宅建業協会、企業、市内宿泊施設等への定住促進ガイドブック等配布、ウェブサイトによる情報発信 
・移住イベントの実施、イベントと併せたウェブ広告やメディアへの記事掲載 
・空き家所有者の相談会や空き家活用補助金の交付による空き家利活用の促進 
 
目的 
本市の身近な自然、新鮮で豊富な食材、住まいや仕事、便利な交通アクセスなど、暮らしに関する情報を効果的・積極的に発信
するとともに、空き家の掘り起こしと利活用の促進を行う。 
 
成果 
転入者：H27：3,897人、H28：4,112人、H29：4,352人、H30：4,658人、R1：4,336人、R2：4,643人、R3：4,583
人 、R4：4,839人）
 

定住促進ガ
イドブック

配布数累計
冊 0 8,100 11,500 21,600 5,000 0 53.2 千円 0 7,836 637 0 0.25 A

当初、移住定住情報の発
信媒体を紙媒体を中心
としていたが、移住者の
情報アクセス動向から、
令和４年度以降は、紙媒
体による発信を縮小し、
インターネットによる情
報発信を中心とした。こ
のことから目標値を大き
く下回ることとなった
が、移住定住促進サイト
「糸島生活」の年間アクセ
ス数は年々増加している
状況にある。今後も本市
ならではのやり方（短所
の十分な理解、地域コ
ミュニティへの理解、移
住者による移住相談）
で、満足度の高い移住を
進める。
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2.人と人
がつなが

り
助け合う

まちづくり

２　人口減少地
域対策

①　移住・定住
の促進

結婚新生活支援
事業（実計）

コミュニティ推
進課

令和3年度 令和5年度 一般会計

対象 
本市に居住した若年（39歳以下）の新婚世帯 
 
手段 
結婚に伴う新生活のスタートに係るコスト（住宅取得費用、家賃、引越費用）を補助する。 
 
目的 
結婚に伴う経済的負担を軽減することで結婚を後押しし、少子化の防止に繋げる。 
 
成果 
令和３年度実績： 
　交付件数　　　　　47件 
　交付額　　19,072,000円 
 令和４年度実績：
　交付件数　　　　　８３件
　交付額　　25,978,000

支援金の交
付件数

組 0 47 83 184 140 0 45.1 千円 0 19,072 25,978 0 0.25 B

令和３年度、４年度は県
が提示する統計を基にし
た数値を基に補助対象
予定件数（目標件数）を
算出していたが、この数
値が現実と大きく乖離し
ており、過大であった。
このことから、令和５年
度からは実績値や実際
の婚姻数に基づく予定件
数（目標件数）を定めた。
令和４年度は、SNSでの
情報発信を強化し、申請
件数自体は増加してい
る。また、新規申請者へ
のアンケート結果では、
この制度を婚姻届提出
前に知っていた人のう
ち、40%がこの制度が
結婚のきっかけの一つに
なったと回答しているた
め、評価をＢとした。

34、35

2.人と人
がつなが

り
助け合う

まちづくり

２　人口減少地
域対策

①　移住・定住
の促進

人材確保促進事
業（臨時）

商工振興課 令和２年度 - 一般会計

対象 
 市内商工業者
 
手段 
 実施主体である商工会への補助
 
目的 
 商工業者が持続的に経営していくために必要な人材確保のため、商工会が行う市内企業と求職者をマッチングする就職面談会
の開催を補助金で支援する。
 
成果 
 【令和３年度実績】
参加企業数：１５社、求職者数：５０人、就職者数：７人
【令和４年度実績】
参加企業数：２３社、求職者数：６０人、就職者数：１０人

就職面談会
による就職

者数
人 7 7 10 10 10 10 100.0 千円 400 400 400 400 0.1 A

就職面談会への出展条
件の見直しなどにより、
参加企業が増え、それに
伴い、求職者数（参加者
数）や就職者数が増加し
たと思われる。

34

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果
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基本目標 政策
通し
番号

施策
施策統括

課
施策統括部 関係課

R4
事業数

R4
決算額
（千円）

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に

対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

13

地域振興部
学研都市づくり
課

1 3,552 0.3 37
人口減少地域で、大学生など
と連携した取組数

取組 14 17 17 18 19 20 100% 50.0% 75.0% B
成果上
昇、コス
ト増大

地域振興部 38
人口減少地域における行事な
どへの地域外からの参加者数

人 ‐ 1,000 400 600 800 1000 250% 100.0%

基本目標 政策
通し
番号

施策
施策統括

課
施策統括部 関係課

R4
事業数

R4
決算額 人員/年

指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に

対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

基本目標2
人と人がつ
ながり
助け合うま
ちづくり

14 施策① 男女
共同参画社会
の推進

人権・
男女共
同参画
推進課 地域振興部 - 1 1,429 0.3 39

審議会など、委員への女性の
登用率

％ 35.5 31.8 35.0 36.0 38.0 40.0 91% 0.0% 17.2% E
成果上
昇、コス
ト維持

地域振興部 40
デートＤＶに対する認識度
（男女共同参画に関する意識
調査）

％ 41.5 51.3 55.0 60.0 65.0 70.0 93% 34.4%

コミュ
ニティ
推進課

（２）
人口減
少地域
対策

（３）
男女共
同参
画・人
権・多
文化共
生の推
進

   審議会等の委員への女性の登用率については、全体の
61.5％が30％以上女性を登用しているが、課題として、学
識・知識経験者や関係団体推薦者の選任において女性委員候
補者が少ないこと等が挙げられる。
　今後の方向性として、各課等審議会の事務局に対し、女性
委員の登用についての配慮を促すとともに、女性人材バンク
の活用へつなげるため、市内で活動する各種団体や企業と連
携を図り、実行委員会形式でのイベント（みなづきやパープ
ルリボンの各種プロジェクト）実施を検討する。
　デートDVの認知度については、例年取り組んでいるパープ
ルリボン運動が主に若年者層を対象としたものであることか
ら、高齢者への啓発が足りなかったと思われる。
　今後の方向性として、高齢者層への啓発に係る新たな取組
を検討する。

　総合評価はBであり順調であると考えている。
　今後も大学生以外にも、企業の営業活動や社会貢献活動と
しての地域活動への参画のための関係づくりの支援をしてい
く。　
　人口減少地域における住民相互の意見交換会においても、
地域の祭りや伝統行事の維持は最大の懸案事項の一つとして
よく話題にされ、地域の希望があれば外部からの応援の支援
をしたい。また、これらをきっかけとした移住定住、里帰り
定住（帰糸）に寄与するものと考えており、多様な手法に拡
大したい。

基本目標2
人と人がつ

ながり
助け合うま
ちづくり

施策② 多様
な地域の担い
手の確保

2.人と人
がつなが

り
助け合う

まちづくり

２　人口減少地
域対策

②　多様な地域
の担い手の確
保

広域連携プロ
ジェクト事業（実
計）

コミュニティ推
進課

平成27年度 令和4年度 一般会計

対象 
県内に設定された15の広域地域振興圏のひとつである糸島地域振興圏の市民 
 手段 
県内に設定された15の広域地域振興圏ごとに、県とその圏域の自治体による推進組織を設置し、それぞれの地域が持っている
魅力を生かした事業を実施。 
 目的 
福岡県が設定する広域地域振興圏の一つである糸島地域において、県と市が協働して広域連携プロジェクトを策定・推進し、糸
島地域の振興に寄与することを目的とする。 
 成果 
【令和４年度実績】 
１　多文化共生のまちづくりプロジェクト（実計事業：コミュニティ推進課） 
・外国人に対する生活ルールや地域に関する講座・テキスト【中国語（簡体字、繁体字）、ネパール語版テキスト作成】 
・外国人住民が無理なく学べる研修プログラムと日本人住民が外国人を受け入れる環境構築のための交流イベントを開催【やさ
しい日本語講座及び交流イベントと実施】：２回開催、１回中止（最小催行人員に達せず）
２　農業振興プロジェクト（実計事業：農業振興課） 
・スマート農業塾　３回開催 
・糸島農業PR事業　　直売所を拠点とした農村地域活性化事業 
３　歴史・文化ブランディングプロジェクト（実計事業：ブランド政策課） 
・インフルエンサーを活用したPR
・伊都国歴史周遊事業（インバウンド向けモデルツアー2回、国内向けモデルツアー2回）
 

広域連携プ
ロジェクト
として実施
する事業数

事業 4 5 7 7 終了 7 100.0 千円 2,991 4,081 3,552 0 0.3 A

令和４年度に予定してい
た事業についてはすべて
実施。令和５年度以降に
ついては、福岡県の方針
で広域連携プロジェクト
事業は終了となったた
め、別の活動による取り
組みを計画する必要が
ある。

37

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

2.人と人
がつなが

り
助け合う

まちづくり

３　男女共同参
画・人権・多文
化共生の推進

①　男女共同参
画社会の推進

女性が輝くミライ
事業（実計）

人権・男女共同
参画推進課

令和2年度 令和4年度 一般会計

対象  市民（小学生、中学生、高校生、就職を希望する人等）
手段  男女共同参画推進員を中心に、市内の小中学校、高校や福岡県等の機関と連携し、事業をコーディ
ネートする。
目的
若年者に向け男女共同参画社会の推進に必要なジェンダーの視点や働くことの意味を考える機会を提供
し、社会人として自立し「生きる力」を育成する。
また、就職を希望する女性を支援するため、各種講座を開催する。
さらに、ＤＶ等防止の講演会等を開催し啓発する。
成果
若年者向けの啓発冊子を作成し、市内小学校２年生・同５年生・中学校２年生に配布。
また、小中学校や高校に出向き、ジェンダーの視点から、様々な知識を学ぶキャリア教育出前講座を開催。
【令和４年度実績】
小中学生用の啓発冊子配布数：4,074冊
キャリア教育出前講座　開催数：９回　受講者数：1,071人
就職支援講座　開催数：12回　受講者数：136人
啓発講演会　開催数：３回　参加者数：128人

キャリア教
育受講者数

人 604 544 1,071 1,000 1,100 3,000 107.1 千円 1,576 291 1,429 3,775 0.3 A

実施計画期間である令
和２～４年度のキャリア
教育出前講座受講者数
の終期目標値「3,000
人」に対しては達成度
74.0％で「Ｂ」評価とな
るが、令和２～３年度に
新型コロナウイルス感染
症のため開催が見送ら
れていた影響であり、令
和４年度からは増加に転
じ、令和３年度と比較し
て受講者数が倍近くと
なった。各種講座や講演
会に関しても感染症が落
ち着いた時期に実施する
ことができたが、内容に
よって参加者数の差が大
きいため、より市民への
関心を高めるため周知
の仕方を検討する必要
がある。

39,40

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果
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基本目標 政策
通し
番号

施策
施策統括

課
施策統括部 関係課

R4
事業数

R4
決算額
（千円）

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に

対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

15

地域振興部 学校教育課 41
行政区人権・同和問題研修会
開催率

％ 77.0 38.4 82.0 83.0 84.0 85.0 47% 0.0% 73.9% B
成果上
昇、コス
ト維持

地域振興部 1 12,158 1.5 42
新たに作成する「人権教育の
手引き 4,5」の活用学校数
（小学校）

校 - 16.0 16.0 16.0 16.0 16 100% 100.0%

人権・
男女共
同参画
推進課

地域振興部 43
新たに作成する「人権教育の
手引き 4,5」の活用学校数
（中学校）

校 - 6.0 6.0 6.0 6.0 6 100% 100.0%

人権・
男女共
同参画
推進課

地域振興部 44

「ＳＯＧＩ（性的指向・性自
認）」という言葉を知ってい
る市民の割合（男女共同参画
に関する意識調査）

％ 13.1 48.4 31.6 37.7 43.9 50.0 153% 95.7%

基本目標 政策
通し
番号

施策
施策統括

課
施策統括部 関係課

R4
事業数

R4
決算額
（千円）

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に

対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

16 コミュ
ニティ
推進課 地域振興部

人権・男女共同
参画推進課

45

国籍や文化が異なる人々が、
お互いに地域で支え合いなが
ら、暮らしていると感じる市
民の割合（市民満足度調査）

％ 34.0 38.0 39.0 41.0 43.0 45.0 97% 36.4% 78.8% B
成果上
昇、コス
ト維持

コミュ
ニティ
推進課

地域振興部 1 1,520 0.1 46
外国人が必要とする市発行物
の多言語化

か国
語

- 9 2.0 4.0 5.0 6 450% 100.0%

コミュ
ニティ
推進課 地域振興部 47

外国人が必要とする市相談窓
口の多言語対応化

か国
語

- 73 2.0 4.0 5.0 6 3650% 100.0%

基本目標2
人と人がつ
ながり
助け合うま
ちづくり

（３）
男女共
同参
画・人
権・多
文化共
生の推
進

施策② 人権
が尊重される
社会の推進

　行政区人権・同和問題研修会開催率については、新型コロ
ナウイルス感染拡大の影響により、研修会等の自粛を余儀な
くされる行政区も少なくなかったが、今後は、回復を見込ん
でおり、啓発活動も従前の手法（対面式講座）とウイズコロ
ナの手法（オンライン講座等）を組み合わせ、活発に取り組
んでいく予定。

人権・
男女共
同参画
推進課

　市民満足度調査の結果が高くなっているのは、近年の外国
人住民の急増により、外国人や異文化を身近に感じる機会が
増えたこととによるものと考えている。
　市役所の外国人向け対応については、紙情報の多言語化の
方針からデジタル技術化へ転換し、インターネットを通じた
発行物の多言語化サービスや、窓口用サービス端末の導入な
どの導入により大きく進展した。
　特に近年、ＡＩ技術の進展が著しく、また、外国人はスマ
ホやＩＴ活用の傾向が高いことから、常に新しいサービスを
検討しながら市としてのコミュニケーション力を高めるとと
もに、地域にも共有して住民間のコミュニケーションツール
に発展させたいと考えている。

施策③ 多文
化共生社会の
推進

基本目標2
人と人がつ

ながり
助け合うま
ちづくり

（３）
男女共
同参
画・人
権・多
文化共
生の推
進

2.人と人
がつなが

り
助け合う

まちづくり

３　男女共同参
画・人権・多文
化共生の推進

施策② 人権が
尊重される社
会の推進

人権・同和教育一
般管理経費（経
常）

人権・男女共同
参画推進課

- - 一般会計

対象
市民

手段
各校区及び行政区推進委員を置き、それぞれの地域での研修を行う。

目的
あらゆる人権問題の解消を目指す。

成果
地域に根差し、継続した啓発を行い、人権尊重のまちづくりを実現する。

行政区・人
権同和問題
研修会開催

率

％ ‐ ‐ 38 82 83 85 46.8 千円 ‐ ‐ 12,158 13,680 1.5 C

令和２年度から新型コロ
ナウイルス感染症の影響
により開催が困難となっ
ていたが、令和4年度は
ウイズコロナを意識した
啓発活動により行政区で
の活動も少しずつ回復し
てきた。
今年度からは対面形式
とオンライン形式を組み
合わせ、より効果的な事
業実施に取り組んでい
く。
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2.人と人
がつなが

り
助け合う

まちづくり

３　男女共同参
画・人権・多文
化共生の推進

③　多文化共生
社会の推進

国際交流補助事
業

コミュニティ推
進課

平成22年度 永年 一般会計

対象 
市民及び市内で生活する外国人。 
 
手段 
・民間主体の国際交流事業の推進のため、国際交流団体である糸島市国際交流協会に補助金を交付。 
 
目的 
市民の国際化や多文化共生に対する意識の醸成、留学生との交流による国際理解。 
 
成果 
国際的で外国人にやさしい魅力あるまちづくりが進む 
・市全体の国際化と多文化共生の意識が醸成される。 
・留学生と市民が継続的に交流できる。 
・糸島市国際交流協会の活動が活性化し、民間主体の国際交流が進む。 
・日本人住民と外国人住民の相互理解が深まり、外国人の地域参画が進む。 
【令和４年度実績】 
・糸島市国際交流協会会報誌を年３回発行。 
・協会の会員数が令和４年度末時点で503（個人、家族、事業所、団体、外国人各会員合計）。 
・新型コロナウイルス感染症の拡大のため、糸島市国際交流協会の交流事業はすべて中止。 国際理解事業として、小学校への出
前授業（3回）と市民まつりへの出店（ミャンマー、ベトナム民芸品販売）を行った。
 

糸島市国際
交流協会が
実施する事

業数

- - - 6 10 10 10 60.0 千円 1,520 1,520 1,520 1,520 0.1 B

令和４年度は、新型コロ
ナウイルス感染症の影響
により飲食を伴う事業や
海外との交流をする事
業が実施できなかった
が、主体団体は、コロナ
禍でもできる事業に取り
組まれ、小学校授業への
オンライン交流など可能
な範囲での成果を上げ
ることができている。
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基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果
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基本目標 政策 通し番号 施策
施策統括

課
施策統括部 関係課

R4
事業数

R4
決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の達成

度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事業の方向性

（１）災害
対策

17
施策① 地域の
防災力の強化

危機管
理課

総務部 警防課 2 4,802 0.6 48 地域で活躍する防災士の数 人 50 199 137 167 197 326 145% 54.0% 68.3% B

　目標達成指標としている防災士の数や防災訓練実施済みの自主防災組織数につ
いては、いずれも令和４年度計画を上回った実績状況であり、今後も計画達成に
向け取り組んでいく。

成果上昇、コス
ト維持

危機管
理課

総務部 49
防災訓練等を実施した自主防災
組織数

組織 117 155 135.0 144.0 153.0 163 115% 82.6%

基本目標 政策 通し番号 施策
施策統括

課
施策統括部 関係課

R4
事業数

R4
決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の達成

度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事業の方向性

基本目標3
みんなの命と暮ら
しを守る
まちづくり

（１）災害
対策

18
施策② 防災・
減災基盤の整備

危機管
理課

総務部
健康づくり
課

1 19,066 0.1 50
情報収集・情報伝達手段の導
入・維持

媒体 7 11 8 8 9 9 138% 100.0% 50.0% C

　情報収集・情報伝達手段については、R7年度の最終目標を上回る手段の確保を
図ることができた。行政区による地区防災計画については、地区防災マップ、タ
イムラインの作成は完了している行政区は５行政区あり、R5年度からは実績を計
上できる予定であるが今後計画達成に向け、取組を強化することとしている。

成果上昇、コス
ト増大

危機管
理課

総務部 51
地区防災計画を定めた行政区の
数

行政区 0 0 10.0 15.0 20.0 25 0% 0.0%

基本目標3
みんなの命と暮ら
しを守る
まちづくり

3.みんな
の命と暮

らしを守る
まちづくり

１　災害対策
①　地域の防災
力の強化

校区避難所運営
訓練事業（実計）

危機管理課 平成30年度 令和4年度 一般会計

対象 
市内15小学校区、自主防災組織 
手段 
事業期間（平成30年度から令和３年度）の４年間で市内15小学校区全てで、避難所運営訓練、炊出し訓練、実施する。 
目的 
大規模災害発生時に各小中学校の体育館が避難所となる場合や、避難所生活が長期化する場合は、地域（校区、自主防災組織）
が主体的に行う必要があるため、地域住民の共助による避難所運営のノウハウを習得してもらう。 
成果 
各行政区の防災役員のほか、校区住民にも参加してもらい、避難所運営訓練、炊出し訓練、応急処置訓練を行うことで、避難所
運営のノウハウの習得ができた。また、訓練を行うことで、課題等を見つけることができ、防災意識の向上を図ることができた。 
 
【これまでの実績】 
平成30年度　１校区（深江校区） 
令和元年度　６校区（怡土、長糸、一貴山、桜野、加布里、東風校区） 
令和２年度　なし　※新型コロナウイルス感染拡大のため次年度に先延ばし 
令和３年度　１校区（前原南校区）※新型コロナウイルス感染拡大のため次年度に先延ばし 
 令和４年度　７校区（波多江、前原、南風、雷山、福吉、可也、引津校区）

訓練を行う
校区数

校区 0 1 7 0 0 15 100.0 千円 396 49 622 0 0.5 A

令和２、３年度は新型コ
ロナウイルス感染症の影
響により、計画通りの実
施ができなかったが、令
和４年度で全１５行政区
において訓練を実施する
ことができた。

48
49

3.みんな
の命と暮

らしを守る
まちづくり

１　災害対策
①　地域の防災
力の強化

ため池廃止事業
（実計）

農地政策課 令和4年度 令和５年度 一般会計

対象
農業生産者及びため池周辺住民

手段
農業水路等長寿命化・防災減災事業による、農業用ため池を廃止する工事を実施する。
補助率　国100％
実施時期　令和４年度実施設計、令和５年度工事

目的
ため池廃止を行い、地域防災上のリスクを除去することで、農用地、農業用施設の災害を未然に防止し、農業生産の維持及び農
業経営の安定を図るとともに、ため池周辺の住民生活の安全を図る。

成果
【令和４年度成果】
実施設計

整備実施箇
所累計

箇所 0 0 0 0 1 1 100.0 千円 0 0 4,180 16,900 0.1 A

指標は整備箇所としてお
り、令和４年度は工事の
ための実施設計のみ実
施している。
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基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

3.みんな
の命と暮

らしを守る
まちづくり

１　災害対策
② 防災・減災
基盤の整備

消防施設維持管
理業務(危機管理
課)

危機管理課 平成22年度 永年 一般会計

対象
市民、行政

手段
防災行政無線や県防災・行政情報通信などの維持管理を行う。

目的
情報伝達設備の維持管理を行うことで、情報伝達体制を確保する。

成果
日頃から、情報伝達設備の維持管理を行うことで、大きな支障もなく、安定した運用をすることができた。
R4
防災行政無線拡声子局修繕6件
防災行政無線保守点検業務実施

不具合な状
態の施設

施設
0 0 0 0 0 0

100.0 千 - - 19,066 20,955 0.1 A

設備の点検結果に基づく
修繕の施工等、常に正常
な状態を保つことがで
きた。
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基本目標 3 みんなの命と暮らしを守るまちづくり 
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基本目標 政策 通し番号 施策
施策統括

課
施策統括部 関係課

R4
事業数

R4
決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の達成

度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事業の方向性

19
施策① 消防力
の強化

警防課 消防本部 5 35,158 0.60 52 消防団員数（実員）の維持 人 994 985 995 995 995 995 99% 0.0%

53
重大違反防火対象物の改善率
（改善件数/通知件数）

％ 90 96 100 100 100 100 96% 60.0% 20.0% B
成果維持、コス
ト維持

警防課

消防本部 54
通報から鎮火までの所要時間（平均）
※火災鎮火後に通報があり、消防隊に
よる消火の必要がなかった事案を除く

分 42 45 35 35 35 35 78% 0.0%

・全国的に消防団員の担い手が減少する中、本市においては、消防団員数は目標より10減であっ
たが、99％を確保できた。今後も引き続き、消防団装備の充実を図り、消防団員の確保に努め
る。
・重大違反対象物に対しては、改善策に関わる積極的な行政指導を行ったため、改善率を上げる
ことが出来た。今後も継続して指導を行い、改善率を上げていく。(重大違反対象物　22/23)
・通報から鎮火までの所要時間は、活動困難事案（鎮火まで3時間25分）があったことから、短縮
を図ることは出来なかった。今後も車両、資器材の更新を行うことにより、現場活動を円滑に完
結し、通報から鎮火までの所要時間（平均）を短縮する。 以上のことから総合評価をＢとする。

（２）消
防・救急の
充実

予防課,通信
指令課、警
備課

基本目標3
みんなの命と暮ら
しを守る
まちづくり

3.みんな
の命と暮

らしを守る
まちづくり

２　消防・救急
の充実

①　消防力の強
化

消防団装備整備
事業（実計）

警防課 平成30年度 令和４年度 一般会計

対象 
消防団員 
 手段 
「消防団の装備の基準」に基づく計画により継続的に未整備・不足する装備の整備を図る。 
 目的 
消防団装備を充実することで、消防団員の身体の安全を確保し、消防団活動の機能強化を図る。 
 
成果 
【平成30年度実績】 
消防団14分団の自動車班員144名と団本部員４名の計148名のうち、防火衣等60式を整備した。 
【令和元年度実績】 
不足する消防団員の保安帽500個、長靴200足、救命胴衣378着、トランシーバー209機を整備した。 
【令和２年度実績】 
保安帽495個、ゴーグル165個、ヘッドライト165個を整備した。消防団装備を整備することで、消防団員の身体的安全性を確
保することができ、災害活動の充実を図ることができている。 
【令和３年度実績】 
消防団員に新基準の活動服515着を整備した。消防団装備を整備することで、消防団員の身体的安全性を確保することがで
き、災害活動の充実を図ることができている。 
 【令和4年度実績】
消防団員に新基準の活動服500着、長靴250足を整備した。消防団装備を整備することで、消防団員の身体的安全性を確保す
ることができ、災害活動の充実を図ることができている。

消防団装備
品の整備率

％ 100 100 100 100 終了 100 100.0 千円 4,142 8,951 9,507 終了 0.10 A

危険な災害活動を行う
消防団員の装備を整え、
団員の安全を確保するこ
とで、地域防災力が充実
強化され、市民の命と暮
らしを守るまちづくりに
繋げた。

52

3.みんな
の命と暮

らしを守る
まちづくり

２　消防・救急
の充実

①　消防力の強
化

防火水槽整備事
業（実計）

警防課 平成31年度 令和７年度 一般会計

対象
消防水利を充実する必要がある地域及び老朽化した防火水槽。

手段
防火水槽（規模：40t級、形態：有蓋）を設置する。

目的
消防水利を充実する必要がある地域への防火水槽の設置及び老朽化した既設防火水槽の更新工事を実施し、火災による被害
を軽減する。

成果
消防水利の充実を図ることで、火災による被害を軽減する。

【令和２年度実績】
２箇所に設置（伊都の杜地区）
【令和４年度実績】
２箇所に設置（御床地区、初地区）

消防水利を
充実する必
要がある地
域に防火水
槽を設置し
た数及び既
設防火水槽
を更新した
数

基 2 0 2 2 3 13 100.0 千円 13,917 0 14,839 24,511 0.2 A

火災時に備えて、継続的
に防火水槽の整備を行
い十分な水利を確保す
ることで、地域消防施設
の充実と地域防災力の
強化が図れた。

54

3.みんな
の命と暮

らしを守る
まちづくり

２　消防・救急
の充実

①　消防力の強
化

消防救急デジタ
ル無線更新事業
（実計）

通信指令課 令和3年度 令和5年度 一般会計

対象 
消防本部消防救急デジタル無線施設 
 
手段 
消防救急デジタル無線施設の情報系、電源系及び通信系機器の更新整備を行う。 
令和３年度　情報系、電源系機器の更新整備 
令和５年度　通信系機器の更新整備 
 
目的 
火災、救急、救助活動等の災害現場活動に必要不可欠なデジタル無線機器を更新することにより、消防・救急体制の充実を図
る。 
 
成果 
安定した災害対応力の維持を図る。 
【令和３年度実績】 
耐用年数を超えた機器の更新 

耐用年数を
超えた機器
の更新率

％ 0 100 0 0 100 100 100.0 千円 0 16,012 0 5,500 0 A R4事業実績なし 54

3.みんな
の命と暮

らしを守る
まちづくり

２　消防・救急
の充実

①　消防力の強
化

通信指令施設更
新事業（実計）

通信指令課 平成30年度 令和7年度 一般会計

対象 
消防本部通信指令施設 
 
手段 
平成23年度に整備した通信指令施設の老朽化機器及びシステムの改修更新を実施 
 
目的 
令和11年度に予定している通信指令施設の全面更新まで、適正な119番受信体制及び災害対応の迅速性を維持 
 
成果 
通信指令施設及び消防救急無線施設の更新計画に基づき、通信指令施設の改修を行い、適正な119番受信体制及び災害対応
の迅速性を維持 
【令和３年度実績】 
通信指令施設の大規模改修 
【令和４年度実績】
住居表示に伴う通信指令システム改修

１１９番受信
から出動指
令までの平
均所要時間

秒 64 64 67 70 70 70 100.0 千円 1,441 203,500 1,147 1,490 0.1 A

消防本部通信指令施設
を適宜更新整備している
ため、迅速な出動指令体
制がとれている。
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3.みんな
の命と暮

らしを守る
まちづくり

２　消防・救急
の充実

①　消防力の強
化

消防施設改修事
業（実計）（AP）

消防総務課 令和4年度 令和4年度 一般会計

対象
市民、行政

消防本部庁舎屋上設置のキュービクル式高圧受電設備、分電盤等の改修工事を実施する。

目的
24時間体制で119番通報を受信できる適正な施設整備を行い、市民の生命・身体・財産を守る。

成果
119番通報を24時間受信できる体制を整えることができる。
防災施設としての機能を維持することで、災害時に市民の生命・身体・財産を守れる出動態勢を整えることができる。

改修が必要
な消防本部
庁舎施設

施設 1 1 0 0 0 0 100.0 千円 0 0 9,665 0 0.2 A

改修が必要な消防本部
庁舎施設消防本部庁舎
屋上設置のキュービクル
式高圧受電設備、分電盤
等の改修工事を実施し、
24時間体制で119番通
報を受信できる適正な
施設整備を行い、災害時
に市民の生命・身体・財
産を守れる出動態勢を
整えることができた。
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基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

 

 

 

 



   

 

24 

基本目標 政策 通し番号 施策
施策統括

課
施策統括部 関係課

R4
事業数

R4
決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の達成

度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事業の方向性

（２）消
防・救急の
充実

20
施策② 救急体
制の充実

救急課 消防本部
警備課、通
信指令課

1 23 0.1 55

救急車の現場到着所要時間（平
均）
※H30全国平均は、8.6分で増加
傾向

分 7.5 8.9 7.5 7.5 7.5 7.5 84% 84.3% 54.6% B

 救急車の現場到着所要時間については、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、救急隊は
出動指令後に感染防止対策を施す必要があるため、現場到着所要時間が全国的に増加した。
 しかし、R5/5/8以降は新型コロナウイルス感染症が５類へ移行したことに伴い現場到着所要時間
が短縮されると考える。（R3年全国平均9.4分、糸島市8.6分）

成果上昇、コス
ト維持

救急課
消防本部 56

応急手当普及員講習受講者数
（累計）

人 12 6 24 36 48 60 25% 25.0%
 応急手当普及員講習受講者数については、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、受講者が
減少したが、R7目標に対して計画どおり進んでいる。

基本目標 政策 通し番号 施策
施策統括

課
施策統括部 関係課

R4
事業数

R4
決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の達成

度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事業の方向性

21
施策① 地域の
防犯力の向上

危機管
理課

総務部 4 30,551 6 57
地域での青パトや夜間巡回などへ参加
したことがある市民の割合（市民満足
度調査）

％ 38.6 33.0 40.0 41.0 42.0 43 83% 0.0% 20.4% D
成果上昇、コス
ト増大

58 新規防犯灯設置数（累計） 基 0 182 220 330 440 550 83% 33.1%

59 市内の犯罪発生件数 件 407 391 380 370 360 350 97% 28.1%

（３）防犯・
交通安全の
推進

基本目標3
みんなの命と暮ら
しを守る
まちづくり

基本目標3
みんなの命と暮ら
しを守る
まちづくり

　事務事業については、概ね計画どおり達成しているが、施策に係る年度目標は
犯罪内容変化に伴う件数の増加や、新型コロナによる地域活動の抑制の影響もあ
り未達成である。今後防犯活動への市民参加の機会充実を図っていく。

コミュニティ
推進課、環境
政策課、都市
施設課、学校

教育課

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

3.みんな
の命と暮

らしを守る
まちづくり

３　防犯・交通
安全の推進

①　地域の防犯
力の向上

防犯灯ＬＥＤ転換
事業（実計）

危機管理課 平成27年度 令和4年度 一般会計

対象   ＬＥＤ灯以外の防犯灯
手段   白熱灯、蛍光灯、水銀灯、ナトリウム灯からＬＥＤ灯へ器具交換を行う。毎年度900基程度をＬＥＤ化してい
く。 
Ｈ27年度に策定したＬＥＤ化改修計画をもとに、ワット数の高い防犯灯や落下の危険性があるものなどがある
地域を優先的に進めていく。 
目的 
防犯灯をＬＥＤに転換し、①安全安心なまちづくりの推進、②環境に配慮した低炭素社会への寄与、③消費電力
の削減による市及び行政区の財政負担の軽減、④市内経済活性化と雇用の創出を図るものである。 
成果 
●これまでの実績/累計6,455基をLEDに転換 
【Ｈ27年度実績　535基をＬＥＤに転換】 
【Ｈ28年度実績　937基をＬＥＤに転換】 
【Ｈ29年度実績　1,031基をＬＥＤに転換】 
【Ｈ30年度実績　1,018基をＬＥＤに転換】 
【Ｒ１年度実績　963基をＬＥＤに転換】 
【Ｒ２年度実績　923基をＬＥＤに転換】 
【Ｒ３年度実績　903基をＬＥＤに転換】 
 【R４年度実績　145基をLEDに転換】

ＬＥＤ防犯灯
数（修繕に

よるＬＥＤ化
を含む）（累

計）

基 8,186 9,288 9,623 9,475 0 9,475 101.6 千円 21,789 21,066 6,767 0 1 A

市民の安全安心の向上
と市の光熱水費及び各
行政区の電気料金が削
減されており、費用対効
果は非常に高いと判断
する。
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3.みんな
の命と暮

らしを守る
まちづくり

３　防犯・交通
安全の推進

①　地域の防犯
力の向上

防犯灯維持事業 危機管理課 - 永年 一般会計

対象   ①市内設置されている防犯灯（令和５年３月末時点：9,623基）　　 
②防犯灯が設置されている行政区等（令和５年３月時点：165団体、行政区等が電気料を支払う防犯灯：8,362
基） 
手段   ①防犯灯の維持管理を行う。電気料の支払い、電球の交換、破損・経年劣化等による修繕、電球・蛍光灯・
水銀灯の器具交換時におけるＬＥＤ灯への交換を実施。 
②各行政区等が支払う防犯灯電気料の一部を補助金として交付する。電気料の２/３を補助。５月分の電気料を
基準とする。 
【防犯灯】 
・国道、県道など→市が設置し、市が管理。電気料も市が支払う。 
・市道など（行政区の区域内）→市が設置し、電気料を行政区等が支払う。（この電気料の一部を市が補助金とし
て交付する。） 
・その他、商店街に民間が設置するものや個人が自宅などに設置するものもある。設置、管理に関し、市費投入
はない。 
目的   防犯灯の適切な維持管理を行い、防犯灯の機能が果たされる状態を保つことで、夜間の犯罪防止、交通
事故防止を図る。 
成果  ●夜間の犯罪防止、交通事故防止に寄与する。  
【令和４年度実績】・既存灯具不良によるLED灯具への修繕：57基
　・その他灯具撤去、専用柱撤去、器具点検等：214基・防犯灯電気料金補助金：11,127,500円
　

糸島市内の
犯罪発生件

数
件 - - 391 380 370 350 102.9 千円 21,041 19,524 19,842 24,439 2 A

令和4年度は、自転車盗
の増加により、犯罪発生
件数が増加に転じたが、
基本的には、平成14年
をピークに減少傾向にあ
る。夜間の犯罪や交通事
故の発生を抑止する手
段として、事業の効果は
高い。
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3.みんな
の命と暮

らしを守る
まちづくり

３　防犯・交通
安全の推進

①　地域の防犯
力の向上

安全・安心まちづ
くり事業（危機管
理課分）

危機管理課 平成18年度 - 一般会計

対象 
①校区コミュニティ、自治会等 
②防犯関係担当職員 
手段 
①市民等が自主的に行う防犯活動や交通安全活動等を支援することで地域の防犯活動や交通安全活動を活性
化させる。 
②防犯関係担当職員にて、暴力追放、防犯、交通安全の啓発推進業務を行う。 
（青パト活動に必要な防犯講習会の開催や青パト導入支援等） 
目的 
①校区コミュニティ、自治会等の防犯についての意識向上と防犯活動の活性化を図る。 
②暴力追放、防犯、交通安全の啓発推進業務の充実を図る。 
成果 
地域における犯罪を未然に防ぎ、安全で安心な地域づくりを展開している。 
【令和４年度実績】 
・15校区中、14校区で青発パト活動を実施している。 
・青パト活動や交通安全見守り活動等に対する補助金を1３校区に対し計695,000円支出し、青パト車両の車
検代や保険代など維持管理費等に対して補助している。 

地域での青
パトや夜間
巡回などへ
参加したこ
とがある市
民の割合
（市民満足
度調査）

％ - - 33 40 41 43 82.5 千円 3,957 1,054 1,202 1,240 2.0 A

市民の防犯活動等への
参加割合は、３３％と目
標には達していない。市
及び地域の地道な活動
により、防犯意識の向上
と防犯活動の活性化を
目指しており、安全安心
のまちづくりに大変有効
である。
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3.みんな
の命と暮

らしを守る
まちづくり

３　防犯・交通
安全の推進

①　地域の防犯
力の向上

安全・安心まちづ
くり事業（共済費
を除く）（学校教
育課分）

学校教育課 平成28年度 永年 一般会計

対象 
小中学校児童生徒及びその保護者 
 
手段 
　生徒専門指導員を１人会計年度任用職員として任用（旧嘱託員）。 
　市内小中学校の巡回や学校・警察署と連携した児童・生徒の非行防止、防犯意識の高揚などを図る。 
　福岡県警察本部からの推薦を受け、元警察官を任用している。 
　また、学校で行う安全教室の講師としても活用を行い、児童生徒の安全安心な生活環境づくりに寄与してい
る。 
 
目的 
学校や警察等と連携し、児童生徒の非行防止、防犯意識の高揚を図り、児童生徒の安全安心な生活環境づくり
に寄与している。 
 
成果 
　学校や警察等と連携することで、児童生徒の非行防止、防犯意識の高揚が図られている。 
　安全安心な学校づくりにおいて、専門知識を有する生徒専門指導員の配置は効果が大きい。 
 

生徒指導専
門員の配置

人数
人 1 1 1 1 1 1 100.0 千円 2,752 2,537 2,740 2,835 1.0 A

計画どおり配置すること
ができ、学校や警察等と
連携することで、児童生
徒の非行防止、防犯意識
の高揚を図った。
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基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

3.みんな
の命と暮

らしを守る
まちづくり

２　消防・救急
の充実

② 救急体制の
充実

応急手当講習会
開催事業

救急課 令和元年度 令和７年度 一般会計

対象
市民
手段
応急手当普及員講習などを定期的に開催する。
目的
市民が自ら行う救急・救命活動を促進する。
成果
応急手当普及員の受講者数を増やし、市民の救急に対する意識の向上を図る。

受講者数 人 12 12 6 6 9 60 100.0 千円 0 0 23 25 0.1 A 順調に進捗している。 56
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基本目標 政策 通し番号 施策
施策統括

課
施策統括部 関係課

R4
事業数

R4
決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の達成

度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事業の方向性

22
施策② 交通安
全対策の強化

危機管
理課

総務部
建設課、学
校教育課

2 1,606 2 60 交通事故発生件数 件 351 225 330 320 310 300 100% 100.0%
　糸島市内における交通事故発生件数は減少しており、交通安全啓発の成果は見
られるものの、飲酒運転検挙件数が増加している。飲酒運転に係る意識の低下が
みられ、啓発活動を継続する必要がある。

成果維持、コス
ト維持

61 飲酒運転検挙件数 件 13 25 0 0 0 0 0.0% 0.0% 33.3% D

危機管
理課

総務部 62
支援策を活用して運転免許証を自主返
納した高齢者の人数 人 420 270 440 460 480 500 61% 0.0%

基本目標3
みんなの命と暮ら
しを守る
まちづくり

（３）防犯・
交通安全の
推進

3.みんな
の命と暮

らしを守る
まちづくり

３　防犯・交通
安全の推進

②　交通安全対
策の強化

交通安全運動事
業

危機管理課 - 永年 一般会計

対象 
市民 
 
手段 
・年４回の交通安全啓発活動を行う 
・命を伝えるメッセージ展を開催し、新成人に対し飲酒運転の危険性の啓発を図る
 
目的 
・市民への交通安全の意識啓発 
 
成果 
・令和４年中の糸島市内交通事故発生件数225件（前年比－24件） 
 

糸島市内の
交通事故発

生件数
- - - 225 330 320 300 100.0 千円 0 239 256 400 1 A

糸島市内の交通事故発
生件数は減少傾向にあ
り、啓発活動の効果は出
ており、市民の安全安心

に寄与している。

60

3.みんな
の命と暮

らしを守る
まちづくり

３　防犯・交通
安全の推進

②　交通安全対
策の強化

高齢者運転免許
証自主返納支援
事業

危機管理課 令和3年度 - 一般会計

対象 
運転免許証の有効期間内に自主的に免許返納した70歳以上の市民 
 
手段 
運転免許証の有効期間内に自主的に免許返納した70歳以上の市民に対し【JRICカード乗車券】 
5,000円分を１回に限り贈呈する。 
 
目的 
免許証を返納していただくことで高齢者による交通事故の発生を抑制する。 
 
成果 
令和４年中の交通事故発生件数　225件（前年比-24件） 
令和４年度免許証返納支援事業申請者数　270人 
 

支援事業を
活用して運
転免許証を
自主返納し
た高齢者の

人数

- - - 270 440 460 480 61.4 千円 0 1,590 1,350 2,000 1 B

糸島市内の交通事故発
生件数は、減少傾向であ
り、また、令和４年中、６
５歳以上の高齢者による
交通事故発生件数を人
口１０万人当たりに換算
して、福岡都市圏１７市町
で比較すると、１７市町
中２番目に少なくなって
いる。
高齢者の運転免許証の
自主返納を促すことで、
一定程度の高齢者の交
通安全意識の向上に寄
与している。

62

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果
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基本目
標

政策
通し番
号

施策
施策統
括課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などか

ら、指標の達成度に対する理由と今後の方向性を

入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

63
コミュニティソーシャルワー
カー（ＣＳＷ)配置人数

人 3 3 3 3 4 5 100% 0.0%

64
コミュニティソーシャルワー
カー（ＣＳＷ)による相談受
付件数

件 56 439 97 108 119 130 453% 100.0% 56.0% C
成果上
昇、コス
ト増大

地域福
祉課 健康福祉部 65

市と市内で活動している市民
団体で実施した協働事業数

事業 23 40 40 48 48 48 100% 68.0%

（１）
包括的
な地域
福祉の
推進

23
施策① 地
域福祉活動
の充実

健康福祉部

介護・高齢者支
援課、福祉保護
課、子育て支援
課

5 94,634 1.1

基本目
標4
健康で
安心し
て暮ら
せるま
ちづく
り

地域福
祉課

令和４年度から重層的支援体制整備事業を
開始し、ＣＳＷによる相談件数等が大幅に
伸びている。これまで行っていなかった引
きこもり当事者やその家族への支援等も開
始している。令和６年度以降、ＣＳＷを増
員し、さらに支援の充実を図る予定であ
る。令和４年度の単年度指標は全て達成
し、今後も順調に進捗する見込みであり、
令和7年度までには目標達成できると判断し
ている。

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率(%)
事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

4.健康で
安心して

暮らせるま
ちづくり

１　包括的な地
域福祉の推進

①　地域福祉活
動の充実

生活困窮者支援
等のための地域
づくり事業(実計)

地域福祉課 令和4年度 - 一般会計

対象 　糸島市民（世帯） 
 手段 　糸島市社会福祉協議会に委託することにより、世代を超えて交流できる場や居場所の整備及び交流、参加、学びの場を生
み出す。 
 目的 　従来の支援体制ではケアしきれない制度の狭間にある課題を解決するための仕組みをつくる。 
 成果　世代や属性を超え、一体的に事業を実施することで、多様な地域活動が生まれやすい環境となる。 
【令和４年度実績】 
・ＣＳＷが受けた相談件数：４３９件 
・各小学校区ごとに設置された地域ささえあい会議への参加 
・地域ささえあい会議で創出された事業数：6事業

地域ささえ
あい会議に
より創出さ
れた事業数

事業 1 3 6 7 10 15 85.7 千円 0 0 3,363 3,366 0.1 A

創出された事業数は順
調に増加している。今後
も地域支えあい会議によ
る創出も増加が見込め
る。

63,64

4.健康で
安心して

暮らせるま
ちづくり

１　包括的な地
域福祉の推進

①　地域福祉活
動の充実

地域福祉におけ
る参加支援事業
(実計)

地域福祉課 令和4年度 - 一般会計

対象 　糸島市民（世帯） 
手段 　糸島市社会福祉協議会に委託することにより、社会生活を営む上で困難を有する者に対し、支援機関やボランティア団体
等と連携し、社会参加のために必要な支援を行う。 
 目的 　従来の支援体制ではケアしきれない制度の狭間にある課題を解決するための仕組みをつくる。 
 成果 　社会参加のために必要な知識や能力等の向上を図り、就労等本人の希望に応じた活動の場へつなぐことができる。 
【令和４年度実績】 
・ＣＳＷが受けた相談件数：４３９件 
・引きこもり等を対象とした事業の開始
・引きこもり等の家族を対象とした事業の開始
・複合的な課題を有する人の相談終結件数：３件

複合的課題
を有する人
の相談終結

件数

件 - 7 3 12 14 25 25.0 千円 0 0 7,771 8,410 0.1 D

複合的課題を有する人
や世帯の相談終結は、か
なり困難である。終結が
理想だが伴走的支援を
継続することが重要であ
ると考える。

63,64

4.健康で
安心して

暮らせるま
ちづくり

１　包括的な地
域福祉の推進

①　地域福祉活
動の充実

地域福祉におけ
るアウトリーチ事
業(実計)

地域福祉課 令和4年度 - 一般会計

対象 　糸島市民（世帯） 
手段 　糸島市社会福祉協議会に委託することにより、民生委員・児童委員等から情報を得て、地域社会からの孤立が長期にわた
る者や継続的な支援を必要とする市民や世帯に対し、訪問活動等を行い支援する。 
 目的 　支援を必要とする住民（世帯）が抱える多様で複合的な地域生活課題について、アウトリーチによる支援を行う体制を構築
する。 
 成果 　福祉における適切なサービスを受けることができていない様々な対象者を早期に把握し、包括的に受け止め、継続的に支
援することにより課題解決ができる。 
【令和４年度実績】 
・ＣＳＷが受けた相談件数：４３９件 
・相談支援包括化推進員が受けた相談件数：385件 
・民生委員・児童委員等への事業周知の実施

ＣＳＷによ
る相談受付

件数
件 - － 439 97 108 130 452.6 千円 0 0 12,416 12,935 0.1 A

複合的課題を有する人
や世帯の相談終結は、か
なり困難である。終結が
理想だが伴走的支援を
継続することが重要であ
ると考える。

63,64

4.健康で
安心して

暮らせるま
ちづくり

１　包括的な地
域福祉の推進

①　地域福祉活
動の充実

社会福祉協議会
補助金

地域福祉課 平成22年度 - 一般会計

対象 　糸島市社会福祉協議会 
手段 　社会福祉法人糸島市社会福祉協議会への助成 
目的 　社会福祉協議会は、市が目指すまちづくり、地域福祉の推進を図ることを目的として活動する団体である。 社会福祉協議
会が行う事業は、社会福祉法１０９条に定める事業（一般事業）のほか、介護事業、共同募金事業等である。 
一般事業については、今後の社会福祉及び福祉行政の中核となる地域福祉を推進する事業であり、福祉行政運営においても重
要であるため、その事業実施に必要な補助を行う。 
成果 　「糸島市地域福祉計画」と一体的に策定した「糸島市地域福祉活動計画」に基づき、福祉教育の推進や団体への支援等を実
施。 
 

委託事業及
び市社協財
政健全化計
画の進捗確
認を行うた
めの定期的
な会議の開

催

回 － － 5 5 3 3 100.0 千円 52,278 63,000 63,000 63,000 0.5 A

令和４年度から定期的な
協議の場を持つことで

双方の認識を統一した。
今後も委託事業及び財
政健全化計画について
確認していくこととなっ

た

64

4.健康で
安心して

暮らせるま
ちづくり

１　包括的な地
域福祉の推進

①　地域福祉活
動の充実

民生委員協議会
補助事業

地域福祉課 平成22年度 永年 一般会計

対象糸島市民生委員・児童委員協議会

手段糸島市民生委員・児童委員協議会の活動に対しての補助

目的厚生労働大臣の委嘱を受け、子育てや介護、生活困窮など様々な地域の福祉ニーズに対し的確な支援や援助が行えるよう
に日々の見守り活動や情報収集、市をはじめとした関係機関へのつなぎなどの活動を行う民生委員・児童委員に対し、その活動
を支援することで、地域福祉の増進を図るため。

成果子育てや介護、生活困窮など様々な地域の福祉ニーズに対し的確な支援や援助が行えるように日々の見守り活動や情報収
集、市をはじめとした関係機関へのつなぎなどの活動を行う民生委員・児童委員に対し、その活動を支援することで、地域福祉
の増進を図る。
【平成４年度実績】
　民生委員役員会　　　　　年６回
　前原地区民生委員定例会　年12回
　二丈地区民生委員定例会　年12回
　志摩地区民生委員定例会　年12回
　民生委員・児童委員：174人（令和5年3月末時点）

家庭や地域
が手を差し
伸べ、支え
合っている
と思う市民

の割合

％ 45.8 40.4 37.7 49 50 51 77 千円 8,032 8,084 8,084 8,084 0.3 Ａ

新型コロナウイルス感染
拡大の影響により、民生
委員・児童委員の訪問活
動等の縮小を余儀なく
される状況が続いてい
る。令和４年度には委員
の一斉改選が行われ、年
度内に全行政区の委員
を選任することができ
た。令和５年度以降、活
動の平常化に向け、支援

を継続する。

70

 

基本目標 4 健康で安心して暮らせるまちづくり 
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基本目
標

政策
通し番
号

施策
施策統
括課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などか

ら、指標の達成度に対する理由と今後の方向性を

入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

24
地域福
祉課

健康福祉部 福祉保護課 66
複合的課題を有する人の相談
終結率

％ - 27 70 80 80 80 39% 34% 34.0% D
成果上
昇、コス
ト維持

地域福
祉課

健康福祉部 67
生活困窮者自立支援相談の認
知度

％ 9.7 － 14.0 16.0 18.0 20 - -

基本目
標4
健康で
安心し
て暮ら
せるま
ちづく
り

（１）
包括的
な地域
福祉の
推進

施策② 新
しい地域包
括支援体制
の構築

令和４年度から複合的な課題を抱える人・
家庭等に対する多機関協働による支援を開
始した。複合的な課題の解決は、各相談機
関の連携体制を構築しなければ達成できな
いため、現時点では順調に進捗している状
況ではない。今後本事業の推進を図り、課
題解決に向けた支援を強化する。なお、生
活困窮者自立支援相談の認知度に係る調査
は、令和６年度まで実施する予定がない。

3 38,982 0.5

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率(%)
事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

4.健康で
安心して
暮らせる
まちづく

り

１　包括的な
地域福祉の
推進

②　新しい地
域包括支援
体制の構築

生活困窮者自
立相談支援事
業（実計）

福祉保護課 平成27年度 - 一般会計

対象 
現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなくなるおそれのある者（生活保護受給者以外の
生活困窮者） 
 手段   ・生活困窮者に対する包括的かつ継続的な相談支援 
　複合的な課題を包括的に受け止め、本人の意思を十分に確認した上で自立支援計画を策定し、その効果を適
切に評価・確認し、自立を包括的・継続的に支えていく。 
・生活困窮者支援を通じた地域づくり 
　生活困窮者の早期把握や見守りのための関係機関・関係者のネットワークを構築し、社会参加や就労の場を広
げていく。 
 目的    生活困窮者が抱える多様で複合的な問題に対し、生活困窮者自身や周囲の人からの相談に応じ、各種制
度や社会資源の活用を含めた様々な支援を一体的かつ計画的に行うことにより、生活困窮者の自立の促進を図
ることを目的とする。 
 成果 
・生活困窮者に対して広く相談を受け入れ、対象者やその世帯が抱える課題を明確にし、本人の合意に基づき支
援計画を作成する。その支援計画をもとに本人の自立まで包括的・継続的に支援していく。 
・生活困窮者の早期把握・早期支援のため、支援調整会議を定期的に実施し、庁内・外部の関係機関との連携を
図る。 
【令和4年度実績】新規相談者数346人、支援調整会議12回実施

新規相談者
数

人 643 546 346 600 300 240 57.7 千円 19,375 23,609 22,870 20,964 0.10 C

・新規相談者数は、コ
ロナ禍当初に比べる
と半数に減ってきて
いるが、自立支援計
画作成数は増加傾向
にあり、内容も複雑で
解決が難しく長期化
する傾向にある。

・伴奏型支援を基本
とする本事業により、
生活困窮者の自立と
尊厳の確保がなされ
ることで、市民福祉の
向上につながり、満
足度も向上すると考
える。

66、67

4.健康で
安心して
暮らせる
まちづく

り

１　包括的な
地域福祉の
推進

②　新しい地
域包括支援
体制の構築

生活困窮者家
計改善支援事
業（実計）

福祉保護課 平成31年度 - 一般会計

対象 
家計から生活再建を考える必要のある生活困窮者 
 
手段 
家計改善支援事業者に委託して下記の事業を実施する。 
①家計支援計画の作成 ②家計表等を活用した家計管理に関する支援 ③滞納（税、公共料金、家賃等）の解消や各
種制度の利用に向けた支援 ④債務整理に関する支援 ⑤貸付のあっせん等 
 
目的 
家計の見直しから生活再建を要する生活困窮者に対し、家計の状況を「見える化」し、利用者の家計管理の意欲
を引き出した上で、自ら家計管理ができるように支援する。 
 
成果 
家計改善支援事業の利用により、生活困窮者自ら家計管理の重要性に気づき、改善に向け努力することができ
るよう支援することで、真の自立につながる。 
また、収税課等の庁内関係課との連携を強化することで、市税等の収納率の向上にもつながる事業である。 
 【令和4年度実施】新規相談者数１07人継続相談者数234人支援プラン件数５7件貸付あっせん件数４件

新規相談件
数

件 40 115 107 100 100 0 107.0 千円 1,979 4,385 4,688 4,688 0.05 A

・新規相談者数は、前
年度並みであるが、
継続相談者数は増加
傾向にあり、内容も複
雑で解決が難しく長
期化する傾向にあ
る。

・伴奏型支援を基本
とする本事業により、
生活困窮者の自立と
尊厳の確保がなされ
ることで、市民福祉の
向上につながり、満
足度も向上するもの
と考える。

66、67

4.健康で
安心して
暮らせる
まちづく

り

１　包括的な
地域福祉の
推進

②　新しい地
域包括支援
体制の構築

多機関の協働
による包括的
支援体制構築
事業（実計）

地域福祉課 令和3年度 - 一般会計

対象 　福祉において複合的な課題を有する住民（世帯） 
手段 　糸島市社会福祉協議会に「糸島市多機関の協働による包括的支援体制構築事業業務」を委託することによ
り、支援を必要とする住民（世帯）が抱える多様で複合的な地域生活課題について、関係機関との連携等による
解決を目指す。 
 目的 　支援を必要とする住民（世帯）が抱える多様で複合的な地域生活課題について、縦割り行政により解決で
きなかった課題等を関係機関との連携等により解決する仕組みを構築する。 
 成果 　福祉における適切なサービスを受けることができていない様々な対象者を捉え、包括的に受け止め、多機
関の協働により課題解決に取り組む総合的な相談支援体制により課題を解決できる。 
【令和４年度実績】 
・相談支援包括化推進員が受けた相談件数：385件 
・支援プランが必要と判断して作成したプラン数：１件 
・作成したプランの内終結した件数：０件 
・相談支援機関等とのネットワークの構築（各種会議や研修への参加、講師の派遣） 

複合的課題
を有する人
の相談終結

件数

件 - 7 3 12 14 15 25.0 千円 0 11,427 11,424 11,427 0.3 D

複合的課題を有する
人や世帯の相談終結
は、かなり困難であ
る。終結が理想だが
伴走的支援を継続す
ることが重要である
と考える。
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基本目
標

政策
通し番
号

施策
施策統
括課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などか

ら、指標の達成度に対する理由と今後の方向性を

入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

68 認知症サポーター養成人数 人 8,784 10,220 10,000 11,000 12,000 13000 102% 34.1% 23.3% D
成果上
昇、コス
ト維持

69
地域ささえあい会議により創
出された事業数

事業 1 6 7 10 13 15 86% 35.7%

介護・
高齢者
支援課 健康福祉部 70

家庭や地域が手を差し伸べ、
支え合っていると思う市民の
割合（市民満足度調査）

％ 47.1 37.7 49.0 50.0 51.0 52 77% 0.0%

基本目
標4
健康で
安心し
て暮ら
せるま
ちづく
り

（１）
包括的
な地域
福祉の
推進

介護・
高齢者
支援課

新型コロナウイルス感染拡大の影響から対
面による地域福祉活動の実施が困難な状況
が続いており、計画より実績がやや下回っ
ている。令和５年度から活動を平常化し、
市民満足度の向上につながるよう取組を強
化する。令和４年度の単年度指標は80%以上
達成しており、活動を平常化すれば今後は
概ね順調に推移していくと見込んでいる。

25

施策③ 地
域で見守
り、支え合
う仕組みづ
くり

健康福祉部 地域福祉課

4 34,829 1.3

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率(%)
事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

4.健康で
安心して
暮らせる
まちづく

り

１　包括的な
地域福祉の
推進

③　地域で見
守り、支え合
う仕組みづく
り

認知症キャラ
バン・メイト活
動事業

介護・高齢者
支援課

平成23年度 永年 特別会計

対象
糸島市に住む人又は糸島市内の事業所等に勤務している人
手段
・認知症キャラバン・メイトを組織化し、協議会を設置する。
・認知症キャラバン・メイトが講師となり、市民の要望等に応じ、認知症サポーター養成講座を実施する。
※「認知症キャラバン・メイト」…認知症サポーターを養成する講座を開催し、講師役を務める人。
※「認知症サポーター」…認知症に対する正しい知識と理解を持ち、地域で認知症の人やその家族に対してでき
る範囲で手助けする人。
目的
認知症の人とその家族が住み慣れた地域で生活を継続することができるよう地域住民の認知症に対する理解
を深める取り組みを推進する。
成果
・多くの市民が認知症を理解し、適切な対応ができる。
・認知症の人とその家族を見守り、支援する地域づくり。
・認知症の人とその家族を支援する地域のリーダーが育成され、認知症カフェ等の他の事業の担い手として活動
する。

認知症サ
ポーター
養成人数
（累計）

人 9,025 9,337 10,220 10,000 10,500 11,500 102.2 千円 60 515 379 517 0.1 A

認知症になっても、安
心して住み慣れた地
域で生活できること
は、誰もが願うことで
あり、この事業の継続
は必要である。

68,70

4.健康で
安心して
暮らせる
まちづく

り

１　包括的な
地域福祉の
推進

③　地域で見
守り、支え合
う仕組みづく
り

市民後見推進
事業

地域福祉課 平成31年度 - 一般会計

対象 　市民 

手段 　糸島市社会福祉協議会へ事業委託を行い、市民後見人を養成し、支援体制を構築する。 

目的 　認知症、知的障害、精神障害等で、判断能力が十分でない方を支援するために、市民後見人を養成し、支
援体制を構築する。 
 
成果 　市民後見人養成講座やフォローアップ研修の受講者が、市民後見人登録を行い、市民後見人活動を行う。 
【令和４年度実績】 
令和元年度に続き２回目の市民後見人養成研修を開催。全９回の研修に申込者２３人のうち修了者は１８人で
あった。
市民後見人養成研修スキルアップ研修を、令和元年度養成研修修了者で市民協力員として登録のある１０人に２
回開催した。そのうち９人は、社協が所管している日常生活自立支援事業における市民生活支援員として登録さ
れ、1３人の金銭管理の支援を行っている。 

市民後見
人養成講
座修了者
が判断能
力が低い
要支援者
に支援を
行った回

数

回 － 261 184 200 300 500 92.0 千円 4,031 4,565 4,564 4,565 0.1 A

市民後見人に選任さ
れる人材の育成が目
的ではあるが、その
養成講座の修了者を
市社協の日常生活自
立支援事業に活用す
ることで実務経験習
得につなげている

70

4.健康で
安心して
暮らせる
まちづく

り

１　包括的な
地域福祉の

推進

③　地域で見
守り、支え合
う仕組みづく

り

高齢者見守り
事業

介護・高齢者
支援課

平成22年
度

- 一般会計

対象  65歳以上の一人暮らし高齢者

手段
・校区社会福祉協議会が行う高齢者の見守り訪問活動に対して、補助金を交付する。
・高齢者の見守り活動に関する協力事業所等に対して、のぼり旗を配付する。

目的  校区社会福祉協議会が行う一人暮らし高齢者の見守りの事業に補助すること等により、見守り活動の推進
を図る。
また、民間事業者による見守り活動を拡充することにより、地域全体の見守り活動の機運を高める。

成果
・補助金を交付することによって、地域における見守り活動の推進を図ることができる。
・高齢者の見守り活動に関する協力事業所等を広く周知し、民間事業所における見守り活動の推進を図ることが
できる。
【令和４年度】
　①糸島市社会福祉協議会に依頼して事業を実施。高齢者の見守り活動を実施し、活動に同意した高齢者は見守
り台帳に登録される。令和4年度登録者数：7,596人（R5年3月31日時点）
　②高齢者の見守り活動に関する協力事業所　　登録事業所数：15業種　185事業所（R５年3月31日時点）ガ
ス・新聞・電気等の事業者が高齢者等の見守り協力事業所として登録している。

家庭や地
域が手を
差し伸べ、
支え合っ
ていると
思う市民
の割合

％ 45.8 40.4 37.7 49 50 52 77 千円 3,030 924 893 4,110 0.1 Ｂ

新型コロナウイルス
感染拡大の影響によ
り、対面による見守り
活動が困難な状況が
続いていることもあ
り、実績は低調であ
る。しかし、日常生活
に不可欠な業種の事
業所に見守り活動に
協力いただく取組に
ついては、年々登録

数が増えており、様々
な手段での取組の拡
充が必要な状態と

なっている。
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4.健康で
安心して
暮らせる
まちづく

り

１　包括的な
地域福祉の

推進

③　地域で見
守り、支え合
う仕組みづく

り

生活支援体制
整備事業

介護・高齢者
支援課

平成28年
度

永年 特別会計

対象糸島市に居住する65歳以上の人
手段・事業委託
・糸島市社会福祉協議会に生活支援コーディネーターを配置し、事業全体の運営を行う。
・事業内容は、生活支援に係る協議を行う「協議体」の設置、運営及び地域で生活支援のボランティアを行う人材
の育成、支援等
・協議体で協議し、課題として抽出したことを解決に向け、地域住民とともに事業化する。
目的   支援が必要な状態になっても住み慣れた地域で暮らし続けることができる地域を、住民と協働でつくり
あげることを目的とする。
成果  ・平成28年度から市全体の生活支援に係る協議を行う「第一層協議体」を設置。
・平成30年度から小学校区単位で協議を行う「第二層協議体」を順次設置し、令和２年度には、全小学校区で「第
二層協議体」を設置完了。
・生活支援コーディネーターは全体の統括を行う「第一層生活支援コーディネーター」を平成28年度から１名配
置。令和３年度より体制強化として３名配置。更に「第二層生活支援コーディネーター」をおおむね中学校区（日常
生活圏域）毎に１名（市全体で5名）配置。
【令和４年度実績】  ・第一層協議体（生活支援体制整備推進協議会）３回/年実施
　・生活支援に係る市民ボランティア（地域ささえあいサポーター）登録者数：236人（令和５年３月末）　＊参考
R3：225人

地域ささ
えあい会
議により
創出され
た事業数

事
業

1 3 6 7 10 15 86 千円 3,990 28,814 28,993 29,080 1 Ｂ

各小学校区ごとに設
置した地域ささえあ
い会議については、

各校区2回/年以上開
催しているが、事業の

実施は6事業に留
まっている。今後、成
功事例を他地域に拡
充する取組を強化し

ていく。
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基本目
標

政策
通し番
号

施策
施策統
括課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などか

ら、指標の達成度に対する理由と今後の方向性を

入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

71 特定健診受診率 ％ 39.2 37.9 46.0 47.0 48.0 49 82% 0.0% 0.0% E
成果上
昇、コス
ト維持

72 特定保健指導実施率 ％ 74.1 69.7 76.0 76.5 77.0 77.5 92% 0.0%

健康づ
くり課

健康福祉部 73
ハイリスク者への保健指導実
施人数

人 550 299 570 580 590 600 52% 0.0%

基本目
標4
健康で
安心し
て暮ら
せるま
ちづく
り

 
（２）
健康・
医療の
充実

健康づ
くり課

新型コロナウイルス感染拡大の影響によ
り、集団健診を中心に受診率が低迷。保健
指導についても対面による指導が困難な状
況であったため、実績が計画を下回ってい
る。受診率向上に向け、民間のノウハウを
活用した取組（委託事業）を導入し、受診
率の向上等に努めていく。現時点において
も、厚生労働省による国民健康保険保険努
力者支援制度の令和４年度評価では、高い
評価（県内順位４位）を得ており、令和４
年度の単年度指標は70%以上達成しているこ
とから、概ね順調に推移していくと見込ん
でいる。

26

施策① 市
民の健康管
理体制の充
実

健康福祉部 国保年金課

4 134,641 0.4

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率(%)
事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

4.健康で
安心して

暮らせるま
ちづくり

２　健康・医療
の充実

①　市民の健康
管理体制の充
実

国民健康保険事
業（特定健診受診
率向上対策）（実
計）

健康づくり課 平成29年度 令和4年度 一般会計

対象　40～74歳の国民健康保険被保険者のうち、特定健康診査を受診した課税世帯の人

手段
○集団健診方式、個別健診方式
市の実施する特定健康診査を、上記いずれかの方式で無料で受診。

目的
　特定健康診査の自己負担金を軽減することで受診率の向上を図り、糖尿病・高血圧・脂質異常症（高脂血症）など生活習慣病の
早期発見、予防を行う。

成果
【令和４年度実績】
○40～74歳の国民健康保険被保険者のうち、特定健康診査を受診した課税世帯の人：4,096人
○特定健診受診率（暫定）：37.9％
○特定保健指導実施率（暫定）：69.7％
○ハイリスク者への保健指導実施数：299人

特定健康診
査受診率

％ 32 36 37.9 46 47 49 82.4 千円 3,123 4,004 4,096 4,886 0.01 A

活動指標は未達成であ
るが、受診率は上昇傾向
にある。特定健康診査の
受診者の自己負担を軽
減することで、受診しや
すい環境をつくり、受診
率の向上を図るという本
事業の目的は、順調に果
たせていると考える。
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4.健康で
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暮らせるま
ちづくり

２　健康・医療
の充実

①　市民の健康
管理体制の充
実

総合健診受付業
務委託事業（実
計）

健康づくり課 令和3年度 令和5年度 一般会計

対象 
２０歳以上の市民 
手段 
市が行う総合健診に係る以下受付業務を委託 
①申込受付（電話、はがき、Ｗｅｂ）、②不備がある申し込みの調整、③健診に関する一般的な問い合わせの対応、④受付情報の
データ入力⑤受付名簿作成、⑥予約決定通知発送 
目的 
①Ｗｅｂ健診予約を導入することにより、市民サービスの向上を図るとともに、特定健康診査及びがん検診の受診率向上につな
げる。 
②生活習慣病の発症予防、重症化予防を行い、医療費の抑制や健康寿命の延伸を図るためには保健指導実施、ハイリスク者保健
指導に力を入れる必要がある。そのため、専門職である保健師、管理栄養士が受付業務を担っている現状を、事務事業の改善・
効率化を図ることで、本来の業務である保健事業に重点的に取り組むことができる環境を整える。 
成果 
【令和４年度実績】
○健診予約の状況 ・申込数　6,192人 ・申込方法（重複あり）　Web：1,364件、電話：2,025件、ハガキ：2,436件 
○特定健診受診率：R4（暫定）…37.9％ 
○特定保健指導実施率：69.7％ 
○ハイリスク者への保健指導実施数：299人 
○集団健診がん検診受診者数：胃がん（2,023人）、肺がん（3,675人）、大腸がん（3,811人）、子宮頸がん（2,282人）、乳がん
（２，１２１人）

Ｗｅｂ申込
受付数の増

加
件 0 1,093 1,364 1,000 1,200 1,200 136.4 千円 0 7,303 8,196 8,195 0.02 A

活動指標を達成してお
り、WEB健診予約を導
入することにより、市民
サービスの向上を図るこ
とができていると評価で
きる。
また、専門職である保健
師、管理栄養士が受付業
務を担っていたが、事務
事業の改善・効率化をは
かることで、本来の業務
である保健事業に重点
的に取り組むことができ
る環境を整えることがで
きているため。

71

4.健康で
安心して

暮らせるま
ちづくり

２　健康・医療
の充実

①　市民の健康
管理体制の充
実

がん検診事業 健康づくり課 - 永年 一般会計

対象 
（集団健診）胃がん検診（胃Ｘ線)、肺がん、大腸がん検診（便潜血反応検査）：４０歳以上の男女、乳がん検診：４０歳以上女性、子宮頸が
ん検診：２０歳以上女性
（個別健診）
胃がん検診（胃内視鏡検査）：５０歳以上の偶数年齢の男女、乳がん検診：４０歳以上の偶数年齢女性、子宮頸がん検診：２０歳以上の偶
数年齢女性
（市独自検診（集団検診））前立腺がん検診：５０歳以上の男性手段
市民を対象とした各種がん検診を実施。実施方法は、健康福祉センター、並びに校区コミュニティーセンターを巡回する集団検診方式
と、乳がん・子宮頸がん・胃がん（内視鏡検査）検診においては一般社団法人糸島医師会へ委託し、医療機関で行う個別検診を実施。目
的がん検診の受診を促進しがんの早期発見につなげ、がんによる死亡者の減少を図る。成果　　＊地域保健・健康増進事業報告より
受診率　　胃がん　　　R4:5.6%,R3:5.6%.R2:6.5%
肺がんR4:4.7%,R3:4.9%.R2:4.0%
大腸がんR4:5.0%,R3:5.1%.R2:4.3%
乳がん　R4:12.7%,R3:11.5%.R2:12.7%
子宮頚がん　R4:　9.6%,R3:　9.3%.R2:10.3%

肺がん検診
受診率

％ 4.0 4.9 4.7 8.0 8.4 8.8 58.8 千円 49,088 51,787 51,874 68,185 0.1 C

活動目標は未達成。各種
団体と協力したコラボ健
診や節目年齢者への個
別通知実施などの受診
勧奨を実施した。子宮頸
がん検診、乳がん検診は
受診率が向上したが、そ
の他の受診率は横ばい、
もしくは微減であった。
がんは死亡原因1位であ
る。がんの早期発見・早
期治療の為、継続した取
組が必要。
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実

特定健康診査等
事業費【国保特会
分】

健康づくり課 - 永年 特別会計

対象国民健康保険の被保険者で、当該年度において４０歳から７４歳に達する者
手段
○健診内容①　基本項目　問診、身体計測、血圧測定、血液検査、尿検査など。②　詳細項目　心電図検査、眼底検査、貧血検査、
血清ｸﾚｱﾁﾆﾝ及びeGFR
（国の定めた基準、もしくは医師の判断に基づき実施）
③　追加項目　尿酸、尿潜血、ﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝＡ1ｃ、血清ｸﾚｱﾁﾆﾝ及びeGFR
○実施方法
①　集団健診　健康福祉センター、各校区コミュニティセンター等で実施
②　個別健診　糸島医師会との契約による各医療機関、福岡県医師会との集合契約による県下医療機関で実施
③　保健指導　保健師・看護師・管理栄養士が、健診結果から必要度に応じ階層化された対象者に保健指導を実施
目的内臓脂肪型肥満に着目した生活習慣病予防のための特定健診を行い、その結果に基づき保健師や管理栄養士の指導をも
とに対象者が自身の健康状態を自覚し、生活習慣改善のための自主的な取組を積極的に行うことができるようにする。
成果
受診率推移：R４（暫定）…37.9％、R3…36.9％、R2…31.6％、Ｒ１…３７．６％
指導実施率：Ｒ４（暫定）…69.7％、R3…73.6％、R2…44.8％、R1…73.2％

特定健康診
査受診率

％ 32 36 37.9 46 47 49 82.4 千円 58,476 73,075 70,475 80,166 0.3 A

活動指標は未達成であ
るが、達成度は８０％を
超えA判定であることか
ら、一定の成果を出せて
いると考える。
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基本目
標

政策
通し番
号

施策
施策統
括課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などか

ら、指標の達成度に対する理由と今後の方向性を

入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

27
健康づ
くり課

健康福祉部
74

コミュニティセンターとの連
携事業数

事業 10 9 10 15 15 15 90% 0.0% 0.0% E
成果上
昇、コス
ト維持

健康づ
くり課

健康福祉部 75
健康づくりの環境が充実して
いると思う市民の割合（市民
満足度調査）

％ 46.2 45.7 47.7 48.5 49.3 50 96% 0.0%

基本目
標

政策
通し番
号

施策
施策統
括課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などか

ら、指標の達成度に対する理由と今後の方向性を

入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

28 健康福祉部 76 在宅看取り率 ％ 15.3 13.8 15.9 16.1 16.3 16.5 87% 0.0% 0.0% E
成果上
昇、コス
ト維持

健康福祉部 77
在宅医療・介護に係る多職種
連携研修出席者数

人 229 58 262 275 286 300 22% 0.0%

健康福祉部 78
「地域包括ケアの推進に関す
る協定」に基づく事業数

事業 4 4 5 6 6 7 80% 0.0%

7,100 0.3

新型コロナウイルス感染拡大の影響から、
糸島医師会や糸島保健福祉事務所等との連
携による事業はワクチン接種事業等、新型
コロナウイルス関連事業に終始していた。
今後は、在宅医療・介護連携事業をはじ
め、地域包括ケアの推進に関する協定に基
づく事業の推進を図る。関係機関の連携強
化により、病院・施設から在宅看取りへ移
行についても、目標達成に向け進捗するも
のと判断している。

基本目
標4
健康で
安心し
て暮ら
せるま
ちづく
り

（２）
健康・
医療の
充実

施策② 地
域と連携し
た健康づく
りの推進

新型コロナウイルスの感染拡大の影響から
地域との連携による健康づくりの取組が停
滞しており、実績が計画を下回っている。
令和５年度より保健師等が積極的に地域に
出向き、コミュニティセンター等との連携
による事業の推進を図る。令和４年度の単
年度指標は90%以上達成し、今後も順調に進
捗する見込みであり、令和７年度までには
目標達成できると判断している。

基本目
標4
健康で
安心し
て暮ら
せるま
ちづく
り

（２）
健康・
医療の
充実

施策③ 保
健・医療・
介護ネット
ワークの構
築

コミュニティ推
進課、介護・高
齢者支援課、生
涯学習課

2 12,941 3.5

介護・
高齢者
支援課

国保年金課、健
康づくり課

1

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率(%)
事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

4.健康で
安心して
暮らせる
まちづく

り

２　健康・医
療の充実

②　地域と連
携した健康
づくりの推進

小学校区単位
の健康づくり
推進事業（実
計）

健康づくり課 令和3年度 令和4年度 一般会計

対象市民
手段小地区担当制による健康づくり事業の展開
担当者：保健師、会計年度任用職員（保健師、看護師、管理栄養士）
【主な取組】
①校区や圏域単位での健康課題の抽出  ②課題に対応した健康づくり事業の実施（コミュニティセンター等との
連携による）  ③地域で健康づくり活動を行っている団体の支援
④健診結果のハイリスク者、治療中断者等に対する訪問指導等の実施
目的
校区等を単位とした集団支援と個別支援を構造的に実践することで、健康格差の解消を図る。
①地域等との連携により自助・互助・共助の健康づくりを推進する。
②地域分析の結果に基づき、専門職がハイリスク者への支援を行うことで生活習慣病重症化を予防し、公助の健
康づくりを推進する
成果
【令和4年度実績】
○コミュニティセンター等と連携事業を実施した校区：9校区○地域活動団体支援：
・団体数および参加人数：8団体、411人  ○コミュニティセンターだよりへの健康コラム掲載：15校区
○地域ケア会議出席　６回  ○健康づくりの環境が充実していると思う市民の割合（市民満足度調査）：45.7％

ハイリスク
者への指

導率
％ 0 75 85.3 80 80 106.6 千円 2,855 3,252 3,425 終了 2.5 A

ウィズコロナで、少し
ずつ地域活動が再開
されていく中で、地域
組織等の求め等に応
じ事業を実施した。
また、ハイリスク者へ
の個人アプローチに
ついても、継続して実
施した。
令和５年度以降は、地
域との協働による健
康づくりは、の手法の
一つと捉え、経常事
業の中で実施してい
く。

75

4.健康で
安心して
暮らせる
まちづく

り

２　健康・医
療の充実

②　地域と連
携した健康
づくりの推進

健康増進事業 健康づくり課 - 永年 一般会計

対象
概ね40歳から65歳の市民
手段
健康教育、健康相談、訪問指導、歯周病健診、肝炎ウイルス検診、一般健康診査
目的
健康教育活動および広報活動を通じた正しい知識の普及
成果
健康寿命の延伸
＜令和４年度実績＞
・歯周病健診受診者数および受診率：1,028人、10.5％

歯周病健
診受診率

％ 9.1 8.9 10.5 8.2 8.7
12.0

（令和12年
度)

128.0 千円 6,096 12,523 9,516 12,280 1.0 A

健康教室、健康相談
については、新型コロ
ナ感染症への配慮は
必要としたものの、計
画していた事業を行
うことができた。
歯周病健診受診率
は、コロナ前よりも上
昇している。感染症法
上の5類への移行や、
マスク着用の考え方
の変更により、口への
関心が高まったため
と考える。

75

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率(%)
事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

4.健康で
安心して
暮らせる
まちづく

り

２　健康・医
療の充実

③　保健・医
療・介護ネッ

ト
ワークの構

築

在宅医療・介護
連携推進事業

介護・高齢
者支援課

平成30年度 永年 特別会計

対象
介護保険被保険者
手段
糸島医師会内に在宅医療・介護連携拠点センター「糸島メディカルカフェ」を設置し、専門の相談員を配置。市民
等からの相談に応じるとともに、市民向け研修会等を企画・実施する。
目的
介護保険法第115条の45第２項第４号の規程に基づく在宅医療・介護連携推進事業を推進するもの。
医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることが
できるよう、在宅医療と介護を一体的に提供するシステムを構築するために、在宅医療と介護に係る関係者間
の連携を推進することを目的とする。
成果
【令和４年度実績】
・専門相談　　相談者数　新規５１人（延べ８２人）
・普及啓発　　WEBサイト「在宅医療・介護マップとガイド」更新
　　　　　　　　　ケアマネジャーのための糸島在宅医療ガイドブック作成・配布
　　　　　　　　　在宅ホスピスを語る会in糸島　参加者41人　地域型がんサロンおるがんカフェ　7回開催　延50
人参加
・会議　　　　在宅医療・介護連携に係る担当者会議　６回
・研修　　　　地域リーダー・圏域リーダー圏域別ワークショップ　　　参加者58人

在宅医療・
介護に係
る多職種
連携研修
出席者数

人 35 44 58 262 275 300 22 千円 7,100 7,100 7,100 7,100 0.3 C

新型コロナウイルス
感染拡大の影響によ
り、研修会等の参加
者数は伸びていな

い。しかし、県の調査
によると糸島市にお
ける特別養護老人

ホームの待機者数は
減少傾向にあり、市
民の在宅志向は高

まっている傾向にあ
る。今後も様々な取
組を継続することに
より、在宅での看取り

を希望する人への
サービス提供体制を

整備する。

76，77，
78
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基本目
標

政策
通し番
号

施策
施策統
括課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などか

ら、指標の達成度に対する理由と今後の方向性を

入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

29 健康福祉部 79 シニアクラブ組織数
クラ
ブ

107 99 109 109 109 110 91% 0.0% 0.0% E
成果上
昇、コス
ト維持

健康福祉部 80
シルバー人材センター登録者
数

人 1,096 1,001 1,140 1,160 1,180 1200 88% 0.0%

介護・
高齢者
支援課

健康福祉部 81
60歳以上で、生きがいを持っ
て生活している市民の割合
（市民満足度調査）

％ 61.9 55.3 64.0 65.0 66.0 67 86% 0.0%

基本目
標4
健康で
安心し
て暮ら
せるま
ちづく
り

（３）
支援を
必要と
する人
たちへ
の福祉
の充実

施策① 高
齢者の社会
参加支援

介護・
高齢者
支援課

新型コロナウイルス感染拡大の影響から、
高齢者の閉じこもり傾向が継続し、生きが
いづくり活動が停滞している。令和５年度
より活動が平常化できるよう、関係機関と
連携し取組を強化する。令和４年度の単年
度指標は80%以上達成しており、今後も概ね
順調に推移していくと見込んでいる。

コミュニティ推
進課、生涯学習
課、商工振興課

3 26,909 0.3

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率(%)
事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

4.健康で
安心して

暮らせるま
ちづくり

３　支援を必要
とする人たち
への福祉の充
実

①　高齢者の社
会参加支援

シニアクラブ元気
化事業（実計）

介護・高齢者支
援課

平成28年度 令和5年度 一般会計

対象 
糸島市シニアクラブ連合会 
 対象事業 
糸島市シニアクラブ連合会事務局員が行う連合会未加入クラブへの加入促進及びサークル支援。 
糸島市シニアクラブ連合会に属する会員が組織するサークル活動。 
 手段 
補助金の交付 
 目的 
シニアクラブの組織強化及び活動の活性化の取組を行う事務局職員を常駐化し、また、サークル活動を活性化し高齢者の生きが
いづくり、仲間づくりを推進する。 
 成果 
成果指標：60歳以上で生きがいを持って生活をしている市民の割合（市民満足度調査）
R4年度実績：55.3％（R1年度：61.9％）

サークル活
動者数

人 0 3,504 3,045 3,510 3,519 3,550 86.8 千円 2,087 1,846 1,786 1,940 0.05 A

シニアクラブ元気化事業
によるシニアクラブ連合
会の組織強化及びサーク
ル活動支援の活性化は、
高齢者の生きがいづく
り、仲間づくりのために
必要である。

79,81

4.健康で
安心して

暮らせるま
ちづくり

３　支援を必要
とする人たち
への福祉の充
実

①　高齢者の社
会参加支援

シルバー人材セ
ンター推進事業

商工振興課 平成22年度 永年 一般会計

対象60以上の市民

手段
シルバー人材センターへの補助

目的
高齢者の就業機会を通じた生きがいづくり活動の推進により、高齢者の健康維持・増進を図る。

成果
【令和3年度実績】
会員数：1,031人、受託事業件数：6,847件、受託事業契約金額：4億7,909万円
【令和４年度実績】
会員数：1,001人、受託事業件数：6,585件、受託事業契約金額：4億9,146万円

シルバー人
材センター
登録者数

人 1,045 1,031 1,001 1,140 1,160 1,200 87.8 千円 18,501 18,594 18,594 18,594 0.1 A

企業の退職延長や再任
用などにより、新規入会
数が減少していること
や、新型コロナウイルス
感染症の影響による退
会などにより、会員数が
減少傾向にある。

80

4.健康で
安心して

暮らせるま
ちづくり

３　支援を必要
とする人たち
への福祉の充

実

①　高齢者の社
会参加支援

シニアクラブ活動
助成事業

介護・高齢者支
援課

平成22年度 永年 一般会計

対象
●対象者
　糸島市シニアクラブ連合会
●対象事業
　糸島市シニアクラブ連合会に加入している単位クラブの活動

手段補助金の交付

目的シニアクラブの「健康・友愛・奉仕」を柱とする活動は、高齢者の生きがいや仲間づくり、健康づくりに繋がるため、補助金の
交付により、シニアクラブ連合会の事業を支援し、組織強化と活動の活性化を図ることを目的とする。

令和４年度実績
　シニアクラブ連合会に補助金を交付し、その活動について助成を行った。（補助対象単位クラブ　99クラブ、会員5,033人）
　シニアクラブでは、スポーツ交流事業、文化事業、友愛・奉仕事業、広報事業等を実施した。

単位クラブ
数

クラ
ブ

109 109 99 109 110 110 91 千円 7,100 7,078 6,529 7,182 0.1 Ｃ

新型コロナウイルス感染
拡大の影響により、活動
休止が続き、会員数が大
幅に減少している。事務
局による入会促進の訪

問を行うことができない
状況が続いていたが、令
和5年度からは活動を再
開し、加入促進を図る。

79
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基本目
標

政策
通し番
号

施策
施策統
括課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などか

ら、指標の達成度に対する理由と今後の方向性を

入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

健康福祉部 82
予防等による要介護認定率
（第１号被保険者）の抑制※
R７推計値15.8％

％ 14.6 14.9 14.8 15.0 15.3 15.5 101% 33.3% 30.4% D
成果上
昇、コス
ト維持

健康福祉部 83 フレイルチェック参加人数 人 110 1901 1,500 2,140 2,140 2,140 127% 88.2%

介護・
高齢者
支援課

健康福祉部 84
「ふれあい生きいきサロン」
など高齢者の通いの場の数

箇所 130 127 156 163 163 163 81% 0.0%

介護・
高齢者
支援課 健康福祉部 85

地域ケア会議ケアプラン検討
件数（累計）

件 2,062 955 1,060 1,600 2,150 2,700 90% 0.0%

基本目
標4
健康で
安心し
て暮ら
せるま
ちづく
り

（３）
支援を
必要と
する人
たちへ
の福祉
の充実

施策② 高
齢者の介護
予防と自立
した生活の
支援

介護・
高齢者
支援課

新型コロナウイルス感染拡大の影響から高
齢者の活動量が低下し、要介護認定率も推
計より増加傾向にある。ふれあい生き生き
サロンの活動休止も増えている。フレイル
チェック等による心身の機能低下の早期把
握、高齢者の通いの場の活動再開及び新規
立ち上げによる高齢者の活動の場の拡充を
図り、介護予防に資する取組の拡充を図
る。平成30年度以降、介護保険給付費の伸
びが抑制されている状況は継続しており、
令和４年度の単年度指標は90%以上達成して
いることから、今後も概ね順調に推移して
いくと見込んでいる。

30

国保年金課、健
康づくり課、商
工振興課

7 166,109 4.9

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率(%)
事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

4.健康で
安心して
暮らせる
まちづく

り

３　支援を必
要とする人
たちへの福
祉の充実

②　高齢者の
介護予防と
自立した生
活の支援

介護予防普及
啓発事業

健康づくり課 - 永年 特別会計

対象65歳以上の市民
手段しあわせ教室、はつらつ相談、水中運動教室、高齢者健康対策事業等の健康教室・健康相談の開催および健
康づくに取り組む高齢者への支援の実施。
目的
・介護認定を受けていない高齢者の要介護状態等の発生をできる限り防ぐ、または遅らせる。
・要介護状態にあってもその軽減を目指し、悪化を防ぐ。
成果
・健康寿命の延伸および病気等の重症化予防
・要介護認定率の伸びの抑制
【令和4年度実績】
・要介護認定率：14.9％（令和５年３月３１日時点）
・しあわせ教室参加者数および実施回数：1,052人、65回
・はつらつ相談参加者数：延232人

要介護認
定率

％ - 15.1 15.1 14.8 15.0
15.5

（令和7年
度）

102.0 千円 9,210 13,172 14,413 15,083 1.5 A

健康教室、健康相談に
ついては、新型コロナ
感染症への配慮は必
要としたものの、計画
していた事業を行うこ
とができた。また、参
加者数についても、増
加している。しかし、平
成31年度水準までは
戻っていない現状に
ある。今後、後期高齢
者が増加していく中
で、前期高齢者のうち
から本事業により、介
護予防に取り組んでい
くことが重要である。

82

4.健康で
安心して
暮らせる
まちづく

り

３　支援を必
要とする人
たちへの福
祉の充実

②　高齢者の
介護予防と
自立した生
活の支援

地域介護予防
活動支援事業
（健康づくり
課）

健康づくり課 - 永年 一般会計

対象
65歳以上の高齢者およびその支援のための活動に関わる者
手段
ふれあい生きいきサロン（住民主体の高齢者の通いの場）の活動支援や介護予防ボランティア育成のための講
座の開催。
目的
住民主体の通いの場の運営を支援することにより市民の健康づくり・介護予防を推進する
成果
・住民主体で取り組む介護予防事業の活性化
・健康寿命の延伸および病気等の重症化予防
・要介護認定率の伸びの抑制
【令和４年度実績】・ふれいあい生きいきサロン数：114箇所・要介護認定率：14.9％（令和５年３月３１日時点）

サロン等
の高齢者
の通いの
場の数

箇所 122 117 119 156 163
163

（令和12年
度)

76.3 千円 7,465 6,756 7,156 7,662 0.1 B

新型コロナウイルス感染
症への懸念から、地域の
通いの場の活動は少し
ずつ回復しているもの
の、未だコロナ前の水準
には戻っていない。しか
し、今後、後期高齢者が
増加していく中で、地域
住民が運営主体となり、
身近な場所で介護予防
活動を実践する本事業
は、介護予防の観点から
非常に重要であり、さら
なる推進が必要である。

84

4.健康で
安心して
暮らせる
まちづく

り

３　支援を必
要とする人
たちへの福
祉の充実

②　高齢者の
介護予防と
自立した生
活の支援

フレイル対策等
推進事業費（保
健・介護一体的
実施）

健康づくり課 平成31年度 永年 特別会計

対象主に後期高齢者
手段
○医療専門職による高齢者の健康状態スクリーニング
　　300人／年
○要観察者への保健指導、医療や他事業への誘導
○医療・介護データ分析、事業評価の実施
・場所：コミュニティセンター、行政区公民館など
・対象者：シニアクラブ会員、高齢者サロン参加者など
・連携先：九州大学、シニアクラブ、市社協、地域包括支援センター、医療機関など
目的
①高齢者のフレイル（虚弱）予防
②早期介入による高齢者の自立期間の延長及びQOLの向上
③要介護認定者の伸びの緩和による社会保障費の抑制
④高齢者の健康に関する事業の効率化（ヒト・カネ）
成果自立して生活できる期間の延伸
【令和４年度実績】
スクリーニング事業参加者（健康づくり課）：1,212人
要観察者への保健指導：６７７人
九州大学との共同研究（LIFESyudy）および国保データベースシステムを用いた分析の実施

スクリーニ
ング事業
参加者
（人）

人 455 771 1,212 1,510 1,670
1990人
（令和７年

度)
80.3 千円 7,728 6,349 7,553 9,613 1 A

指標であるフレイル
チェックについては、地
域の通いの場において
実施している。新型コロ
ナウイルス感染症への懸
念から、地域の通いの場
の活動停滞により、コロ
ナ前に設定した目標値に
は達していない。しかし、
地域への勧奨等により令
和3年度よりは440人
ほど増加している。今
後、後期高齢者が増加し
ていく中で、支援が必要
な高齢者を把握し、継続
支援を行う本事業は重
要であり、さらなる推進
が必要である。

83

4.健康で
安心して
暮らせる
まちづく

り

３　支援を必
要とする人
たちへの福
祉の充実

②　高齢者の
介護予防と
自立した生
活の支援

フレイル予防評
価事業（実計）

介護・高齢者支援課令和3年度 令和5年度 特別会計

対象糸島市内に居住する高齢者等
手段
【要支援・要介護認定等の情報に基づく前向き追跡評価】
・2017年度、2020年度の疫学調査の参加者を対象とした前向き追跡調査
・糸島フレイル予防モデルが将来の要支援・要介護認定の発生に、どのように影響しているかを検証する。
【フレイルチェック事業】
・ふれあいラボを拠点に、個別のフレイル測定（週３日、４枠/日）
・糸島フレイル予防モデル参加群と非参加群を対象としたフレイルチェック
・フレイル予防に係る普及、啓発活動
目的
①PDCAサイクルに沿った事業の推進②高齢者のフレイル（虚弱）予防③早期介入による高齢者の自立期間の延
長及びQOLの向上④要介護認定者の伸び緩和による社会保障費の抑制
成果新型コロナ感染拡大による緊急事態宣言やまん延防止重点措置により活動が制限され、事業の予定通りの
実施はできなかったが、フレイルの認知度向上の取り組み等を行い、一定の成果を上げた。また、感染減少期に
は、感染防止対策を講じながらフレイルチェックなどの事業を行った。

フレイル
チェック参

加者数
人 179 857 1,901 1,660 1,820 2,140 114.5 千円 0 3,700 3,700 3,700 0 A

九州大学との共同研
究で開発された手法
を用いた本事業が着
実に進められており、
成果の達成に向け順
調である。

82

4.健康で
安心して
暮らせる
まちづく

り

３　支援を必
要とする人
たちへの福
祉の充実

②　高齢者の
介護予防と
自立した生
活の支援

地域リハビリ
テーション活動
支援事業

介護・高齢者支援課令和2年度 永年 特別会計

対象
要支援１、要支援２の認定を受けた人
事業対象者
介護予防の普及啓発に係る地域住民等
手段
住民主体による地域ささえあい集いの場（通所型サービスＢ）において、運動機能向上プログラム実施に係る指
導、助言を行う。
目的
介護予防やフレイル予防等に係る知識及び技術を普及し、対象者の意識や行動の変容を図る。
委託先：福岡県理学療法士会（地域ささえあい集いの場への派遣　６回/年）
成果
理学療法士が作成した運動機能向上プログラムを、地域ささえあい集いの場で定期的に実施することで、介護
予防やフレイル予防につなげる。また、定期的に握力等測定を実施することで、個々の成果の確認を実施する。

「ふれあい
生きいき
サロン」な
ど高齢者
通いの場

の数

人 8 16 32 30 36 50 106.7 千円 64 128 356 964 0.05 A

今後の高齢化率及び
介護給付費の上昇傾
向を考えると、住民
主体による地域ささ
えあい集いの場（通
所型サービスＢ）にお
いて、介護予防、フレ
イル予防等の重度化
防止対策に取り組む
ことは重要であり、継
続していく必要があ
る。

82,84,8
5

4.健康で
安心して
暮らせる
まちづく
り

３　支援を必
要とする人
たちへの福
祉の充実

②　高齢者の
介護予防と
自立した生
活の支援

地域ケア会議
アドバイザー派
遣事業

介護・高齢者
支援課

平成28年
度

- 特別会計

対象 
地域包括支援センター等がマネジメントを担う高齢者等 
手段 
・地域包括支援センター等がマネジメントを担う高齢者等に係るケアプラン検討会議（地域ケア会議）へリハビリ
職等をアドバイザーとして派遣するため、福岡県理学療法士会、福岡県栄養士会、糸島歯科医師会と市が契約を
締結する。 
・地域包括支援センターの希望に応じ、各会よりアドバイザーを派遣する。 
・アドバイザーは地域ケア会議に出席し、会議に提出されたケアプランに対し、助言を行う。 
・地域ケア会議で協議された内容をもとに、ケアプランを見直す。 
目的 
多職種協働によるケアマネジメント業務の支援を行うことにより、ケアプランの質の向上を図る。 
成果 
要支援者等の自立支援や重度化防止を図る。 
【令和4年度実績】 
　検討事例延べ件数：470件 

地域ケア
会議ケア
プラン検
討件数（累
計）

件 532 485 955 1,080 1,620 2,700 88 千円 3,312 2,704 3,392 4,608 0.2 Ｂ

新型コロナウイルス
感染拡大により会議
を中止した期間があ
り、計画より実績があ
がらなかった。しか
し、本事業の実施は
高齢者の自立支援に
向けた取組の要であ
り、引き続き推進する
必要がある。
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②　高齢者の
介護予防と
自立した生
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地域包括支援
センター運営
事業

介護・高齢者
支援課

平成22年
度

永年 特別会計

対象
糸島市に住む65歳以上の人及びその家族
手段
・市内５か所（概ね中学校区に１か所）にセンターを設置
・５か所のセンターの統括及び後方支援を担う基幹型センターを設置
・主任介護支援専門員、社会福祉士、保健師又は看護師を配置し、３職種のチームアプローチにより高齢者を支
援する。
目的
高齢者の保健医療の向上及び福祉の推進を包括的に支援することを目的に、地域包括ケアシステムの深化・推
進に向けた中核機関として市が設置、運営している。
※地域包括ケアシステムとは…住み慣れた地域で自分らしい暮らしを送り続けることができるよう、医療・介護・
予防・生活支援・住まい等、様々な面から支援・提供する体制（しくみ）のこと
成果
・地域の身近な相談機関として定着し、相談件数は年々増加している。
・地域ケア会議等の取組によって、地域包括支援センターを中心とした地域ネットワークの構築につながってい
る。
・令和２年４月、地域包括支援センターの機能強化のため、センターの統括及び後方支援を担う基幹型地域包括
支援センターを設置。
【令和４度実績】 地域包括支援センターの相談者数：　28,774人

地域ケア
会議ケア
プラン検
討数

件 532 485 955 1,080 1,620 2,700 88 千円 132,166 129,310 129,539 130,201 2.0 Ａ

地域ケア会議は地域
包括支援センターの
職員が中心となり進
めているが、新型コロ
ナウイルス感染拡大
の影響により、会議を
中止せざる得ない期
間があり、計画より実
績があがらなかっ
た。高齢者の自立支
援に向けた取組にお
いて、地域包括支援
センターの職員が果
たす役割は大きく、事
業の継続は不可欠で
ある。
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基本目
標

政策
通し番
号

施策
施策統
括課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などか

ら、指標の達成度に対する理由と今後の方向性を

入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

31 地域福
祉課

健康福祉部 - 86
障がい者雇用支援専門員が支
援した新規就労者数

人 63 82 64 65 65 66 128% 100.0% 66.7% Ｂ
成果上
昇、コス
ト増大

地域福
祉課 健康福祉部 87 相談窓口設置数 箇所 4 4 4 5 5 5 100% 0.0%

地域福
祉課

健康福祉部 88
手話奉仕員養成講座の受講者
数

人 18 22 19 20 20 21 116% 100.0%

基本目
標4
健康で
安心し
て暮ら
せるま
ちづく
り

（３）
支援を
必要と
する人
たちへ
の福祉
の充実

施策③ 障
がい者福祉
の充実

障がい者相談支援センターの設置箇所数は
変わっていないが、令和５年度から人員を
増加している。令和６年度以降もセンター
の機能強化を図る予定である。障がいのあ
る人の一般就労への移行については、数値
上目標は達成しているが、就労の定着につ
いて課題が残る。障がい福祉サービス費が
大幅に伸びている状況もあることから、今
後障がい者雇用支援専門員による事業者訪
問等の取組を強化する予定である。令和４
年度単年度指標は達成しており、今後就労
定着支援の強化等により、概ね順調に推移
していく見込んでいる。

3 984,658 1.7

4.健康で
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暮らせる
まちづく

り

３　支援を必
要とする人
たちへの福
祉の充実

②　高齢者の
介護予防と
自立した生
活の支援

介護予防普及
啓発事業

健康づくり課 - 永年 特別会計

対象65歳以上の市民
手段しあわせ教室、はつらつ相談、水中運動教室、高齢者健康対策事業等の健康教室・健康相談の開催および健
康づくに取り組む高齢者への支援の実施。
目的
・介護認定を受けていない高齢者の要介護状態等の発生をできる限り防ぐ、または遅らせる。
・要介護状態にあってもその軽減を目指し、悪化を防ぐ。
成果
・健康寿命の延伸および病気等の重症化予防
・要介護認定率の伸びの抑制
【令和4年度実績】
・要介護認定率：14.9％（令和５年３月３１日時点）
・しあわせ教室参加者数および実施回数：1,052人、65回
・はつらつ相談参加者数：延232人

要介護認
定率

％ - 15.1 15.1 14.8 15.0
15.5

（令和7年
度）

102.0 千円 9,210 13,172 14,413 15,083 1.5 A

健康教室、健康相談に
ついては、新型コロナ
感染症への配慮は必
要としたものの、計画
していた事業を行うこ
とができた。また、参
加者数についても、増
加している。しかし、平
成31年度水準までは
戻っていない現状に
ある。今後、後期高齢
者が増加していく中
で、前期高齢者のうち
から本事業により、介
護予防に取り組んでい
くことが重要である。
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地域介護予防
活動支援事業
（健康づくり
課）

健康づくり課 - 永年 一般会計

対象
65歳以上の高齢者およびその支援のための活動に関わる者
手段
ふれあい生きいきサロン（住民主体の高齢者の通いの場）の活動支援や介護予防ボランティア育成のための講
座の開催。
目的
住民主体の通いの場の運営を支援することにより市民の健康づくり・介護予防を推進する
成果
・住民主体で取り組む介護予防事業の活性化
・健康寿命の延伸および病気等の重症化予防
・要介護認定率の伸びの抑制
【令和４年度実績】・ふれいあい生きいきサロン数：114箇所・要介護認定率：14.9％（令和５年３月３１日時点）

サロン等
の高齢者
の通いの
場の数

箇所 122 117 119 156 163
163

（令和12年
度)

76.3 千円 7,465 6,756 7,156 7,662 0.1 B

新型コロナウイルス感染
症への懸念から、地域の
通いの場の活動は少し
ずつ回復しているもの
の、未だコロナ前の水準
には戻っていない。しか
し、今後、後期高齢者が
増加していく中で、地域
住民が運営主体となり、
身近な場所で介護予防
活動を実践する本事業
は、介護予防の観点から
非常に重要であり、さら
なる推進が必要である。
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介護予防と
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フレイル対策等
推進事業費（保
健・介護一体的
実施）

健康づくり課 平成31年度 永年 特別会計

対象主に後期高齢者
手段
○医療専門職による高齢者の健康状態スクリーニング
　　300人／年
○要観察者への保健指導、医療や他事業への誘導
○医療・介護データ分析、事業評価の実施
・場所：コミュニティセンター、行政区公民館など
・対象者：シニアクラブ会員、高齢者サロン参加者など
・連携先：九州大学、シニアクラブ、市社協、地域包括支援センター、医療機関など
目的
①高齢者のフレイル（虚弱）予防
②早期介入による高齢者の自立期間の延長及びQOLの向上
③要介護認定者の伸びの緩和による社会保障費の抑制
④高齢者の健康に関する事業の効率化（ヒト・カネ）
成果自立して生活できる期間の延伸
【令和４年度実績】
スクリーニング事業参加者（健康づくり課）：1,212人
要観察者への保健指導：６７７人
九州大学との共同研究（LIFESyudy）および国保データベースシステムを用いた分析の実施

スクリーニ
ング事業
参加者
（人）

人 455 771 1,212 1,510 1,670
1990人
（令和７年

度)
80.3 千円 7,728 6,349 7,553 9,613 1 A

指標であるフレイル
チェックについては、地
域の通いの場において
実施している。新型コロ
ナウイルス感染症への懸
念から、地域の通いの場
の活動停滞により、コロ
ナ前に設定した目標値に
は達していない。しかし、
地域への勧奨等により令
和3年度よりは440人
ほど増加している。今
後、後期高齢者が増加し
ていく中で、支援が必要
な高齢者を把握し、継続
支援を行う本事業は重
要であり、さらなる推進
が必要である。
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フレイル予防評
価事業（実計）

介護・高齢者支援課令和3年度 令和5年度 特別会計

対象糸島市内に居住する高齢者等
手段
【要支援・要介護認定等の情報に基づく前向き追跡評価】
・2017年度、2020年度の疫学調査の参加者を対象とした前向き追跡調査
・糸島フレイル予防モデルが将来の要支援・要介護認定の発生に、どのように影響しているかを検証する。
【フレイルチェック事業】
・ふれあいラボを拠点に、個別のフレイル測定（週３日、４枠/日）
・糸島フレイル予防モデル参加群と非参加群を対象としたフレイルチェック
・フレイル予防に係る普及、啓発活動
目的
①PDCAサイクルに沿った事業の推進②高齢者のフレイル（虚弱）予防③早期介入による高齢者の自立期間の延
長及びQOLの向上④要介護認定者の伸び緩和による社会保障費の抑制
成果新型コロナ感染拡大による緊急事態宣言やまん延防止重点措置により活動が制限され、事業の予定通りの
実施はできなかったが、フレイルの認知度向上の取り組み等を行い、一定の成果を上げた。また、感染減少期に
は、感染防止対策を講じながらフレイルチェックなどの事業を行った。

フレイル
チェック参

加者数
人 179 857 1,901 1,660 1,820 2,140 114.5 千円 0 3,700 3,700 3,700 0 A

九州大学との共同研
究で開発された手法
を用いた本事業が着
実に進められており、
成果の達成に向け順
調である。
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地域リハビリ
テーション活動
支援事業

介護・高齢者支援課令和2年度 永年 特別会計

対象
要支援１、要支援２の認定を受けた人
事業対象者
介護予防の普及啓発に係る地域住民等
手段
住民主体による地域ささえあい集いの場（通所型サービスＢ）において、運動機能向上プログラム実施に係る指
導、助言を行う。
目的
介護予防やフレイル予防等に係る知識及び技術を普及し、対象者の意識や行動の変容を図る。
委託先：福岡県理学療法士会（地域ささえあい集いの場への派遣　６回/年）
成果
理学療法士が作成した運動機能向上プログラムを、地域ささえあい集いの場で定期的に実施することで、介護
予防やフレイル予防につなげる。また、定期的に握力等測定を実施することで、個々の成果の確認を実施する。

「ふれあい
生きいき
サロン」な
ど高齢者
通いの場

の数

人 8 16 32 30 36 50 106.7 千円 64 128 356 964 0.05 A

今後の高齢化率及び
介護給付費の上昇傾
向を考えると、住民
主体による地域ささ
えあい集いの場（通
所型サービスＢ）にお
いて、介護予防、フレ
イル予防等の重度化
防止対策に取り組む
ことは重要であり、継
続していく必要があ
る。

82,84,8
5
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地域ケア会議
アドバイザー派
遣事業

介護・高齢者
支援課

平成28年
度

- 特別会計

対象 
地域包括支援センター等がマネジメントを担う高齢者等 
手段 
・地域包括支援センター等がマネジメントを担う高齢者等に係るケアプラン検討会議（地域ケア会議）へリハビリ
職等をアドバイザーとして派遣するため、福岡県理学療法士会、福岡県栄養士会、糸島歯科医師会と市が契約を
締結する。 
・地域包括支援センターの希望に応じ、各会よりアドバイザーを派遣する。 
・アドバイザーは地域ケア会議に出席し、会議に提出されたケアプランに対し、助言を行う。 
・地域ケア会議で協議された内容をもとに、ケアプランを見直す。 
目的 
多職種協働によるケアマネジメント業務の支援を行うことにより、ケアプランの質の向上を図る。 
成果 
要支援者等の自立支援や重度化防止を図る。 
【令和4年度実績】 
　検討事例延べ件数：470件 

地域ケア
会議ケア
プラン検
討件数（累
計）

件 532 485 955 1,080 1,620 2,700 88 千円 3,312 2,704 3,392 4,608 0.2 Ｂ

新型コロナウイルス
感染拡大により会議
を中止した期間があ
り、計画より実績があ
がらなかった。しか
し、本事業の実施は
高齢者の自立支援に
向けた取組の要であ
り、引き続き推進する
必要がある。
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地域包括支援
センター運営
事業

介護・高齢者
支援課

平成22年
度

永年 特別会計

対象
糸島市に住む65歳以上の人及びその家族
手段
・市内５か所（概ね中学校区に１か所）にセンターを設置
・５か所のセンターの統括及び後方支援を担う基幹型センターを設置
・主任介護支援専門員、社会福祉士、保健師又は看護師を配置し、３職種のチームアプローチにより高齢者を支
援する。
目的
高齢者の保健医療の向上及び福祉の推進を包括的に支援することを目的に、地域包括ケアシステムの深化・推
進に向けた中核機関として市が設置、運営している。
※地域包括ケアシステムとは…住み慣れた地域で自分らしい暮らしを送り続けることができるよう、医療・介護・
予防・生活支援・住まい等、様々な面から支援・提供する体制（しくみ）のこと
成果
・地域の身近な相談機関として定着し、相談件数は年々増加している。
・地域ケア会議等の取組によって、地域包括支援センターを中心とした地域ネットワークの構築につながってい
る。
・令和２年４月、地域包括支援センターの機能強化のため、センターの統括及び後方支援を担う基幹型地域包括
支援センターを設置。
【令和４度実績】 地域包括支援センターの相談者数：　28,774人

地域ケア
会議ケア
プラン検
討数

件 532 485 955 1,080 1,620 2,700 88 千円 132,166 129,310 129,539 130,201 2.0 Ａ

地域ケア会議は地域
包括支援センターの
職員が中心となり進
めているが、新型コロ
ナウイルス感染拡大
の影響により、会議を
中止せざる得ない期
間があり、計画より実
績があがらなかっ
た。高齢者の自立支
援に向けた取組にお
いて、地域包括支援
センターの職員が果
たす役割は大きく、事
業の継続は不可欠で
ある。
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4.健康で
安心して
暮らせる
まちづく

り

３　支援を必
要とする人
たちへの福
祉の充実

③　障がい者
福祉の充実

障害者相談支
援事業

地域福祉課 平成22年度 永年 一般会計

対象
　障がい者及びその家族
手段
　相談支援専門員が、電話、訪問等により対応し、障がい者及び家族の支援を行う。
４か所の糸島市障がい者相談支援センターに業務委託している。

目的
　障害のある人が自立した日常生活、社会生活を営むことができるよう、必要な情報の提供や助言、市や障害福
祉サービス事業者などとの連絡調整、権利擁護のために必要な支援など、障害のある人の全般的な相談支援を
行う。

成果
　障がい者本人及び家族が日常生活を営む上での悩み、困り事を相談することで、不安を解消し、自立した日常
生活及び社会生活を営むことができるようになる。
実績
相談延べ件数　13,629件

障がい者
相談支援
センター
の設置数

箇
所
数

4 4 4 4 4 5 100.0 千円 17,226 17,215 16,688 24,688 0.5 A

年々、相談件数が増
加しており、現在の人
員配置では限界にき
ている。相談支援員
の増員又は、現在の４
か所の相談支援セン
ターを統括する基幹
センターの設置の検
討が必要。
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4.健康で
安心して
暮らせる
まちづく

り

３　支援を必
要とする人
たちへの福
祉の充実

③　障がい者
福祉の充実

障害者訓練等
給付費

地域福祉課
平成22年

度
永年 一般会計

対象
身体障害者福祉法第4条に規定する身体障害者、知的障害者福祉法にいう知的障害者及び精神保健、精神障害
者福祉法に関する法律第5条に規定する精神障害者及び政令で定める難病である者のうち18歳以上である者
手段
以下の障害福祉サービスに係る費用を障害福祉サービス事業所に支給する。
○自立訓練：一定期間、身体機能又は生活の能力の向上のために必要な訓練を行う
○就労移行支援：一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のために
必要な訓練を行う。○就労継続支援：一般企業等での就労が困難な人に働く場を提供するとともに、知識及び能
力の向上のために必要な訓練を行う。（Ａ型：雇用型、Ｂ型：非雇用型）　　○共同生活援助（グループホーム）：夜間
や休日に、共同生活住居において相談、その他日常生活上の援助を行う。〇自立生活援助：障害者が、一人暮ら
しに必要な理解力や生活力を補うために、定期的な居宅訪問や随時の対応により必要な支援を行う。〇就労定
着支援：一般就労へ移行した障害者について、就労に伴う生活面の課題に対し、就労の継続を図るために必要な
連絡調整や指導・助言等を行う。※補助率：国1/2、県1/4、市1/4
目的   障害者に必要な障害福祉サービスに係る給付を行い、障害者が有する能力及び適正に応じて自立した日
常生活及び社会生活を営むことができるようにするため支援する。
成果   障害者が地域で自立した生活を送ることができる。　障がい者雇用支援専門員が支援した新規就労者数
10人

障がい者
雇用支援
専門員が
支援した
新規就労

者数

人 - - 82 64 65 66 128 千円 774,135 881,367 963,638 982,918 1.0 A

新型コロナウイルス
感染拡大の影響によ
り、一般就労への移
行が低調な状況が続
いているため、就労
継続支援に係る給付
費は伸び続けてい

る。今後、一般就労へ
の移行への取組を強
化する必要がある。
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4.健康で
安心して
暮らせる
まちづく

り

３　支援を必
要とする人
たちへの福
祉の充実

③　障がい者
福祉の充実

障害者意思疎
通等支援事業

地域福祉課
平成22年

度
永年 一般会計

対象 
聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため意思疎通を図ることに支障がある障害者等 
 
手段 
・専任手話通訳者（会計年度任用職員）の設置。 
・手話通訳者又は要約筆記通訳者の派遣。 
・手話通訳奉仕員養成講座の開催。 
・聞こえのサポーター講座の開催。 
 
目的 
聴覚障害者等の円滑な意思疎通を支援し、自立と社会参加の促進を図ることを目的とする。 
 
成果 
聴覚障害者等の円滑な意思疎通が可能となり、自立と社会参加の促進を図ることができる。 
手話奉仕員養成講座の受講者数 22人
 

手話奉仕
員養成講
座の受講

者数

人 - - 22 19 20 21 116 千円 3,359 4,323 4,332 5,334 0.2 Ａ

専任手話通訳者を配
置し、各講座や聴覚障
害のある人等へから
の相談に応じており、
事業は順調に進捗し

ている。
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基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に対する理由

と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

農林水産部
農地政策
課、農業振
興課

89
農業就業人口１人当たり
の農業産出額

万円 536.5 649.6 556.1 562.6 569.1 575.6 117% 100.0%
成果上
昇、コス
ト維持

農林水産部 90
木の駅「伊都山燦」の木
材集荷量

t 5,718 5,905 9,000 10,000 11,000 12000 66% 3.0% 34.3% D

水産
林務
課

農林水産部 20 408,234 6.42 91
漁業１経営体当たりの水
揚金額

万円 589 588.8 621.4 632.2 643.0 653.8 95% 0.0%

【指標の達成度の理由】
　コロナ過における景気低迷から、各種事務事業の推進により。各指
標は徐々に回復傾向であるものの、コロナ禍前の令和元年度水準にと
どまっている。
【今後の方向性】
　農林水産業は、担い手・後継者の確保による持続可能でかつ発展的
な振興策を講じる必要がある。そのためには、作業コストを低減させ
生産性を向上させることによるコスト削減と、生産物の消費拡大や適
正価格での販売による収入増の両面を推進し、安定経営を確保するこ
とが重要である。
【農業】
　価格高騰等への対策を講じつつ、農業用施設の省力化、省エネ化等
により生産の効率を高め、生産コストの低減と安定した農業経営の確
立を図る。
【林業】
　林業施業経費の低減に向け支援策を講じつつ、伊都山燦への木材搬
出量増加に向けた事業を創出し、伊都燦燦の将来方針を確立する。
【漁業】
　生産基盤整備と漁業者コスト低減のための支援策を講じ、消費拡大
のための振興策を進める。

基本目標
5
ブランド
糸島で活
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（１）
農林水
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振興

32 施策① 農
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課
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

農業経営持続化
支援事業（実計）

農業振興課 令和3年度 令和5年度 一般会計

対象 
農産物を販売し（予定含む）、所得向上等を目標とする農業者・団体  
手段 
販売農家に対する、農業用機械購入や施設整備等に係る費用の支援や調査研究等に係る費用の支援 
【補助対象】 
　①経営改善事業（農業用機械購入、農業用施設整備・改修） 　②調査研究事業（農業の諸問題を解決するための調査研究） 　③スマート
農業推進事業（ICTを活用した省力化等機器等の導入） 
【補助率】 
　①②　1/2以内（上限50万円、中古・改修：上限30万円） 　③  1/2以内（上限100万円）  
目的 
小規模農家、高齢農家等を含む農業者の生産コスト削減の支援や農業に係る課題解決の調査研究等の支援を行うことにより、所得の
向上、規模拡大、営農継続につなげ、糸島農業の担い手の確保と耕作放棄地の発生防止を図る。  
成果 
【令和４年度実績】
　小規模農業者を含む７１件を支援し、営農継続に資することが出来た。
　　①経営完全事業　　６４件（トラクター、農業用ハウス改修等）　②調査研究事業　０件　③スマート農業推進事業　8件（自動操舵田植
機等）
【令和３年度実績】 
　小規模農業者を含む７2件を支援し、営農継続に資することが出来た。 
　①経営改善事業　　　　６４件（トラクター、農業用ハウス改修等）　 ②調査研究事業　０件 　③スマート農業推進事業　７件（自動操舵ト
ラクター等） 
 

補助受給者
数（延べ経

営体）
件 77 71 72 90 92 260 80.0 千円 22,561 27,267 35,231 45,000 0.2 A

　農業用の機械や施設の
導入については、認定農
業者等の担い手を中心
に国県の補助金がつく
が、本事業は市内の認定
農業者以外の小規模農
家や新規就農者も対象
としており、多くの申請
件数となっている。
　多様な担い手を確保
し、本市の農業の持続的
な発展を目指すために
は、なくてはならない事
業であり、高く評価す
る。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

農業振興地域整
備計画策定事業
（実計）

農業振興課 令和4年度 令和5年度 一般会計

対象　
　市民
手段　
・農業振興地域の整備に関する法律に基づく基礎調査及び農用地利用計画図等の作成を委託
・基礎調査のための農家アンケートを実施
目的
　農業振興地域の整備に関する法律第12条の２及び第13条により農業振興地域整備計画に関する基礎調査及び農業振興地域
整備計画の変更に伴う業務を行うことで、農業の健全な発展を図るとともに、資源の合理的な利用に寄与する。
成果
　令和4年度は2,202件を対象に農家アンケートを実施。997件回答（回答率45.3％）
　現状の農用地区域図や耕作放棄地分布図等の作成。

進捗率 ％ - - 50 50 100 100 100.0 千円 - - 4,445 3,525 1.0 A

計画どおり令和４年度は
調査事業を実施し、この
調査を基に計画の見直し
を令和５年度に行う。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

中山間地域等直
接支払事業（実
計）

農業振興課 平成27年度 令和６年度 一般会計

対象 
農業者団体（集落組織）  
手段 
中山間地域等の条件不利地域（傾斜地等）と平地とのコスト差（生産費の差額相当分）を支援  
目的 
中山間地域の多面的な機能を維持するために、集落で取組む農業生産活動に対する直接的な支援 
・10a当りの交付単価　　　　　　　　　　　　　　 
　　田　急傾斜：21,000円（1/20以上）　緩傾斜：8,000円（1/100以上） 
　　畑　急傾斜11,500円（15°以上）　　緩傾斜：3,500円（　8°以上）  
成果 
条件不利地域である中山間地域の農業生産活動支援を通し、耕作地の多面的機能の維持に資することが出来た。 
＜令和４年度実績＞
【取組集落】1９集落（協定参加者　487人）　・内訳 　通常地域： 1９集落
【交付額】41,809,238円　【交付対象面積】225.3ha
　・内訳　 田　　　：189.9ha（84.3％）　畑　　　： 35.4ha（15.7％）
＜令和３年度実績＞ 
【取組集落】18集落（協定参加者　394人） 　・内訳 　通常地域： 18集落 
【交付額】40,453,061円 　　【交付対象面積】212.5ha 
　・内訳　 田　　　：184.3ha（86.7％） 　　畑　　　： 28.2ha（13.3％） 
 

集落協定の
締結数

件 18 18 19 19 19 19 100.0 千円 40,424 40,453 41,809 43,000 0.3 A

　中山間地域は、傾斜等
の状況により耕作条件が
悪く、荒れやすく耕作放
棄地となりやすい土地で
ある。国の交付金事業を
活用し、各中山間集落に
よって地域の農地環境を
整備することは必要な事
業であり、令和４年度か
ら取組集落数が増加した
ことは大きく評価でき
る。今後も本事業を活用
し、中山間地域の農地を
守っていく必要がある。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

水田農業担い手
機械導入支援事
業（実計）

農業振興課 平成21年度 令和６年度 一般会計

対象 
認定農業者、農業者団体、農業生産法人、農業協同組合など 
 
手段 
米・麦・大豆の生産のための高性能農業機械の導入経費に対する補助 
【補助率】1/2以内 
【財　源】県費：1/3以内、市費：1/6以上 
 
目的 
米・麦・大豆づくりと併せ、生産コスト低減に取り組む担い手農家を育成するとともに、地域農業の担い手としての経営の安定を
図る。 
 
成果 
高性能機械の導入により、事業実施主体の生産コスト低減に寄与することができた。 
【令和４年度実績】
　事業実施主体数:４件（ｺﾝﾊﾞｲﾝ、田植機、ﾌﾞｰﾑｽﾌﾟﾚｲﾔｰなどを導入）
【令和３年度実績】 
　事業実施主体数:８件（ｺﾝﾊﾞｲﾝ、田植機、ﾌﾞｰﾑｽﾌﾟﾚｲﾔｰなどを導入） 
 

新規事業実
施主体数　
※補助交付

件数

件 8 8 4 4 4 11 100.0 千円 23,569 31,699 24,342 42,634 0.3 A

　米麦、大豆を生産する
普通作農業者で、地域の
担い手となる認定農業
者への農地集積を進め
ている中で、規模の拡大
に伴いトラクターやコン
バインなどの機械導入・
更新をしていく必要があ
るが、非常に高価であ
る。
　そのため、国県の補助
事業を活用した導入を
進めているが、農業者か
らの要望件数も多く、普
通作農家にとって絶対的
に必要な事業である。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

市営土地改良事
業（実計）

農地政策課 平成24年度 令和7年度 一般会計

対象 
農業者（農業用施設利用者） 
 
手段 
農業用施設の老朽化及び破損による地元要望に伴い、土地改良施設維持管理適正化事業を活用し、農業用施設（水路、井堰等）
の修繕工事を行う。 
補助率　国30％、県30％、市40％ 
実施時期　負担額を5年間に分割し毎年積み立て、5年間のうち適正な時期に工事を実施する。 
 
目的 
耐用年数経過した大型農業用施設の更新には工事費がかかるため、補助事業を活用し整備を実施する。 
 
成果 
【令和元年度実績】  適正化事業　4地区（負担金支出） 
【令和２年度実績】  適正化事業　4地区（負担金支出）  内、1地区工事実施 
【令和３年度実績】 
適正化事業　3地区（負担金支出） 
【令和４年度実績】
適正化事業　３地区（負担金支出）
　内、１地区工事実施

土地改良関
連施設の整
備実施個所

累計

箇所 11 11 12 12 13 14 100.0 千円 4,643 678 6,400 3,485 0.1 A

多額の費用がかかる大
型農業用施設について、
５年間に分割して負担基
を積み立て、適切な時期
に工事を実施するもの。
令和４年度は計画通り３
地区の積み立てを行い、
１地区の工事を実施する
ことができた。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

農業経営持続化
支援事業（実計）

農業振興課 令和3年度 令和5年度 一般会計

対象 
農産物を販売し（予定含む）、所得向上等を目標とする農業者・団体  
手段 
販売農家に対する、農業用機械購入や施設整備等に係る費用の支援や調査研究等に係る費用の支援 
【補助対象】 
　①経営改善事業（農業用機械購入、農業用施設整備・改修） 　②調査研究事業（農業の諸問題を解決するための調査研究） 　③スマート
農業推進事業（ICTを活用した省力化等機器等の導入） 
【補助率】 
　①②　1/2以内（上限50万円、中古・改修：上限30万円） 　③  1/2以内（上限100万円）  
目的 
小規模農家、高齢農家等を含む農業者の生産コスト削減の支援や農業に係る課題解決の調査研究等の支援を行うことにより、所得の
向上、規模拡大、営農継続につなげ、糸島農業の担い手の確保と耕作放棄地の発生防止を図る。  
成果 
【令和４年度実績】
　小規模農業者を含む７１件を支援し、営農継続に資することが出来た。
　　①経営完全事業　　６４件（トラクター、農業用ハウス改修等）　②調査研究事業　０件　③スマート農業推進事業　8件（自動操舵田植
機等）
【令和３年度実績】 
　小規模農業者を含む７2件を支援し、営農継続に資することが出来た。 
　①経営改善事業　　　　６４件（トラクター、農業用ハウス改修等）　 ②調査研究事業　０件 　③スマート農業推進事業　７件（自動操舵ト
ラクター等） 
 

補助受給者
数（延べ経

営体）
件 77 71 72 90 92 260 80.0 千円 22,561 27,267 35,231 45,000 0.2 A

　農業用の機械や施設の
導入については、認定農
業者等の担い手を中心
に国県の補助金がつく
が、本事業は市内の認定
農業者以外の小規模農
家や新規就農者も対象
としており、多くの申請
件数となっている。
　多様な担い手を確保
し、本市の農業の持続的
な発展を目指すために
は、なくてはならない事
業であり、高く評価す
る。
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5.ブラン
ド糸島で
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づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

農業振興地域整
備計画策定事業
（実計）

農業振興課 令和4年度 令和5年度 一般会計

対象　
　市民
手段　
・農業振興地域の整備に関する法律に基づく基礎調査及び農用地利用計画図等の作成を委託
・基礎調査のための農家アンケートを実施
目的
　農業振興地域の整備に関する法律第12条の２及び第13条により農業振興地域整備計画に関する基礎調査及び農業振興地域
整備計画の変更に伴う業務を行うことで、農業の健全な発展を図るとともに、資源の合理的な利用に寄与する。
成果
　令和4年度は2,202件を対象に農家アンケートを実施。997件回答（回答率45.3％）
　現状の農用地区域図や耕作放棄地分布図等の作成。

進捗率 ％ - - 50 50 100 100 100.0 千円 - - 4,445 3,525 1.0 A

計画どおり令和４年度は
調査事業を実施し、この
調査を基に計画の見直し
を令和５年度に行う。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

中山間地域等直
接支払事業（実
計）

農業振興課 平成27年度 令和６年度 一般会計

対象 
農業者団体（集落組織）  
手段 
中山間地域等の条件不利地域（傾斜地等）と平地とのコスト差（生産費の差額相当分）を支援  
目的 
中山間地域の多面的な機能を維持するために、集落で取組む農業生産活動に対する直接的な支援 
・10a当りの交付単価　　　　　　　　　　　　　　 
　　田　急傾斜：21,000円（1/20以上）　緩傾斜：8,000円（1/100以上） 
　　畑　急傾斜11,500円（15°以上）　　緩傾斜：3,500円（　8°以上）  
成果 
条件不利地域である中山間地域の農業生産活動支援を通し、耕作地の多面的機能の維持に資することが出来た。 
＜令和４年度実績＞
【取組集落】1９集落（協定参加者　487人）　・内訳 　通常地域： 1９集落
【交付額】41,809,238円　【交付対象面積】225.3ha
　・内訳　 田　　　：189.9ha（84.3％）　畑　　　： 35.4ha（15.7％）
＜令和３年度実績＞ 
【取組集落】18集落（協定参加者　394人） 　・内訳 　通常地域： 18集落 
【交付額】40,453,061円 　　【交付対象面積】212.5ha 
　・内訳　 田　　　：184.3ha（86.7％） 　　畑　　　： 28.2ha（13.3％） 
 

集落協定の
締結数

件 18 18 19 19 19 19 100.0 千円 40,424 40,453 41,809 43,000 0.3 A

　中山間地域は、傾斜等
の状況により耕作条件が
悪く、荒れやすく耕作放
棄地となりやすい土地で
ある。国の交付金事業を
活用し、各中山間集落に
よって地域の農地環境を
整備することは必要な事
業であり、令和４年度か
ら取組集落数が増加した
ことは大きく評価でき
る。今後も本事業を活用
し、中山間地域の農地を
守っていく必要がある。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

水田農業担い手
機械導入支援事
業（実計）

農業振興課 平成21年度 令和６年度 一般会計

対象 
認定農業者、農業者団体、農業生産法人、農業協同組合など 
 
手段 
米・麦・大豆の生産のための高性能農業機械の導入経費に対する補助 
【補助率】1/2以内 
【財　源】県費：1/3以内、市費：1/6以上 
 
目的 
米・麦・大豆づくりと併せ、生産コスト低減に取り組む担い手農家を育成するとともに、地域農業の担い手としての経営の安定を
図る。 
 
成果 
高性能機械の導入により、事業実施主体の生産コスト低減に寄与することができた。 
【令和４年度実績】
　事業実施主体数:４件（ｺﾝﾊﾞｲﾝ、田植機、ﾌﾞｰﾑｽﾌﾟﾚｲﾔｰなどを導入）
【令和３年度実績】 
　事業実施主体数:８件（ｺﾝﾊﾞｲﾝ、田植機、ﾌﾞｰﾑｽﾌﾟﾚｲﾔｰなどを導入） 
 

新規事業実
施主体数　
※補助交付

件数

件 8 8 4 4 4 11 100.0 千円 23,569 31,699 24,342 42,634 0.3 A

　米麦、大豆を生産する
普通作農業者で、地域の
担い手となる認定農業
者への農地集積を進め
ている中で、規模の拡大
に伴いトラクターやコン
バインなどの機械導入・
更新をしていく必要があ
るが、非常に高価であ
る。
　そのため、国県の補助
事業を活用した導入を
進めているが、農業者か
らの要望件数も多く、普
通作農家にとって絶対的
に必要な事業である。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

市営土地改良事
業（実計）

農地政策課 平成24年度 令和7年度 一般会計

対象 
農業者（農業用施設利用者） 
 
手段 
農業用施設の老朽化及び破損による地元要望に伴い、土地改良施設維持管理適正化事業を活用し、農業用施設（水路、井堰等）
の修繕工事を行う。 
補助率　国30％、県30％、市40％ 
実施時期　負担額を5年間に分割し毎年積み立て、5年間のうち適正な時期に工事を実施する。 
 
目的 
耐用年数経過した大型農業用施設の更新には工事費がかかるため、補助事業を活用し整備を実施する。 
 
成果 
【令和元年度実績】  適正化事業　4地区（負担金支出） 
【令和２年度実績】  適正化事業　4地区（負担金支出）  内、1地区工事実施 
【令和３年度実績】 
適正化事業　3地区（負担金支出） 
【令和４年度実績】
適正化事業　３地区（負担金支出）
　内、１地区工事実施

土地改良関
連施設の整
備実施個所

累計

箇所 11 11 12 12 13 14 100.0 千円 4,643 678 6,400 3,485 0.1 A

多額の費用がかかる大
型農業用施設について、
５年間に分割して負担基
を積み立て、適切な時期
に工事を実施するもの。
令和４年度は計画通り３
地区の積み立てを行い、
１地区の工事を実施する
ことができた。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

多面的機能支払
交付金事業（実
計）

農地政策課 平成29年度 永年 一般会計

対象 
農地及び農業用水等の施設を管理する組織 
 
手段 
地域との協働による農地・農業用水等の施設の保全管理を進めるため、活動団体に対し、国（50％）、県（25％）、市（25％）が
負担金を合わせ、市から事業費として各団体へ交付金を支払う。 
 
目的 
近年の農業は、農村の高齢化や混住化が進行し、農地や農業用水等の資源をこれまでどおり適切に保全管理していくことが困
難になってきている。そのため、地域住民が一体となって農地や農業用水等の資源を環境や景観に配慮しながら保全管理して
いく。 
 
成果 
【令和２年度実績】 
令和２年度に１組織を追加し、現在81団体が取り組んでいる。 
【令和３年度実績】 
令和３年度は１組織活動を取りやめたため、現在80団体が取り組んでいる。 
 【令和４年度実績】
令和４年度は80団体が取り組んでいる。

地域が保全
管理する農

地面積
ha 3,265 3,266 3,226 3,242 3,226 3,909 99.5 千円 149,136 148,585 153,424 156,547 1.3 A

農業者や地域住民自ら
が行う農村環境の保全
活動に対して交付するも
のである。令和４年度は
概ね計画通りに実施でき
た。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

農業施設整備市
単独事業（実計）
（農道・ため池等
AP）

農地政策課 平成30年度 永年 一般会計

対象 
農業者（農業用施設利用受益者） 
 
手段 
農業用施設の老朽化及び破損による地元要望に伴い、市単独費にて農業用施設（水路、井堰等）の改良工事を行う。 
 
目的 
農業生産者の高齢化や、近年の集中豪雨に対し、安全に作業ができるように、水路及び板堰等の改良を行う。 
 
成果 
農業用施設の維持管理に係る労力の軽減ができた。 
【令和３年度実績】 
　整備実施箇所15箇所 
【令和４年度実績】
　整備実施箇所19箇所

整備実施箇
所累計

箇所 129 152 171 167 186 197 102.4 千円 15,312 13,570 16,852 16,000 0.4 A

農業用施設の老朽化や
破損等について、地元要
望に基づき補修・改良工
事等を行う市単独事業
である。令和４年度は15
件程度を計画していた
が、予算内で19件の工
事を行うことができた。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

農村環境整備事
業（実計）（ため池
等AP）

農地政策課 平成30年度 永年 一般会計

対象 
農業者（農業用施設利用受益者） 
 
手段 
県単補助事業（補助４割）による農業用施設（水路、溜池、井堰等）の改良工事を行う。 
 
目的 
農村生活環境の改善のため、溜池及び農業用排水路等の農業用施設の整備改善を行う。 
 
成果 
農業用施設維持管理労力の軽減 
 
【令和３年度実績】 
　整備実施箇所５箇所　　水路１箇所 、井堰４箇所 
 【令和４年度実績】
　整備実施箇所５箇所　　水路２箇所、井堰２箇所、ため池１箇所

整備実施箇
所累計

箇所 42 47 52 52 57 59 100.0 千円 9,614 16,624 18,426 20,000 0.3 A

地元負担を軽減するた
めに県補助を活用して行
う農業用施設（水路、た
め池、井堰等）の改良工
事を行うものである。令
和４年度は計画通り５箇
所の工事を実施すること
ができた。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

耕作放棄地対策
事業（実計）

農地政策課 平成25年度 令和5年度 一般会計

対象 
農業者 
 手段 
耕作放棄地の再生利用に要する経費を補助する。 
 目的 
農地の有効利用を図るため、耕作放棄地の再生利用の取組を支援する。 
 成果 
耕作放棄地の農地への再生利用 
【平成30年度実績】   補助金交付件数  16件  耕作放棄地の再生件数  10件   耕作放棄地の再生面積　 4.5ha 
【平成31年度実績】  補助金交付件数    12件   耕作放棄地の再生件数　 6件     耕作放棄地の再生面積   1.7ha 
【令和２年度実績】  補助金交付件数         4件   耕作放棄地の再生件数　 5件     耕作放棄地の再生面積   3.8ha 
【令和３年度実績】 
　補助金交付件数         4件 
　耕作放棄地の再生件数　 1件    
　耕作放棄地の再生面積   0.4ha 
【令和４年度実績】
　補助金交付件数         4件
　耕作放棄地の再生件数　 ４件 
  
　耕作放棄地の再生面積   1.5ha

耕作放棄地
の再生面積

ha 27.48 27.88 29.38 31 35 35 94.8 千円 2,129 703 612 2,200 0.3 A

4ha/年の解消を目標と
しているが、耕作条件が
悪い農地が多く、継続し
た営農が困難なこと等に
より取り組む事業者が少
ない。目標面積には達し
ていないが、周辺農地へ
の被害の拡大防止等、一
定の効果はあげている
と思われる。
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れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

防災重点農業用
ため池防災対策
推進事業（実計）

農地政策課 令和3年度 令和12年度 一般会計

対象 
ため池下流側住民 
 
手段 
防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に関する特別措置法に基づき、定額補助を活用し、計画的・効果的に劣化状況
評価及び地震・豪雨耐性評価を進める。 
補助率　国100％ 
実施時期　令和３～７年度　劣化状況評価　135箇所 
　　　　　令和３～12年度　地震・豪雨耐性評価　33箇所 
 
目的 
防災重点農業用ため池の決壊による水害その他の災害から市民の生命及び財産を守るため、防災重点農業用ため池に係る対
策等の集中的かつ計画的な推進を図る。 
 
成果 
【令和３年度成果】 
劣化状況評価　30箇所 
地震・豪雨耐性評価　7箇所 
【令和４年度成果】
劣化状況評価　30箇所
地震・豪雨耐性評価　６箇所
 

劣化状況評
価（地震・豪
雨耐性評

価）

－ 0 37 73 73 109 168 100.0 千円 0 62,822 17,502 0 0.6 A

令和12年度で失効する
ため池特措法に基づき、
防災重点ため池の劣化
状況や耐震性等を評価
する事業（全額国庫補
助）。令和４年度に計画し
ていた36箇所の評価を
行うことができた。
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36 

5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

多面的機能支払
交付金事業（実
計）

農地政策課 平成29年度 永年 一般会計

対象 
農地及び農業用水等の施設を管理する組織 
 
手段 
地域との協働による農地・農業用水等の施設の保全管理を進めるため、活動団体に対し、国（50％）、県（25％）、市（25％）が
負担金を合わせ、市から事業費として各団体へ交付金を支払う。 
 
目的 
近年の農業は、農村の高齢化や混住化が進行し、農地や農業用水等の資源をこれまでどおり適切に保全管理していくことが困
難になってきている。そのため、地域住民が一体となって農地や農業用水等の資源を環境や景観に配慮しながら保全管理して
いく。 
 
成果 
【令和２年度実績】 
令和２年度に１組織を追加し、現在81団体が取り組んでいる。 
【令和３年度実績】 
令和３年度は１組織活動を取りやめたため、現在80団体が取り組んでいる。 
 【令和４年度実績】
令和４年度は80団体が取り組んでいる。

地域が保全
管理する農

地面積
ha 3,265 3,266 3,226 3,242 3,226 3,909 99.5 千円 149,136 148,585 153,424 156,547 1.3 A

農業者や地域住民自ら
が行う農村環境の保全
活動に対して交付するも
のである。令和４年度は
概ね計画通りに実施でき
た。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

農業施設整備市
単独事業（実計）
（農道・ため池等
AP）

農地政策課 平成30年度 永年 一般会計

対象 
農業者（農業用施設利用受益者） 
 
手段 
農業用施設の老朽化及び破損による地元要望に伴い、市単独費にて農業用施設（水路、井堰等）の改良工事を行う。 
 
目的 
農業生産者の高齢化や、近年の集中豪雨に対し、安全に作業ができるように、水路及び板堰等の改良を行う。 
 
成果 
農業用施設の維持管理に係る労力の軽減ができた。 
【令和３年度実績】 
　整備実施箇所15箇所 
【令和４年度実績】
　整備実施箇所19箇所

整備実施箇
所累計

箇所 129 152 171 167 186 197 102.4 千円 15,312 13,570 16,852 16,000 0.4 A

農業用施設の老朽化や
破損等について、地元要
望に基づき補修・改良工
事等を行う市単独事業
である。令和４年度は15
件程度を計画していた
が、予算内で19件の工
事を行うことができた。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

農村環境整備事
業（実計）（ため池
等AP）

農地政策課 平成30年度 永年 一般会計

対象 
農業者（農業用施設利用受益者） 
 
手段 
県単補助事業（補助４割）による農業用施設（水路、溜池、井堰等）の改良工事を行う。 
 
目的 
農村生活環境の改善のため、溜池及び農業用排水路等の農業用施設の整備改善を行う。 
 
成果 
農業用施設維持管理労力の軽減 
 
【令和３年度実績】 
　整備実施箇所５箇所　　水路１箇所 、井堰４箇所 
 【令和４年度実績】
　整備実施箇所５箇所　　水路２箇所、井堰２箇所、ため池１箇所

整備実施箇
所累計

箇所 42 47 52 52 57 59 100.0 千円 9,614 16,624 18,426 20,000 0.3 A

地元負担を軽減するた
めに県補助を活用して行
う農業用施設（水路、た
め池、井堰等）の改良工
事を行うものである。令
和４年度は計画通り５箇
所の工事を実施すること
ができた。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

耕作放棄地対策
事業（実計）

農地政策課 平成25年度 令和5年度 一般会計

対象 
農業者 
 手段 
耕作放棄地の再生利用に要する経費を補助する。 
 目的 
農地の有効利用を図るため、耕作放棄地の再生利用の取組を支援する。 
 成果 
耕作放棄地の農地への再生利用 
【平成30年度実績】   補助金交付件数  16件  耕作放棄地の再生件数  10件   耕作放棄地の再生面積　 4.5ha 
【平成31年度実績】  補助金交付件数    12件   耕作放棄地の再生件数　 6件     耕作放棄地の再生面積   1.7ha 
【令和２年度実績】  補助金交付件数         4件   耕作放棄地の再生件数　 5件     耕作放棄地の再生面積   3.8ha 
【令和３年度実績】 
　補助金交付件数         4件 
　耕作放棄地の再生件数　 1件    
　耕作放棄地の再生面積   0.4ha 
【令和４年度実績】
　補助金交付件数         4件
　耕作放棄地の再生件数　 ４件 
  
　耕作放棄地の再生面積   1.5ha

耕作放棄地
の再生面積

ha 27.48 27.88 29.38 31 35 35 94.8 千円 2,129 703 612 2,200 0.3 A

4ha/年の解消を目標と
しているが、耕作条件が
悪い農地が多く、継続し
た営農が困難なこと等に
より取り組む事業者が少
ない。目標面積には達し
ていないが、周辺農地へ
の被害の拡大防止等、一
定の効果はあげている
と思われる。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

防災重点農業用
ため池防災対策
推進事業（実計）

農地政策課 令和3年度 令和12年度 一般会計

対象 
ため池下流側住民 
 
手段 
防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に関する特別措置法に基づき、定額補助を活用し、計画的・効果的に劣化状況
評価及び地震・豪雨耐性評価を進める。 
補助率　国100％ 
実施時期　令和３～７年度　劣化状況評価　135箇所 
　　　　　令和３～12年度　地震・豪雨耐性評価　33箇所 
 
目的 
防災重点農業用ため池の決壊による水害その他の災害から市民の生命及び財産を守るため、防災重点農業用ため池に係る対
策等の集中的かつ計画的な推進を図る。 
 
成果 
【令和３年度成果】 
劣化状況評価　30箇所 
地震・豪雨耐性評価　7箇所 
【令和４年度成果】
劣化状況評価　30箇所
地震・豪雨耐性評価　６箇所
 

劣化状況評
価（地震・豪
雨耐性評

価）

－ 0 37 73 73 109 168 100.0 千円 0 62,822 17,502 0 0.6 A

令和12年度で失効する
ため池特措法に基づき、
防災重点ため池の劣化
状況や耐震性等を評価
する事業（全額国庫補
助）。令和４年度に計画し
ていた36箇所の評価を
行うことができた。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

森林再生プロ
ジェクト事業（実
計）

水産林務課 平成25年度 令和6年度 一般会計

対象 
山林所有者、林業従事者 
 
手段 
貯木場「伊都山燦」の運営、間伐材等搬出補助金の交付、地産材活用推進員の採用、広域基幹林道沿線の土地活用（展望所整
備）、市有林の計画的整備により事業を実施している。 
 
目的 
主伐や間伐による木材の搬出・集荷・供給のしくみの構築及び植林・育林・除伐・間伐・主伐の森林施業サイクルの復活により、働
く場の確保と林業従事者の所得向上を図り、林業振興と森林保全に寄与する。 
 
成果 
森林経営計画による森林整備（搬出間伐など）などの事業の推進により、貯木場「伊都山燦」の木材取扱量が年々増加している。 
 
【令和４年度実績】
　木材集荷量　5904.71㎥
【令和３年度実績】 
　木材集荷量　7,712.52㎥ 
 【令和２年度実績】 
　木材集荷量　7,112.69㎥ 

貯木場での
間伐材等取

扱量
ｔ／年 7,113 7,713 5,905 9,000 10,000 12,000 65.6 千円 6,000 7,624 8,119 13,000 0.2 B

森林経営計画による森
林整備（搬出間伐など）
を進めた結果、森林施業
のしごとづくりや安定的
な木材供給などにより林
業振興の活性化に寄与
することが出来た。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

水産業振興補助
金事業（実計）

水産林務課 平成22年度 令和5年度 一般会計

対象 
　糸島漁業協同組合 
 
手段 
　定着生物で販売価格の高い種苗放流を支援する。 
 
目的 
　所得率の高い水産資源の確保により、後継者育成を図るとともに豊かな食の維持につなげる。 
 
成果 
　つくり育てる漁業の振興 
 
【令和４年度実績】 
　種苗放流事業　　　　　　　 9,642,941円 
　クルマエビ　20万2千尾、
　ヨシエビ　　 10万5千尾、
　クロアワビ　　7万9千個、
　赤ウニ　　　　 4万2千個の放流に対し補助。 
 
　種苗放流等事業補助金　　3,000,000円 

稚貝・稚魚
の放流種類

種類 5 5 4 6 6 6 66.7 千円 3,000 3,000 3,000 3,000 0.02 B

　稚魚や稚貝の放流を続
けることで水産資源を確
保し、漁業者の所得向上
を図るとともに、市民に
安全でおいしい魚介類
を届けることで、豊かな
食の維持につながる。

91

5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

林道改良事業（実
計）

水産林務課 令和元年度 令和12年度 一般会計

対象 
林業従事者、市民（観光客） 
 
手段 
福岡県林道改良事業補助金を活用し、林道の舗装工事・改良工事を実施する。 
 
目的 
市内の林道は森林施業に多く利用されているが、未舗装部分が半分あり、降雨後は路面浸食により通行に支障が生じるため、
舗装工事・改良工事を行う。 
 
成果 
【令和4年度実績】 
　県の補助事業を活用し、第３雷山浮嶽線の法面保護工事（L≂35.8ｍ）を実施した。 
　

舗装済延長 ｍ 33,218 33,218 33,218 33,218 34,450 36,221 100.0 千円 0 8,962 20,434 19,264 0.2 A

木材搬出の効率化を図
るため、林業生産基盤で
ある林内路網整備は必
要な事業である。また、
林業面以外にグリーン
ツーリズムなど観光面で
の基幹道路として多くの
市民が利用している道路
でもあるため、安全な通
行を確保するためにも継
続すべきである。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

水産多面的機能
発揮対策事業（実
計）

水産林務課 平成22年度 令和7年度 一般会計

対象 
　糸島磯根漁場保全協議会 
 
手段 
　水域の監視（監視活動）や藻場の保全（モニタリング、食害生物の除去、海藻の種苗投入、母藻の設置、多面的機能の理解・増進
を図る取組）活動を支援する。 
 
目的 
　水産業および漁村は、市民に安全で新鮮な水産物を安定的に提供する役割に加え、水域の監視・海難救助による市民の生命・
財産の保全等、市民に対して種々の多面的機能を提供する役割を担ってきた。 
　しかし、高齢化と漁村人口の減少等により、その役割に支障が生じているため、多面的機能が将来にわたって発揮するための
活動を推進する。 
 
成果 
　藻場機能の維持・回復 
 
【令和４年度実績】 
　水域の監視（監視活動）、藻場の保全（モニタリング、食害生物の除去、母藻の設置）活動を支援。 
 　
　
　　水産多面的機能発揮対策事業補助金　840,000円 
　　事務費（消耗品費 168,170円 、燃料費 12,000円 ）

食害生物の
駆除数

個 81,000 71,000 68,000 70,500 63,500 44,000 96.5 千円 1,043 1,022 1,021 1,023 0.2 A

　食害生物などの影響に
より減少した藻場再生の
継続や、産卵また稚魚の
成育の場の確保により、
海の環境を保全するとと
もに、漁業者の所得向上
を図り、市民に安全でお
いしい魚介類を届けるこ
とで、豊かな食の維持に
つながる。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

広域基幹林道開
設事業（道整備交
付金・地域活性化
事業）（実計）

水産林務課 平成5年度 令和6年度 一般会計

対象 
林業従事者 
 
手段 
・県営林道開設事業に対して市が負担金として負担する。 
・用地購入は県費補助事業として市が実施する。 
・立木補償費は県からの受託事業で市が実施する。 
 
目的 
森林の保全並びに林業施業の省力化を図るため、広域基幹林道を軸とした林道のネットワーク化を推進する。 
 
成果 
令和4年度末での第３雷山浮嶽線の開設延長は、L19,102ｍとなった。 
 
【令和4年度実績】 
　県営林道開設事業による第３雷山浮嶽線の開設工事（L246ｍ）について、完成した林道用地測量を実施した。

開設延長 ｍ 18,667 18,785 19,102 19,181 19,181 19,181 99.6 千円 30,163 25,887 2,851 6,783 0.1 A

林業生産基盤である林
内路網整備を行うため
にも、骨格となる森林基
幹道の整備は必要不可
欠である。
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１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

福岡県水産業振
興対策事業（実
計）

水産林務課 平成22年度 令和5年度 一般会計

対象 
　糸島漁業協同組合 
 手段 
　共同利用施設の整備を支援する。 
 目的 
　作業の効率化、安全性の確保などによる漁労環境の改善とコストの削減による所得の向上を図り、漁業を魅力ある職業への
転換を進めるため共同利用施設を整備する。 
 
成果 
　安全で、効率的な漁労環境の整備 
 
【令和４年度実績】 
　・福吉漁港　　鮮魚運搬トラックの整備 
　・船越漁港　　漁具倉庫の整備
　・福吉漁港　　出荷資材保管施設の整備 
　・姫島漁港　　鮮魚運搬船クレーンの整備
　総事業費　　　25,831,730円
　　うち補助対象事業費　　23,325,000円
　　県　　11,662,000円（福岡県水産業振興対策事業費補助金） 
　　市　　  5,233,000円（水産業振興対策事業補助金） 
　　漁協　 8,936,730円 

整備した施
設

箇所 28 33 36 35 38 38 102.9 千円 3,295 5,898 5,233 3,674 0.2 A

　共同利用施設を整備す
ることで、作業の効率
化、安全性の確保などに
よる漁労環境の改善とコ
ストの削減による所得の
向上が図られ、漁業が魅
力ある職業へと転換する
ことで、後継者育成にも
つながると考えている。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

林業専用道整備
事業（実計）

水産林務課 平成26年度 令和4年度 一般会計

対象 
森林整備施業者 
 
手段 
①路網計画 
②路線設計（車道幅員3.0ｍ、砂利道） 
③作設工事 
 
目的 
間伐材の有効利用による森林保全を実行するため、木材輸送機能を強化する林業専用道を整備し、効率的な木材の搬出を促進
し林業生産性の向上を図る。 
 
成果 
林業専用道の作設工事を実施した。 
 
【令和4年度実績】 
林業専用道の作設工事（Ｌ253.2ｍ）を実施した。 
 

林業専用道
の開設延長

ｍ 1,030 1,348 1,600 1,600 終了 1,600 100.0 千円 26,022 24,244 3,648 終了 0.2 A

間伐材の有効活用によ
る森林保全と効率的な
木材の搬出を促進するこ
とで林業生産性の向上
を図るため、林業専用道
の作設工事を計画的に
推進する。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

魚礁設置事業（実
計）

水産林務課 平成29年度 令和5年度 一般会計

対象 
　漁業者（糸島漁業協同組合） 
 
手段 
　水産基盤整備事業補助金（国・県）を活用し、鋼製魚礁を整備する。 
 
目的 
　糸島沿岸域に鋼製魚礁を設置することで、魚類の生息場の確保ならびに資源の増大を図り、もって漁家所得の向上と経営の
安定化に資する。 
 
成果 
【令和４年度実績】 
●姫島沖に鋼製魚礁を４基設置 
　事業費総額　　30,541,500円（補助対象外4,041,500円）　 
　　うち国庫（水産基盤整備事業補助金：6分の3）13,250,000円 
　　　　 県費（県水産基盤整備事業補助金：6分の2）8,833,000円 
　　　 　起債（漁港漁場整備法公共事業債90％）　　3,700,000円 
　　　　 受益者負担（市分担金条例：20分の1）　　　 　 422,000円 
　　　　 市一般財源　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　4,336,500円 
 

魚礁の設置
数

基 4 4 4 4 4 4 100.0 千円 29,784 26,544 30,542 35,800 0.2 A

　本事業は、漁業資源を
確保することにより、漁
業経営の安定を目的に、
令和５年度までの５ヶ年
事業で、鋼製魚礁を20
基設置する計画であり、
計画期間の確実な事業
実施が必要である。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

大塚溜池整備事
業（実計）

農地政策課 令和4年度 令和11年度 一般会計

対象
農業生産者及びため池周辺住民

手段
大塚溜池洪水吐下流水路（L=160ｍ）及び大塚溜池北側護岸（L=230ｍ）を防災減災対策事業（新設）を活用し、整備を実施す
る。
補助率（国50％：県20％：市30％）
実施時期　令和４年度用地測量、測量設計
　　　　　　  令和５年度　洪水吐下流水路工事
　　　　　　  令和６年度　ため池北側護岸工事
　　　　　　  令和７年度　ため池北側護岸工事

目的
農業用ため池の改修を行い、農用地、農業用施設の災害の発生を未然に防止し、農業生産の維持及び農業経営の安定を図ると
ともに、ため池周辺住民の安全や施設が安全に利用できるよう図る。

成果
【令和４年度成果】
用地測量、測量設計

整備実施箇
所累計

箇所 0 0 0 0 1 2 100.0 千円 0 0 9,639 59,693 0.2 A

指標は整備箇所としてお
り、令和４年度は工事の
ための実施設計及び用
地測量のみ実施してい
る。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

排水機場遊水池
浚渫事業（実・起）

農地政策課 令和4年度 令和6年度 一般会計

対象
農業者及び排水機場流域住民

手段
緊急浚渫推進事業債を活用し、市単独事業により排水機場遊水池の堆積した土砂の浚渫を行う。

目的
排水機場遊水池の堆積した土砂の浚渫し、排水機場の排水能力を確保することで、農地及び住宅地の浸水対策の向上を図る。

成果
【令和４年度成果】
　現地測量

整備実施箇
所累計

箇所 0 0 0 0 0 1 100.0 千円 0 0 4,704 52,500 0.1 A

指標は整備箇所としてお
り、令和４年度は工事の
ための現地測量のみ実
施している。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

森林再生プロ
ジェクト事業（実
計）

水産林務課 平成25年度 令和6年度 一般会計

対象 
山林所有者、林業従事者 
 
手段 
貯木場「伊都山燦」の運営、間伐材等搬出補助金の交付、地産材活用推進員の採用、広域基幹林道沿線の土地活用（展望所整
備）、市有林の計画的整備により事業を実施している。 
 
目的 
主伐や間伐による木材の搬出・集荷・供給のしくみの構築及び植林・育林・除伐・間伐・主伐の森林施業サイクルの復活により、働
く場の確保と林業従事者の所得向上を図り、林業振興と森林保全に寄与する。 
 
成果 
森林経営計画による森林整備（搬出間伐など）などの事業の推進により、貯木場「伊都山燦」の木材取扱量が年々増加している。 
 
【令和４年度実績】
　木材集荷量　5904.71㎥
【令和３年度実績】 
　木材集荷量　7,712.52㎥ 
 【令和２年度実績】 
　木材集荷量　7,112.69㎥ 

貯木場での
間伐材等取

扱量
ｔ／年 7,113 7,713 5,905 9,000 10,000 12,000 65.6 千円 6,000 7,624 8,119 13,000 0.2 B

森林経営計画による森
林整備（搬出間伐など）
を進めた結果、森林施業
のしごとづくりや安定的
な木材供給などにより林
業振興の活性化に寄与
することが出来た。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

水産業振興補助
金事業（実計）

水産林務課 平成22年度 令和5年度 一般会計

対象 
　糸島漁業協同組合 
 
手段 
　定着生物で販売価格の高い種苗放流を支援する。 
 
目的 
　所得率の高い水産資源の確保により、後継者育成を図るとともに豊かな食の維持につなげる。 
 
成果 
　つくり育てる漁業の振興 
 
【令和４年度実績】 
　種苗放流事業　　　　　　　 9,642,941円 
　クルマエビ　20万2千尾、
　ヨシエビ　　 10万5千尾、
　クロアワビ　　7万9千個、
　赤ウニ　　　　 4万2千個の放流に対し補助。 
 
　種苗放流等事業補助金　　3,000,000円 

稚貝・稚魚
の放流種類

種類 5 5 4 6 6 6 66.7 千円 3,000 3,000 3,000 3,000 0.02 B

　稚魚や稚貝の放流を続
けることで水産資源を確
保し、漁業者の所得向上
を図るとともに、市民に
安全でおいしい魚介類
を届けることで、豊かな
食の維持につながる。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

林道改良事業（実
計）

水産林務課 令和元年度 令和12年度 一般会計

対象 
林業従事者、市民（観光客） 
 
手段 
福岡県林道改良事業補助金を活用し、林道の舗装工事・改良工事を実施する。 
 
目的 
市内の林道は森林施業に多く利用されているが、未舗装部分が半分あり、降雨後は路面浸食により通行に支障が生じるため、
舗装工事・改良工事を行う。 
 
成果 
【令和4年度実績】 
　県の補助事業を活用し、第３雷山浮嶽線の法面保護工事（L≂35.8ｍ）を実施した。 
　

舗装済延長 ｍ 33,218 33,218 33,218 33,218 34,450 36,221 100.0 千円 0 8,962 20,434 19,264 0.2 A

木材搬出の効率化を図
るため、林業生産基盤で
ある林内路網整備は必
要な事業である。また、
林業面以外にグリーン
ツーリズムなど観光面で
の基幹道路として多くの
市民が利用している道路
でもあるため、安全な通
行を確保するためにも継
続すべきである。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

水産多面的機能
発揮対策事業（実
計）

水産林務課 平成22年度 令和7年度 一般会計

対象 
　糸島磯根漁場保全協議会 
 
手段 
　水域の監視（監視活動）や藻場の保全（モニタリング、食害生物の除去、海藻の種苗投入、母藻の設置、多面的機能の理解・増進
を図る取組）活動を支援する。 
 
目的 
　水産業および漁村は、市民に安全で新鮮な水産物を安定的に提供する役割に加え、水域の監視・海難救助による市民の生命・
財産の保全等、市民に対して種々の多面的機能を提供する役割を担ってきた。 
　しかし、高齢化と漁村人口の減少等により、その役割に支障が生じているため、多面的機能が将来にわたって発揮するための
活動を推進する。 
 
成果 
　藻場機能の維持・回復 
 
【令和４年度実績】 
　水域の監視（監視活動）、藻場の保全（モニタリング、食害生物の除去、母藻の設置）活動を支援。 
 
　　水産多面的機能発揮対策事業補助金　840,000円 
　　事務費（消耗品費 168,170円 、燃料費 12,000円 ）

食害生物の
駆除数

個 81,000 71,000 68,000 70,500 63,500 44,000 96.5 千円 1,043 1,022 1,021 1,023 0.2 A

　食害生物などの影響に
より減少した藻場再生の
継続や、産卵また稚魚の
成育の場の確保により、
海の環境を保全するとと
もに、漁業者の所得向上
を図り、市民に安全でお
いしい魚介類を届けるこ
とで、豊かな食の維持に
つながる。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

広域基幹林道開
設事業（道整備交
付金・地域活性化
事業）（実計）

水産林務課 平成5年度 令和6年度 一般会計

対象 
林業従事者 
 
手段 
・県営林道開設事業に対して市が負担金として負担する。 
・用地購入は県費補助事業として市が実施する。 
・立木補償費は県からの受託事業で市が実施する。 
 
目的 
森林の保全並びに林業施業の省力化を図るため、広域基幹林道を軸とした林道のネットワーク化を推進する。 
 
成果 
令和4年度末での第３雷山浮嶽線の開設延長は、L19,102ｍとなった。 
 
【令和4年度実績】 
　県営林道開設事業による第３雷山浮嶽線の開設工事（L246ｍ）について、完成した林道用地測量を実施した。

開設延長 ｍ 18,667 18,785 19,102 19,181 19,181 19,181 99.6 千円 30,163 25,887 2,851 6,783 0.1 A

林業生産基盤である林
内路網整備を行うため
にも、骨格となる森林基
幹道の整備は必要不可
欠である。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

福岡県水産業振
興対策事業（実
計）

水産林務課 平成22年度 令和5年度 一般会計

対象 
　糸島漁業協同組合 
 手段 
　共同利用施設の整備を支援する。 
 目的 
　作業の効率化、安全性の確保などによる漁労環境の改善とコストの削減による所得の向上を図り、漁業を魅力ある職業への
転換を進めるため共同利用施設を整備する。 
 
成果 
　安全で、効率的な漁労環境の整備 
 
【令和４年度実績】 
　・福吉漁港　　鮮魚運搬トラックの整備 
　・船越漁港　　漁具倉庫の整備
　・福吉漁港　　出荷資材保管施設の整備 
　・姫島漁港　　鮮魚運搬船クレーンの整備
　総事業費　　　25,831,730円
　　うち補助対象事業費　　23,325,000円
　　県　　11,662,000円（福岡県水産業振興対策事業費補助金） 
　　市　　  5,233,000円（水産業振興対策事業補助金） 
　　漁協　 8,936,730円 

整備した施
設

箇所 28 33 36 35 38 38 102.9 千円 3,295 5,898 5,233 3,674 0.2 A

　共同利用施設を整備す
ることで、作業の効率
化、安全性の確保などに
よる漁労環境の改善とコ
ストの削減による所得の
向上が図られ、漁業が魅
力ある職業へと転換する
ことで、後継者育成にも
つながると考えている。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

林業専用道整備
事業（実計）

水産林務課 平成26年度 令和4年度 一般会計

対象 
森林整備施業者 
 
手段 
①路網計画 
②路線設計（車道幅員3.0ｍ、砂利道） 
③作設工事 
 
目的 
間伐材の有効利用による森林保全を実行するため、木材輸送機能を強化する林業専用道を整備し、効率的な木材の搬出を促進
し林業生産性の向上を図る。 
 
成果 
林業専用道の作設工事を実施した。 
 
【令和4年度実績】 
林業専用道の作設工事（Ｌ253.2ｍ）を実施した。 
 

林業専用道
の開設延長

ｍ 1,030 1,348 1,600 1,600 終了 1,600 100.0 千円 26,022 24,244 3,648 終了 0.2 A

間伐材の有効活用によ
る森林保全と効率的な
木材の搬出を促進するこ
とで林業生産性の向上
を図るため、林業専用道
の作設工事を計画的に
推進する。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

魚礁設置事業（実
計）

水産林務課 平成29年度 令和5年度 一般会計

対象 
　漁業者（糸島漁業協同組合） 
 
手段 
　水産基盤整備事業補助金（国・県）を活用し、鋼製魚礁を整備する。 
 
目的 
　糸島沿岸域に鋼製魚礁を設置することで、魚類の生息場の確保ならびに資源の増大を図り、もって漁家所得の向上と経営の
安定化に資する。 
 
成果 
【令和４年度実績】 
●姫島沖に鋼製魚礁を４基設置 
　事業費総額　　30,541,500円（補助対象外4,041,500円）　 
　　うち国庫（水産基盤整備事業補助金：6分の3）13,250,000円 
　　　　 県費（県水産基盤整備事業補助金：6分の2）8,833,000円 
　　　 　起債（漁港漁場整備法公共事業債90％）　　3,700,000円 
　　　　 受益者負担（市分担金条例：20分の1）　　　 　 422,000円 
　　　　 市一般財源　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　4,336,500円 
 

魚礁の設置
数

基 4 4 4 4 4 4 100.0 千円 29,784 26,544 30,542 35,800 0.2 A

　本事業は、漁業資源を
確保することにより、漁
業経営の安定を目的に、
令和５年度までの５ヶ年
事業で、鋼製魚礁を20
基設置する計画であり、
計画期間の確実な事業
実施が必要である。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

大塚溜池整備事
業（実計）

農地政策課 令和4年度 令和11年度 一般会計

対象
農業生産者及びため池周辺住民

手段
大塚溜池洪水吐下流水路（L=160ｍ）及び大塚溜池北側護岸（L=230ｍ）を防災減災対策事業（新設）を活用し、整備を実施す
る。
補助率（国50％：県20％：市30％）
実施時期　令和４年度用地測量、測量設計
　　　　　　  令和５年度　洪水吐下流水路工事
　　　　　　  令和６年度　ため池北側護岸工事
　　　　　　  令和７年度　ため池北側護岸工事

目的
農業用ため池の改修を行い、農用地、農業用施設の災害の発生を未然に防止し、農業生産の維持及び農業経営の安定を図ると
ともに、ため池周辺住民の安全や施設が安全に利用できるよう図る。

成果
【令和４年度成果】
用地測量、測量設計

整備実施箇
所累計

箇所 0 0 0 0 1 2 100.0 千円 0 0 9,639 59,693 0.2 A

指標は整備箇所としてお
り、令和４年度は工事の
ための実施設計及び用
地測量のみ実施してい
る。

89

5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

①　農林水産業
の活性化

排水機場遊水池
浚渫事業（実・起）

農地政策課 令和4年度 令和6年度 一般会計

対象
農業者及び排水機場流域住民

手段
緊急浚渫推進事業債を活用し、市単独事業により排水機場遊水池の堆積した土砂の浚渫を行う。

目的
排水機場遊水池の堆積した土砂の浚渫し、排水機場の排水能力を確保することで、農地及び住宅地の浸水対策の向上を図る。

成果
【令和４年度成果】
　現地測量

整備実施箇
所累計

箇所 0 0 0 0 0 1 100.0 千円 0 0 4,704 52,500 0.1 A

指標は整備箇所としてお
り、令和４年度は工事の
ための現地測量のみ実
施している。

89

 

 

 

 

 

 

 



   

 

38 

基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に対する理由

と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

農林水産部
水産林務
課、ブラン
ド政策課

92 市内直売所の売上額 億円 62 60.8 63.5 64 64.5 65 96% 0.0% 4.0% E
成果上
昇、コス
ト維持

農林水産部 93

地産地消を意識し、糸島
産の農林水産物を積極的
に購入している市民の割
合（市民満足度調査）

％ 73.1 64.1 75.5 76.4 77.2 78 85% 0.0%

農業
振興
課

農林水産部 3 199,198 0.6 94
糸島ブランド木材利用建
物の建築棟数（累計）

棟 10 13 20 25 30 35 65% 12.0%

基本目標
5
ブランド
糸島で活
気あふれ
るまちづ
くり

（１）
農林水
産業の
振興

33 施策② 農
林水産物の
ブランド強
化

農業
振興
課

【指標の達成度の理由】
　コロナ禍における景気低迷の影響が大きく、各施策ともにコロナ過
前の令和元年度水準まで回復していない。
【今後の方向性】
　農林水産物の販路拡大や流通体系の確立、直売所における農林水産
物の売上向上、地産地消の推進に引き続き取組み、糸島ブランドを活
かした農林水産物の販売促進、消費拡大を図る。
【農業】
　市内直売所の連携強化や活性化により、農林水産物の売上向上を図
るとともに、学校給食や飲食店などへの農林水産物の利用を促進す
る。
【林業】
　糸島産材活用協議会の活性化と、森林環境譲与税を活用した地産材
建築支援事業を推進し、糸島産木材の販売を促進する。
【水産業】
　糸島産水産物のＰＲ、キャンペーン等を継続実施し、糸島産水産物
の認知度向上を図り、地域内消費拡大につなげる。

5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

②　農林水産物
のブランド強
化

直売所活性化事
業（実計）

農業振興課 平成26年度 不明 一般会計

対象 
市内の複数の農林水産業者が出荷した糸島産の農林水産物及びその加工品を中心に組織的に共同で販売する有人の施設で、
年間を通じて開設しているもの（直売所） 
 
手段 
(1)対象事業 
　ア　イベント開催事業　自主的にイベントを開催する事業   イ　機能拡充事業　　　直売所の魅力を増進させ、販売額の向上に資
すると認められる事業 
(2)補助率など 
　ア　イベント開催事業　２分の１以内：１事業当たり10万円 　イ　機能拡充事業　　　２分の１以内：１事業当たり30万円 
 
目的 
直売所施設の充実やイベント等の開催を支援することで、糸島産農林水産物の魅力を発信する場である直売所の活性化を推進
する。 

成果 
【令和4年度実績】 　3件：894000円 
補助件数と支給総額（過去３年度） 
・令和元年度実績　８件：1,218,000円 
・令和２年度実績　５件：959,000円 
・令和3年度実績　1件：100,000円

補助件数
（延べ）

件 18 19 22 24 30 30 91.7 千円 959 100 894 1,800 0.2 A

令和４年度見込みは達成
できなかったが、直売所
は情報発信の拠点だけ
ではなく、地産地消の推
進や地域営農の継続な
ど役割は大きく、必要な
事業である。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

②　農林水産物
のブランド強
化

水産業振興対策
事業（カキ小屋整
備事業）（実計）

水産林務課 平成28年度 令和7年度 一般会計

対象 
　糸島漁業協同組合 
 
手段 
　国庫補助事業（浜の活力再生交付金）を活用し、糸島漁業協同組合が計画するカキ小屋施設の常設化を支援する。 
 
目的 
　常設のカキ小屋を整備することで、休漁が増加する冬場に安定した収入を確保し、衛生面が改善されることで事故を未然に防
ぐ効果もあり、観光客の増加と漁業者の所得向上、雇用の創出につなげる。 
 
成果 
【令和4年度実績】 
　　船越牡蠣小屋新築工事　　　　　  397,865,776円 
　　船越牡蠣小屋新築工事監理業務　　 4,950,000円

 　　カキ小屋整備事業補助金　　　　　194,760,000円

カキ小屋の
常設店舗数

棟 9 0 7 7 0 23 100.0 千円 0 2,300 194,760 0 0.2 A

　カキの水揚額は、糸島
漁業協同組合全体の水
揚額の２割を超えてお
り、カキ小屋の来訪者も
40万人を超え、糸島地
域の活性化に大きく寄与
している。そのため、将
来にわたり安定的に営業
ができる常設施設は必
要であり、本事業によ
り、各種法令に準拠した
施設を設置することがで
きた。この事業に取り組
むことで、漁家所得の向
上と雇用の創出、冬場の
観光客の取り込みに大き
く貢献すると考えてい
る。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産業
の振興

②　農林水産物
のブランド強
化

離島漁業再生支
援事業（実計）

水産林務課 令和2年度 令和6年度 一般会計

対象 
　漁業者（姫島集落） 
 
手段 
　姫島集落で計画されている種苗放流事業、高鮮度処理、商品開発の取組みを支援することにより、離島漁業の活性化と生産力
向上、持続的な集落漁業の発展を目指す。 
 
目的 
　離島漁業の活性化と生産力向上、持続的な集落漁業の発展。 
 
成果 
【令和4年度】 
 　　総事業費　　3,544,000円 
　　　 国；1,772,000円 、県； 886,000円 、 市；886,000円 
　　事業内容 
　　　 種苗放流（クロアワビ）1,303,459円　　 
　　　 ウニ駆除　　　　　　　 　　　 91,200円 
　　　 品質判別装置導入　　　　143,770円 
　　　 ブランドロゴマーク作成 237,270円 
　　　 育成用筏の整備　　　　 1,683,110円　 
　　　 その他の経費　　　　　　 　　85,191円 

漁獲物のブ
ランド化

品目 3 3 3 3 3 3 100.0 千円 3,544 3,544 3,544 3,544 0.2 A

　本事業は、姫島集落の
取組を支援することで、
離島漁業の活性化と生
産力向上、持続的な集落
漁業の発展を目指すも
のであり、計画期間の確
実な事業実施が必要で
ある。

92

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費（単
位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果
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基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額 人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

達成度

(年度)

進捗率

（計画期

間）

平均進捗

率

総合評

価

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に対する

理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

農林水産部
水産林務
課、農地政
策課

95
認定農業者数（経営体
数）の減少抑制
※R7推計値350経営体

経営
体

372 366 367 365 364 362 100% 60.0% 59.5% C
成果上
昇、コス
ト維持

農林水産部 96
新規就農者数（農業）
（累計）

人 13 25 24 37 50 64 104% 23.5%

農業
振興
課

農林水産部 97
新規就業者数（漁業）
（累計）

人 10 34 20 31 42 54 170% 54.5%

農業
振興
課

農林水産部 1 6,977 0.1 98 林業従事者数の維持 人 24 24 24 24 24 24 100% 100.0%

基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に対する理由と今後の

方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

商工
振興
課

経済振興部
ブランド政
策課

99
創業件数（商工会支援件
数）

件 44 82 59 64 69 72 139% 100.0% 50.0% C
成果上
昇、コス
ト維持

商工
振興
課 経済振興部 2 3,537 0.4 100

空き店舗の数（中心市街
地）

軒 54 57 50 49 48 47 0.0% 0.0%

基本目標
5
ブランド
糸島で活
気あふれ
るまちづ
くり

（１）
農林水
産業の
振興

34 施策③ 担
い手育成

農業
振興
課

【指標の達成度の理由】
　農林水産業従事者の高齢化に伴い、全国的に担い手が大きく減少する中、
比較的緩やかな減少に留めることができた。
【今後の方向性】
　農林水産業の持続的な発展を図るため、意欲ある担い手の育成・確保が求
められていることから、今後も新たな担い手が参画しやすい環境づくりを推
進する。
【農業】
　新規就農の促進、新規就業者の支援し、新たな担い手の確保と早期定着、
経営安定を図るとともに、意欲的で経営感覚を持った農業者を育成する。
【水産業】
　生産基盤整備と漁業のコスト低減支援策を講じ、消費拡大のための振興策
を進め、漁業経営の安定化を図り、担い手確保・後継者育成につなげる。
【林業】
　各種支援策を講じ、コスト低減・経営の安定化を図り、担い手確保・後継
者育成につなげる。

基本目標
5
ブランド
糸島で活
気あふれ
るまちづ
くり

（２）
地域経
済の活
性化

35 施策① 未
来を担う企
業の創出と
育成

商工会と連携した創業支援により、市内での創業の裾野が広がってきてい
る。創業後間もない期間は、経営が不安定であるため、創業するための支援
に加え、創業後の経営基盤を安定させるための支援を実施していきたい。

5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

１　農林水産
業の振興

③　担い手育
成

環境保全型農
業直接支払事
業（実計）

農業振興課 令和２年度 令和６年度 一般会計

対象 
農業者団体（国際水準ＧＡＰを実施する農家で構成された有機農業の取組みを行うグループ） 
 手段 
化学肥料・農薬の低減に加え、農業分野において地球温暖化防止や生物多様性保全等に効果の高い取組み
を支援 
 【交付単価】 
　化学合成農薬の５割低減＋カバークロップ（緑肥）の作付　8,000円/10a 
　化学合成農薬の５割低減＋堆肥の施用　　　　　　　　　　4,400円/10a 
　有機農業の取組　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8,000円/10a 
 【負担割合】 
　　国：1/2、県：1/4、市：1/4 
 目的 
温暖化防止及び生物の生育環境の保全の促進及び化学肥料・農薬の低減による、農業の持続的発展と多面
的機能の健全な発揮 
 成果 
【令和４年度実績】　６団体（２７人）７０.９１haの取組み
　決算額：6,976,680円（内訳：国県計5,232,510円、市1,744,170円）

取組み団
体数

団体 5 6 6 6 6 6 100.0 千円 6,541 7,363 6,977 8,000 0.1 A

減農薬・減化学肥料の
取組みに加え生物多
様性保全等に効果の
高い取組を推進して
いる。本市では６団体
がこの取組を行ってお
り、水稲をはじめ野
菜、柑橘と多様な品種
で取り組んでいる。毎
年取組む面積も拡大
しており、本市ブラン
ドとして安全で安心な
農産物の供給、普及に
努めており、高く評価
するとともに、今後も
市として支援していく
事業と考える。
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基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費（単
位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

２　地域経済の
活性化

①　未来を担う
企業の創出と
育成

経営強化専門家
活用事業（実計）

商工振興課 令和４年度 令和７年度 一般会計

対象
市内商工業者

手段
補助

目的
長期化する新型コロナウイルス感染症の影響や、世界情勢の不安による物価高騰等による厳しい経営環境の
中、国や県等の補助金や助成金を活用し、経営の改善・強化を図ろうとする意欲ある商工業者を、専門家による
申請サポートを受ける場合の費用の一部を補助することで支援する。

成果
【令和４年度実績】
申請件数：12件

申請件数 件 ー ー 12 30 30 90（累積） 40.0 千円 ー ー 573 2,000 0.1 C

令和４年度は、年度途中
からの制度開始となった
ため、申請件数が伸びな
かった。
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5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

２　地域経済の
活性化

①　未来を担う
企業の創出と
育成

経営革新事業者
補助事業（実計）

商工振興課 平成22年度 令和６年度 一般会計

対象 
市内商工業者
 
手段 
補助
 
目的 
経営革新意欲（やる気）のある商工業者が積極的に経営革新に取り組む事業に補助することで、経営の強化・安
定を図る。また、補助対象事業者の相手商工業者を市内商工業者に誘導することで、補助額以上の経済効果を
期待する。 

成果 
【令和３年度実績】 
補助事業件数：14件
糸島市の経営革新承認件数：28件 
 【令和４年度実績】
補助事業件数：9件
糸島市の経営革新承認件数：１８件

経営革新計
画承認数

件 35 28 18 30 25 25 60.0 千円 7,856 3,406 2,964 10,000 0.3 B

新型コロナウイルス感染
症や物価高騰に対応する
臨時的な国や県の補助
制度に利用者が流れ、申
請件数や経営革新計画
の承認件数が伸びな
かった。
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基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費（単
位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果
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基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に対する理由と今後の

方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

経済振興部 101
法人市民税決算額
※R3主要施策の成果に関
する調書より

億円 4.19 4.22 4.22 4.23 4.24 4.25 100% 50% 17% E
成果上
昇、コス
ト維持

経済振興部 102 市内総生産額 億円 2,287 2,252 2,340 2,360 2,380 2400 96% 0.0%

商工
振興
課

経済振興部 2 28,650 0.4 103

地産地消を意識し、糸島
産の農林水産物を積極的
に購入している市民の割
合（市民満足度調査・
「ややそう思う」除く）

％ 40 16.8 43 44 45 46 39% 0.0%

基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に対する理由と今後の

方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

経済振興部 - 104 観光入込客数 万人 682.7 609.6 719.5 737.9 756.3 774.7 85% 0.0% 0.0% C
成果上
昇、コス
ト維持

経済振興部 105 外国人観光客入込客数 万人 6.8 0.14 7.16 7.34 7.52 7.7 2% 0.0%

経済振興部 106 宿泊観光者数 万人 12.2 10.4 14.0 14.9 15.8 16.7 74% 0.0%

経済振興部 2 3,658 0.4 107 旅行消費額 億円 145.8 131 156.12 161.28 166.44 171.6 84% 0.0%

企業誘致などにより、法人市民税の税収が増加している。しかし、新型コロ
ナウイルス感染症の影響で市内経済が停滞し、市内総生産額は減少してい
る。今後は、にぎわい回復チャレンジ事業やプレミアム付商品券事業によ
り、地域の経済を活性化するとともに、市民の市内消費の意識を醸成し、域
内経済循環を高めていきたい。

基本目標
5
ブランド
糸島で活
気あふれ
るまちづ
くり

（３）
観光の
成長産
業化

37 施策① 地
域資源を生
かした観光
の振興

ブラ
ンド
政策
課

新型コロナウィルス感染症拡の影響により人流抑制策が講じられ観光入込客
が激減。そのことにより、宿泊者数、旅行消費額も減少し進捗率は0％だが、
全国の入込客数の減少率と比較すると低い。また基準年であるR1（H30実績）
の89％まで観光客が戻ってきているため総合評価は中間の「C」とする。
コロナ禍で観光客のニーズが変化し、「団体旅行」「物見型」の観光から、
「個人旅行」「参加体験型」の観光が求められているため、今後はさらに糸
島ならではの観光商品を造成し、「来る人」と「住む人」が繋がり継続的に
糸島ファンとなっていただけるような観光のまちづくりを観光協会（DMO)と
連携し行っていく。
※参考
　観光入込数減少率（R1（H30実績）とR4(R3実績）の対比）
の算出方法
　減少率の算出方法：1-（R4(R3実績）／R1（H30実績））×100
【全国】　減少率　54.7%…１－（2億6,846万人／5億9,297万人）×100
【糸島市】減少率　10.7%…１－（609.6万人／682.7万人）×100

基本目標
5
ブランド
糸島で活
気あふれ
るまちづ
くり

（２）
地域経
済の活
性化

36 施策② 域
内経済循環
の推進

商工
振興
課

ブランド政
策課、農業
振興課、水
産林務課

5.ブラ
ンド糸
島で活
気あふ
れるま
ちづく

り

２　地域経
済の活性化

②　域内経
済循環の推
進

マーケティン
グ推進事業
（実計）

ブランド政策課平成31年度令和5年度 一般会計

対象 　　市内事業者
 手段 　
　
マーケティングに基づく商品開発や流通、広告・宣伝などのノウハウを市内事業者等に拡大し、継続
的に展開していくとともに、継続して事業者を指導、育成する仕組みを構築する。 
 目的 
市内事業者等が高まった糸島認知をビジネスチャンスとして生かす基盤を強化するため、マーケ
ティング手法の実践モデルを展開する。 
 成果 
　豊富な市内一次産品等を利用した新たな産業の創出・市内産品の新たな販路の確保に繋げるた
め、下記の講座・セミナーを実施した。 
 【令和４年度実績】 
・販路拡大スキルアップ講座Instagramでの情報発信スキルの基礎から応用まで学び、運用する
ことで販路開拓に繋げることを目的として商工会と開催。４回開催：延べ参加者８３人
・オンライン商談会の「コツ」がわかる講座　　　オンライン商談会での効果的な商談方法のスキル
アップを図ることを目的として、商工会と開催。１回開催：参加者７人
　  

販路拡
大のため
の独自
商談会・
研修会
の開催

回 0 0 5 6 6 6 83.3 千円 17,250 15,351 1,305 4,282 0.1 A

地域おこし協力隊
の長期休暇によ
り、事業費は減と
なったが、研修会
を５回実施した。
参加した事業者か
らの評価も高く、
効果的に事業を実
施できた。

102

5.ブラ
ンド糸
島で活
気あふ
れるま
ちづく

り

２　地域経
済の活性化

②　域内経
済循環の推
進

にぎわい回
復チャレンジ
事業（コロナ
交付金）（実
計）

商工振興課 令和3年度 令和５年度 一般会計

対象 
市内商工業者 
 
手段 
補助 
 
目的 
新型コロナウイルス感染症や物価高騰の影響により、地域経済が低迷する中、消費を喚起する商工
業者の取り組みを支援し、地域経済の回復を図る。 
 
成果 
【令和３年度実績】 事業数：３事業 、利用者数：計57事業者 、総交付額：6,343千円 
 【令和４年度実績】事業数：11事業、利用者数：計161事業者、総交付額：27,345千円

本事業
を活用し
たキャン
ペーン等
の実施

数

回 ー 3 11 22 11 ３８（累計） 50.0 千円 0 6,343 27,345 20,000 0.3 C

申請件数は伸びな
かったが、想定よ
りも参加事業者が
多い大きなイベン
トの開催に結び付
いた。
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基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費（単
位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

5.ブラ
ンド糸
島で活
気あふ
れるま
ちづく

り

３　観光の
成長産業化

①　地域資
源を生かし
た観光の振
興

いとしまブラ
ンド推進事業
（広告掲載等
事業）（実計）

ブランド政策課平成25年度令和4年度 一般会計

対象  糸島市民、糸島市内事業者、市外事業者（メディア・バイヤーが中心）
手段  首都圏、関西圏、福岡都市圏、海外などへ糸島の観光や暮らしなどの情報をターゲットに適し
た媒体で効果的に発信する。
目的  各メディアの取材等を通して、全国や海外での糸島市の認知度の向上、福岡都市圏への糸島
市の新たな過ごし方等を提案することで、観光客、交流人口、定住者を増やすとともに、市内事業者
の利益向上へ繋げ、市内経済の発展を目指す。
成果【令和４年度実績】
店舗による情報発信をＡＮＡＦＡＳＴＡ福岡空港８番ゲート店、メゾンデリス３番町（東京都千代田区）
にて行うとともに、糸島のみを特集したムック本への広告出稿を１件、費用対効果が高い雑誌を選
定しての広告出稿を１件実施した。また、令和２，３年度に作成した無料素材動画を活用してもらう
ために、制作会社へ１０００件のＤＭを送付し、主にテレビ局を中心として28件の利用があった。ま
た、回復しつつあるインバウンド集客を目的として、韓国向けに糸島の認知度アップを目的としたＳ
ＮＳによる情報発信も実施。なお、各メディア等への取り上げ件数は、把握している分で全国テレビ
放送１５件、雑誌３５件、Ｗｅｂメディア８件、新聞３件、ＣＭ１件となり、糸島への注目が定着している
と考える。

プロモー
ションに
関する営
業活動
（年間回

数）

回 19 5 14 70 0 70 20.0 千円 2,785 7,188 2,612 0 0.2 D

指標である営業活
動（首都圏、関西
圏）の回数は、コロ
ナ禍により減って
いるが、広告出稿・
素材動画の活用等
によって、メディア
での糸島の露出は
継続できており、
定住希望者の拡大
や観光客、交流人
口の拡大に繋がっ
ている。

104

5.ブラ
ンド糸
島で活
気あふ
れるま
ちづく

り

３　観光の
成長産業化

①　地域資
源を生かし
た観光の振
興

着地型旅行
商品造成事
業（実計）

ブランド政策課 令和４年度 令和５年度 一般会計

対象
市内観光事業者、旅行業者、DMO、（一社）糸島市観光協会、観光客
手段
着地型旅行商品の素材を造成、集約化し、旅行業者などのマッチングを行い、市内観光事業所へ送
客する仕組みを構築する。
委託先は、観光地域づくり法人「登録DMO」である（一社）糸島市観光協会とする。
目的
稼ぐ受け皿づくりを行うことで、観光消費額の増加、ＤＭＯ(観光協会)を軸とした送客・回遊・消費
を促す推進体制作りを目指す。
成果
【令和４年度実績】
着地型旅行商品素材　32商品造成
スキルアップセミナー開催　２回実施（25人参加）
モニターツアーの実施　２回実施
旅行会社への営業活動　24社

旅行商
品素材

数
商品 0 0 32 30 30 60(累計） 100.0 千円 0 0 1,046 1,107 0.2 A

糸島ならではの観
光旅行送品の素材
の造成ができ、
DMOを軸とした
送客・回遊・消費を
促す推進体制の土
台づくりができた。
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基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費（単
位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果
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基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に対する理由

と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

経済振興部 商工振興課 108
レンタサイクルの利用者
数

人 3,011 5,654 3,708 4,056 4,405 4,753 152% 100.0% 96.7% A
成果上
昇、コス
ト維持

経済振興部 109
キャッシュレス決済の導
入事業所数

事業
所

81 408 117 129 141 153 349% 100.0%

ブラ
ンド
政策
課

経済振興部 1 9,809 0.1 110
観光ボランティアガイド
がツアーを実施した数

回 6 24 14 18 22 26 171% 90.0%

基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に対する理由

と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

経済振興部
学研都市づ
くり課、都
市計画課

111
企業誘致件数　（H22～R
７の累計）

社 13 14 13 16 16 16 108% 33.3% 77.3% B
成果上
昇、コス
ト維持

経済振興部 112
企業誘致による従業員数
（H22～R７の累計）

人 949 1315 1,171 1,245 1,320 1,320 112% 98.7%

商工
振興
課

経済振興部 3 5,739 3 113
市外からの通勤者の割合
（流入人口/流出人口）

％ 25 30.2 25.8 26.2 26.6 27 117% 100.0%

企業誘致件数及び誘致企業における従業員数、市外からの通勤者割合
すべての指標についてR4計画値を上回っており「企業から選ばれる街
の創出」が着実に進展している。引き続き、地域経済の活性化・雇用
の場創出・市としての自主財源確保を図るため、新たな産業団地整備
に向けた検討を進めるとともに、今後の企業誘致活動について、求職
と求人の効果的なマッチングも踏まえながら誘致企業の業種等につい
ても検討していく。

基本目標
5
ブランド
糸島で活
気あふれ
るまちづ
くり

（３）
観光の
成長産
業化

38 施策② お
もてなし環
境の整備

観光客が快適に過ごし、滞在時間の延伸、観光消費額が向上できるよ
うにおもてなし環境の整備を進めている。
観光客がまた来たいと思っていただけるおもてなしの環境整備を実施
していく。

基本目標
5
ブランド
糸島で活
気あふれ
るまちづ
くり

（４）
企業誘
致の促
進

39 施策① 企
業から選ば
れるまちの
創出

商工
振興
課

ブラ
ンド
政策
課

5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

３　観光の成長
産業化

②　おもてなし
環境の充実

観光案内・情報発
信業務委託事業
（実計）

ブランド政策課 平成31年度 令和7年度 一般会計

【対象】    糸島市観光協会、市内観光事業者、本市を訪れる観光客（旅前、旅中） 
 【手段】   観光案内所における観光客への観光案内及び総合インフォメーション、電話やメールでの問い合わせ
対応、観光パンフレットの発送、個人や団体旅行客に対する旅程の提案、観光ボランティアガイドの紹介・斡旋、
雑誌やマスコミからの問い合わせや紹介に対する回答・記事校正・画像提供など、「観光情報の収集、発信、現地
案内」を包括的に業務委託する。 
委託先は、観光地域づくり法人「登録DMO」であり、業務に関する経験・実績を有し、ＪＲ筑前前原駅前に事務所
を有して案内所の立地条件にも優れる、（一社）糸島市観光協会とする。 
 【目的】   観光情報の収集、発信、窓口案内を一元的に委託することで、観光誘客の強化、周遊観光の促進、観光
満足度の向上を目指す。 
 【成果】
「観光情報の収集、発信、現地案内」を包括的に業務委託し、効率的・効果的に実施することで、観光入込客の増
加及び周遊促進による市内観光消費額の増加、観光満足度の向上によるリピーターの向上に寄与する。 【令和4
度実績】 ・電話による問い合わせ対応8,853件 ・観光案内所窓口案内11,336件（来訪者17,444人、うち外国
人886人） ・観光パンフレット発送224件 
・メディアからの問い合わせ対応、記事校正186件 ・観光ボランティアガイド紹介、斡旋6件 ・観光情報発信回数
（HP,SNS)571回

観光案内窓
口における
来場者対応

数

人 16,501 13,893 11,336 17,400 14,600 16,000 65.1 千円 8,733 8,733 9,809 10,098 0.1 B

コロナ禍により観光
協会の窓口案内件数
は減少となったが、メ
ディアからの問い合
わせなどの件数が増
えた。
また観光協会のHP
を令和４年４月１日に
リニューアルし戦略的
かつ効果的な情報発
信を行っている。
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基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費（単
位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

４　企業誘致の
促進

①　企業から選
ばれるまちの
創出

企業誘致事業 商工振興課 平成２２年度 不明 一般会計

対象　企業
手段
〇産業団地進出企業へのフォローアップ
　・進出企業の操業開始に向けた支援や連絡調整、諸手続きなど
〇産業団地・研究団地への企業誘致活動
　・企業情報の収集（新聞など）
　・アンケートによる企業情報収集
　・九州大学と共同研究を行っている企業への企業訪問
　・立地希望企業への対応（情報の提供や現地案内）
　・福岡県、九州大学など主催するセミナーへの参加により企業との
　　情報交換を行う。
目的
〇市民の雇用機会の拡大及び地域経済の発展を図り、かつ自主財
　 源の確保を行う。
成果
〇令和４年　企業立地協定数：２社
　　　　　　　　従業員数（R5.3.31現在)：集計中

企業訪問件
数

企業相談件
数

件
52
38

36
70

50
70

36
36

36
36

180
180

138
194

千円 301 587 1,156 1,387 1.5 A

・企業誘致件数及び企業
相談件数ともに
　目標値を超えており、
令和４年度におけ
　る企業立地協定も企業
２社と締結して
　いる。

111
112
113

5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

４　企業誘致の
促進

①　企業から選
ばれるまちの
創出

企業立地関係事
業

商工振興課 平成２２年度 不明 一般会計

対象　企業、糸島市土地開発公社
手段
〇前原IC地区北産業団地整備事業整備
　 ・令和４年度：用地売買契約完了
　 ・令和５年度：造成開始
　 ・令和６年度：造成完了、企業への販売完了
目的
〇企業誘致事業の受け皿つくり
成果
　・北産業団地Ⅱ期整備事業を実施中

用地取得
造成進捗
販売率

筆
％
％

0
0
０

0
0
０

74
0
０

74
５０
０

７４
５０
０

74
100
１００

100
0
０

千円 184 249 238 296 1.0 D

・令和５年度に事業完了
予定であったが、
　用地取得が計画から１
年遅れており、事
　業完了を令和６年度に
変更を行った。

111
112
113

5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

４　企業誘致の
促進

①　企業から選
ばれるまちの
創出

企業立地関係事
業（実計）

商工振興課 令和４年度 令和４年度 一般会計

対象　企業
手段
〇業務委託により下記の調査を行い可能性調査を実施
〇候補地に関する現況調査
〇候補地の分析（整備の可能性、産業集積の可能性など）
〇自然災害リスクやインフラの整備に関すること
○候補地における産業拠点としての評価
○土地利用計画及び産業拠点としての評価
目的
〇企業誘致事業の受け皿である産業団地が不足していることから
　 新たな産業団地の可能性を確認すること
成果
〇調査結果、仮称波多江IC周辺での産業団地の可能性の有無

業務委託の
進捗

％ ー ー 100 100 ー 100 100 千円 ー ー 4,345 ー 0.5 A

・令和４年度で事業完了
・福岡県の補助金（５
０％）を活用し費用の
　削減に努めた。
・新産業団地整備及び企
業誘致事業への
　資料として活用ができ
る。

111
112
113

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費（単
位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果
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基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に対する理由と今後の

方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

経済振興部
都市計画
課、商工振
興課

114
研究機関・企業の立地数
（九大関連）
（H22～R７の累計）

機関 8 8 9 9 10 10 89% 0.0% 42.0% B
成果上
昇、コス
ト維持

経済振興部 115
誘致企業の従業員数（九
大関連）
（H22～R７の累計）

人 294 367 350 360 368 368 105% 98.6%

学研
都市
づく
り課 経済振興部 3 7,701 2.8 116

研究団地の販売面積（九
大関連）
（H22～R７の累計）

ha 5 6.4 9 9 10.1 10.1 71% 27.5%

基本目標
5
ブランド
糸島で活
気あふれ
るまちづ
くり

（４）
企業誘
致の促
進

40 施策② 新
産業を創出
する学術研
究都市づく
り

学研
都市
づく
り課

令和4年度、延べ264団体、460人に対し糸島サイエンス・ヴィレッジ（SVI）
への案内・協議を行ったが、九州大学の研究を実用化・事業化につなげるこ
とを目的としたSVIへの立地表明を行った企業・研究所は、結果的にゼロだっ
た。しかしながら、次年度につながるPR・誘致活動ができたため、総合評価
はBとしたい。
市内への誘致企業・研究所のうち、九州大学関連のものについて、従業員数
は着実に増え、令和4年度計画数を上回っている。また、糸島リサーチパーク
内に新たに昭栄化学工業㈱との立地協定を行ったことに伴い、販売面積は増
加した。
令和5年度は、10月に昭栄化学工業㈱の操業が予定されており、立地機関数及
び従業員数の増が望める。SVI関連については、引き続き営業活動を進め、立
地したいと考えてもらえる企業・研究所の獲得に努めていく必要がある。

5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

４　企業誘致の
促進

①　企業から選
ばれるまちの
創出

企業誘致事業 商工振興課 平成２２年度 不明 一般会計

対象　企業
手段
〇産業団地進出企業へのフォローアップ
　・進出企業の操業開始に向けた支援や連絡調整、諸手続きなど
〇産業団地・研究団地への企業誘致活動
　・企業情報の収集（新聞など）
　・アンケートによる企業情報収集
　・九州大学と共同研究を行っている企業への企業訪問
　・立地希望企業への対応（情報の提供や現地案内）
　・福岡県、九州大学など主催するセミナーへの参加により企業との
　　情報交換を行う。
目的
〇市民の雇用機会の拡大及び地域経済の発展を図り、かつ自主財
　 源の確保を行う。
成果
〇令和４年　企業立地協定数：２社
　　　　　　　　従業員数（R5.3.31現在)：集計中

企業訪問件
数

企業相談件
数

件
52
38

36
70

50
70

36
36

36
36

180
180

138
194

千円 301 587 1,156 1,387 1.5 A

・企業誘致件数及び企業
相談件数ともに
　目標値を超えており、
令和４年度におけ
　る企業立地協定も企業
２社と締結して
　いる。

111
112
113

5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

４　企業誘致の
促進

①　企業から選
ばれるまちの
創出

企業立地関係事
業

商工振興課 平成２２年度 不明 一般会計

対象　企業、糸島市土地開発公社
手段
〇前原IC地区北産業団地整備事業整備
　 ・令和４年度：用地売買契約完了
　 ・令和５年度：造成開始
　 ・令和６年度：造成完了、企業への販売完了
目的
〇企業誘致事業の受け皿つくり
成果
　・北産業団地Ⅱ期整備事業を実施中

用地取得
造成進捗
販売率

筆
％
％

0
0
０

0
0
０

74
0
０

74
５０
０

７４
５０
０

74
100
１００

100
0
０

千円 184 249 238 296 1.0 D

・令和５年度に事業完了
予定であったが、
　用地取得が計画から１
年遅れており、事
　業完了を令和６年度に
変更を行った。

111
112
113

5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

４　企業誘致の
促進

①　企業から選
ばれるまちの
創出

企業立地関係事
業（実計）

商工振興課 令和４年度 令和４年度 一般会計

対象　企業
手段
〇業務委託により下記の調査を行い可能性調査を実施
〇候補地に関する現況調査
〇候補地の分析（整備の可能性、産業集積の可能性など）
〇自然災害リスクやインフラの整備に関すること
○候補地における産業拠点としての評価
○土地利用計画及び産業拠点としての評価
目的
〇企業誘致事業の受け皿である産業団地が不足していることから
　 新たな産業団地の可能性を確認すること
成果
〇調査結果、仮称波多江IC周辺での産業団地の可能性の有無

業務委託の
進捗

％ ー ー 100 100 ー 100 100 千円 ー ー 4,345 ー 0.5 A

・令和４年度で事業完了
・福岡県の補助金（５
０％）を活用し費用の
　削減に努めた。
・新産業団地整備及び企
業誘致事業への
　資料として活用ができ
る。

111
112
113

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費（単
位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

４　企業誘致
の促進

② 新産業を
創出する学
術研究都市
づくり

糸島サイエン
ス・ヴィレッジ
実現化事業（実
計）

学研都市づくり課 令和2年度 令和7年度 一般会計

対象 
（一社）ＳＶＩ推進協議会 
手段 
糸島市や九州大学などの産学金官で構成する（一社）ＳＶＩ推進協議会を中心として各種プロジェクトを展開しな
がら、九州大学伊都キャンパス西側地区に糸島サイエンス・ヴィレッジを実現させるための協議・検討を進める。 
目的 
さまざまな分野の企業・研究者や学校などが集積し、イノベーションや新産業が生まれ、地域と大学の学生・教職
員などが活発に交流する真の学術研究都市を構築する。 
成果 
糸島サイエンス・ヴィレッジの実現 
【令和３年度】 
（一社）ＳＶＩ推進協議会事務所（旧清掃センター）の環境整備
【令和４年度】
 ローカル５Ｇ設備及びサーバー設置

訪問・協
議・視察対
応した企
業・団体数
（延べ数）

件 不明 不明 264 100 200 400 264.0 千円 0 808 650 6,861 1.0 A

実証事業が始まり、
企業の視察対応等が
多数あった。企業や
大学関係者に糸島サ
イエンス・ヴィレッジ

を知ってもらい、応援
してもらうことにつな
がったため、じゅうぶ
んな達成状況であっ

た。

114
115
116

5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

４　企業誘致
の促進

② 新産業を
創出する学
術研究都市
づくり

企業誘致事業 商工振興課 平成２２年度 不明 一般会計

対象　企業
手段　〇産業団地進出企業へのフォローアップ・進出企業の操業開始に向けた支援や連絡調整、諸手続きなど
〇産業団地・研究団地への企業誘致活動・企業情報の収集（新聞など）・アンケートによる企業情報収集
　・九州大学と共同研究を行っている企業への企業訪問・立地希望企業への対応（情報の提供や現地案内）
　・福岡県、九州大学など主催するセミナーへの参加により企業との情報交換を行う。
目的
〇市民の雇用機会の拡大及び地域経済の発展を図り、かつ自主財
　 源の確保を行う。
成果
〇令和４年　企業立地協定数：２社
　　　　　　　　従業員数（R5.3.31現在)：集計中

企業訪問
件数

企業相談
件数

件
52
38

36
70

50
70

36
36

36
36

180
180

138
194

千円 301 587 1,156 1,387 1.5 A

・企業誘致件数及び
企業相談件数ともに
　目標値を超えてお
り、令和４年度におけ
　る企業立地協定も
企業２社と締結して
　いる。

114
115
116

5.ブラン
ド糸島で
活気あふ
れるまち
づくり

４　企業誘致
の促進

② 新産業を
創出する学
術研究都市
づくり

九州大学連携
推進事業（推進
機構補助金等）

学研都市づくり課 平成22年度 不明 一般会計

対象 
公益財団法人九州大学学術研究都市推進機構（OPACK） 
 
手段 
産学官で構成する公益財団法人への補助金を拠出することで、学術研究都市構築につなげる。 
 
目的 
九州大学学術研究都市構築のための活動支援 
 
成果 
企業・研究所の誘致のためのPR活動が行われた。また、九大移転に関係する各種問題解決のため、関係団体で
の協議の場を持つことができた。 
 

セミナー
における
PR活動
（累計）

回 不明 8 18 16 25 40 112.5 千円 6,882 5,968 5,895 6,855.0 0.3 A

OPACKの一員とし
て、九州大学学術研

究都市づくりのため、
要望活動を行ったり、
セミナー等でのPR活
動を行うことができ

た。

114
115
116
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基本目
標

政策
通し
番号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標

の達

成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度

に対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

都市
計画
課 建設都市部 都市施設課 117

生活利便性や良好な住環境など
生活環境が整備されていると思
う市民の割合（市民満足度調
査）

％ 32.7 32.8 36.3 37.5 38.7 40.0 90% 1.4% 22.7% D
成果上
昇、コス
ト増大

都市
計画
課 建設都市部 118 市内の住宅耐震化率 ％ 78.0 85.5 86.4 89.2 92.0 95.0 99% 44.1%

基本目
標6
快適で
住みよ
いまち
づくり

（１）
都市機
能の充
実

41 施策① 良
好な住環境
の創出と都
市的土地利
用の促進

生活利便性や良好な住環境など生活環境が整備されている
と思う市民の割合（市民満足度調査）のＲ４計画値に対す
る実績値の進捗率が低いためD評価としている。
今後、本市の魅力である自然環境等を守りながら市街化調
整区域におけるコミュニティを維持し校区の生活拠点を形
成していくため、ガイドラインを策定し校区中心部に地域
の生活利便施設や活性化につながる施設等の立地誘導と、
新たな居住空間の創出による生活拠点形成を進めていきた
いと考えている。

6 136,419 4.3

6.快適で
住みよい
まちづく

り

１　都市機能
の充実

①　良好な住
環境の創出
と都市的土
地利用の促
進

住居表示整備
事業（区域拡大
分）（実計）

市民課 平成29年度 令和7年度 一般会計

対象 
市民 
手段 
道路、河川、水路、鉄道または軌道の線路、その他恒久的な施設等から町及び街区を区画する街区方式を採用
し、街区符号と街区内にある建物等の住居番号を付番する。 
目的 
住居表示の実施により住所を分かりやすくすることで、緊急車両等がスムーズに目的地に到達でき、また、郵便
物の誤配達等を防ぐことで、市民生活の利便性の向上を図る。 
成果 
緊急車両等がスムーズに目的地に到達でき、また、郵便物の誤配や遅配を防ぐことにより、市民生活の利便性が
向上する。 
【令和４年度の実績】 
〇令和４年度に計画していた二丈武・田中区域の住居表示を計画どおり実施した。 
〇令和５年度に計画している二丈深江・松末区域は、「町名及び町割り案」が１２月議会で議決され計画どおり手
続きを実施した。 
〇令和６年度に計画している二丈福井・吉井区域は、町名検討協議会を開催し「町名及び町割り案」を計画どお
り策定した。 
 

平成３０年
度以降の
住居表示
実施区域
の面積

ｈａ 95 0 74 74 116 594 100.0 千円 14,713 479 9,882 14,895 2.0 A
二丈武、二丈田中の
住居表示が計画どお
り実施できた。

117

6.快適で
住みよい
まちづく

り

１　都市機能
の充実

①　良好な住
環境の創出
と都市的土
地利用の促
進

がけ地近接等
危険住宅移転
事業（実計）

都市計画課 平成29年度 令和6年度 一般会計

対象 
がけ崩れなどの危険がある区域（がけ地近接等危険区域)内にある既存の住宅（危険住宅）を除去し、安全な土
地へ新築(購入も含む）をする人 
 
手段 
①除去等費：危険住宅の撤去費、動産移転費、仮住居費を1戸あたり975千円を上限として補助。 
②建物助成費：危険住宅に代わる住宅の建設または購入（土地の取得を含む）の資金を金融機関等から借入れ
た場合、利子相当額を１戸あたり4,210千円（建物3,250千円、土地960千円）を限度として補助する。（借入
れ利率8.5%を限度） 
 
目的 
土砂災害から市民の生命、身体及び財産を守る。 
 
成果 
○補助事業の活用　１件／年 
○防災に対する市民意識の向上 
 
【令和4年度実績】 
なし 

補助件数 件 1 1 1 2 3 6 50.0 千円 975 0 0 5,185 0.1 C

令和４年度は２件の
相談があり、現地調
査等を行ったところ
補助対象となる見込
みであったため、申
請の案内をしていた
が、申請に至らな
かった。
令和５年度は、広報へ
の掲載を早めに行う
ことにより周知し、補
助金の活用を進めて
いきたい。
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6.快適で
住みよい
まちづく

り

１　都市機能
の充実

①　良好な住
環境の創出
と都市的土
地利用の促
進

木造戸建て住
宅耐震改修促
進事業（実計）

都市計画課 平成29年度 令和7年度 一般会計

対象 
昭和56年5月31日以前に建築または工事着工した市内の木造戸建て住宅で、耐震診断を受けた結果、耐震性
に乏しいと判定されたもの 
 
手段 
耐震改修工事費の４０％（６０万円）を上限に補助する 
 
目的 
本市の住宅の耐震化促進を図り、震災から市民の生命及び財産を守る 
 
成果 
○補助事業活用による木造戸建て住宅の耐震化　４件／年 
○耐震化に対する市民の意識の向上 
【令和4年度度実績】 
補助事業の件数　0件 

補助戸数 戸 1 2 8 10 22 34 80.0 千円 600 1,200 0 5,600 0.1 C

令和４年度は３件の
相談があり、耐震診
断等を行ったところ
補助対象となる見込
みであったため、申
請の案内をしていた
が、申請に至らな
かった。
令和５年度は、広報へ
の掲載を早めに行う
ことにより周知し、補
助金の活用を進めて
いきたい。
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6.快適で
住みよい
まちづく

り

１　都市機能
の充実

①　良好な住
環境の創出
と都市的土
地利用の促
進

ブロック塀等
撤去促進事業
（実計）

都市計画課 平成30年度 令和5年度 一般会計

対象 
市内の道路沿いに存在する危険なブロック塀の所有者又は管理者 
 
手段 
撤去費及び処分費の半額（上限120,000円）を補助する。 
 
目的 
危険なブロック塀の除去により災害時の通学路や避難路の安全を確保する。 
 
成果 
【令和4年度実績】 
市内の危険なブロック塀　14件の除去を実施 

補助件数 件 51 74 88 81 133 133 108.6 千円 2,048 2,326 1,657 3,600 0.1 A

令和４年度は14件の
申請があり、令和３年
度以前の申請分を含
めた累計件数で当該
年度目標値81件を
上回る88件の実績
となった。令和５年度
は広報への掲載を早
めに行うことにより
周知し、さらに補助金
の活用を進めていき
たい。
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6.快適で
住みよい
まちづく

り

１　都市機能
の充実

①　良好な住
環境の創出
と都市的土
地利用の促
進

新開桂木線ほ
か１路線整備事
業（実計）

都市施設課 令和3年度 令和6年度 一般会計

対象 
市民 
 
手段 
道路新設事業 
　延長　L＝1,040m 
　幅員　W14.0m（車道4.5m×2 ＋ 歩道2.5m×2） 
 
目的 
糸島市泊土地区画整理事業と一体的に、市が幹線道路を整備する 
 
成果 
良好な住環境の享受 
【令和４年度実績】 
　用地の調査・買収、物件補償、道路工事
 

道路改良
延長

ｍ 0 0 280 280 390 1,040 100.0 千円 0 28,228 122,024 209,041 1.5 A 順調に進捗している。 117

6.快適で
住みよい
まちづく

り

１　都市機能
の充実

①　良好な住
環境の創出
と都市的土
地利用の促
進

市営住宅岸田
団地改修事業
（実計）（ＡＰ）

都市施設課 令和４年度 令和５年度 一般会計

対象
市民、入居者

手段
「糸島市公共施設等総合管理計画　第１期アクションプラン」に基づき、岸田団地を耐用年限（70年）まで維持管
理するため、改修事業を実施する。

目的
岸田団地の破損部分及び屋上防水等の長寿命化に資する改修工事を実施。

成果
【令和４年度実績】実施設計

改修した
箇所数

箇所数 0 0 0 0 1 1 100.0 千円 0 0 2,856 73,761 0.5 A 順調に進捗している。 117

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

 

  

基本目標 6 快適で住みやすいまちづくり 
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基本目
標

政策
通し
番号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標

の達

成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成度に

対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

都市
施設
課 建設都市部

企画秘書課、都
市計画課

119 市民1人当たりの公園面積 ㎡ 5.19 5.09 5.11 5.66 5.82 5.80 99.6% 0.0% 2.5% E
成果上
昇、コス
ト削減

都市
施設
課

建設都市部 120
公園が快適で利用しやすく整備
されていると思う市民の割合
（市民満足度調査）

％ 22.1 22.6 25.0 26.0 31.0 32.0 90.4% 5.1%

基本目
標6
快適で
住みよ
いまち
づくり

（１）
都市機
能の充
実

42 施策② 快
適な公園の
整備

市民一人当たりの公園面積が現状値（Ｒ１）から減少した主
な要因は、借地契約満了による多久球場公園（1,500㎡）と
新庁舎建設のため丸田公園（3,302㎡）を廃止したこと、並
びに人口が1,897人増えているためである。
Ｒ１から拠点的な公園に遊具設置を進めるとともに、廃止し
た丸田公園の機能を補完するため、隣接する丸田池公園を再
整備中であるが、公園面積、市民満足度調査ともにＲ４計画
値に対する実績値の進捗率が低いためＥ評価としている。
今後は、現在整備中の運動公園をＲ５.７月に開園するとと
もに、公園遊具の設置を計画通り進める。
加えて、比較的規模の大きい公園については、民間活力導入
の可能性等を調査し、公園の満足度や魅力度の向上を図る。

2.92,789,1476

6.快適で
住みよい
まちづく

り

１　都市機能
の充実

①　良好な住
環境の創出
と都市的土
地利用の促
進

住居表示整備
事業（区域拡大
分）（実計）

市民課 平成29年度 令和7年度 一般会計

対象 
市民 
手段 
道路、河川、水路、鉄道または軌道の線路、その他恒久的な施設等から町及び街区を区画する街区方式を採用
し、街区符号と街区内にある建物等の住居番号を付番する。 
目的 
住居表示の実施により住所を分かりやすくすることで、緊急車両等がスムーズに目的地に到達でき、また、郵便
物の誤配達等を防ぐことで、市民生活の利便性の向上を図る。 
成果 
緊急車両等がスムーズに目的地に到達でき、また、郵便物の誤配や遅配を防ぐことにより、市民生活の利便性が
向上する。 
【令和４年度の実績】 
〇令和４年度に計画していた二丈武・田中区域の住居表示を計画どおり実施した。 
〇令和５年度に計画している二丈深江・松末区域は、「町名及び町割り案」が１２月議会で議決され計画どおり手
続きを実施した。 
〇令和６年度に計画している二丈福井・吉井区域は、町名検討協議会を開催し「町名及び町割り案」を計画どお
り策定した。 
 

平成３０年
度以降の
住居表示
実施区域
の面積

ｈａ 95 0 74 74 116 594 100.0 千円 14,713 479 9,882 14,895 2.0 A
二丈武、二丈田中の
住居表示が計画どお
り実施できた。
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6.快適で
住みよい
まちづく

り

１　都市機能
の充実

①　良好な住
環境の創出
と都市的土
地利用の促
進

がけ地近接等
危険住宅移転
事業（実計）

都市計画課 平成29年度 令和6年度 一般会計

対象 
がけ崩れなどの危険がある区域（がけ地近接等危険区域)内にある既存の住宅（危険住宅）を除去し、安全な土
地へ新築(購入も含む）をする人 
 
手段 
①除去等費：危険住宅の撤去費、動産移転費、仮住居費を1戸あたり975千円を上限として補助。 
②建物助成費：危険住宅に代わる住宅の建設または購入（土地の取得を含む）の資金を金融機関等から借入れ
た場合、利子相当額を１戸あたり4,210千円（建物3,250千円、土地960千円）を限度として補助する。（借入
れ利率8.5%を限度） 
 
目的 
土砂災害から市民の生命、身体及び財産を守る。 
 
成果 
○補助事業の活用　１件／年 
○防災に対する市民意識の向上 
 
【令和4年度実績】 
なし 

補助件数 件 1 1 1 2 3 6 50.0 千円 975 0 0 5,185 0.1 C

令和４年度は２件の
相談があり、現地調
査等を行ったところ
補助対象となる見込
みであったため、申
請の案内をしていた
が、申請に至らな
かった。
令和５年度は、広報へ
の掲載を早めに行う
ことにより周知し、補
助金の活用を進めて
いきたい。
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6.快適で
住みよい
まちづく

り

１　都市機能
の充実

①　良好な住
環境の創出
と都市的土
地利用の促
進

木造戸建て住
宅耐震改修促
進事業（実計）

都市計画課 平成29年度 令和7年度 一般会計

対象 
昭和56年5月31日以前に建築または工事着工した市内の木造戸建て住宅で、耐震診断を受けた結果、耐震性
に乏しいと判定されたもの 
 
手段 
耐震改修工事費の４０％（６０万円）を上限に補助する 
 
目的 
本市の住宅の耐震化促進を図り、震災から市民の生命及び財産を守る 
 
成果 
○補助事業活用による木造戸建て住宅の耐震化　４件／年 
○耐震化に対する市民の意識の向上 
【令和4年度度実績】 
補助事業の件数　0件 

補助戸数 戸 1 2 8 10 22 34 80.0 千円 600 1,200 0 5,600 0.1 C

令和４年度は３件の
相談があり、耐震診
断等を行ったところ
補助対象となる見込
みであったため、申
請の案内をしていた
が、申請に至らな
かった。
令和５年度は、広報へ
の掲載を早めに行う
ことにより周知し、補
助金の活用を進めて
いきたい。
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6.快適で
住みよい
まちづく

り

１　都市機能
の充実

①　良好な住
環境の創出
と都市的土
地利用の促
進

ブロック塀等
撤去促進事業
（実計）

都市計画課 平成30年度 令和5年度 一般会計

対象 
市内の道路沿いに存在する危険なブロック塀の所有者又は管理者 
 
手段 
撤去費及び処分費の半額（上限120,000円）を補助する。 
 
目的 
危険なブロック塀の除去により災害時の通学路や避難路の安全を確保する。 
 
成果 
【令和4年度実績】 
市内の危険なブロック塀　14件の除去を実施 

補助件数 件 51 74 88 81 133 133 108.6 千円 2,048 2,326 1,657 3,600 0.1 A

令和４年度は14件の
申請があり、令和３年
度以前の申請分を含
めた累計件数で当該
年度目標値81件を
上回る88件の実績
となった。令和５年度
は広報への掲載を早
めに行うことにより
周知し、さらに補助金
の活用を進めていき
たい。

117

6.快適で
住みよい
まちづく

り

１　都市機能
の充実

①　良好な住
環境の創出
と都市的土
地利用の促
進

新開桂木線ほ
か１路線整備事
業（実計）

都市施設課 令和3年度 令和6年度 一般会計

対象 
市民 
 
手段 
道路新設事業 
　延長　L＝1,040m 
　幅員　W14.0m（車道4.5m×2 ＋ 歩道2.5m×2） 
 
目的 
糸島市泊土地区画整理事業と一体的に、市が幹線道路を整備する 
 
成果 
良好な住環境の享受 
【令和４年度実績】 
　用地の調査・買収、物件補償、道路工事
 

道路改良
延長

ｍ 0 0 280 280 390 1,040 100.0 千円 0 28,228 122,024 209,041 1.5 A 順調に進捗している。 117

6.快適で
住みよい
まちづく

り

１　都市機能
の充実

①　良好な住
環境の創出
と都市的土
地利用の促
進

市営住宅岸田
団地改修事業
（実計）（ＡＰ）

都市施設課 令和４年度 令和５年度 一般会計

対象
市民、入居者

手段
「糸島市公共施設等総合管理計画　第１期アクションプラン」に基づき、岸田団地を耐用年限（70年）まで維持管
理するため、改修事業を実施する。

目的
岸田団地の破損部分及び屋上防水等の長寿命化に資する改修工事を実施。

成果
【令和４年度実績】実施設計

改修した
箇所数

箇所数 0 0 0 0 1 1 100.0 千円 0 0 2,856 73,761 0.5 A 順調に進捗している。 117

6.快適で
住みよい

まちづくり
１　都市機能の
充実

②　快適な公園
の整備

運動公園整備事
業（実計）

企画秘書課 平成30年度 令和5年度 一般会計

対象 
子どもから高齢者までの全市民 
手段 
ＰＦＩ法に基づく、設計、施工、運営管理を一括発注するＤＢＯ方式 
目的 
運動機能、交流機能、防災機能等を備えた運動公園を整備し、都市機能の充実を図ることで、以下に示す効果を発揮する。 
・市民ニーズを踏まえた施設の整備や民間ノウハウを活かした維持管理・運営により、多くの市民の満足度を向上させる。 
・防災拠点となる多目的体育館、広場、災害備蓄庫などの施設整備を行うことで、市民の生命、財産を守る体制を強化する。 
・公共施設総合管理計画に基づき、施設の統廃合を行い、合理的で最適な施設配置や機能の維持・向上により、施設を適正な状
態で引き継ぐことができる。 
・ＤＢＯ方式とすることで、従来方式と比べ、約９％の経費削減効果を見込むことができる。 

成果 
令和５年７月の供用開始に向け、令和５年５月の運動公園完成を目指し、都市機能の充実を図る。  
【令和４年度実績】 ・設計業務：令和３年８月に完了 ・建設業務：令和５年３月に多目的体育館完成、令和５年５月に公園完成、令和
５年７月に運動公園オープン予定
 

運動公園等
整備事業の

進捗率
％ 5 39 92 90 100 100 102.2 千円 106,328 1,756,846 2,749,691 400,790 2.0 A

　計画通りに運動公園整
備が進捗し、令和５年３
月に多目的体育館、同年
５月に公園部分が完成
し、同年７月に運動公園
オープンする。
　事業費についても、物
価高騰に伴い整備事業
費が4,965,490千円
から5,189,124千円に
増加したものの、国の交
付金等を有効活用したこ
とにより、市の実質負担
は1,185,233千円削減
することができた。

120

6.快適で
住みよい

まちづくり
１　都市機能の
充実

②　快適な公園
の整備

公園遊具設置事
業（実計）

都市施設課 平成31年度 令和5年度 一般会計

対象 
駐車場やトイレ等の施設が整った地域の拠点的な公園（中学校区単位） 
 
手段 
新規遊具の設置 
 
目的 
地域の拠点的な公園（中学校区単位）に遊具を設置することにより、子育てしやすい環境を整える。 
 
成果 
駐車場やトイレ等が整った地域の拠点的な公園に遊具を設置することにより、子育て環境が整うとともに公園利用が活性化さ
れる。 
【令和４年度実績】 
遊具設置・・二丈コミュニティプラザ 
 

地域の拠点
的公園に遊
具設置した

箇所

件 1 1 1 1 1 5 100.0 千円 6,994 6,999 6,987 7,000 0.1 A 順調に進捗している。 120

6.快適で
住みよい

まちづくり
１　都市機能の
充実

②　快適な公園
の整備

丸田池公園伊都
恋い橋改修事業
（実計）

都市施設課 令和3年度 令和4年度 一般会計

対象 
市民、公園利用者 
 
手段 
既存高欄撤去工事、高欄設置工事、舗装工事 
 
目的 
丸田池公園伊都恋い橋は平成８年度に公園の整備とあわせて架設され、２５年が経過しており、木製の高欄や床板は劣化が著し
い。また令和５年度に完成する新庁舎整備については、利用者が互いに往来できるように丸田池公園と一体となるように計画し
ている。よって新庁舎とあわせて周辺環境と調和した子どもから高齢者まで安全で安心に利用できる公園整備を行う。 
 
成果 
【令和４年度実績】
転落防止柵撤去・設置工事、四阿撤去設置工事、照明撤去設置工事、ウッドデッキ撤去工事、Ｌ型擁壁設置工事

改修箇所 箇所 0 1 2 2 0 2 100.0 千円 0 42,152 19,955 0 0.2 A 計画どおり完了した。 120

6.快適で
住みよい

まちづくり
１　都市機能の
充実

②　快適な公園
の整備

大規模盛土擁壁
補修設計事業（実
計）

都市施設課 令和４年度 令和４年度 一般会計

対象 
市民
 
手段 
擁壁点検、補修設計 
 
目的 
大規模盛土造成地である美咲が丘の２地点の擁壁点検を実施し、適正に管理する。 
 
成果 
【令和４年度実績】 
市が管理する美咲が丘の道路擁壁（Ｌ＝300ｍ）と緑地擁壁（Ｌ＝230ｍ）の測量、点検を行い、将来実施すべき補修設計を行っ
た。 
 

点検を実施
した箇所数

件 0 0 1 1 終了 1 100.0 千円 0 0 3,833 終了 0.2 A

計画どおり調査を完了し
た。調査結果から応急処
置の必用な箇所はなく、
経過観察を要する箇所
が明確化したことで、今
後の補修の計画的な施
工に役立つものとなっ
た。

120

6.快適で
住みよい

まちづくり
１　都市機能の
充実

②　快適な公園
の整備

公園遊具点検事
業（実計）

都市施設課 令和４年度 令和６年度 一般会計

対象
市民

手段
遊具点検

目的
公園遊具は、子どもたちの健全育成において必要なものであり、未然に事故を防止し、継続的に遊具の安全を確保していく必要
がある。また、都市公園法施行規則第３条の２の規定に年１回の頻度で行うことを基本とされており、安全で安心な施設を提供
するために遊具の点検を年１回実施するものである。

成果
【令和４年度実績】
市内158公園の343箇所の遊具点検を行い、劣化度Ａ判定が３か所、Ｂ１判定が32か所、Ｂ２判定が32箇所（劣化度Ａ＞Ｂ１＞
Ｂ２）と結果が出て、劣化度が高い方から修繕、撤去の対応を取ることとした。

遊具点検の
実施

件 0 0 1 1 1 3 100.0 千円 0 0 847 1,928 0.2 A

計画どおり点検を完了し
た。点検結果により緊急
性の高い箇所は使用禁
止の対応を行った。

120

6.快適で
住みよい

まちづくり
１　都市機能の
充実

②　快適な公園
の整備

子育て環境遊具
設置事業（実計）

都市施設課 令和４年度 令和７年度 一般会計

対象
市民（特に子育て世代等）

手段
子育て環境応援遊具の設置

目的
市の人口は増加傾向にあり、特に市外からの子育て世代の転入が増加している。また、乳幼児や小学校修学前までの子どもが
遊べる遊具の設置要望が数多く寄せられている。そこで市長公約であるワンランク上の安心づくりや豊かさづくりの実現のた
め、子育て環境応援遊具を設置するもの。

成果
【令和４年度実績】
遊具設置・・前原南校区の４公園に遊具を７基、桜野コミュニティセンターに遊具を５基

設置した箇
所数

箇所数 0 0 2 2 4 15 100.0 千円 0 0 7,834 16,000 0.2 A 順調に進捗している。 120
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6.快適で
住みよい

まちづくり
１　都市機能の
充実

②　快適な公園
の整備

運動公園整備事
業（実計）

企画秘書課 平成30年度 令和5年度 一般会計

対象 
子どもから高齢者までの全市民 
手段 
ＰＦＩ法に基づく、設計、施工、運営管理を一括発注するＤＢＯ方式 
目的 
運動機能、交流機能、防災機能等を備えた運動公園を整備し、都市機能の充実を図ることで、以下に示す効果を発揮する。 
・市民ニーズを踏まえた施設の整備や民間ノウハウを活かした維持管理・運営により、多くの市民の満足度を向上させる。 
・防災拠点となる多目的体育館、広場、災害備蓄庫などの施設整備を行うことで、市民の生命、財産を守る体制を強化する。 
・公共施設総合管理計画に基づき、施設の統廃合を行い、合理的で最適な施設配置や機能の維持・向上により、施設を適正な状
態で引き継ぐことができる。 
・ＤＢＯ方式とすることで、従来方式と比べ、約９％の経費削減効果を見込むことができる。 

成果 
令和５年７月の供用開始に向け、令和５年５月の運動公園完成を目指し、都市機能の充実を図る。  
【令和４年度実績】 ・設計業務：令和３年８月に完了 ・建設業務：令和５年３月に多目的体育館完成、令和５年５月に公園完成、令和
５年７月に運動公園オープン予定
 

運動公園等
整備事業の

進捗率
％ 5 39 92 90 100 100 102.2 千円 106,328 1,756,846 2,749,691 400,790 2.0 A

　計画通りに運動公園整
備が進捗し、令和５年３
月に多目的体育館、同年
５月に公園部分が完成
し、同年７月に運動公園
オープンする。
　事業費についても、物
価高騰に伴い整備事業
費が4,965,490千円
から5,189,124千円に
増加したものの、国の交
付金等を有効活用したこ
とにより、市の実質負担
は1,185,233千円削減
することができた。

120

6.快適で
住みよい

まちづくり
１　都市機能の
充実

②　快適な公園
の整備

公園遊具設置事
業（実計）

都市施設課 平成31年度 令和5年度 一般会計

対象 
駐車場やトイレ等の施設が整った地域の拠点的な公園（中学校区単位） 
 
手段 
新規遊具の設置 
 
目的 
地域の拠点的な公園（中学校区単位）に遊具を設置することにより、子育てしやすい環境を整える。 
 
成果 
駐車場やトイレ等が整った地域の拠点的な公園に遊具を設置することにより、子育て環境が整うとともに公園利用が活性化さ
れる。 
【令和４年度実績】 
遊具設置・・二丈コミュニティプラザ 
 

地域の拠点
的公園に遊
具設置した

箇所

件 1 1 1 1 1 5 100.0 千円 6,994 6,999 6,987 7,000 0.1 A 順調に進捗している。 120

6.快適で
住みよい

まちづくり
１　都市機能の
充実

②　快適な公園
の整備

丸田池公園伊都
恋い橋改修事業
（実計）

都市施設課 令和3年度 令和4年度 一般会計

対象 
市民、公園利用者 
 
手段 
既存高欄撤去工事、高欄設置工事、舗装工事 
 
目的 
丸田池公園伊都恋い橋は平成８年度に公園の整備とあわせて架設され、２５年が経過しており、木製の高欄や床板は劣化が著し
い。また令和５年度に完成する新庁舎整備については、利用者が互いに往来できるように丸田池公園と一体となるように計画し
ている。よって新庁舎とあわせて周辺環境と調和した子どもから高齢者まで安全で安心に利用できる公園整備を行う。 
 
成果 
【令和４年度実績】
転落防止柵撤去・設置工事、四阿撤去設置工事、照明撤去設置工事、ウッドデッキ撤去工事、Ｌ型擁壁設置工事

改修箇所 箇所 0 1 2 2 0 2 100.0 千円 0 42,152 19,955 0 0.2 A 計画どおり完了した。 120

6.快適で
住みよい

まちづくり
１　都市機能の
充実

②　快適な公園
の整備

大規模盛土擁壁
補修設計事業（実
計）

都市施設課 令和４年度 令和４年度 一般会計

対象 
市民
 
手段 
擁壁点検、補修設計 
 
目的 
大規模盛土造成地である美咲が丘の２地点の擁壁点検を実施し、適正に管理する。 
 
成果 
【令和４年度実績】 
市が管理する美咲が丘の道路擁壁（Ｌ＝300ｍ）と緑地擁壁（Ｌ＝230ｍ）の測量、点検を行い、将来実施すべき補修設計を行っ
た。 
 

点検を実施
した箇所数

件 0 0 1 1 終了 1 100.0 千円 0 0 3,833 終了 0.2 A

計画どおり調査を完了し
た。調査結果から応急処
置の必用な箇所はなく、
経過観察を要する箇所
が明確化したことで、今
後の補修の計画的な施
工に役立つものとなっ
た。
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6.快適で
住みよい

まちづくり
１　都市機能の
充実

②　快適な公園
の整備

公園遊具点検事
業（実計）

都市施設課 令和４年度 令和６年度 一般会計

対象
市民

手段
遊具点検

目的
公園遊具は、子どもたちの健全育成において必要なものであり、未然に事故を防止し、継続的に遊具の安全を確保していく必要
がある。また、都市公園法施行規則第３条の２の規定に年１回の頻度で行うことを基本とされており、安全で安心な施設を提供
するために遊具の点検を年１回実施するものである。

成果
【令和４年度実績】
市内158公園の343箇所の遊具点検を行い、劣化度Ａ判定が３か所、Ｂ１判定が32か所、Ｂ２判定が32箇所（劣化度Ａ＞Ｂ１＞
Ｂ２）と結果が出て、劣化度が高い方から修繕、撤去の対応を取ることとした。

遊具点検の
実施

件 0 0 1 1 1 3 100.0 千円 0 0 847 1,928 0.2 A

計画どおり点検を完了し
た。点検結果により緊急
性の高い箇所は使用禁
止の対応を行った。
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6.快適で
住みよい

まちづくり
１　都市機能の
充実

②　快適な公園
の整備

子育て環境遊具
設置事業（実計）

都市施設課 令和４年度 令和７年度 一般会計

対象
市民（特に子育て世代等）

手段
子育て環境応援遊具の設置

目的
市の人口は増加傾向にあり、特に市外からの子育て世代の転入が増加している。また、乳幼児や小学校修学前までの子どもが
遊べる遊具の設置要望が数多く寄せられている。そこで市長公約であるワンランク上の安心づくりや豊かさづくりの実現のた
め、子育て環境応援遊具を設置するもの。

成果
【令和４年度実績】
遊具設置・・前原南校区の４公園に遊具を７基、桜野コミュニティセンターに遊具を５基

設置した箇
所数

箇所数 0 0 2 2 4 15 100.0 千円 0 0 7,834 16,000 0.2 A 順調に進捗している。 120
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基本目
標

政策
通し
番号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成度

指標

の達

成度

【評価の所見】

指標の進捗率や事務事業の評価結果などから、総合評価の理由と今後

の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

地域振興部 - 121
公共交通の環境は充実している
と思う市民の割合（市民満足度
調査）

％ 29.8 28 31.4 31.9 32.4 33.0 89% 0.0% 0.0% E
成果上
昇、コス
ト増大

地域振興部 122 バス利用者数 人 435,721 389,081 450,000 456,000 463,000 470000 86% 0.0%

地域振興部 123 市営渡船利用者数 人 36,600 34,112 37,050 37,200 37,350 37500 92% 0.0%

基本目
標6
快適で
住みよ
いまち
づくり

（２）
交通環
境の充
実

43 施策① 公
共交通網の
充実

コ
ミュ
ニ

ティ
推進
課

指標達成のために現状で選択できる最適な取り組みを行って
いると考えており、活動指標もすべてＡを達成している。
それにもかかわらず総合評価はEであるが、これは、取り組
んでいる事業は有効であるものの、市民の移動手段の変化と
いう社会構造に対応できるほどの効果がないこと、また、コ
ロナ禍による移動そのもの停滞によるものと考えている。
今後も多様な手法を検討して取り入れながら、市民ニーズと
地域の特性に合わせた交通手段を組み合わせた交通体系の構
築を目指していく。

1.4692,2154

6.快適で
住みよい
まちづく

り

２　交通環境
の充実

①　公共交通
網の充実

筑前前原駅南
北トイレ改修事
業（実計）

都市施設課 令和４年度 令和５年度 一般会計

対象
市民、駅利用者

手段
多様な人々が利用しやすい環境とするため、ユニバーサルデザインによる改修を実施する。

目的
筑前前原駅及びその周辺は、糸島市都市計画マスタープランで広域拠点として位置づけており、市の玄関口で
ある。平成11年度に整備された自由通路のトイレは洋式化していない。駅を利用する多様な人々が利用しやす
くなるよう便器を洋式化するとともに、授乳室を設置したり、利用しやすいレイアウトに改修するもの。

成果
【令和４年度実績】実施設計

改修した
箇所数

箇
所
数

0 0 0 0 2 2 100.0 千円 0 0 1,761 40,164 0.5 A 順調に進捗している。 121

6.快適で
住みよい
まちづく

り

２　交通環境
の充実

①　公共交通
網の充実

地方バス路線
運行事業（実
計）

コミュニティ
推進課

平成22年度 - 一般会計

対象   公共交通利用者 
 手段   ○運行費補助等   ・市内バス交通（路線バス、コミュニティバス、オンデマンドバス）の運行事業者に対し、欠
損額相当分の運行費を補助  ・上記運行に要する車両購入に係る減価償却費相当額を補助 
○バス停ベンチ整備  ・ベンチの修繕を行いバス待ち空間を快適にする。 
○交通ガイド更新  ・ダイヤ改正等に合わせて、公共交通ガイドの更新をし、正確な情報を伝えるとともに公共交
通の利用促進につなげる。 
 目的 
　「糸島市地域公共交通網形成計画」の事業計画に基づき、市内のバス交通を整備充実することによって、市民
の生活交通手段の確保や交通不便地域の縮減等を図る。 
 成果 
　生活交通手段の確保によるバス利用者数の増加および公共交通利用者の満足度を高める。 
 【令和４年度実績】 
　・生活交通手段の確保によるバス利用者数 【4-3月ベース】
　　デマンド除く373,885人【対前年度比49,506人増（令和３年度：324,379人）】
　　デマンド　　  　 15,196人【対前年度比 9,294人増（令和３年度：5,902人）】
　　合　　計　　   389,081人【対前年度比58,800人増（令和３年度：330,281人）】 
　・市民満足度調査（公共交通の環境は充実していると思う市民の割合） 
　　28.0％【対前年度比　1.2％増（令和３年度：26.8％）】 
　・バス停ベンチ20基を修繕 

運行補助
路線数

路線 12 12 13 12 14 12 108.3 千円 85,240 89,159 81,219 120,696 0.41 A

令和4年度はオンデ
マンドバスへの転換
とエリア拡大、利用者
視点の改善を大幅に
進めた。また、市と事
業者と地域（校区、行
政区、包括支援セン
ター、民生委員等）と
の協働による利用促
進も実例が増え、今
後の利用推進モデル
ができた。

121
122

6.快適で
住みよい
まちづく

り

２　交通環境
の充実

①　公共交通
網の充実

自主運行バス
事業（実計）

コミュニティ
推進課

平成23年度 - 一般会計

対象  交通不便地域に住む市民  

手段  バス運行にかかる経費（車両購入費・維持費、燃料費、修繕費、保険料等）を市が直接負担し、地域のボラン
ティア運転手によりバス運行を行う。 

目的  行政と校区の協働によるバス運行により、市民の生活交通手段の確保や交通不便地域の縮減を図る。 
 
成果 
【令和４年度実績】  福吉、一貴山、引津、長糸の４校区において、自主運行バス事業を実施。 
　４校区の実施により、交通不便地域に住む市民の生活交通手段を確保。 
　令和４年度は、全体的には前年度比の110%の利用者となっているが、長糸校区の大幅増加が要因であり、そ
のほか３校区は三者三様の増減結果となった。 
　福吉校区　 2,832人 【対前年度比　 ５人増（令和３年度：2,827人）】
　一貴山校区2,160人 【対前年度比１１２人増（令和３年度：2,048人）】
　引津校区　 1,233人 【対前年度比167人減（令和３年度：1,400人）】
　長糸校区　 2,779人【対前年度比903人増（令和３年度：1,867人）】
　４校区合計9,004人【対前年度比853人増（令和３年度：8,151人）】
 

自主運行
バス導入
校区数

校区 4 4 4 5 5 6 80.0 千円 5,033 5,259 8,372 10,341 0.30 A

新規導入校区はない
ものの、自主運行バ
スの導入により、交通
不便地域への生活交
通手段の一つとして
確保維持されている
こと、また一部校区に
おいては大幅に利用
者が増加しているこ
とからも良好である
と言える。新規導入
については方針転換
を今後検討したい。

121
122

6.快適で
住みよい
まちづく

り

２　交通環境
の充実

①　公共交通
網の充実

地域公共交通
計画策定事業
（実計）

コミュニティ
推進課

令和3年度 令和4年度 一般会計

対象 
　公共交通利用者 
手段 
　糸島市地域公共交通会議に対し、計画策定に関する費用を負担し、交通会議主体で計画策定の基礎とな
   る調査業務及び計画案の策定を行う。 
 　糸島市地域公共交通網形成計画の評価・検証 
　アンケート調査（市民アンケート、公共交通利用者、交通事業者、オンデマンドバス登録者等） 
　評価・検証・アンケート等の結果を踏まえた計画（案）の策定とパブリックコメントの実施を経て、
  令和４年９月に計画を策定。 
目的 
　市民の日常生活を支える持続可能な公共交通網の構築を図るため、本市の公共交通のマスタープランと
  なる「糸島市地域公共交通網形成計画」を法律の改正を踏まえた新たな交通計画として「糸島市地域公共
  交通計画」を策定する。 
成果 
　令和３年度の調査業務等を踏まえ、令和４年度に糸島市地域公共交通計画を策定した。 
 【令和３年度実績】 ・糸島市地域交通網形成計画の評価検証 ・アンケート調査（市民アンケート、公共交通利用者、
交通事業者、オンデマンドバス登録者、移送サービス事業者） ・計画（素案）の作成 
【令和４年度実績】・糸島市地域公共交通計画を策定。

公共交通
計画の策

定
件 0 0 1 1 0 1 100.0 千円 0 3,361 863 0 0.25 A

既存計画の評価検証
や市民アンケート等
各種調査の結果、パ

ブコメ等を踏まえ、令
和４年9月に計画策
定を完了し、公表し

た。

121
122
123

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果
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基本目
標

政策
通し
番号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標

の達

成度

【評価の所見】

指標の進捗率や事務事業の評価結果などから、総合評価の理由と今

後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

建設
課 建設都市部

都市計画課、都
市施設課

124 都市計画道路整備率 ％ 71.3 72.5 73.0 73.0 73.0 73.0 99% 70.6% 35.3% D
成果上
昇、コス
ト維持

都市
計画
課

建設都市部 125
車で市内をスムーズに移動でき
ると思う市民の割合（市民満足
度調査）

％ 32.2 31.6 36.1 37.4 38.7 40.0 88% 0.0%

基本目
標6
快適で
住みよ
いまち
づくり

（３）
道路な
どの整
備

44 施策① 都
市の骨格と
なる道路
ネットワー
クの整備

（都）北新地新田線（県事業）がＲ４.３に開通し整備率
が上昇したほか、市道整備を計画的に進めているが、車で
市内をスムーズに移動できると思う市民の割合（市民満足
度調査）のＲ４実績値が、Ｒ１現状値及びＲ４計画値を下
回っていることからD評価としている。
市民満足度が上昇しない主な要因としては、校区別結果か
ら国道202号の前原～波多江間の慢性的な渋滞と推察され
ることから、国土交通省による交差点改良等の事業や県事
業である（都）波多江泊線整備事業を促進するとともに、
市道の道路整備等を計画的に進める。

2.5257,3937

6.快適で
住みよい

まちづくり
３　道路などの
整備

①　都市の骨格
となる道路ネッ
トワークの整備

浦志有田線整備
事業（実計）

建設課 平成27年度 令和5年度 一般会計

対象 
・道路利用者 　・糸島高校前駅利用者 

 手段 
・道路改良事業に向け、概略設計、用地測量、設計業務委託を実施し、道路線形の決定 
・用地鑑定、物件補償業務委託を実施し、道路用地の取得 
・圃場整備区域の用地取得成るため、農林事務所との協議 
・道路改良工事を積算し工事発注 
 目的 
・糸島高校前駅南口へのアクセス道路の整備 　・工事長Ｌ690ｍ　 道路改良工事 
幅員10.0ｍ（路肩0.5+車道2.75)×２+歩道3.5 
 成果 
・糸島高校前駅南口への利便性の向上 
・今宿道路への利便性の向上 
・将来建設される運動公園への利便性の向上 
【令和３年度実績】 ①道路改良工事L＝105ｍを施工した。 
【令和４年度実績】①道路改良工事L=112.8ｍ及び道路補償工事を施工した。

道路拡幅及
び歩道の設

置延長
ｍ 267 490 490 590 690 690 83.1 千円 78,274 13,158 47,804 105,066 0.3 A

　新駅南口へのアクセス
道路として重要な幹線道
路であり、供用開始後に
は交通量の増加が見込
まれることから、早期に
整備すべき路線である。

125

6.快適で
住みよい

まちづくり
３　道路などの
整備

①　都市の骨格
となる道路ネッ
トワークの整備

（仮称）岐志芥屋
３号線整備事業
（実計）

建設課 令和2年度 令和7年度 一般会計

対象 
・道路利用者 
・岐志漁港利用者 
・一般観光客 
 
・工事長Ｌ440ｍ 
　道路改良工事 
　　幅員11.0ｍ（路肩1.5+車道2.75)×２+歩道2.5m 
 手段 
・道路改良事業に向け、概略設計、用地測量、設計業務委託を実施し、道路線形の決定 
・用地鑑定、物件補償業務委託を実施し、道路用地の取得 
・圃場整備区域の用地取得成るため、農林事務所との協議 
・県道との取付道路があるため、県土整備事務所との協議 
・道路改良工事を積算し工事発注 
 目的 
・岐志漁港へのアクセス道路の整備  ・岐志浜及び岐志岡行政区の緊急道路 
・工事長Ｌ440ｍ  道路改良工事  幅員11.0ｍ（路肩1.5+車道2.75)×２+歩道2.5 
 成果 
・岐志漁港への利便性の向上  ・緊急アクセス道路としての利便性の向上  ・福岡志摩前原線から岐志漁港間の渋滞解消 
・一般観光客の集客力強化 
【令和４年度実績】 道路詳細設計業務

道路新設及
び歩道設置

ｍ 0 0 0 0 0 0 100.0 千円 0 0 20,427 47,500 0.1 A

　地元や漁協団体からの
ニーズも高く、継続して
実施すべき重要な事業
である。

125

6.快適で
住みよい

まちづくり
３　道路などの
整備

①　都市の骨格
となる道路ネッ
トワークの整備

加布里停車場線
歩道設置事業（実
計）

建設課 平成31年度 令和4年度 一般会計

対象 
・道路利用者 
 
手段 
・道路詳細設計業務を実施。 
・用地買収及び物件補償を実施。 
・道路改良工事を施工。 
　工事長　L250ｍ 
　　幅員　W10.5ｍ 
 
目的 
・本路線は加布里小学校の通学路や加布里駅への通勤経路であるが、車両の交通量が多い中 
歩道が整備されていないため、本事業により歩行者の利便性及び安全性を確保する。 
 
成果 
・加布里小学校の通学路や加布里駅の通勤経路として利用する歩行者の安全性の確保。 
【令和２年度実績】 ①用地調査業務実施。  ②物件補償１件実施。 
【令和３年度】 ①用地買収及び物件補償５件実施。  ②物件補償１件実施。 
 【令和４年度実績】①用地買収２件及び物件補償４件実施 ②道路改良工事２件実施

路線の歩道
設置延長

ｍ 20 80 200 200 250 250 100.0 千円 9,425 25,516 104,074 45,000 0.3 A

　通学路や通勤経路とし
て重要な路線であり、早
急に歩道設置を実施し
安全性を確保すべきで
ある。

125

6.快適で
住みよい

まちづくり
３　道路などの
整備

①　都市の骨格
となる道路ネッ
トワークの整備

雷山線整備事業
（実計）

建設課 令和2年度 令和5年度 一般会計

対象 
・道路利用者 
・公園利用者 
 
手段 
・道路詳細設計を実施し、道路線形を決定。 
・道路改良工事の施工。 
　工事長　L330ｍ 
　幅員　W10.0ｍ 
 
目的 
・本路線は運動公園予定地前に位置し通学路でもあるが、歩道が狭く歩行者の安全性が 
確保されていないため、運動公園予定地側に道路を拡幅し歩道を整備する。 
 
成果 
・本路線を利用する歩行者の安全性の確保 
【令和２年度実績】 ・道路詳細設計業務を実施。 
【令和３年度実績】 ・道路改良工事を実施。 
 【令和４年度実績】・道路改良工事を実施。

路線の歩道
設置延長

ｍ 58 58 200 200 330 330 100.0 千円 11,212 3,939 31,166 32,000 0.3 A

　雷山小学校の通学路と
して重要な路線であり、
早急に歩道整備を実施
し安全性を確保すべき
である。

125

6.快適で
住みよい

まちづくり
３　道路などの
整備

①　都市の骨格
となる道路ネッ
トワークの整備

市単独道路整備
事業（新設改良）
（実計）

建設課 - 永年 一般会計

対象 
道路利用者 
 
手段 
道路の改良に伴う側溝、舗装等の新設改良をする。 
 
目的 
歩行者及び車両等が安全及び快適に通行できるように実施する。 
 
成果 
【令和4年度実績】 
　道路の改良に伴う側溝、舗装等の新設改良を10路線で実施した。 
 

生活道路の
利便性・安
全確保・事
故防止路線

数

路線 0 12 10 15 15 0 66.7 千円 39,582 27,973 29,236 30,000 1.0 B

地元要望も多く市民ニー
ズの高い事業であり、継
続して取り組むべき重要
な事業である。
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6.快適で
住みよい

まちづくり
３　道路などの
整備

①　都市の骨格
となる道路ネッ
トワークの整備

前原潤線整備事
業（実計）

建設課 平成31年度 令和5年度 一般会計

対象 
・道路利用者 
 
手段 
・道路詳細設計を実施し、線形及び必要な道路用地面積を決定。 
・用地調査を実施し、補償費を算定。 
・用地買収及び物件補償の実施。 
・道路改良工事の施工。 
　　工事長　L240ｍ 
　　　幅員　W6.0ｍ 
 
目的 
・本路線は狭小道路であるが、国道202号線のう回路として利用されているため、車両の交通量が多い。 
通学路として利用されているが狭小なため、本事業により歩行者の安全性や車両の利便性の向上を図る。 
 
成果 
・本路線を利用者する歩行者の安全性の確保及び車両の利便性の向上。 
【令和２年度実績】 ・用地調査業務を実施。 
【令和３年度実績】 ・用地及び物件補償を３件実施。 ・用地、物件補償及び残地補償を３件実施。 ・補償工事を１件実施。 
【令和４年度実績】
・用地及び物件補償全て完了

道路拡幅及
び路側帯の

設置
ｍ 30 202 202 202 240 240 100.0 千円 5,122 7,803 20,922 24,000 0.3 A

　糸島高校前駅の供用開
始により、国道202号線
のう回路として交通量が
さらに増えることが見込
まれる。歩行者の安全性
や車両の通行の利便性
の向上のため、早期に整
備する必要がある。
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6.快適で
住みよい

まちづくり
３　道路などの
整備

①　都市の骨格
となる道路ネッ
トワークの整備

都市計画道路変
更図書作成業務

都市計画課 令和４年度 令和４年度 一般会計

対象 
道路利用者
 
手段 
　関係機関との協議等を行うとともに都市計画道路変更図書等を作成する。
 
目的 
　都市計画変更図書等の作成、関係機関との協議等を行い都市計画の変更を行うこと。 
 
成果 
・関係機関等との合意形成
・都市計画変更図書等の作成（１式）

【令和4年度実績】
都市計画道路変更図書の作成1式

都市計画道
路変更図書
の作成等

式 0 0 1 1 0 1 100.0 千円 0 3,764 0 0.2 A

都市計画の変更を行う
ため、関係機関との協議
等を行い都市計画変更
図書等一式を作成する
ことができた。
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評価の所見
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6.快適で
住みよい

まちづくり
３　道路などの
整備

①　都市の骨格
となる道路ネッ
トワークの整備

浦志有田線整備
事業（実計）

建設課 平成27年度 令和5年度 一般会計

対象 
・道路利用者 　・糸島高校前駅利用者 

 手段 
・道路改良事業に向け、概略設計、用地測量、設計業務委託を実施し、道路線形の決定 
・用地鑑定、物件補償業務委託を実施し、道路用地の取得 
・圃場整備区域の用地取得成るため、農林事務所との協議 
・道路改良工事を積算し工事発注 
 目的 
・糸島高校前駅南口へのアクセス道路の整備 　・工事長Ｌ690ｍ　 道路改良工事 
幅員10.0ｍ（路肩0.5+車道2.75)×２+歩道3.5 
 成果 
・糸島高校前駅南口への利便性の向上 
・今宿道路への利便性の向上 
・将来建設される運動公園への利便性の向上 
【令和３年度実績】 ①道路改良工事L＝105ｍを施工した。 
【令和４年度実績】①道路改良工事L=112.8ｍ及び道路補償工事を施工した。

道路拡幅及
び歩道の設

置延長
ｍ 267 490 490 590 690 690 83.1 千円 78,274 13,158 47,804 105,066 0.3 A

　新駅南口へのアクセス
道路として重要な幹線道
路であり、供用開始後に
は交通量の増加が見込
まれることから、早期に
整備すべき路線である。
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6.快適で
住みよい

まちづくり
３　道路などの
整備

①　都市の骨格
となる道路ネッ
トワークの整備

（仮称）岐志芥屋
３号線整備事業
（実計）

建設課 令和2年度 令和7年度 一般会計

対象 
・道路利用者 
・岐志漁港利用者 
・一般観光客 
 
・工事長Ｌ440ｍ 
　道路改良工事 
　　幅員11.0ｍ（路肩1.5+車道2.75)×２+歩道2.5m 
 手段 
・道路改良事業に向け、概略設計、用地測量、設計業務委託を実施し、道路線形の決定 
・用地鑑定、物件補償業務委託を実施し、道路用地の取得 
・圃場整備区域の用地取得成るため、農林事務所との協議 
・県道との取付道路があるため、県土整備事務所との協議 
・道路改良工事を積算し工事発注 
 目的 
・岐志漁港へのアクセス道路の整備  ・岐志浜及び岐志岡行政区の緊急道路 
・工事長Ｌ440ｍ  道路改良工事  幅員11.0ｍ（路肩1.5+車道2.75)×２+歩道2.5 
 成果 
・岐志漁港への利便性の向上  ・緊急アクセス道路としての利便性の向上  ・福岡志摩前原線から岐志漁港間の渋滞解消 
・一般観光客の集客力強化 
【令和４年度実績】 道路詳細設計業務

道路新設及
び歩道設置

ｍ 0 0 0 0 0 0 100.0 千円 0 0 20,427 47,500 0.1 A

　地元や漁協団体からの
ニーズも高く、継続して
実施すべき重要な事業
である。
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6.快適で
住みよい

まちづくり
３　道路などの
整備

①　都市の骨格
となる道路ネッ
トワークの整備

加布里停車場線
歩道設置事業（実
計）

建設課 平成31年度 令和4年度 一般会計

対象 
・道路利用者 
 
手段 
・道路詳細設計業務を実施。 
・用地買収及び物件補償を実施。 
・道路改良工事を施工。 
　工事長　L250ｍ 
　　幅員　W10.5ｍ 
 
目的 
・本路線は加布里小学校の通学路や加布里駅への通勤経路であるが、車両の交通量が多い中 
歩道が整備されていないため、本事業により歩行者の利便性及び安全性を確保する。 
 
成果 
・加布里小学校の通学路や加布里駅の通勤経路として利用する歩行者の安全性の確保。 
【令和２年度実績】 ①用地調査業務実施。  ②物件補償１件実施。 
【令和３年度】 ①用地買収及び物件補償５件実施。  ②物件補償１件実施。 
 【令和４年度実績】①用地買収２件及び物件補償４件実施 ②道路改良工事２件実施

路線の歩道
設置延長

ｍ 20 80 200 200 250 250 100.0 千円 9,425 25,516 104,074 45,000 0.3 A

　通学路や通勤経路とし
て重要な路線であり、早
急に歩道設置を実施し
安全性を確保すべきで
ある。
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6.快適で
住みよい

まちづくり
３　道路などの
整備

①　都市の骨格
となる道路ネッ
トワークの整備

雷山線整備事業
（実計）

建設課 令和2年度 令和5年度 一般会計

対象 
・道路利用者 
・公園利用者 
 
手段 
・道路詳細設計を実施し、道路線形を決定。 
・道路改良工事の施工。 
　工事長　L330ｍ 
　幅員　W10.0ｍ 
 
目的 
・本路線は運動公園予定地前に位置し通学路でもあるが、歩道が狭く歩行者の安全性が 
確保されていないため、運動公園予定地側に道路を拡幅し歩道を整備する。 
 
成果 
・本路線を利用する歩行者の安全性の確保 
【令和２年度実績】 ・道路詳細設計業務を実施。 
【令和３年度実績】 ・道路改良工事を実施。 
 【令和４年度実績】・道路改良工事を実施。

路線の歩道
設置延長

ｍ 58 58 200 200 330 330 100.0 千円 11,212 3,939 31,166 32,000 0.3 A

　雷山小学校の通学路と
して重要な路線であり、
早急に歩道整備を実施
し安全性を確保すべき
である。
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6.快適で
住みよい

まちづくり
３　道路などの
整備

①　都市の骨格
となる道路ネッ
トワークの整備

市単独道路整備
事業（新設改良）
（実計）

建設課 - 永年 一般会計

対象 
道路利用者 
 
手段 
道路の改良に伴う側溝、舗装等の新設改良をする。 
 
目的 
歩行者及び車両等が安全及び快適に通行できるように実施する。 
 
成果 
【令和4年度実績】 
　道路の改良に伴う側溝、舗装等の新設改良を10路線で実施した。 
 

生活道路の
利便性・安
全確保・事
故防止路線

数

路線 0 12 10 15 15 0 66.7 千円 39,582 27,973 29,236 30,000 1.0 B

地元要望も多く市民ニー
ズの高い事業であり、継
続して取り組むべき重要
な事業である。
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6.快適で
住みよい

まちづくり
３　道路などの
整備

①　都市の骨格
となる道路ネッ
トワークの整備

前原潤線整備事
業（実計）

建設課 平成31年度 令和5年度 一般会計

対象 
・道路利用者 
 
手段 
・道路詳細設計を実施し、線形及び必要な道路用地面積を決定。 
・用地調査を実施し、補償費を算定。 
・用地買収及び物件補償の実施。 
・道路改良工事の施工。 
　　工事長　L240ｍ 
　　　幅員　W6.0ｍ 
 
目的 
・本路線は狭小道路であるが、国道202号線のう回路として利用されているため、車両の交通量が多い。 
通学路として利用されているが狭小なため、本事業により歩行者の安全性や車両の利便性の向上を図る。 
 
成果 
・本路線を利用者する歩行者の安全性の確保及び車両の利便性の向上。 
【令和２年度実績】 ・用地調査業務を実施。 
【令和３年度実績】 ・用地及び物件補償を３件実施。 ・用地、物件補償及び残地補償を３件実施。 ・補償工事を１件実施。 
【令和４年度実績】
・用地及び物件補償全て完了

道路拡幅及
び路側帯の

設置
ｍ 30 202 202 202 240 240 100.0 千円 5,122 7,803 20,922 24,000 0.3 A

　糸島高校前駅の供用開
始により、国道202号線
のう回路として交通量が
さらに増えることが見込
まれる。歩行者の安全性
や車両の通行の利便性
の向上のため、早期に整
備する必要がある。
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6.快適で
住みよい

まちづくり
３　道路などの
整備

①　都市の骨格
となる道路ネッ
トワークの整備

都市計画道路変
更図書作成業務

都市計画課 令和４年度 令和４年度 一般会計

対象 
道路利用者
 
手段 
　関係機関との協議等を行うとともに都市計画道路変更図書等を作成する。
 
目的 
　都市計画変更図書等の作成、関係機関との協議等を行い都市計画の変更を行うこと。 
 
成果 
・関係機関等との合意形成
・都市計画変更図書等の作成（１式）

【令和4年度実績】
都市計画道路変更図書の作成1式

都市計画道
路変更図書
の作成等

式 0 0 1 1 0 1 100.0 千円 0 3,764 0 0.2 A

都市計画の変更を行う
ため、関係機関との協議
等を行い都市計画変更
図書等一式を作成する
ことができた。
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基本目
標

政策
通し
番号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標

の達

成度

【評価の所見】

指標の進捗率や事務事業の評価結果などから、総合評価の理由と今

後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

建設
課

建設都市部
都市計画課、都
市施設課

126
交通安全施設がじゅうぶんに整
備されていると思う市民の割合
（市民満足度調査）

％ 26.3 22 32.0 33.0 34.0 35.0 69% 0.0% 6.7% E
成果上
昇、コス
ト増大

建設
課 建設都市部 127 自転車通行空間の整備 ㎞ 0 12 29 39 49 60 41% 20%

建設
課 建設都市部 128

車イスなどでホームに乗り入れ
られる駅の数

駅 7 7 8 8 8 8 88% 0.0%

基本目
標6
快適で
住みよ
いまち
づくり

（３）
道路な
どの整
備

45 施策② 道
路などの安
全対策とバ
リアフリー
化

交通安全施設がじゅうぶんに整備されていると思う市民の
割合（市民満足度調査）のＲ４実績値がＲ１現状値より低
くなっており、自転車通行空間の整備、及び車イスなどで
乗り入れられる駅の数の指標においても進捗率が低いこと
からＥ評価としている。
今後は市民満足度の上昇へ向け、計画的な歩道整備と危険
箇所の早期解消、地元要望に対する早期対応を行う。

1.822,9194

6.快適で
住みよい

まちづくり
３　道路などの
整備

②　道路などの
安全対策とバ
リアフリー化

駅関連施設危険
箇所点検事業（実
計）

都市施設課 令和3年度 令和４年度 一般会計

対象 
筑前前原駅、美咲が丘駅、福吉駅（建築）、加布里駅橋梁（土木） 
 
手段 
筑前前原駅、美咲が丘駅、福吉駅、加布里駅の点検委託を行う。 
 
目的 
ＪＲ各駅の駅自由通路等は老朽化が激しく、不具合発生後に修繕で対応している。公共交通機関としてのＪＲは利用者も多く、自
由通路などを安全に市民に提供するために事前に点検を実施し、危険個所を把握して適正に管理を行う。 
 
成果 
駅関連施設危険個所点検（筑前前原駅、美咲が丘駅、加布里駅、福吉駅）の実施 
 

駅関連施設
危険箇所点

検
箇所 0 1 4 4 終了 4 100.0 千円 0 13,763 8,293 終了 0.2 A 計画どおり完了した。 128

6.快適で
住みよい

まちづくり
３　道路などの
整備

②　道路などの
安全対策とバ
リアフリー化

交通安全施設整
備事業（単費）（実
計）

建設課 - 永年 一般会計

対象 
道路利用者 
 
手段 
市道に、交通安全施設（防護柵（ガードレール）、道路反射鏡（カーブミラー）、区画線等）を新規設置する。 
 
目的 
歩行者の安全確保及び車両の増加による交通事故防止を図る。 
各行政区からの設置要望が多いことから、緊急性・必要性の高い箇所から順次計画的に実施している。 
 
成果 
【令和4年度実績】 
防護柵（ガードレール）253ｍ、道路反射鏡（カーブミラー）17基実施した。 
 

交通安全施
設の整備

箇所 0 21 27 30 30 0 90.0 千円 5,837 4,640 5,511 10,000 0.3 A

道路の危険箇所に設置
することから、交通事故
防止につながるため、重
要な事業と位置付けて
いる。ただし、市民要望
に十分に応えていくには
コスト増が避けられず、
財政的に拡大できるか
が課題である。

126

6.快適で
住みよい

まちづくり
３　道路などの
整備

②　道路などの
安全対策とバ
リアフリー化

交通安全施設整
備事業（社交金
分）（実計）

建設課 令和2年度 令和4年度 一般会計

対象 
道路利用者（特に小中学生） 
 
手段 
市道に、交通安全施設（転落防止柵、路側帯のカラー塗装）を新規設置する。 
 
目的 
小中学校通学路の交通安全施設を整備することにより、通学時の安全確保を行い、交通事故防止を図る。 
 
成果 
令和4年度実績 
カラー塗装A=473m2設置 
 

通学路の交
通安全施設
の整備延長

ｍ 0 630 16 310 0 0 5.2 千円 8,993 11,000 1,012 11,000 0.3 E

道路の危険箇所に設置
することから、交通事故
防止につながるため、重
要な事業と位置付けて
いる。ただし、市民要望
に十分に応えていくには
コスト増が避けられず、
財政的に拡大できるか
が課題である。
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6.快適で
住みよい

まちづくり
３　道路などの
整備

②　道路などの
安全対策とバ
リアフリー化

自転車通行空間
整備事業（社交金
分）（実計）

建設課 令和2年度 令和11年度 一般会計

対象 
道路利用者（特に自転車利用者） 
 
手段 
自転車通行空間の路面表示 
 
目的 
自転車重要路線の重点区間を整備し、啓発・交通安全教育の場として、学校や駅など市民が多く集まるエリアに路面表示をする
ことにより、歩行者及び自転車利用者の安全確保を行い交通事故防止を図る。 
 
成果 
【令和4年度実績】 
路面表示（矢羽根）延長L=1100mで実施 
 

自転車通行
空間の整備

延長
ｍ 6,550 1,100 1,330 8,000 10,000 0 16.6 千円 5,320 58,660 8,103 0 1.0 E

道路に設置することか
ら、交通事故防止につな
がるため、重要な事業と
位置付けている。今後も
計画的に整備していくべ
きである。
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基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果
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基本目
標

政策
通し
番号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標

の達

成度

【評価の所見】

指標の進捗率や事務事業の評価結果などから、総合評価の理由と今後

の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

建設
課 建設都市部 - 129

舗装個別施設計画に示す路線の
舗装補修率

％ 0 6.4 15.1 22.4 28.6 34.5 42% 19% 26.8% D
成果上
昇、コス
ト維持

建設
課 建設都市部 130

維持管理コスト軽減のために補
修を行う橋の補修率

％ 20.0 48.0 60 73 87 100 80% 35.0%

基本目
標

政策
通し
番号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標

の達

成度

【評価の所見】

指標の進捗率や事務事業の評価結果などから、総合評価の理由と今後

の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

水道
課

生活環境部 - 131
水道水質基準が適合となった回
数を全検査回数で除した割合
「水質基準適合率」

％ 100 100 100 100 100 100 100% 100% 69.7% Ａ

　安全で安定的な水道水の供給のために、各事業を計画的に
進めている。しかしながら「行政区域内普及率」について
は、給水世帯数は毎年増加しているが、一世帯当りの人数が
毎年減少している為、普及率が増加しない状況である。今後
は、指標の見直し等も検討する必要がある。

成果上
昇、コス
ト維持

水道
課 生活環境部 132

耐震化された基幹管路の延長を
全体の基幹管路の延長で除した
割合「基幹管路の耐震管率」

％ 8.7 12.0 10.2 10.7 11.2 11.7 118% 100.0%

 

水道
課 生活環境部 133

給水人口を市の総人口で除した
割合「行政区域内普及率」

％ 73.7 74.5 77.9 79.3 80.7 82.1 96% 9.0%

舗装補修率及び橋梁補修率のＲ４計画値に対する実績値の平
均進捗率からD評価としている。
今後、老朽化した道路・橋梁が増加し事故等が危惧されるこ
とから、計画的に補修を進める。

基本目
標6
快適で
住みよ
いまち
づくり

（４）
上下水
道の整
備

47 施策① 安
全で安定的
な水の供給

基本目
標6
快適で
住みよ
いまち
づくり

（３）
道路な
どの整
備

46 施策③ 道
路・橋の長
寿命化

0.313,9041

4.11555,4236

6.快適で
住みよい
まちづく

り

３　道路など
の整備

③　道路・橋
の長寿命化

道路施設長寿
命化修繕事業

建設課 令和2年度 令和11年度 一般会計

対象 
道路利用者 
 
手段 
舗装の補修工事 
 
目的 
市内各地区の交通量が多い道路で、老朽化した舗装の補修（ｵｰﾊﾞｰﾚｲ・打ち替え）を計画的に行うことで、道路面
のたわみ、亀裂による通行障害を解消し、維持管理費の削減、道路網の安全性・信頼性を確保する。 
 
成果 
令和4年度実績 
　ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装を3路線で実施した。 
 

生活道路
の利便性・
安全確保・
事故防止
路線数

路線 4 4 3 3 2 0 100.0 千円 19,854 18,810 13,904 20,000 0.3 A

地元からの要望も多
く市民ニーズの高い
事業であり、継続して
取り組むべき重要な
事業である。
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基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

6.快適で
住みよい
まちづく

り

４　上下水道
の整備

①　安全で安
定的な水の
供給

原水施設更新
事業（実計）

水道課 令和４年度 令和６年度 公営企業会計

対象 
　給水区域の上水道需要者 
 
手段 
　原水施設・機器類の更新・改良 
 
目的 
　老朽化した原水施設等の更新・改良を行い、安全な水道水の安定供給を図る。 
 
成果 
　安全な上水道を安定的に供給 
【令和４年度実績】 
　山北第２号水源場濁度計更新工事 
　三雲第1号、深江浄水場ＩＰ化工事 
　貴船水源取水ポンプ他更新工事
　姫島浄水場除マンガンろ過装置信号追加工事
　鹿家水源場取水井水位計更新工事
【令和３年度実績】 　瑞梅寺浄水場対向他通信装置ＩＰ化工事 

老朽化し
た原水施
設・機器の
更新及び

改良

件 1 1 5 3 2 9 100.0 千円 9,075 10,827 15,340 37,120 0.12 A

市民に安全で安定し
た水道水を供給する
ための重要な事業で
ある。また、老朽化の
程度にあわせて、今
後も計画的に更新を
行っていく必要があ
る。

131

6.快適で
住みよい
まちづく

り

４　上下水道
の整備

①　安全で安
定的な水の
供給

原水施設更新
事業（基幹管路
耐震化）（実計）

水道課 令和３年度 令和10年度 公営企業会計

対象 
　給水区域の上水道需要者 
 
手段 
　原水施設・基幹管路の耐震化 
 
目的 
　原水施設等の基幹管路の耐震化を行い、安全な水道水の安定供給を図る。 
 
成果 
　安全な上水道を安定的に供給 
【令和４年度実績】 
　　福吉地区送配水管布設替詳細設計業務
　　福吉地区土質調査業務

基幹管路
整備延長

％ ー ー 0 0 19.7 100 100.0 千円 ー ー 12,500 12,892 0.09 A

市民に安全で安定し
た水道水を供給する
ための重要な事業で
ある。今後も計画的
に耐震化への更新を
行っていく必要があ
る。
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6.快適で
住みよい
まちづく

り

４　上下水道
の整備

①　安全で安
定的な水の
供給

重要給水施設
配水管整備事
業（指定避難
所）（実計）

水道課 令和3年度 令和10年度 公営企業会計

対象 
　被災避難者 
 
手段 
　配水管の耐震化 
 
目的 
　災害時における救援活動の拠点となる、指定避難所（学校）での断水を回避するため、各配水池から指定避難
所までの配水管を耐震化整備し、救援活動のための水道水を確保する。 
 
成果 
【令和４年度実績】 
　重要給水施設配水管整備詳細設計（福吉小）　L2205ｍ　 
【令和３年度実績】 
　重要給水施設配水管整備基本設計（福吉小）　L2,050ｍ 
 

重要給水
施設管路
整備延長
（進捗率）

％ 0 0 0 0 8 100 100.0 千円 0 4,068 6,193 79,647 0.09 A

本事業により、災害
が発生した場合にお
いても水道水の安定
供給を図ることがで
きる。また、安定供給
により救援活動に支
障をきたすことなく、
被災者支援活動を実
施することができる
重要な事業である。
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6.快適で
住みよい
まちづく

り

４　上下水道
の整備

①　安全で安
定的な水の
供給

第８次拡張事
業（実計）

水道課 令和４年度 令和６年度 公営企業会計

対象 
　拡張される給水区域住民 
 
手段 
　給水区域の拡大 
 
目的 
　上水道普及率の向上を図る。 
　上水道を整備することで生活用水の安定供給を目指す。 
 
成果 
　計画目標年次　　　令和４年度 
　計画給水人口　　　85,300人 
　計画１日最大給水量 25,000㎥／日 
 

拡張工事
管路進捗

率
％ 14 15 15 16 0 100 94.9 千円 37,455 29,865 16,170 69,300 0.09 A

第８次拡張事業につ
いては、投資効果や
地元要望、新規需要
等を考慮し、拡張区
域の整備を行ってい
く必要がある。
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6.快適で
住みよい
まちづく

り

４　上下水道
の整備

①　安全で安
定的な水の
供給

配水施設整備
事業（実計）

水道課 令和４年度 令和６年度 公営企業会計

対象 
　給水区域内の上水道需要者 
 
手段 
　老朽化し更新時期を迎えた配水管の更新 
　下水道工事の支障となる配水管布設替 
　水道水の安定供給のための配水管整備 
 
目的 
　水道水の安定供給 
　漏水事故が多発する老朽管路の更新による有収率の向上 
　危機管理対策のための整備 
 
成果 
【令和４年度実績】  配水施設整備　２４件 
【令和３年度実績】  配水施設整備　22件 

水道整備
件数

件 29 22 24 19 13 19 126.3 千円 ##### 277,562 497,201 425,029 3.37 A

水道管整備及び老朽
管更新等について
は、下水道工事等の
別工事と同時施工を
することにより事業
費の大幅な削減を図
りながら効率的な事
業推進が期待でき
る。また、耐震化を進
めることにより災害
時においても安定供
給を行うことができ
る。
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6.快適で
住みよい
まちづく

り

４　上下水道
の整備

①　安全で安
定的な水の
供給

配水施設整備
事業（配水池耐
震化）（実計）

水道課 令和４年度 令和11年度 公営企業会計

対象 
　給水区域内の上水道需要者 
 
手段 
　　山北配水池耐震化（令和4年度～令和6年度）
　　師吉配水池耐震化（令和７年度～令和９年度）
　　曽根配水池耐震化（令和８年度～令和11年度）
 
目的 
　　地震等の災害時においても水道水を確保するため、
　　耐震補強等により、配水池の耐震化を行う。

成果 
【令和４年度実績】 
　山北配水池耐震化詳細設計

配水池耐
震化数

箇所 ー ー 0 0 0 3 100.0 千円 ー ー 8,019 34,000 0.35 A

配水池は、日常にお
ける受水調整のほ
か、地震等の災害時
において、緊急時用
の水道水が確保でき
る重要な施設であた
るため、補助事業を
活用し計画的に耐震
化を進める必要があ
る。
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基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果
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基本目
標

政策
通し
番号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標

の達

成度

【評価の所見】

指標の進捗率や事務事業の評価結果などから、総合評価の理由と今後

の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

基本目
標6
快適で
住みよ
いまち
づくり

（４）
上下水
道の整
備

48 施策② 地
域の状況に
適した下水
道の整備

下水
道課

生活環境部 環境政策課 2 144,381 3.5 134

市全域の汚水処理人口普及率
（公共下水道区域、特定環境保
全公共下水道区域、集落排水区
域、浄化槽区域）

％ 90.4 91.5 91.4 91.5 91.6 91.7 100.1% 99.8% 99.8% A

　下水道事業及び合併処理浄化槽設置整備事業は生活環境の
向上と公共用水域の保全を図る上で重要な事業である。計画
どおりに事業は進捗しており、引き続き計画的に事業を行う
必要がある。
　多額の費用を要する事業であるが、事業の進捗によりその
効果は着実に上昇している。今後も、未整備地区における地
域の状況に適した手法で、計画的な事業の展開が必要であ
る。

成果上
昇、コス
ト維持

6.快適で
住みよい
まちづく

り

４　上下水道
の整備

①　安全で安
定的な水の
供給

原水施設更新
事業（実計）

水道課 令和４年度 令和６年度 公営企業会計

対象 
　給水区域の上水道需要者 
 
手段 
　原水施設・機器類の更新・改良 
 
目的 
　老朽化した原水施設等の更新・改良を行い、安全な水道水の安定供給を図る。 
 
成果 
　安全な上水道を安定的に供給 
【令和４年度実績】 
　山北第２号水源場濁度計更新工事 
　三雲第1号、深江浄水場ＩＰ化工事 
　貴船水源取水ポンプ他更新工事
　姫島浄水場除マンガンろ過装置信号追加工事
　鹿家水源場取水井水位計更新工事
【令和３年度実績】 　瑞梅寺浄水場対向他通信装置ＩＰ化工事 

老朽化し
た原水施
設・機器の
更新及び

改良

件 1 1 5 3 2 9 100.0 千円 9,075 10,827 15,340 37,120 0.12 A

市民に安全で安定し
た水道水を供給する
ための重要な事業で
ある。また、老朽化の
程度にあわせて、今
後も計画的に更新を
行っていく必要があ
る。
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6.快適で
住みよい
まちづく

り

４　上下水道
の整備

①　安全で安
定的な水の
供給

原水施設更新
事業（基幹管路
耐震化）（実計）

水道課 令和３年度 令和10年度 公営企業会計

対象 
　給水区域の上水道需要者 
 
手段 
　原水施設・基幹管路の耐震化 
 
目的 
　原水施設等の基幹管路の耐震化を行い、安全な水道水の安定供給を図る。 
 
成果 
　安全な上水道を安定的に供給 
【令和４年度実績】 
　　福吉地区送配水管布設替詳細設計業務
　　福吉地区土質調査業務

基幹管路
整備延長

％ ー ー 0 0 19.7 100 100.0 千円 ー ー 12,500 12,892 0.09 A

市民に安全で安定し
た水道水を供給する
ための重要な事業で
ある。今後も計画的
に耐震化への更新を
行っていく必要があ
る。
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6.快適で
住みよい
まちづく

り

４　上下水道
の整備

①　安全で安
定的な水の
供給

重要給水施設
配水管整備事
業（指定避難
所）（実計）

水道課 令和3年度 令和10年度 公営企業会計

対象 
　被災避難者 
 
手段 
　配水管の耐震化 
 
目的 
　災害時における救援活動の拠点となる、指定避難所（学校）での断水を回避するため、各配水池から指定避難
所までの配水管を耐震化整備し、救援活動のための水道水を確保する。 
 
成果 
【令和４年度実績】 
　重要給水施設配水管整備詳細設計（福吉小）　L2205ｍ　 
【令和３年度実績】 
　重要給水施設配水管整備基本設計（福吉小）　L2,050ｍ 
 

重要給水
施設管路
整備延長
（進捗率）

％ 0 0 0 0 8 100 100.0 千円 0 4,068 6,193 79,647 0.09 A

本事業により、災害
が発生した場合にお
いても水道水の安定
供給を図ることがで
きる。また、安定供給
により救援活動に支
障をきたすことなく、
被災者支援活動を実
施することができる
重要な事業である。
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6.快適で
住みよい
まちづく

り

４　上下水道
の整備

①　安全で安
定的な水の
供給

第８次拡張事
業（実計）

水道課 令和４年度 令和６年度 公営企業会計

対象 
　拡張される給水区域住民 
 
手段 
　給水区域の拡大 
 
目的 
　上水道普及率の向上を図る。 
　上水道を整備することで生活用水の安定供給を目指す。 
 
成果 
　計画目標年次　　　令和４年度 
　計画給水人口　　　85,300人 
　計画１日最大給水量 25,000㎥／日 
 

拡張工事
管路進捗

率
％ 14 15 15 16 0 100 94.9 千円 37,455 29,865 16,170 69,300 0.09 A

第８次拡張事業につ
いては、投資効果や
地元要望、新規需要
等を考慮し、拡張区
域の整備を行ってい
く必要がある。
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6.快適で
住みよい
まちづく

り

４　上下水道
の整備

①　安全で安
定的な水の
供給

配水施設整備
事業（実計）

水道課 令和４年度 令和６年度 公営企業会計

対象 
　給水区域内の上水道需要者 
 
手段 
　老朽化し更新時期を迎えた配水管の更新 
　下水道工事の支障となる配水管布設替 
　水道水の安定供給のための配水管整備 
 
目的 
　水道水の安定供給 
　漏水事故が多発する老朽管路の更新による有収率の向上 
　危機管理対策のための整備 
 
成果 
【令和４年度実績】  配水施設整備　２４件 
【令和３年度実績】  配水施設整備　22件 

水道整備
件数

件 29 22 24 19 13 19 126.3 千円 ##### 277,562 497,201 425,029 3.37 A

水道管整備及び老朽
管更新等について
は、下水道工事等の
別工事と同時施工を
することにより事業
費の大幅な削減を図
りながら効率的な事
業推進が期待でき
る。また、耐震化を進
めることにより災害
時においても安定供
給を行うことができ
る。
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6.快適で
住みよい
まちづく

り

４　上下水道
の整備

①　安全で安
定的な水の
供給

配水施設整備
事業（配水池耐
震化）（実計）

水道課 令和４年度 令和11年度 公営企業会計

対象 
　給水区域内の上水道需要者 
 
手段 
　　山北配水池耐震化（令和4年度～令和6年度）
　　師吉配水池耐震化（令和７年度～令和９年度）
　　曽根配水池耐震化（令和８年度～令和11年度）
 
目的 
　　地震等の災害時においても水道水を確保するため、
　　耐震補強等により、配水池の耐震化を行う。

成果 
【令和４年度実績】 
　山北配水池耐震化詳細設計

配水池耐
震化数

箇所 ー ー 0 0 0 3 100.0 千円 ー ー 8,019 34,000 0.35 A

配水池は、日常にお
ける受水調整のほ
か、地震等の災害時
において、緊急時用
の水道水が確保でき
る重要な施設であた
るため、補助事業を
活用し計画的に耐震
化を進める必要があ
る。
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6.快適で
住みよい
まちづくり

４　上下水道の
整備

②　地域の状況
に適した下水
道の整備

公共下水道事業
（処理場増設）（実
計）

下水道課 昭和58年度 令和19年度 公営企業会計

対象 
市民 
 
手段 
汚水量増加に伴い、今後、処理能力が不足するため、水処理施設及び汚泥処理施設の増設を実施する。 
 
目的 
汚水量の増加にあわせた下水処理施設の建設を行い、快適な生活環境を確保し公共用水域の水質保全を図る。 
 
成果 
施設の安定した稼働により良好な水処理を実施し、公共用水域の水質保全を図ることが出来る。 
 

水処理施設
の増加

系列 5 5 5 5 5 7 100.0 千円 46,760 9,080 6,800 8,000 0.5 A

下水処理施設は、快適な
生活環境を確保し、公共
用水域の水質保全を図
る根幹的施設であり、市
民の生活に密着したもの
である。運転を停止させ
ることが出来ない施設
であり、安定的に下水処
理が出来なくなると市民
生活に重大な支障を及
ぼし、また、放流水質の
悪化のリスクもあるた
め、計画的かつ効率的に
実施する必要がある。
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6.快適で
住みよい
まちづくり

４　上下水道の
整備

②　地域の状況
に適した下水
道の整備

公共下水道事業
（汚水管渠整備）
（実計）

下水道課 昭和58年度 令和19年度 公営企業会計

対象 
　公共下水道事業区域の住民 
 
手段 
　整備計画区域を策定し、計画的に整備を実施する。 
　　全体計画面積　1,831ha 
 
目的 
　生活環境の向上及び公共用水域の水質汚濁防止を目的とする。 
 
成果 
　整備率・水洗化率を高めることで、生活環境の向上及び公共用水域の水質汚濁防止に寄与する。 
 
令和４年度整備面積　3.9ha 
 

整備面積 ｈａ 1,107 1,113 1,117 1,130 1,140 1,831 98.8 千円 327,521 296,678 137,581 369,000 3.0 A

下水道事業の整備は、生
活環境の向上と公共用
水域の水質保全を図る
上で重要な事業である。
　今後の未整備の地域に
ついては、令和5年度策
定予定の汚水処理構想
に基づいた計画的かつ
効率的な整備が必要で
ある。
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基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果
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基本目
標

政策
通し
番号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標

の達

成度

【評価の所見】

指標の進捗率や事務事業の評価結果などから、総合評価の理由と今後

の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

基本目
標6
快適で
住みよ
いまち
づくり

（４）
上下水
道の整
備

49 施策③ 浸
水被害対策
の推進

下水
道課

生活環境部
建設課、農地政
策課

2 24,574 1 135
浸水区域内の被害対策済み箇所
の割合

％ 60 80 80 80 80 80 100% 100.0% 100.0% A

　浸水対策事業は計画どおり進捗しており、綿打川雨水幹線
バイパス及び浦志雨水調整池が完成することで浸水被害が軽
減された。
　浸水対策事業は、市民生活の安全・安心のまちづくりを図
る上で重要な事業である。整備は計画どおり進捗しており、
今後も引き続き計画的な整備が必要とされる。

成果上
昇、コス
ト維持

基本目
標

政策
通し
番号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標

の達

成度

【評価の所見】

指標の進捗率や事務事業の評価結果などから、総合評価の理由と今後

の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

環境
政策
課

生活環境部 水産林務課 136
環境パトロールによるごみ回収
量

ｔ 125 115 123 122 121 120 100% 100.0% 66.7% B
成果上
昇、コス
ト維持

環境
政策
課

生活環境部 137 環境美化活動への参加者数 人 46,853 44,533 48,000 48,000 48,000 48,000 93% 0.0%

環境
政策
課 生活環境部 138

森林病害虫により大きな被害を
受けた防風保安林の松枯れ本数

本 138 94 100 100 100 100 100% 100.0%

基本目
標6
快適で
住みよ
いまち
づくり

（５）
環境の
保全

50 施策① 豊
かな自然環
境の保全

不法投棄等によるごみの回収量及び松枯れ本数については目
標を達成したものの、環境美化活動への参加者数については
依然として新型コロナウイルス感染症の影響が残っていたこ
とで目標を達成できず、総合評価ではＢにとどまった。令和
５年度以降も継続した取り組みにより目標を達成できるよ
う、環境美化や不法投棄防止に関する市民啓発強化や、環境
ボランティアネットワークや不法投棄監視ネットワーク、松
林保全アダプト等の市民活動支援を通して環境保全に努め
る。

0.11,7841

6.快適で
住みよい
まちづくり

４　上下水道の
整備

③　浸水被害対
策の推進

福吉駅周辺地区
水路改修事業（実
計）

業務課 - - 一般会計

対象
福吉駅周辺地区の市民

手段
福吉駅周辺の道路冠水の軽減を図る対策として、バイパス管整備及び自動転倒堰改修を実施する。
　　整備延長　122ｍ

目的
福吉駅周辺において、バイパス管整備及び自動転倒堰改修を実施し、大雨時における道路冠水の軽減を図る。

成果
大雨時における道路冠水を軽減する。

令和２年度
バイパス管整備　L110m
自動転倒堰改修　N1基

令和３年度
道路側溝流末処理　L12m

整備延長 ｍ 110 122 0 0 0 122 100.0 千円 22,473 3,141 0 0 0.0 A

令和3年度までに実施し
た事業の成果により特に
福吉駅周辺のみが著しく
浸水している状況は見ら
れなかったため、令和4
年度は状況を見守るこ
ととし、事業費を計上し
なかった。
雨水事業は、補助金以外
は一般会計負担であり、
財政部局との十分な調
整・協議を図ることが重
要である。
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6.快適で
住みよい
まちづくり

４　上下水道の
整備

③　浸水被害対
策の推進

公共下水道事業
（雨水管渠整備）
（実計）

下水道課 令和2年度 令和19年度 公営企業会計

対象 
　市民 
 
手段 
　計画排水区域を設定し、管渠等の整備を実施する。 
　　整備延長　2,180ｍ 
 
目的 
　雨水調整池及び雨水管渠等の整備を実施し、降雨時における浸水防除を図る。 
 
成果 
　浸水被害を軽減する。特に床上浸水戸数ゼロを目標とする。 
 
令和4年度実績なし 
 

整備延長 ｍ 1,864 1,864 1,864 1,864 1,864 2,180 100.0 千円 3,282 9,048 24,574 10,000 1.0 A

近年の局地的豪雨によ
り、床上・床下浸水被害
及び道路冠水などが多
くの地域で発生している
ため、本事業は緊急性・
必要性ともに高い事業
である。
浸水対策重点地区を５箇
所設定し、計画的に整備
を進め、４地区の整備が
完了したところである。
雨水事業は、補助金以外
は一般会計負担であり、
財政部局との十分な調
整・協議を図ることが重
要である。
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基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

6.快適で
住みよい
まちづく

り

５　環境の保
全

①　豊かな自
然環境の保
全

森林・山村多面
的機能発揮対
策事業（実計）

水産林務課 令和4年度 令和8年度 一般会計

対象 
森林・山村多面的機能発揮対策事業に取り組む市民 
 
手段 
地域住民、森林所有者、自伐林家等が協力して実施する里山保全、森林資源の利活用などの共同活動を支援す
るため補助する。 
 
目的 
林業の不振、山村地域の過疎化・高齢化により森林の手入れを行う地域住民が減少し、適切な森林整備等が行
われていない箇所が見られており、地域住民等による森林の保全管理活動等の取組を支援する。 
 
成果 
【令和４年度実績】 
　里山林景観を維持するための活動や侵入竹の伐採・除去などの活動に、８団体の活動組織が森林の保全活動
に取り組んだ。 
 
（実績） 
　　Ｈ30　１３団体   Ｒ元　　９団体   Ｒ２　１０団体   Ｒ３　　９団体   R４　　8団体
 

森林整備
等の活動
を行う団

体数

団体 10 9 8 9 14 14 88.9 千円 1,074 1,892 1,784 2,786 0.1 A

山村集落周辺の美し
い里山林の維持、松
林の健全性の維持、
侵入竹の伐採・除去
や利用などの森林の
有する多面的機能を
発揮するために、地
域住民等の共同活動
の支援は重要な事業
であり、継続して事業
を実施する必要があ
る。
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基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

 



   

 

53 

基本目
標

政策
通し
番号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標

の達

成度

【評価の所見】

指標の進捗率や事務事業の評価結果などから、総合評価の理由と今後

の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

環境
政策
課

生活環境部
公共施設管理
課、危機管理課

139
公共施設へのクリーンエネル
ギー及び省エネ設備導入施設数

施設 36 39 40 42 44 46 98% 30.0% 43.3% C
成果上
昇、コス
ト維持

環境
政策
課

生活環境部 140
市民の１日１人当たりのごみ排
出量

ｇ 937 890 934 932 930 928 100% 100.0%

環境
政策
課

生活環境部 141 ごみの資源化率 ％ 25.1 24 25.5 25.7 25.9 26.0 94% 0.0%

基本目
標6
快適で
住みよ
いまち
づくり

（５）
環境の
保全

51 施策② 再
生可能エネ
ルギーの推
進と循環型
社会の形成

公共施設へ太陽光発電を１件設置したが、省エネ設備(LED照
明)については設置予定施設の改修計画との調整により令和
６年度に実施年度が延長されたため、目標を下回った。市民
の１日１人当たりのごみ排出量は目標を超える削減となった
が、ごみの資源化率は昨年を下回っており、今後もごみの削
減のため「３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）」を
推進し、再生可能エネルギーの導入と資源循環型社会の推進
により環境保全をめざす。

3.272,4856

6.快適で
住みよい
まちづく

り

５　環境の保
全

②　再生可能
エネルギーの
推進と循環
型社会の形
成

庁舎等照明機
器改修事業（コ
ミュニティセン
ター）（実計）

コミュニティ
推進課

平成25年度 令和6年度 一般会計

対象 
糸島市 
 
手段 
一貴山コミュニティセンターの照明器具をＬＥＤ照明機器へ取替工事を実施する。 
 
目的 
省エネ、節電、二酸化炭素排出量の削減等の環境保全方策を市が率先垂範して実施することを市内外へＰＲす
る。 
 
成果 
【令和4年度実績】 
令和4年度は工事実績なし。
 

改修施設
の数

施設 1 1 0 0 1 1 100.0 千円 9,776 6,611 0 13,186 0.0 A

令和4年度は工事な
し。
令和5年度は、一貴山
コミュニティセンター
のLED照明器具への
取り換え工事を実施
予定。（設計委託及び
工事を同年度に実
施。）
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５　環境の保
全

②　再生可能
エネルギーの
推進と循環
型社会の形
成

クリーンセン
ター埋立飛灰
再資源化調査
事業（実計）

環境政策課 令和3年度 令和4年度 一般会計

対象
市民

手段
糸島市クリーンセンター最終処分場内の埋立飛灰に対する再資源化に係る調査研究を実施するもの。

目的
糸島市クリーンセンター稼働期間延長に伴う地元行政区との覚書に基づく、最終処分場内の埋立飛灰の持ち出
し処理に関する再資源化等の調査・研究を実施するもの。

成果
安定したごみ処理の継続並びに埋立飛灰中の有効利用が可能になる。

【令和４年度実績】
最終処分場内の埋立飛灰の掘り起こし及び資源化等に係る持ち出し方法等の調査を実施。
・ごみ処理施設での自家処理量：約527ｔ
・外部資源化施設への搬出量：約490ｔ

飛灰資源
化調査の

実施
％ 0 5 95 95 0 100 100.0 千円 0 922 32,909 0 0.2 A

本事業により埋立飛
灰の形状等の支障も
なく資源化が可能で
あることがわかった。
また、積込、運搬の方
法を研究したことで、
掘削工事費用が削減
できる見込みとなっ
た。
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②　再生可能
エネルギーの
推進と循環
型社会の形
成

ごみ減量化推
進事業

環境政策課 平成31年度 永年 一般会計

対象 ●ごみ集積所等設置補助金 ごみ集積所等の設置、増築、改築、移設、又は修繕を行う行政区 
●生ごみ減量化器材購入等補助金 
①市内に住所を有するもので、減量化器材を設置する場所を確保している者又、自己の責任において、減量化
器材を適正に維持管理できる者 
②段ボールコンポストを販売する事業者又は団体で次に掲げる要件を満たす者 
ア　段ボールコンポストを常時確保している者 
イ　段ボールコンポストを有効に活用する技術を有し、かつ、指導ができる者 
ウ　段ボールコンポストを販売価格から補助金相当額を差し引いた額で、全号の世帯に販売する者 
●有価資源回収活動奨励補助金 
市内の概ね10世帯以上で構成された、継続して有価資源の回収活動を行う団体 
手段 ●ごみ集積所等設置補助金   ごみ集積所　補助対象経費×45％とし、１箇所当たり45,000円を限度とす
る。 ●生ごみ減量化器材購入等補助金 減量化器材１個当たりの購入金額又は販売金額（消費税含む）の１／２と
し、2,500円を限度とする。ただし、100円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てる。 ●有価資源回
収活動奨励補助金    古紙類について１kg当たり４円の補助 
目的   ●ごみ減量 
 成果 【Ｒ４年度実績】 ●資源化量　古紙等　８８６トン　  生ごみ　約１１５．１トン（推計） ●すてなんな君　　　１，６６８
基 グリーンコンポスト　　２７基　  電動生ごみ処理機　３基 ●推計方法   ・すてなんな君　　１，６６８基×０．０６ｔ／
年１００．１t    　・グリーンコンポスト　２７基×０．５ｔ／年１３．５t ・電動生ごみ処理機　　　　３基×０．５ｔ／年１．５ｔ 
１００．１t＋１３．５t＋１．５ｔ=１１５．１ｔ／年 

減量数 ｔ／年 1,434 1,129 1,001 1,660 1,630 永年 60.3 千円 8,460 6,726 7,957 10,561 0.8 B

新型コロナウイルス
感染症の状況が落ち
着き、イベント等によ
る啓発を行った。地
域の古紙回収活動が
できるようになると
資源化量が増加する
と見込んでいる。
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②　再生可能
エネルギーの
推進と循環
型社会の形
成

創エネルギー
のまち・いとし
ま推進事業（実
計）

環境政策課 令和2年度 令和4年度 一般会計

対象
自己所有の既築住宅に家庭用太陽光発電設備または家庭用燃料電池を設置し、その住宅に居住している市民

手段
自己所有の既築住宅に家庭用太陽光発電設備または家庭用燃料電池を設置し、その住宅に居住している市民か
らの申請により、設備１基につき10万円の補助金を交付する。

目的
太陽光発電設備等の導入により二酸化炭素排出量を減少させることで地球温暖化を抑制するとともに、エネル
ギーの地産地消による地域活性化を図る。また、太陽光発電設備の普及により、市民の環境に対する意識を向
上させる。

成果
【令和４年度実績】85件（家庭用太陽光発電85件、家庭用燃料電池0件）、850万円を交付

住宅用太
陽光発電
買取件数

件 4,171 4,401 4,671 4,700 0 4,700 99.4 千円 4,200 6,400 8,500 0 0.2 A

住宅用太陽光発電の
買取件数（おおむね
設置数と同等と見込
まれる）は、目標の
99.4％となり、概ね
達成できたと評価し
ている。
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脱炭素推進重
点対策加速化
事業（実計）

環境政策課 令和4年度 令和9年度 一般会計

対象
自己所有の住宅に太陽光発電設備及び蓄電池を設置し、その住宅に居住している市民

手段
対象となる市民からの申請により、太陽光発電は1kWあたり7万円（上限35万円）、蓄電池は設置費用の1/3
（1kWhあたり約5万2千円、上限41万3千円）を交付する。

目的
太陽光発電等の導入によりCO2排出量を減少させることで地球温暖化を抑制し、エネルギーの自家消費を促
進する。

成果
【令和４年度実績】
5件（家庭用太陽光発電5件、蓄電池5件）、312万円を交付。

個人住宅
向け太陽
光発電・蓄
電池設備
設置補助
交付件数

件 0 0 5 20 130 625 25.0 千円 0 0 3,120 103,061 1.5 D

環境省交付金の内示
後に予算措置が完了
するまで交付申請を
受けられずに12月の
事業開始となった。
そのため、交付申請
件数が伸びず、Ｄ評
価にとどまった。
令和５年度は交付決
定後ただちに募集を
開始し、多くの市民に
利用していただくよ
う周知活動等を強化
する。

139

6.快適で
住みよい
まちづく

り

５　環境の保
全

②　再生可能
エネルギーの
推進と循環
型社会の形
成

エネルギー構
造高度化・転換
理解促進事業
（実計）

環境政策課 令和4年度 令和4年度 一般会計

対象
糸島市民

手段
再エネ導入目標や将来ビジョンを示した「糸島市地域再生可能エネルギー導入戦略」に基づき、産学官メンバー
による協議会及びワーキンググループにおいて、ビジネスモデルの具体化や経済性の検証などを進め、実現に
向けて協議する。

目的
再生可能エネルギーの普及や活用等につながる施策の推進により、CO2排出量を減少させることで地球温暖
化を抑制する。

成果
【令和４年度実績】
糸島市地域再生可能エネルギー導入戦略推進協議会　設立、協議会を４回開催
糸島市地域再生可能エネルギー導入戦略実行計画を策定

CO2排出
量削減目
標（市全

域）

千トン 0 0 467 516 0 296 90.5 千円 0 0 19,999 0 0.5 A

Ｒ４年度に糸島市地域再
生可能エネルギー導入戦
略の実行計画を策定し
た。策定にあたって導入
戦略推進協議会を４回開
催し、事業者と課題やビ
ジネスモデル等に関する
情報の共有、意見交換、
実現に向けた課題の整
理や協議を行い、計画に
反映した。達成指標とな
るCO2排出量は環境省
が２年遅れで発表してい
る情報であるため、直接
令和４年度の事業成果と
直結しないが、排出量は
順調に減少している。
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基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

 



   

 

54 

 

 

基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成

度に対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事業の方

向性

企画
秘書
課 経営戦略部

情報政策課、市
民課、

142
施策評価成果指標の年度目標
達成割合

％ 62.7 41.4 70.0 75.0 75.0 80.0 59.1% 0.0% 59.0% C
成果上昇、コ
スト維持

企画
秘書
課

経営戦略部 143
糸島市ＩＣＴまちづくり推進
計画の進捗率

％ 0 61.7 20.0 20.0 30.0 80.0 309% 77%

企画
秘書
課

経営戦略部 4 40,654 3.4 144 マイナンバーカード交付件数 件 21,718 68,957 43,478 48,478 53,478 58000 159% 100.0%

行政経営
戦略

（１）
政策推
進マネ
ジメン
ト

52 施策① 行
政改革の推
進

　行政評価や市民満足度調査の結果などを、次年度以降
の施策・事業等に着実に反映できるよう、令和４年度か
ら分科会方式による外部点検を実施し、総合計画の進捗
管理を行っている。令和4年度に総合計画審議会から指摘
を受けた事務事業評価・施策評価の実施方法や評価シー
トについても改善を図っている。
　また、新庁舎での総合窓口設置や各種手続きサービス
の（窓口業務）改善に向けて、総合窓口支援システムの
開発や情報システム・ネットワークの運用準備を進めて
おり、スムーズな移行が求められる。
　マイナンバーカードの交付円滑化の取り組みは、国の
目標が総合計画策定時の目標を上回る「全国民に行き渡
ることを目指す」としており、今後更に強化していく必
要がある。

行政経営
戦略

１　政策推進
マネジメント

①　行政改革
の推進

総合計画推進
事業

企画秘書課 令和3年度 令和12年度 一般会計

対象　長期総合計画に基づく市の取組
手段　　審議会を開催し、糸島市総合計画に関する事項について、必要な調査及び審議を行う。また、総合計画審議会委員を点検員とし、重点課題プロジェクトを含む全56施策
（行政経営戦略を除く）について、外部点検を実施する。
目的　　令和２年12月に第２次糸島市長期総合計画を策定し、令和３年４月から、計画に沿ったまちづくりがスタートしている。
　総合計画に掲げるまちの将来像を実現させるためには、透明性を確保したうえで、施策の成果を客観的に評価し、その結果をもとに改善を図ることで、ワイズスペンディング
を実行し、行政サービスの質の向上を図る。
成果　　総合計画に基づく取組に対して適切な進捗管理を行い、進捗が良くない取組については委員からの意見や助言を聴取し、それを参考に改善しながら取組を進めていく
ことで、まちの将来像の実現につながる。
【令和４年度実績】
　・総合計画審議会を１回開催（３つ部会を設置し、部会ごとに１回開催）
　・基本目標、重点課題プロジェクトごとに進捗の確認を行い、意見や助言を聴取
　・総合計画に基づく取組に関する提言を受け、事業の改善につなげている。
　・長期総合計画の増刷（200部）

外部点検
の

実施回数
（累計）

回 ー 1 2 2 3 5 100.0 千円 118 1,467 586 0 0.3 A

　総合計画審議会を
３つの部会に分け、総
合計画の進捗状況の
評価を行い、基本目
標ごとに指摘事項を
いただいた。
　指摘事項について
は、各担当部署で検
討を行い、事業事業
の改善に繋げた。な
お、指摘事項の検討
結果については、令
和５年度の総合計画
審議会で報告するこ
ととしている。
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行政経営
戦略

１　政策推進
マネジメント

①　行政改革
の推進

ｄボタン広報誌
事業（実計）

情報政策課 令和3年度 令和7年度 一般会計

対象　全市民（特に、インターネット環境からの情報収集が苦手な市民）
手段　九州朝日放送が提供するｄボタン広報誌サービスを利用し、市政情報やイベント情報、災害情報などの情報発信を行う。専用CMSにて、広報担当職員がパソコンから掲
載情報を入力する。

目的　インターネット回線ではなく、テレビのデータ放送を活用して、広報の即時性を向上させるもの。
成果　インターネットを使用しない世代にも、即時性を担保して情報を届けることができている。

市政情報
の発信件

数
件 0 104 143 396 620 620 36.1 千円 0 413 1,650 1,650 0.1 D

情報政策課だけの発
信にとどまったため、
担当課自ら発信でき
るようIDの付与及び
研修を行う必要があ
る。
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行政経営
戦略

１　政策推進
マネジメント

①　行政改革
の推進

手続きサービ
ス改善事業（実
計）

情報政策課 令和3年度 令和5年度 一般会計

対象　市民
手段　マイナンバーカードを利用する電子申請について、スマートフォンが利用できるサービスに切り替える。
　　　　　出生、死亡、転出入に係る各種申請を、可能な限り１カ所で受け付けることが可能な窓口支援システムを導入する。

目的　　新しい生活様式における市民ニーズへの対応及び新庁舎建設によって可能になる市民サービスの向上
成果　手続サービス改善進捗率

総合窓口
開設の進

捗率
％ 0 0 50 50 100 100 100.0 千円 0 9,570 17,490 26,829 1.0 A

令和５年度の新庁舎
開庁に合わせ、新しい
窓口の運用が行える
よう、関係課を交え、
予定通り準備が進ん
でいる。
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行政経営
戦略

１　政策推進
マネジメント

①　行政改革
の推進

個人番号カー
ド交付事業

市民課 平成28年度 - 一般会計

対象　市民
手段　個人番号カードの普及促進のため、広報活動、申請支援業務、交付業務、更新業務等を行う。
目的　個人番号カードの普及によって、行政・民間のデジタル化及び市民生活の利便性向上を図る。
○令和元年度当初計画
 ・令和元年度　カード交付総数　26,570件　交付率26.1%
　・令和２年度　カード交付総数　48,570件　交付率47.8%
　・令和３年度　カード交付総数　72,570件　交付率71.4%
　・令和４年度　カード交付総数　96,570件　交付率95.0%
○令和３年度計画(改訂版)
  ・令和３年度　カード交付総数　54,580件　交付率53.2%
　・令和４年度　カード交付総数 102,547件　交付率 100%
成果　個人番号カードの普及により、行政・民間のデジタル化を図り、市民生活の利便性向上を高めることができた。
【実績】・令和元年度　カード申請率 24.5%　 交付総数 21,718枚　交付率21.3%
　　　　　・令和２年度　カード申請率 42.1%　 交付総数 33,918枚　交付率33.3%
　　　　　・令和３年度　カード申請率 53.6%　 交付総数 48,735枚　交付率47.5%
　　　　　・令和４年度　カード申請率81.9％、交付総数68,957枚、交付率66.8％

個人番号
カード交

付数
枚 33,918 48,735 68,957 103,188 78,000 103,188 66.8 千円 59,903 50,924 20,928 46,732 2.0 B

カードの交付数を伸
ばすことができたが、
国の目標には届かな

かった。
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基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成
度(%)

事業
費（単
位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画

人員
(人
/R4
年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事
業費、施策貢献度な
どを加味した評価理

関連施策
指標NO

事務事業評価結果

 

 

 

 

行政経営戦略 
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基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成

度に対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事業の方

向性

総務
課

総務部 企画秘書課 145
市が、効率的な行政運営を
行っていると思う市民の割合
（市民満足度調査）

% 0 23 30.0 35.0 40.0 50.0 77% 46% 23.0% D
成果上昇、コ
スト維持

総務
課

総務部 1 3,015 0.5 146
積極性・チャレンジ・改革志
向に関する職員の自己評価
（人事評価平均）

段階 2.7 2.7 2.8 2.9 2.9 3.0 96% 0.0%

基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成

度に対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事業の方

向性

企画
秘書
課

経営戦略部
学研都市づくり
課

147
民間資金を活用した事業数
（ＰＦＩ、企業版ふるさと納
税などの累計）

件 0 0 0 1 2 3 100% 0% 44.6% C
成果上昇、コ
スト増大

企画
秘書
課

経営戦略部 1 6,520 0.2 148
大学等と連携し、課題解決の
基礎となった研究数（累計）

件 7 32 20 25 30 35 160% 89.3%

新たな組織機構改革を、令和4年4月から実施した。
令和4年度は新組織体制の状況を見ながら、令和５年度の
組織について、必要最小限の改編を実施した。
令和5年度は、新庁舎移行後を想定した組織機構の検証を
行い、必要に応じて改善を実施する。
人事評価の処遇反映は、令和4年度の結果を令和6年1月昇
給時から反映する。

行政経営
戦略

（１）
政策推
進マネ
ジメン
ト

54 施策③ 民
間事業者や
大学と連携
した課題解
決

　行政課題や地域課題を解決するため、九州大学をはじ
めとする協定大学等に対して、研究を委託することによ
り、学術的かつ安価に課題解決策や地域資源の掘り起こ
しが可能となっている。次年度以降は、事務事業に研究
成果を生かすことが求められる。
　官民連携については、令和4年度に方針（官民連携いと
しまスタイル）を策定し、令和５年度から庁内課題を精
査したうえで、民間等からの事業提案を募集し、連携事
業を実施していく。

行政経営
戦略

（１）
政策推
進マネ
ジメン
ト

53 施策② 効
果的な組織
づくりと経
営感覚を
持った職員
の育成

行政経営
戦略

１　政策推進
マネジメント

②　効果的な
組織づくりと
経営感覚を
持った職員
の育成

職員研修費 総務課 平成22年度 永年 一般会計

対象   市職員
手段   庁舎内研修と研修機関への派遣研修を活用し、職員の人材育成を行う。
【市独自研修（庁舎内研修）】
人権・同和研修のような多くの職員が参加する研修は庁舎内にて集合形式で実施。また、人事評価研修や階層別研修、管理職研修はｅラーニングや動画研修で受講できるよう
にした。
【派遣研修】 市町村アカデミー（ＪＡＭＰ）、全国市町村国際文化研修所（ＪＩＡＭ）等の研修機関へ派遣した。
目的  少数精鋭の組織実現のため、職員の能力向上を図ることが必須である。また、研修により、知識・技能の向上及び他自治体職員との交流を通じて情報収集や意識変革の
機会とする。
成果
令和４年度実績
【市独自研修（庁舎内研修）】
管理職研修（動画）：113人、階層別研修（動画）：135人、新規採用職員研修（集合）：前期30人、後期29人、メンタルヘルス研修（集合）：135人、人権同和研修：同和問題397
人、男女共同参画158人、人事評価（動画）：評価者16人、人事評価（ｅラーニング）：新任評価者16人、新規採用職員31人
【派遣研修】ＪＡＭＰ３人、ＪＩＡＭ５人

全職員対
象の研修
を年１回
以上開催

する

研修 1 0.6 1 1 1 1 100.0 千円 1,582 1,819 3,015 4,962 0.5 A

市民ニーズが複雑・多
様化しており、自治体
が果たすべき役割も
増大している。職員の
人材育成、資質の向
上は継続して取り組
んでいく必要がある。
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基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成
度(%)

事業
費（単
位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画

人員
(人
/R4
年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事
業費、施策貢献度な
どを加味した評価理

関連施策
指標NO

事務事業評価結果

行政経営
戦略

１　政策推進
マネジメント

③　民間事業
者や大学と
連携した課
題解決

協定締結大学
等連携事業（実
計）

学研都市
づくり課

平成31年度 令和５年度 一般会計

対象 各協定大学等の研究者、市（行政）     ・九州大学、中村学園大学および短期大学部、西南学院大学、福岡医療専門学校、相模女子大学および短期大学部
手段　＜課題解決型研究＞糸島市と連携協定を締結している大学等が持つ知的資源を活用し、行政課題及び地域課題の解決、並びに地域資源の掘り起しに資すると判断した研究について、市が委託契約を
締結し共同研究を行う。研究テーマに関しては広く募集し、申請研究は本市内部で組織する選定委員会で公正に審査して採択を行う。
　＜組織対応型研究＞課題解決型研究で選定された研究のうち、組織対応型に発展すべきと判断した研究や、行政課題や地域課題の解決に有益と判断される研究などについて、九州大　学と組織対応型連
携契約を締結し共同研究を行う。組織対応型連携事業の場合、九州大学学術研究・産学官連携本部が市と研究者との間に入り、個別事業のマネジメントや評価、知的財産の取り扱い等を行う。
目的　＜課題解決型研究＞各協定大学等と市が連携し、共同研究を行うことで、課題解決、地域活性化を図り、市政の発展及び市民福祉の向上を目指す。
＜組織対応型研究＞九州大学と市が連携し共同研究を行うことで、課題解決、地域活性を図り、市政の発展及び市民福祉の向上、九州大学学術研究都市の構築につなげる。
成果　　令和４年度実績
　＜課題解決型研究＞・丸田池の藻類（アオコ等）の異常発生による水質への影響と改善に関する研究（九州大学藤林恵助教）・新町弥生人の形質・文化・復顔に関する研究（九州大学舟橋京子准教授）、・泊大
塚古墳の葺石の産地同定に関する研究（九州大学足立達朗助教）、　・糸島の豊かな自然を守り、生かすための制度的研究（九州大学田中俊徳准教授）
　＜組織対応型研究＞・フレイル予防研究成果を生かした社会実装にむけた調査研究（九州大学　岸本裕歩准教授）、　・早期分解性インスタント藻場の開発と製作・設置マニュアルの作成（九州大学　栗田喜久
准教授）

委託する
延べ研究

数
件 68 75 81 80 85 80 101.3 千円 4,344 6,257 6,520 10,015 0.2 A

まちづくりに九州大
学等の知的資源を活
用し、市の課題を解
決することは有意義
であり、大学があるま
ちの強みであると考

える。
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基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成
度(%)

事業
費（単
位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画

人員
(人
/R4
年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事
業費、施策貢献度な
どを加味した評価理

関連施策
指標NO

事務事業評価結果
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基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成

度に対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事業の方

向性

経営戦略部
財政課,会計
課、税務課、収
税課

149 財政力指数（財政指標） - 0.57 0.57 0.57 0.57 0.57 0.57 100% 100%

経営戦略部 150
受益者負担の割合（一般会計
等の行政コスト計算書）

％ 3.7 2.6 3.84 3.89 3.95 4.0 68% 0.0% 66.7% B
成果上昇、コ
スト増大

経営
戦略
課

経営戦略部 3 1,048,480 9 151
使用料・手数料、財産収入、
寄附金の増加額（R１決算
比）

億円
―

(13.78
億円)

16.4 1.5 2.0 2.5 2.9 1093% 100%

行政経営
戦略

（２）
財務マ
ネジメ
ント

55 施策① 自
主財源の確
保

企画
秘書
課

生産年齢人口が減少し、市税収入の減少が懸念される中
で、様々な取組により市税収入の確保と、高い収納率を
維持できている。また、市有財産の利活用など、幅広い
財源確保策、特にふるさと応援寄附の取組強化による寄
附額の増加は、想定を大きく上回っている。
　ふるさと応援寄附額の増加により返礼品等の経費は増
大するが、経費の2倍以上は歳入増加につながる。
　受益者負担については、国の制度改正により保育料等
の無償化が進んだため、割合が減少したものである。
　引き続き、行財政健全化の取組を進め、市税収入を安
定的に確保するとともに、ふるさと応援寄附などの市税
外収入の拡大を強化し、自主財源を確保していく必要が
ある。

行政経営
戦略

２　財務マネ
ジメント

①　自主財源
の確保

ふるさと応援
寄附推進事業
（実計）

企画秘書課 平成21年度 - 一般会計

対象　　糸島市を応援する全国の寄附者
手段　　寄附を促進するため、インターネットを活用し、市のふるさと応援寄附の周知と全国どこからでも寄附を行える体制を整備する。また寄附者に対し、返礼品として糸島産
品等を贈呈する。同時に新たな商品開発や、プロモーション活動等を行い、糸島市の魅力を伝えることで、寄附行動へつなげる。
目的
ふるさと応援寄附制度を利用して獲得した寄附金により、市民が望み、幸せを感じられる事業を実施する。
また、市の産品等を返礼品として贈呈することにより、地元産品等の販売拡大及びＰＲに寄与し、市内経済の活性化を図る。
成果　　ふるさと応援寄附金を自主財源として、市民が期待し、満足する事業が実施できる。市の産品等を返礼品として贈呈することで、糸島産品等の販売拡大及びＰＲにつな
がる。もって、市内経済が活性化する。
R3　寄附金額：1,389,203,000円（件数：62,709件）
R4　寄附金額：2,092,706,742円（件数：88,456件）

寄附額 億円 11 14 21 20 20 20 105.0 千円 583,411 673,518 1,009,859 1,081,522 1.0 A

　本市の魅力をＰＲす
る返礼品パンフレット
を作成し、前年度の
寄付者に配布するな
ど、寄附促進活動を
行い、目標額を超え
る約20億9,000万
円の寄附を受けるこ
とができた。
　また、返礼品の開拓
を行い、返礼品数も
約2,400品目とな
り、地域経済の振興
に寄与している。
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行政経営
戦略

２　財務マネ
ジメント

①　自主財源
の確保

徴収関係一般
管理事業（経
常）

収税課 平成22年度 永年 一般会計

対象　　市税の滞納者
手段　　自主財源を確保するため、市税の収納率を高い水準で維持する。
・文書、電話、臨戸による納税催告
・納税指導、納税相談による滞納者の実態把握
・滞納処分の実施
目的　　　・市税収入の確保　　・税負担の公平性の確保
成果　　収納率の維持・向上

市税現年
課税分の
収納率

％ 99.0 99.5 99.6 99.5 99.5 99.5 100.1 千円 4,964 5,068 5,535 6,700 6.0 A

本市の収納率は、県
内で上位に位置し、高
い水準で収納率を維
持しており、市税収入
の確保に貢献してい

る。
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行政経営
戦略

２　財務マネ
ジメント

①　自主財源
の確保

賦課徴収費（経
常）

収税課 平成22年度 永年 特別会計

対象　　国民健康保険税の滞納者

手段　　　自主財源を確保するため、国民健康保険税の収納率を高い水準で維持する。
・文書、電話、臨戸による納税催告
・納税指導、納税相談による滞納者の実態把握
・滞納処分の実施

目的
・国民健康保険税収入の確保
・税負担の公平性の確保

成果　　収納率の維持・向上

国民健康
保険税現
年課税分
の収納率

％ 98.6 98.4 97.8 98.0 98.0 98.0 99.8 千円 32,881 32,913 33,086 31,988 2.0 A

本市の収納率は、県
内で上位に位置し、高
い水準で収納率を維
持しており、国民健康
保険税収入の確保に

貢献している。
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基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成
度(%)

事業
費（単
位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画

人員
(人
/R4
年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事
業費、施策貢献度な
どを加味した評価理

関連施策
指標NO

事務事業評価結果
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基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成

度に対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事業の方

向性

財政
課

経営戦略部 企画秘書課 152 市債残高増加の抑制 億円 281.5 309.9 321.4 343.4 341.1 333.5 100% 54.6% 84.9% A
成果上昇、コ
スト維持

財政
課 経営戦略部 153

財政調整基金と公共施設等総
合管理推進基金を合わせた基
金残高

億円 93.8 124.8 71.2 61.2 59.5 61.2 100% 100%

財政
課

経営戦略部 154 将来負担比率増加の抑制 ％ - - 37.5 56.5 55.9 50.1 - -

財政
課

経営戦略部 155 実質公債費比率増加の抑制 ％ 6.5 6.2 7.0 6.9 6.6 6.4 100% 100%

基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成

度に対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事業の方

向性

公共
施設
管理
課

総務部 - 156
公共施設マネジメントの取組
を進めるべきと思う市民の割
合（市民満足度調査）

％ 64 66.2 70.0 73.0 76.0 80 95% 13.8% 46.6% C
成果上昇、コ
スト維持

公共
施設
管理
課

総務部 157

公共建築物の機能や環境が
じゅうぶんに整備されている
と思う市民の割合（市民満足
度調査）

％ 32.3 34.9 36.3 38.3 40.3 42.3 96% 26.0%

公共
施設
管理
課

総務部 3 1,917,078 4.5 158
公共建築物の延床面積総量の
削減率

％ 0.15 0.40 0.20 ▲ 3.60 ▲ 3.00 ▲ 2.40 200% 100.0%

行政経営
戦略

（２）
財務マ
ネジメ
ント

56 施策② 規
律ある健全
な財政運営

- -

　中期財政計画を基に規律ある財政運営ができている
が、今後、公共施設等のマネジメントに係る経費の増大
が見込まれることから、令和5年9月までにに中期財政計
画の見直しを行う予定である。
　見直し後は、中期財政計画改定版に基づき、引き続き
健全で持続可能な財政運営を図る。
　なお、将来負担比率及び実質公債比率については、8月
に確定するため実績に反映できていないが、確実に順守
できていると見込んでいる。

行政経営
戦略

（３）
公共施
設マネ
ジメン
ト

57 施策① 公
共施設の長
寿命化と最
適な配置

　市民満足度調査では、計画値に達してはいないが、満
足度は上昇はしている。また延床面積の削減率について
は、概ね計画のとおり進めている。
　今後も公共施設総合管理計画及び第１期アクションプ
ランを着実に進めていき、公共施設の整備・維持を適正
に行う。
　なお、総合評価については公共建築物の削減率は計画
以上の進捗であり、事務事業も計画通りに実施できてお
り、総合評価をC評価とする。

行政経営
戦略

３　公共施設
マネジメント

①　公共施設
の長寿命化
と最適な配
置

新庁舎周辺環
境整備事業
（実・起）

公共施設管理課 令和2年度 令和6年度 一般会計

対象　市庁舎を利用する市民等。

手段　事業対象地にある墓石、事務所の移転及び土地所有権の取得。また、隣接する新庁舎、公園、市道と併せた一体的な整備工事を行う。

目的　防災広場は、災害時の防災拠点としての機能を強化する。また、新庁舎及び丸田池公園と一体的に活用してイベントを開催する等、市民交流スペースとして利用する。

成果　令和６年度の新庁舎整備事業完成に併せて防災広場を整備することで、新庁舎の防災拠点としての機能等を強化する。
【令和4年度実績】
墓石４４件のうち、34件の移転が完了した。
事業用地（６筆　2,120.27㎡）はすべて取得した。
事務所の移転補償契約を行い、令和5年度に移転が完了する予定。

新庁舎周
辺の整備

率
％ 15 39 63 63 84 100 100.0 千円 27,865 43,500 43,673 36,474 0.5 A

事業用地のすべてを
取得し、事務所の移
転も計画どおりに進
んでいる。墓石等移
転対象の残り10件に
ついて、順次、交渉を
進めている。
移転補償費の算定が
すべて完了し、補償費
を確定することがで
きている。
令和５年度から墓地
の一部を整備し、令
和6年度に公園と一
体的に利用できる防
災広場を完成する見
込み。

157

行政経営
戦略

３　公共施設
マネジメント

①　公共施設
の長寿命化
と最適な配
置

新庁舎整備事
業（実・起）（Ａ
Ｐ）

公共施設管理課 平成28年度 令和6年度 一般会計

対象
市庁舎を利用する市民等。

手段
既存庁舎の業務を継続しながら同じ敷地に新庁舎を建設する。新庁舎完成後に、引越し等を行い供用開始をする。その後、現庁舎（新館を除く）を解体し、駐車場及び外構整備
を実施する。

目的
現庁舎は老朽化により様々な課題を抱えている。
市民が分かりやすく、利便性や防災機能も高い新庁舎を整備する。

成果
令和６年１月の開庁及び令和７年３月の外構等工事完了を目指し、行政機能を向上させ、防災拠点としての機能を備えた新庁舎を整備する。

【令和4年度実績】
令和３年12月から新庁舎建設工事に着手し、基礎工事が完了後、躯体工事を進めている。

新庁舎の
整備率

％ 1 6 35 35 96 100 100.0 千円 69,742 341,797 1,870,204 3,958,722 3.0 A

令和6年1月の開庁に
向けて、予定どおりに
建設工事を進めてい
る。
また、年末年始で円
滑な移転ができるよ
うに、執務文書・物品
量の調査を行い、備
品の購入と引越の準
備を進めている。
新庁舎移転後に実施
する旧庁舎の解体、
駐車場及び公園整備
の実施設計が完了し
た。
計画どおり、令和6年
度に事業を完了する
見込み。

157

行政経営
戦略

３　公共施設
マネジメント

①　公共施設
の長寿命化
と最適な配
置

公共施設マネ
ジメント一般管
理経費

公共施設管理課 - 令和12年度 一般会計

対象　　市民　　公共施設

手段　　公共施設等総合管理計画及び第１期アクションプランの取り組みを推進する。
　　　　　　公共施設マネジメントの取り組みに対する市民理解を促進する。

目的　　　公共建築物は、複合化や集約化により、公共建築物の延床総量の削減を進め、質、量、コストの最適化を図る。
　　　　　　インフラ施設は、予防保全などを行い長寿命化を図る。

成果　　　第１期アクションプランで定めた取組を確実に推進するため、各施設における進捗状況及び数値目標に対する進行管理を行っている。また、現時点で見直しを要する
事業については、将来の財政状況等を踏まえ、より充実した計画を策定した。

公共施設
マネジメ
ント検証
委員会の
開催数

％ - - 2.0 3.0 3.0 3.0 66.7 千円 0 5,653 3,201 7,856 1.0 A

委員会において、公
共施設等（公共建築
物、インフラ施設）の
対策費用、延床面積
の削減について、進
捗状況の検証を行っ
た。

156
157
158

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成
度(%)

事業
費（単
位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画

人員
(人
/R4
年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事
業費、施策貢献度な
どを加味した評価理

関連施策
指標NO

事務事業評価結果
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基本目標 政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成

度に対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事業の方

向性

財政
課

経営戦略部 公共施設管理課 1 7495 3 159 施設維持管理に係る契約数 件 262 262 222 222 162 160 85% 0.0% 0.0% E
成果上昇、コ
スト削減

財政
課

経営戦略部 160 電子、郵送入札の実施件数 件 0 0 0.0 50.0 80.0 100 100% 0.0%

行政経営
戦略

（３）
公共施
設マネ
ジメン
ト

58 施策② 多
様な入札・
契約手法の
導入

・令和元年度の計画当初では、令和4年度から包括管理業
務委託の導入予定であったが、サウンディング型市場調
査、市内業者への啓発活動実施、費用対効果の検証など
課題解消に向けて取り組みを行っており、令和7年度から
の導入に向けて事務を進めていく。
・入札関連では、令和4年度に入札契約関連事務システム
を導入し、令和５年度から本格実施する予定であり、こ
のことで職員の事務効率化や事業者の負担軽減に配慮し
た入札・契約制度に変更できる。入札については、電子
入札の件数を絞って実施し、維持費の単価等を検討しな
がら、順次拡大していく。

行政経営
戦略

３　公共施設
マネジメント

② 多様な入
札・契約手法
の導入

入札参加資格
審査申請及び
電子入札シス
テム導入事業

財政課 令和4年度 令和7年度 一般会計

対象　入札参加者

手段　入札方式は紙入札により実施しており、電子入札システムを導入し、電子入札を実施する。

目的　発注者、受注者の負担軽減並びに入札、契約事務の透明性、公平性、競争性を向上させ、品質の高い成果物を得る。
　
成果　電子入札システム構築、事業者説明会実施

電子郵送
入札の実
施件数

件 - - 0.0 0.0 100.0 100.0 0.0 千円 - - 7,495 2,818 3.0 E
令和5年9月実施予
定のため未達成

160

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成
度(%)

事業
費（単
位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画

人員
(人
/R4
年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事
業費、施策貢献度な
どを加味した評価理

関連施策
指標NO

事務事業評価結果
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基本目
標

政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成

度に対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

子ど
も課

子ども教育
部

子ども課、学校
教育課、生涯学
習課

2 0 0.8 161

安心して子どもを生み育てら
れる環境が整っていると思う
市民の割合（市民満足度調
査）【再掲】

％ 41.0 30.5 42.0 43.0 44.0 45.0 73% 0.0% 49.1% C
成果上
昇、コス
ト増大

子ど
も課 子ども教育

部
162

地域や社会をよくするために
何をすべきか考えることがあ
る中学３年生の割合（全国学
力・学習状況調査）

％ 34.5 39.9 37.0 38.0 39.0 40.0 108% 98.2%

基本目
標

政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成

度に対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

危機
管理
課 総務部

学校教育課、警
防課、

163

家族で災害時にどう行動する
か、避難や連絡などのルール
や方法を決めている市民の割
合（市民満足度調査）

％ 32.4 29.6 37.0 42.0 46.0 51.0 80% 0.0% 0.0% E
成果上
昇、コス
ト維持

危機
管理
課

総務部 3 21,002 0.4 164 防災マイスター登録者数 人 0 0 6 9 12 15 0% 0%

重点課
題プロ
ジェク
ト

重点課
題：子
育て・
教育環
境の充
実

59 “社会とつ
ながる”子
育て応援プ
ロジェクト

子ども広場の実施については、プロジェクト会議を重
ね、協議を進めた。令和５年度は、モデル校区でモデル
事業を実施しながら、学校や地域住民、保護者、ボラン
ティア団体との連携の仕組みづくり等の課題整理や検討
を深め、継続して事業が実施できる仕組みを構築する必
要がある。

重点課
題プロ
ジェク
ト

重点課
題：防
災・減
災

60 市民一人ひ
とりの防災
力が高いま
ち“いとし
ま”プロ
ジェクト

家庭令和５年４月に公開した防災教育ポータルサイト
「マモリンク イトシマ」を活用し、子どものころから
防災・減災の意識・行動力を高めるるとともに、自主防
災組織の訓練や学習会での活用も促進し、家庭や地域の
防災力強化につなげていく。
また、防災士の育成はおおむね計画どおり実施できてい
るため、防災マイスターの登録に発展させ、防災士や防
災マイスターを中心とした地域の防災訓練等を展開し、
自主防災組織や校区の共助の機能を強化していく。

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

重プロ
重点課題１
子育て・教育
環境の充実

“社会とつな
がる”子育て
応援プロジェ
クト

放課後子ども
広場事業

子ども課 令和3年度 令和7年度 一般会計

対象
市内の子ども

手段
放課後子ども広場の展開

目的
子どもたちが成長に伴い、環境の変化に柔軟に対応しつつ、様々なことに主体的に関わることで、社会性や人間
性を身に付け、社会とつながっていることを実感できるようになる。

成果
【令和4年度実績】
・福岡市の事業を委託している事業者に対する聞き取り
・事業内容の検討
・保護者アンケートの実施

放課後子
ども広場
実施の校

区

校区 - 0 0 0 2 15 0.0 千円 0 0 0 0 0.4 E

令和5年度からの子
ども広場の展開にむ
けて事業内容案の作
成を行ったが、学校
や地域住民、保護者、
ボランティア団体等
との連携の仕組みづ
くりにまでは至らな
かった。

161

重プロ
重点課題１
子育て・教育
環境の充実

“社会とつな
がる”子育て
応援プロジェ
クト

放課後子ども
広場事業「斜め
の関係」講座の
展開

学校教育課 令和３年度 令和７年度 一般会計

対象
市内の児童・生徒

手段
小学校高学年の児童、中学生、高校生、協定締結大学の学生、社会人が学びや交流を行い、関わり合う講座等を
実施。

目的
身近な先輩や後輩と関わり合うことにより、社会性や人間性を身に付け、社会と関わる・つながる意識を高める。

成果
【令和４年度実績】
・伊都塾、イングリッシュキャンプ等の事業の拡充・継続実施
　⇒伊都塾；2日間実施。延176人の中学生参加。
　⇒イングリッシュキャンプ；2日間実施。18人の中学生参加。
・児童生徒を対象に市が大学等と実施した事業
　⇒いとしまSDGｓ再発見プロジェクト事業、九大寺子屋事業、いこっか事業等

実施中学
校の数

校 - 7 7 7 7 7 100.0 千円 0 0 0 0 0.4 A

多様な交流による経
験値高めるため、コ
ミュニケーションの時
間を増やす等の事業
の拡充を図ることが
できた。本プロジェク
トの目的に大きく寄
与し、継続する必要が
ある。

161

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

重プロ
重点課題２
防災・減災対
策

市民一人ひ
とりの防災
力が高いま
ち“いとしま"
プロジェクト

地区防災計画
作成事業（実
計）

危機管理課 令和3年度 令和7年度 一般会計

対象
行政区及び市民

手段
ＷＥＢ版ハザードマップの改修及び行政区で危険個所や避難経路を示したオリジナルマップの作成支援

目的
ＷＥＢ版ハザードマップの公開により、市民が地域の災害リスクを事前に把握すること、地域防災マップを作成す
ることで、市民・地域の防災力を高める。

成果
　家庭で自分が住む地域の災害リスクを知り、災害時に安全な避難経路を事前に把握し、オリジナルマップを作成
することができるようになった。
　行政区単位で地域防災マップを作成する地域が増えることで、防災意識が高まった。

地区防災
計画策定

件 0 0 0 10 15 25 0.0 千円 0 3,300 3,262 2,500 0.1 E

地区防災計画の一部
に位置づけた地域防
災マップ及び行政区
タイムラインを５行政
区で作成したが、地
区防災計画の提出ま
では至らなかった。

163
164

重プロ
重点課題２
防災・減災対
策

市民一人ひ
とりの防災
力が高いま
ち“いとしま"
プロジェクト

防災マイスター
育成事業（防災
士育成事業）
（実計）

危機管理課 令和3年度 令和6年度 一般会計

対象
市民

手段
「福岡県防災士養成研修・試験」を活用し、地域の人材発掘、育成を行う。

目的
防災士は、組織的な活動を行い、行政区内での活躍や防災マイスターへの発展を目指す。

成果
　校区及び行政区等を通じ、地域での防災活動に参加する意思のある住民に防災士資格を取得してもらうこと
で、取得後に組織的な活動を行い、行政区内での活躍や防災マイスターへの発展が期待できる。

【事業を活用し防災士の資格を取得した人数】
令和３年度　23人
令和４年度　２５人

地域で活
躍する防

災士
人 0 23 25 30 30 163 83.3 千円 0 299 311 3,425 0.1 A

令和４年度は、新たに
２５人が防災士の資
格を取得した。防災マ
イスターについては、
定義について検討す
るにとどまった。

164

重プロ
重点課題2
防災・減災対
策

市民一人ひ
とりの防災
力が高いま
ち“いとしま"
プロジェクト

防災教育推進
事業

危機管理課 令和4年度 令和5年度 一般会計

対象
市民

手段
世代に合わせたオリジナル防災計画やハンドブックを掲載した防災教育ポータルサイトを公開し、学校現場や自主
防災組織の学習などに活用できるよう啓発を行う。

目的
子どもの頃から防災、減災の意識、行動力を高め、自然災害等から地域を守る防災意識の向上を目指す。

成果
ポータルサイトは教職員専用のページを設け、各校で実施した防災教育事授業を投稿し共有することで、防災教
育の充実が期待できる。また、自主防災組織で行う防災訓練や防災学習などでの活用を促すことで、地域防災力
の向上が期待できる。

各年代に
合わせた
新規作成
防災教育
デジタル
コンテン

ツ数

本 0 0 7 5 5 5 100.0 千円 0 0 17,429 17,611 0.2 A

令和4年度に防災教
育ポータルサイトを構
築し、令和5年4月に
「マモリンクイトシマ」
として公開した。
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60 

基本目
標

政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成

度に対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

経済振興部 165 市内で就業している人の割合 ％ 52.1 52.1 53.5 54.0 54.5 55 97% 0.0% 33.3% D
成果上
昇、コス
ト維持

経済振興部 166
創業件数（商工会支援件数）
【再掲】

件 44 82 59 64 69 72 139% 100.0%

商工
振興
課 経済振興部 3 7,786 0.5 167

将来の夢や目標を持っている
中学３年生の割合（全国学
力・学習状況調査）※R3全国
値：68.6％

％ 72.9 70.6 74.0 74.5 75.0 75 95% 0.0%

自分で仕事を立ち上げる創業やテレワークを新たな働き
方として推進している。創業については、糸島市商工会
との連携により、支援を充実させており、創業者の数も
増え始めている。起業家教育は創業の裾野を広げるため
の取り組みであり、指標となっている「将来の夢や目標
を持っている中学３年生の割合」の実績は一時的に低下
したが、地道に継続することで、意識の変革を図りた
い。

ブランド政策
課、学校教育
課、水産林務
課、農業振興

課、学研都市づ
くり課

重点課
題プロ
ジェク
ト

重点課
題：経
済活性
化(稼
ぐ)へ
の取組

61 “糸島しご
と”のブラ
ンド化プロ
ジェクト

商工
振興
課

重プロ

重点課題３
経済活性化
（稼ぐ）への
取組

“糸島しごと"
のブランド化
プロジェクト

テレワーク推
進事業（実計）

ブランド政策課 令和3年度 令和5年度 一般会計

対象  市内の就労者及び就労意欲がある人、テレワークを進める事業所
手段  ①糸島市テレワークセンターの維持管理（相談業務含む）  年間２１５日開館　10時～16時
②テレワーク普及のための啓発及び情報発信   テレワーク初心者のための講座やSNSによる情報発信及びテレ
ワーカーを取材し、実践者の魅力的な暮らし方などを発信している。
目的   テレワークの普及・啓発を行い新しい働き方を推進することで、雇用創出・雇用機会の拡大を図り、人材発
掘や労働力の確保を行うとともに、実践者の魅力的な暮らし方を発信するなど“糸島しごと”のブランド化を図る
ことで、市の魅力向上を目指す。
成果   ①テレワークセンター開館、利用状況等  年間開館日数　２２１日、年間利用者数　６５３人、新規利用登録者
数　４５人
②テレワーク推進講座  １回目：令和4年12月7日（水）10：00～11：30 「テレワークを始めてみませんか」　　参
加者１６人
　２回目：令和5年1月18日（水）10：00～11：30 「テレワークを導入している企業での働きかたについて学ぶ」
参加者１５人
③テレワーク普及講座  Ｓｌａｃｋ、ZOOM、Googleドライブ、Notion、CANVAなどのテレワークに使うツールの
講座を実施 ３7回開催：参加者計４6人   ④テレワーク利用者の交流会  ４回開催　６名参加
⑤その他 ＳＮＳ（メルマガ、Facebook、Twitterなど）による情報発信　４６８回

糸島市テ
レワーク
センター
新規利用

者数

人 0 32 77 50 70 70 154.0 千円 0 1,472 2,016 2,240 0.1 A

初心者向けの講座や
研修会を多く開催し
たことで、糸島市テレ
ワークセンターの新
規利用者が増え、テレ
ワークの普及に繋
がっている。
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重プロ

重点課題３
経済活性化
（稼ぐ）への
取組

“糸島しごと"
のブランド化
プロジェクト

新規起業者応
援事業（実計）

商工振興課 平成25年度 令和６年度 一般会計

対象   開業を希望する市民及び開業したばかりの事業者 
 
手段   事業主体である糸島市商工会に対する補助 
 
目的   起業セミナー（創業塾）や専門家相談会の開催、創業関連資金融資の利子補給や、空き物件のリフォームに
対する経費の一部を補助することで、新規起業者の増加につなげ、新たな企業活力を呼び込むことができる。 
 
成果 
【令和３年度実績】 
新規起業者数：48件 、創業塾の開催（年２回）：45人参加 、専門家相談会の定期的な開催：５回 、経営指導員による
支援：258回 、創業関連資金融資利子補給：11件、店舗等リフォーム補助：９件、創業機運醸成セミナーの開催（年
４回）：149人参加
 【令和４年度実績】
新規起業者数：●件、創業塾の開催（年４回）：１０９人参加、専門家相談会の定期的な開催：０回、経営指導員によ
る支援：366回、創業関連資金融資利子補給：２６件、店舗等リフォーム補助：１１件、創業機運醸成セミナーの開催
（年４回）：138人参加、創業者サロンの開催（年１回）：25人参加

新規起業
者数

件／年 34 48 82 56 64 72 146.4 千円 6,248 3,653 5,077 6,758 0.3 A

これまで年２回開催
していた創業塾を年
４回に増やしたり、新
たに創業者サロンを
開催するなどの取り
組みを進めることで、
新規起業者数が増加
してきている。
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重プロ

重点課題３
経済活性化
（稼ぐ）への
取組

“糸島しごと"
のブランド化
プロジェクト

中学生起業家
教育推進事業
（実計）

学校教育課 令和3年度 令和７年度 一般会計

対象 
生徒 
 
手段 
　民間の起業家教育のプログラムを活用し、総合的な学習の時間の中で「起業家教育」を全中学校で実施。 
　民間委託により、ワークブック、動画教材を使用した授業支援サービス、指導ガイド等の支援を受け実施。 
　令和３、４年度はモデル校で実施し、令和５年度には、全中学校で実施。 
 
目的 
　進路への関心・意欲を高めるとともに、これからの時代を生きていくために必要なチャレンジ精神、創造性、探
究心、プレゼンテーション力・コミュニケーション力等を育成する。 
 
成果 
【令和４年度実績】 
　志摩中学校３年生において「ソーシャルチェンジ」のプログラム６回の活動の中で、オリエンテーション、企画検
討、プレゼンテーションを実施 
また、模擬会社「志摩中 Comany」を設立し、芋を育てて地域で販売する活動を行った。

起業家教
育を実施
した学校

数

校 0 1 1 1 6 6 100.0 千円 0 726 693 1,080 0.1 A 計画どおり実施できた 167

基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

重プロ
重点課題２
防災・減災対
策

市民一人ひ
とりの防災
力が高いま
ち“いとしま"
プロジェクト

地区防災計画
作成事業（実
計）

危機管理課 令和3年度 令和7年度 一般会計

対象
行政区及び市民

手段
ＷＥＢ版ハザードマップの改修及び行政区で危険個所や避難経路を示したオリジナルマップの作成支援

目的
ＷＥＢ版ハザードマップの公開により、市民が地域の災害リスクを事前に把握すること、地域防災マップを作成す
ることで、市民・地域の防災力を高める。

成果
　家庭で自分が住む地域の災害リスクを知り、災害時に安全な避難経路を事前に把握し、オリジナルマップを作成
することができるようになった。
　行政区単位で地域防災マップを作成する地域が増えることで、防災意識が高まった。

地区防災
計画策定

件 0 0 0 10 15 25 0.0 千円 0 3,300 3,262 2,500 0.1 E

地区防災計画の一部
に位置づけた地域防
災マップ及び行政区
タイムラインを５行政
区で作成したが、地
区防災計画の提出ま
では至らなかった。

163
164

重プロ
重点課題２
防災・減災対
策

市民一人ひ
とりの防災
力が高いま
ち“いとしま"
プロジェクト

防災マイスター
育成事業（防災
士育成事業）
（実計）

危機管理課 令和3年度 令和6年度 一般会計

対象
市民

手段
「福岡県防災士養成研修・試験」を活用し、地域の人材発掘、育成を行う。

目的
防災士は、組織的な活動を行い、行政区内での活躍や防災マイスターへの発展を目指す。

成果
　校区及び行政区等を通じ、地域での防災活動に参加する意思のある住民に防災士資格を取得してもらうこと
で、取得後に組織的な活動を行い、行政区内での活躍や防災マイスターへの発展が期待できる。

【事業を活用し防災士の資格を取得した人数】
令和３年度　23人
令和４年度　２５人

地域で活
躍する防

災士
人 0 23 25 30 30 163 83.3 千円 0 299 311 3,425 0.1 A

令和４年度は、新たに
２５人が防災士の資
格を取得した。防災マ
イスターについては、
定義について検討す
るにとどまった。

164

重プロ
重点課題2
防災・減災対
策

市民一人ひ
とりの防災
力が高いま
ち“いとしま"
プロジェクト

防災教育推進
事業

危機管理課 令和4年度 令和5年度 一般会計

対象
市民

手段
世代に合わせたオリジナル防災計画やハンドブックを掲載した防災教育ポータルサイトを公開し、学校現場や自主
防災組織の学習などに活用できるよう啓発を行う。

目的
子どもの頃から防災、減災の意識、行動力を高め、自然災害等から地域を守る防災意識の向上を目指す。

成果
ポータルサイトは教職員専用のページを設け、各校で実施した防災教育事授業を投稿し共有することで、防災教
育の充実が期待できる。また、自主防災組織で行う防災訓練や防災学習などでの活用を促すことで、地域防災力
の向上が期待できる。

各年代に
合わせた
新規作成
防災教育
デジタル
コンテン

ツ数

本 0 0 7 5 5 5 100.0 千円 0 0 17,429 17,611 0.2 A

令和4年度に防災教
育ポータルサイトを構
築し、令和5年4月に
「マモリンクイトシマ」
として公開した。
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61 

基本目
標

政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成

度に対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

重点課
題プロ
ジェク
ト

重点課
題：学
術研究
都市づ
くり

62 “糸島サイ
エンス・
ヴィレッ
ジ”実現化
プロジェク
ト

学研
都市
づく
り課

経済振興部
都市計画課、学
研都市づくり課-

1 650 1 168
サイエンス・ヴィレッジへの
参入企業・研究所等数

社 0 0 0 1 1 2 100% 0% 0.0% E

九州大学の研究を実用化・事業化につなげることを目的
としている糸島サイエンス・ヴィレッジ（SVI）に立地
したいとう意思表明をした企業・研究所は、令和4年
度、延べ264団体、460人を案内・協議を行ったものの、
結果はゼロだった。
しかしながら、サイエンス・ヴィレッジ実現のためとい
う名目で企業版ふるさと納税を8,400千円いただいた。
これを原資に、令和5年度はSVI推進協議会が各プロジェ
クトを実施し、SVIの事務所のある志摩馬場において
ショーケース的に実証事業や取組を見せられるようにす
る。
これによって、より多くの民間企業や研究所がSVIに興
味を持ってもらい、将来的な立地につなげたい。

成果上
昇、コス
ト維持

基本目
標

政策
通し番
号

施策
施策
統括
課

施策統括部 関係課
R4

事業数
R4

決算額
(千円)

人員/年
指標

NO
施策に関する目標達成指標 単位

現状

（R1）

R4

実績

R4

計画

R5

計画

R6

計画

R7

目標

年度

達成率

計画期間

達成率

平均

達成率

指標の

達成度

【評価の所見】

施策指標の各達成率や事務事業の評価結果などから、指標の達成

度に対する理由と今後の方向性を入力

【方向性】

R6以降の事

業の方向性

健康福祉部
情報政策課、地
域福祉課、商工
観光課

1 2924 0.1 169
60歳以上で、生きがいを持っ
て生活している市民の割合
（市民満足度調査）【再掲】

％ 61.9 55.3 64.0 65.0 66.0 67 86% 0.0% 50.0% B
成果上
昇、コス
ト維持

健康福祉部 170
多様な主体が連携したシニア
マッチングシステムの構築と
運用

― ―
構築済
み・運

用

構築済
み・運
用

構築済
み・運
用

構築済
み・運
用

R４まで
に運用
開始

100% 100%

重点課
題プロ
ジェク
ト

重点課
題：超
高齢社
会への
対応

63 元気な高齢
者が地域で
活躍し、暮
らせるまち
プロジェク
ト

令和４年９月シニア活躍ステーション「はっする」を設
置し、シニアマッチングシステムの運用を開始。新型コ
ロナ感染拡大による影響から相談者については、計画よ
りやや少なかったが、就労等へのつなぎはできている。
今後さらに関係機関への事業周知を行い、相談者の増加
を図るとともに、紹介できる活躍の場を拡げていく予定
である。本事業の推進は、60歳以上の人の市民満足度の
向上に寄与すると考えている。また、総合評価として
は、単年度の目標達成状況からＢ評価と判断している。

介
護・
高齢
者支
援課

重プロ
重点課題４
学術研究都
市づくり

“糸島サイエ
ンス・ヴィ
レッジ"実現
化プロジェク
ト

糸島サイエン
ス・ヴィレッジ
実現化事業（実
計）

学研都市
づくり課

令和2年度 令和7年度 一般会計

対象 
（一社）ＳＶＩ推進協議会 
 
手段 
糸島市や九州大学などの産学金官で構成する（一社）ＳＶＩ推進協議会を中心として各種プロジェクトを展開しな
がら、九州大学伊都キャンパス西側地区に糸島サイエンス・ヴィレッジを実現させるための協議・検討を進める。 
 
目的 
さまざまな分野の企業・研究者や学校などが集積し、イノベーションや新産業が生まれ、地域と大学の学生・教職
員などが活発に交流する真の学術研究都市を構築する。 
 
成果 
糸島サイエンス・ヴィレッジの実現 
【令和３年度】 
（一社）ＳＶＩ推進協議会事務所（旧清掃センター）の環境整備
【令和４年度】
 ローカル５Ｇ設備及びサーバー設置
 

訪問・協
議・視察対
応した企
業・団体数
（延べ数）

件 - - 264 100 200 400 264.0 千円 0 808 650 6,861 1.0 A

実証事業が始まり、
企業の視察対応等が
多数あった。企業や
大学関係者に糸島サ
イエンス・ヴィレッジ

を知ってもらい、応援
してもらうことにつな
がったため、じゅうぶ
んな達成状況であっ

た。
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基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

重プロ
重点課題５
超高齢化社
会への対応

元気な高齢
者が地域で
活躍し、暮ら
せるまちプ
ロジェクト

シニアマッチン
グサービス事
業（実計）

介護・高齢者支
援課

令和4年度 令和7年度 一般会計

対象
おおむね60歳以上の糸島市民

手段　シニア活躍ステーション「はっする」の設置
（1）情報ステーション機能
・情報発信（各種セミナー・相談機関・求人情報）　　・情報誌作成
（2）コーディネーターの配置
・ニーズに応じた相談機関の紹介 ・必要に応じ、相談機関への同行支援 ・相談者数、相談内容等の統計・分析
（3）関係機関との連携事業の展開
・高齢者向けセミナー企画・開催・事業所向けセミナー企画・開催（高齢者活躍の場の創出）

目的
〇元気な高齢者の活躍の場を提供できる団体・組織と活動を希望する高齢者のマッチング機能強化。
○高齢者が地域で活躍できるシステムの構築により、健康づくりや生きがいづくり活動を活性化させ、健康寿命
の延伸を図る。

成果
　就労等の生きがいづくり活動への参加を支援することにより、60歳以上で生きがいを持って生活している人が
増加

60歳以上
で、生き
がいを

持って生
活してい
る人の割
合（市民満
足度調査）

％ 58.5 56.7 55.3 64 65 67 86.4 千円 - - 2,924 3,747 0.1 Ｂ

新型コロナウイルス
感染拡大の影響によ
り、高齢者の活動が

停滞しているため、相
談者は計画より増え
ていない。（相談者数
実績：延49人、就労
セミナー参加者：6

人）しかし、就労につ
ながった人も3人お
り、今後本事業が定
着することにより、更
なる成果が期待でき

る。
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基本目標 政策 施策 事業名 担当部署 始期 終期 会計 事業概要(対象、手段、目的、成果) 活動指標 単位 R2実績 R3実績 R4実績 R4見込 R5計画
目標値
(終期)

R4達成率
(%)

事業費
（単位）

R2決算 R3決算 R4決算 R5計画
人員(人
/R4年)

評価

評価の所見
指標の達成状況、事業

費、施策貢献度などを加
味した評価理由

関連施策指
標NO

事務事業評価結果

 


